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機能産業(最 終需要産業)
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No.9

情

マ ー ケ ッテ ン グ
No.8

産業関連表 号' 「

■

レ

1

1

米国の1975年

までの産業連

関表

1917.1929

1945.1967⇒ における産

業順位

INDUSTRY

No.4

産業別技術

革新,生 産,

労働 に対す

る電子計算'

機 の利用度

No.5

産 業 男1」言十算

機 の ア プ リ

ケーシ ョン=

ポ テ ン シ ャ

ルの ウエ イ ト

AutOS

AIumlnum

AViatien

Coai

CoPPerandNlcke)

Chemicals

Congl。merates

EiectricalEqup

Food

FarmEquipment

lnfoPrOCeSSing

Meatpachng

MerChandising

Miscelianeous

Oil

Paper

RailEquipment
'R
ecreation

Rubber

Steel

ShiPPIng

Sugar

Textiles

Tobacco

Rank
1917192919451967

8332

19191612
--1211

1413--

34615

6653
-一 一8

554フ

1612813

13171314

一21156

4101419

15775

1091917

2111

20161810

111517-
21111118
98109

1224

1;ig21=∀
18222020
1214916

陀r. 向r. 距r. Per・

cen【 cent cent cent
No1927 ol No 1929 ol No 1945 ol No 1967 of
olAssets Asset of As5ets Asset of A∬ets Asset of 魅se[s Asset
α亮(m`lll。ns[T。 白1 Cos, (mllllonSIT。tal Cos, 〔mllllons`Total (カs (mllll。nSl Total

5$533 3.6% 4$21236 7.9% 3 $3,038 8.4% 3$241155 12.1
1104 0.7 1 235 Q8 1 42ア 1.2 3 4,415 2.2
0 0 5 ggo 27 5 4β02 2.4
3332 2.3 4 717 2.5 0 0

11王,303 89 5 11567 5.5 5 1,771 4.9 3 315〔}5 1.8

6747 5.1 5 1,292 45 8 21443 6.7 12 17,766 8.9
0 0 0 5 8,168 4.1
6804 5.5 4 11348 4.7 7 2,586 7.1 4 10,265 5.1
3239 1.7 5 ア62 2.7 9 1,630 4.5 5 4,290 2.1
2335 2.3 1 384 1.4 2 786 22 3 4,085 20

0 1 159 06 3 437 12 5 12,449 62
6924 6.3 2 803 2.8 2 702 1.9 2 1,404 0.7
3302 2.1 8 1,241 44 6 1744 48 8 12,514 6.2

4426 2.9 5 835 2.9 2 410 1.1 2 21044 10
182,237 153 21 8250 290 .18 10,218 27.9 17 58β00 29.4

180 0.5 3 518 1.8 2 421 1.2 6 5,653 2.8
4425 2.9 4 醐 2.3 2 423 12 0
164 0.4 5 800 2.8 5 1ρ27 2.8 1 1,673 08
3475 3.3 4 877 3.1 4 11105 30 5 5,874 2.9
113,955 27.1 10 4,458 15.7 9 4,496 124 8 15,197 7.6

4525 3.6 1 226 08 1 235 0.6 0
2220 1.5 2 258 0.9 0 0
2177 1.2 1 114 0.4 2 297 0.8 1 992 05
4401 2.8 4 685 0.5 4 1,223 3.4 2 21238 1.2

$14,608 $28,405 $36,319 $200,289

●No.1=IEEETransactiononEngineeringManagementl967年3月

号 のQUESTStatusReportに よ る 。●No.2=FORBES .1967年9月 号 よ り

●No.3=Research&DevelopmentManagementよ り ●No .4=資 料TE

CHNOLOGICALTRENDSINMAJORAMERICANINDUSTRIES

よ り ●No.5=42年 度 電 子 協 調 査 報 告 書 「米 国 に お け る 今 後 の 電 子 計 算 機 の 発

展 と,そ の 企 業 経 営 へ の 影 響 」よ り ●No.6=FORBES .1967年9月 号 よ り

●No.7=資 料TheAmericanEconomytol975 .MasterTableよ り

●No.8=資 料FORTUNE誌1966年 産 業 連 関 表
.BusinessWeeks誌1967年

9月23日 号 及 び12月9日 号 よ り●Nq.9=資 料HarvardBusiness誌System

AnalysisforMarketingl967よ1り
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ハワイのコンテナヤー ド(神 戸製鋼所発刊 「新 しい建設」より

を4亀
'～扉
緯 、 '鴇

産業別大分類 産 業 の 操 業 エンジニヤリング ウエ イ ト
または研究開 進歩性

コ ー ド 番 号 内 容 の 性 格 発努力の水準 合 計

アプ リケーシ ョン=ポ テンシャル
が非常に高位の産業

連 邦 政 府 91

石油及び同関連産業(製 造業) 29 8 9 9 26

輸送用機器(製 造菓) 37 7 9 8 24

兵器,同 関連品(製 造業) 19 7 9 7 23

航空輸送サー ビス 45 9 6 7 22

化学,同 関連品(製 造業) 28 7 9 7 21

通 信=サ ー ビス 48 8 ・6 7 21
一次金属製造業 33 8 6 7 20

電気機器.同 供給品(製 造業) 36 7 6 6 20

鉄道輸送サービス 40 9 6 5 20

加工金属製品(兵 器:機 械
輸送 を除 く) 34 7 6 5 19

機械(電 気機器 を除く) 35 7 6 5 [9

⊇ ン ピ ュ 一 夕 に よ る 教 育(IBMComputingreport .1968,1よ り)
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序 文

コンピュー タがわが国に導入 され てか ら,ま る10年 を経 過 し,昭 和42年 の

コンピュータ需要は1,300億 円 とな り,万 国博 が開催 され る 昭和45年 には

2,200億 円前後 に達す る といわれ てい る。 この よ うにわが国の コンピュータ産

業 の急成 長が予想 され る一 方,わ が国 との科学 ・技術 ・経済情報 の国際交流が

具体的問題 となってきた。

一方わが国 の企業は資本 の 自由化に よる国際環境 の急激な変化に ダイナ ミッ

クに適応 して行 くため,企 業内情報 だけでな く関連会社,地 域 開発 産業経済

等に関す る適格 な情報を入手 し,総 合化 したMIS体 制 を確立す る必要性にせ

ま られ てきた。

昨年10月 当協会 と日本生産性本部 との共催で 「訪米MIS使 節団」 が米国に

派遣 され,MISの 現状お よび動 向をつぶ さに視察 し帰国 した のを 契機 として,

企業 の トップ ・マネジメン トのMISに 対す る関心 と理解がいち じるし く高 め

られつつあ る。

そ こで 今年 の白書は,ア メ リカにおけ るMISの 現 状把握 と,わ が国にお

け るMIS適 用上の諸問題 に重 点をお くこと とした。 さ らに ごんこの コンピュ

ータ利用の重要課題 とみ られ る コンピ ュータ ・ユーテ ィリテ ィの問題 の所在 お

よび将来 の方 向について も一応 の解析を試みた。

いまや世界的な情報化 時代 を迎 え,わ が国 と して も官民 を挙 げて コンピュー

タの高度利用を真剣に考 えるべ き時であ る。

本 書が,い ささかな りともこ うした面で寄与す ることがで きれば望外 の幸 せ
'

であ る。

昭和43年6月

目本電子計算開発協会

会長 平 田 敬 一 郎



コンピュータ白書執筆お よび作成協 力者一覧

白書監修委員会

委 員 長 野 田

委 員 川 口

黒 津

斎 藤

荘 田

新 沢

武 田

戸 谷

中 島

野々口

前 川

宮 川

向 尾

八 木

白書作成専門委員会
』 委 員 長

委 員

信 夫

錺 雄

兆太郎

有

勝 彦

雄 一

康

深 造

朋 夫

格 三

良 博

公 男

四 良

敏 夫

新 沢 雄 一

井 上 義 祐

上 野 明

河 端 照 孝

鈴 木 惣 一

中 島 朋 夫

野々口 格 三

水 口 脩 嗣

福 永 圭三郎

松 平 誠

若曾根 和 之

栗 田 昭 平

村 上 厳

(日本電子計算開発協会副会長)

(日本陶器 ・社長室部長)

(日本電子計算機 ・常務取締役)

(日本電子工業振興協会 ・専務理事)

(三菱原子力工業 ・電子計算部長)

(早稲田大学教授)

(通産省調査統計部 ・製表課長)

(通産省前電子工業課長)

(日本EDP専 務取締役)

(立教大学助教授)

(日本鋼管 ・機械計算部計画室課長)

(一橋大学助教授)

(日立製作所 ・事務管理部長)

(日商 ・計数部本部長)

(早稲田大学教授)

(八幡製鉄 ・総務部)

(野村総合研究所 ・総合研究部次長)

(日本工業新聞社工業部)

(前 日本電子計算開発協会理事)

(日本EDP専 務取締役)

(立教大学助教授)

(日本情報処理開発センター)

(東洋大学)

(立教大学助教授)

(通産省重工業局 ・電子工業課)

(日本電子計算機)

(日本電子計算開発協会 ・調査部長)

(50音Il頂)

(50音 順)



3

コンピ ュー タ白書 目次

序文

総括

1

11

第1部 世界におけるコンピュ ータ産業の新展開

～

{

第1章 各 国 コン ピ ュー タ産 業 の動 向

1一 コン ビ ュ タ産 業 の現 状17

A－ ア メ リカの コンピュータ産業

B－ 酉 ドイツの コンピュータ産業

18

19

20

21

23

ユ7

C－ イ ギ リスの コンピュータ産業

D－ フランスの コンピュータ産業

E－ オ ランダの コンピュータ産業

F－ ソ連の コンピュ・…タ産 業i24

G－ 中共の コンピュータ産 業25

第2章 アメリカのソフ トウエア産業の動向

!

、

A－ 変 貌 す る コ ン ピ ュ ー タ 市 場 構 造26

B－ ソ フ トウ ェ ア 対 ハ ー ドウ ェ ア の 比 重 転 換
,

C－ ソ フ トウ ェ ア 産 業 の 成 立 と 伸 長29

D－ ソ フ トウ ェ ア 専 門 会 社 の現 状30

E－ 他 産 業 か ら の ソ フ トウ ェア 産 業 へ の 進 出

F－ ソ フ トウ ェ ア ・サ ー ビ ス の 事 業 内 容

a－ コン ピ ュー タ ・ビ ューP-・ サ ・…ビス

c一 コン ピ ュー タ施設 の サ ー ビスd-一 ・情報 サ ー一－tfス

G－ ソ フ トウ ェ ア 会 社 の サ ー ビ ス ・コ ス ト

26

28

第3章 各国のコンピュータ政策

31

32

b－ コ ン ピ ュー タ ・ソフ トウ ェア の生 産

40

37

1一 ア メ リカ の コ ン ピ ュー タ政 策40

a－ 研究開発投資b－ 政府によるコンピュ・一ータ利用c一 コンピュータ調達方法の改善

d－ コンピュータの標準化e－ 技術者の育成確保対策f-FCC(連 邦通信委員会)の

調査g－ その他の行政上の課題

2一 イ ギ リス の コ ン ピ ュー タ政 策46

a－ 企業の統合b－ 研究開発の助成c-NCC(NationalComputingCenter)の 設立

d－ バイ ・ブリティッシ=政 策e－ 郵政省による情報処理サービスf－ コンピューータ

教育に関する政府勧告

3一 フ ラン スの コ ソ ピー タ政 策49

a－ 企業の統合b－ 情報代表の設置C－ 情報処理研究所の設置



4

4一 西 ドイ ツ の コ ン ピ ュー タ政 策51

a－ 研究開発に対する政府援助b－ 地域的大規模計算センターの設立

5一 わ が国 の コ ン ピ ュー タ政 策52

a－ 研究開発の促進b－ 企業基盤の強化c一 販売体制の整備強化d－ 情報処理技術

者の育成e－ 標準化の促進f－ 情報処理および情報処理産業の基礎固め

第2部 アメリカにおけるMISの 現状と将来

第1章 アメリカにおけるMISの 現状 55

1-MISの 歴 史 的 展望55

A-MISの 定 義 と目的55

B-MISに お け るコンビ=一 タの役割56

C-MISの 背 景をなす情報革命58

D-MISに お け るコンビL'一 タの使用分野 ・方法の動向59

E－ トップ ・マネジメ ン トのMISに 対 す る評価 と参画の状況 一61

F-MISの 開 発 とシステム ・ア プローーチ62

G－ 人材 養成 の必要性64

2一 産 業 に お け るMISの 実 例65

A－ 軍 事関連産業 と民間産業 との ギャ ップ65

B－ ア メ リ カ ン'エ ア ラ イ ン社 のMIS

C－ ロ ッ キ ー ド ・エ ア ク ラ フ ト社 のMIS

第2章 金融業におけるMIS 74

1一 銀 行 業 に お け るMISの 現 状74

A－ ア メ リカ銀行のMIS75

B－ チ ェース ●マ ン・・ッタ ン銀行のMIS

65

70

76

C－ バ ンカーズ ・トラス ト・カ ンパ ニーのMIS

D－ デ ラウェア銀行のMIS78

E－ セ ン トル イスにおけるコ ンビ=一 一タの共 同利用

2一 証 券 等 に お け るMISの 現 状79

A－ メ リル ・リンチ社 のMIS80

B－ 中小証券会社のMIS80

C－ 保 険業のMIS81

D－ 金 融業におけ るMISの 将 来81

77

第3章 大学 ・研究所におけるMIS 83

1大 学 ・研 究所 に おけ るMIS研 究 の現 状

A－ スタン フォー ド研究所83

B－ ラ ン ド・コーポ レー ション85

83

78

ψ



5

C－ ア ーサー ・デ ィ ・リ トル86

D－ マサチ ューセ ッツ工 科大学88

2-MIS実 現 のた め の 大 学 ・研 究 所 の役 割89

3一 大 学 ・研 究 所 の研究 動 向 か らみ たMISの 方 向90

a－ 人間とコンピュータとの対話b－ タイム・シ=ア リング・システムc一 経営科学

の新手法開発d-MISの た めの条件

第4章 ア メ リカ政 府 関 係 の コ ン ピ ュー タ利 用 状 況93

1一 連 邦 政 府 の コン ピ ュ ー タ設 置 状 況93

a－ コンピュータ利用の増大b－ 各省庁別の利用状況c一 規模別の利用状況d－ コ

ンピュータ関係の経費

2一 連邦 政 府 の コ ン ピ ュ■・一ータ ・マ ネ ジ メン ト96

a－ ブルックス法の施行b－ コンピュータ ・マネジメン トの基本方針c一 コンピュー

タの共同および転用d－ 標準化への指向

3-PlanningProgrammingandBudgetingSystem(PPBs)

の 発 展98

A-PPBSの 概 要98

B－ 国 防総省 にお けるPPBS98

C－ 連 邦政府各省庁のPPBSの 導 入-99

4一 州 政 府 にお け る情 報 交換 シ ステ ムの一 例99

a－ 現状b－ 州域情報システムの概要c一 情報センターの機能

第3部 わが国 コンピュ ータ利用の現状 と問題点

第1章 コン ピ ュー タの 実 動 状 況101

1-1967年 に お け る実 動 状 況101

A－ 型別 にみた実動状況101

a－ 大型 コンピュータb－ 中型コンピュータc一 小型コンピュータd・ 一一超小型 コン

ピュータ

B－ 座i業別にみた実動状況106

C－ 専 用機 の実動状況108

2一 普 及 状 況 お よび 利 用分 野110

A－ 規棟別 にみた普及状況110

B－ 電子計算組織 の利用状況 ユ12

C－ プ ログラムの保有状況114

D－ わ が国電子計算組織利用の現 状か らみた諸 問題115

E－ 世 界各国の設置セ ッ ト数の比較1!9

第2章 新 しい コン ピ ュー タ利 用方 法 の 開発122

1-一一過 大 評価 と過 少評 価 の渦123



6

2一 コンピュータ思想 の変化124

3一 入 力中心主義の台頭125

4一 出力の多様 化126

5一 プ ログ ラム技術の普 及化127

6一 オン ライ ン時代のお とずれ129

7一 情報検索の実用化130

8一 マネージメン トサイエンスの活 用131

第3章 コンピュータ利用の現状と問題点 134

1-1967年 の 一 般 的傾 向134

A－ 本 格的な利用段階 に入 る134

B－ 新 分野開発 で大 きく変 わる利用形態135

2一 企 業 に お け る利 用状 況 と問 題 点136

A－ く 電算経営総合調査〉に基づ く利用概況136

B－ 利 用の具体 的内容139

a-5年 以上は大企業グループに集中b－ 適用範囲の拡大が組織変更に強く作用c一

中間管理層の統合,整 理d-EDP要 員 はまだ一般職並みの取 り扱いe－ コンビ=一一

タ配置は中央集中型が圧倒的に多いf－ 経営の質的向上とコス ト・ダウンに重点g-

MISを 指 向する企業が急増加

C一 利用面におけ る将来の展望 と問題 点144

第4章 中小企業のコンピュータ利用の現状と問題点

1一 中小企業におけ るコンピュータ利用の拡散分極 化現象

2一 中小企業におけ るコンピュータ利用 の現 状147

A一 最近の傾向147

B一 産業別にみた特徴151

C一 導入動機 と利用効果151

D一 適用業務153

E一 コンピュータ利用の問題点155

3一 中小企業 の コソ ピュータ共同利 用157

A一 既設計算センターの利用158

B一 共同出資計算センター160

Cr大 企業の情報ネットワークの利用162

145

145

、

第4部 経 営の進展 と問題点 コンピュータ

第1章 コン ピュータ ・ギ ャップをめ ぐる諸 問題

1一 情報産業時代における近代計画工学 166

165

2一 情報の大量消費に対応す る大量生産のモデュール構想 167



、

7

3一 ハ ー ド ウ ェ ア 面 に お け る モ デ ュ ー ル 構 想 と パ ッ ケ ー ジ ン グ 技 術 の 採 用

168

4一 ソ フ ト ウ エ ア ま た は 適 用 に お け る モ デ ュ ー ル 構 想 と パ ッ ケ ー ジ 技 術 の

採 用173

A－ メ ー カ 側 の ソ フ トウ ェ ア に お け る モ デ ュ'一 ル 概 念 お よび パ ッケ ー ジ ン グ技 術

の 採 用173

B－ ユ ー ザ 側 に お け る モ デ ュ ー ル 構 想 とパ ッケ ー ジ ン グ 技 術 の 採 用177

a-IBMのCOMPASS(ComputerOrientedPlanning&SystemSchcduling)b-

duPontc-LocklleedのInterLocd-DowChemicale－ 米 国 の3軍 のPPBS

f-TheBankofAmerica

5一 新 しい格差 の問題意識 としての情報 システ ム格差180

A－ 情報 システムの重相関の問題180

B－ 情報 システムのシステム ・サイクル開発の問題184

6一 結び186 .

第2章 コンピュータに関する教育問題 187

1一 コ ン ピ ュー タ教 育 の現 状 と問 題 点187

A－ 総 論187

B－ キ ー ・パ ンチ ャー教育188

C－ オ ペ レーター,プ ログラマーお よび プランナーの教育

D－ トップ,ミ ドル ・マネジメ ン トの教育190

E-EDP要 員 以外 に対す る教育191

F－ 保 守要員(メ ンテナ ンス ・エ ンジニヤ)教 育192

2一 コ ン ピ ュー タ教 育 の計 画 と方 法193

A－ 総 論193

B－ 学 習科 目195

C－ プ ログラム方 式に よる学習195

D－ シ ミュ レーシ ョンによる学習196

3一 コ ン ピ ュ ー タ教 育 の実 例196

A－ 教 育事例一 国鉄196

B－ 教 育事例一－M社(製 紙)197

C－ 教 育事例－T社(自 動車)198

D－ 教 育事例一電 々公社198

189

第3章 コンピュータ ・ユーテ ィリテ ィの諸問題 200

1一 コン ピュータ ・ユ ーテ ィリテ ィの ビジ ョン問題200

2一 企業 内での特殊 目的に限定 した共同利用型203

3一 企業 内で の多 目的の共 同利用型204

4一 多数企業 による特殊 目的に限定 した共 同利用型206



一

8

a－特殊目的のしぼり方b－ 回線を利用するときのコスト

5一 多数企 業に よる多 目的の共同利用型208

第4章 コンピュータ利用をめぐる企業経営の諸問題

C-`1特 殊 目的"の 共 通 性

214

1一 将来 におけ る コン ピュータの高度利用の方向214

2一 タイ ム ・シ ェア リング方式 の企業活動への影 響217

A－ 生産活動に与える影響と変化217

B－ 研究 ・開発活動に与える影響と変化220

C－ 科学 ・技術活動に与える影響と変化221

D－ マーケッティング活動に与える影響と変化222

E－ 小売業に与える影響と変化223

3一 コンピュータの高 度利用の企業 組織へ の影響224

第5部 情報産業の出現と今後の諸問題

第1章 情報処理および情報処理産業の位置づけ

第2章 情報産業の出現ならびにその意義 ・目的 ・効果

227

229

1一 は じめ に229

2一 情…報産業 の歴史的意義232

A－ 米国における情報産業の意義232

B－ 情報産i業を産みだす背景235

a－技術構造にみられる革新b－ 産業構造にみられる革新

3一 情報産業 の指向す る目標243

A－ 情報産業へのシステム ・アプローチ=社 会開発指向の産業243

B－ 情報産業へのシステム ・アプロ・一チ=現 状解決指向の産業244

4一 社会経済 開発を指 向す る有機 産業 マ トリソクスにおけ る情報産業の位

置245

A－ 技術面から有機産業マ トリックスに対するアプローチ246

B－ 情報システムの合成か らの有機産業マ トリックスに対するアプローチ

249

5一 情報産 業の評価252

A－ トータル ・コンセプ トの出現252

B－ 情報の双方交通254

6一 結論254



9

付属資料1

MISの 開 発 お よび利 用 に関 す る提 言257

所 見257

1一 見 えざ る静 かな革命 の進展257

2-MISの 現 状 と評価257

3一 大 学 ・研 究所の機能 と役割 、258

4一 行 政面への コンピュータの活用259

5一 コ ンピュー タ教育 の現状 と方向259

6一 タ イム ・シェア リングとコンピュータの共同利用 の問題

7ー コ ンピュー タ ・ギ ャップと国際競争 力の問題261

提 言261

民 間 に対 する提言261

政 府 に対す る提言265

260

付属資料 皿

電 算 経 営 総 合 調 査 ア ン ケー トの結 果269

1一 調 査 の概要269

2一 単 純集計 による調査結果 の分析271

1一 コンピュータの導入状況271

2-EDP部 門組織の実態273

3一 管理部門へのサービスと中間管理層への影響277

4-EDP部 門要員管理の実態279

5一 コンピュータの利用体制280

6一 コンピュータ利用水準と経営採算281

7ー コンピュータ利用の将来の方向283

付属資料 皿

MISに 関 す る アン ケ ー ト調 査284

1一 調 査 目的お よび方法284

2一 単純 集計 に よる結果の分析284

A-MISに 対する関心が著 しく高い284

B-MIS採 用または計画に,ど こがイニシアテ ィブをとったか

C-MIS採 用 の狙いは何か286

D-MISで カバーしようとする経営の分野はどこか286

E-MISで 扱 うデーターの内容はどのようなものか286

F-MISの ファイルについて288

G-MISは どのような技法を活用 しているか288

H-MISに か ける期待288

1-MIS採 用 の問題点288

J-MISの 現段階と将来計画290

284



10

付属資料W

米 国 にお け るMISの 諸 資料293

(1)一ア メ リカ商務省のSARTRANシ ス テム293

(2)一セ ンサス局のPROPシ ステ ム297

(3)一海 軍のCASDOSシ ス テム304

(4)-G.E.の タ イム ・シ ェア リング ・システム312

(5)一ウ エスタ ン ・ユ ニオ ン社 のSICOMシ ス テム 316

(6)一 ア メ リカ ン ・エ ア ・ラ イ ン社 の オ ペ レ ー シ ョ ン ・ コ ン トロ ー ル ・シ ス テ ム

319

(7)一 ロ ー ・ リサ ー チ ・サ ー ビ ス 会 社 の 法 令 検 索 シ ス テ ム322

(8)一 口 ッ キ ・一一ド社 の 病 院 情 報 シ ス テ ム325



11

総 括

コンピュー タ産 業時代 から情報産業時代 への離 脱

世界の コン ピ ュータの設置台数 は1967年(6月 末)で52,460台(内 訳米国32,500

台,西 ドイ ツ:3,300台,日 本:2,700台,仏 国:1,950台,伊 国:1,300台,等)に

達 し前年 の44,455台 に比べて18%の 大幅 の増加 を示 した。

しか し問 題は単 なる設置 台数ではな く,そ の国 の コンピュー タ産業 の発展段階ない

し国際的位置づけであ る。

米 国の場合は数年前か ら完 全に コン ピュータ産 業の段 階か ら離脱 し,情 報産業 の段

階に突入 し,現 在激動中である。た とえぽ,イ)コ ンピュータ ・メーカを中核 とす る

研究所,大 学,通 信サ ービス,放 送,教 育機器 な どの諸機 関相 互の多角的 な活動,ロ)

政府,学 術団体,民 間企業 にお ける科学 ・技術 ・ビジネス情報 に関するナシ ョナル ・

イン フォメーション ・システムに対す る諸計画の進行,ハ)FCC(連 邦通 信委員会)

に ょる コンピュータと通信 に関す る諸政策 の検討,二)情 報産業時代 における巨大企

業 のあ りかた(独 占禁止法 の問題)に 関す る調査 の実施等は,米 国が今や完全に情報

産業の段 階に入 って来 ていることを証 明す るものであ る。

わが国において も,イ)通 産省産 業構造審議会 におけ る情報産業部会の設置,ロ)

日本情報 処理 開発 センターの発足,ハ)政 府 ・寛 々公社 お よび民間企業に よるオン ・

ライ ン ・システムの計画並びに実施 等に より,従 来の コンピュータ産業の段階か ら情

報 処理産業 の段階へ一応離脱 した ものといえ よ う。

これに対 して,英 国の場合は政府 によるナシ ョナル ・コソピ ューチ ソグ ・センタ_

の設立をみたが,郵 政 省に よる情報 処理サ ービス 等 は現在構想 中であ り,ま たICT,

EEC,Plessy3社 合同に よるICLの 設 立は 自国 の コンピュー タ産 業 の確立を指向

す る ものであ り,し たが って未 だ コンピュータ産業 の域を脱 していない。

また仏国は プラン ・カル キュールに よる 自国 コンピュータ ・メー カの強化策の実施

情報産業官 の任 命お よび情報処理 研究所 の設立計画な ど,未 だ コンピュータ産 業の育
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成 ・振興に重 点をお き,さ らに西独乙の場合は各地域 の大学,研 究所 を結ぶ大規模 な

コン ピュータ ・セン ターの設立が漸や く計画 されは じめてい る状 況であ る。 この よ う

にわが国のみがいち早 く米国に続いて コンピュータ産業 の段階か ら情報処理産業 の段

階へ の離脱を とげた とい う点に世界 の コンピュータ産 業の発展段階 にお けるわが国 の

位置 があ る。

活発化 して来た情報の国際交流

昨年における大 きな問題のひ とつは情報の国際化であ り,こ れに関してわが国の情

報処理における国際的な役割が急速に重要視されて来た。すなわち,イ)OECD科

学技術委員会における保健,教 育,運 輸等に関す る国際情報の交換,ロ)ISO(国 際

標準機関)に よるコンピュータのソフ ト・ウェアに関する標準化,ハ)主 要貿易都市

57箇 所を結ぶ世界貿易センター(WTC)の 構想(但 しこれは純民間ベースの情報の

収集),二)米 国政府か ら世界最初の日 ・米 フォーリン ・データ・バンク構想の申 し

入れ等わが国を含む国際1貴報の交流が急速に表面化 し,こ れはまさにわが国の国際情

報処理における位置が高 まったことを世界に如実に示すものである。

さらに法律,気 象,医 療,原 子力等の国際情報網システムの設立についても国際的

な動きが活発化 してお り,今 後 日本 としてアジヤ地域情報 メイン ・センターになるた

めの準備をすみやかにすべき時期に来ているといえよ う。

コ'ンピュ一夕 ・ユー テ ィリテ ィの実 用化段階

昨年 の国際的 にみた も う一 つの大 きな特徴は米国において,コ ンピュータと通 信の

結合に よるコン ピュータ ・ユーテ ィリティの時代がい よい よ到来 した ことであ る。 こ

れは歴 史的には1950年 後半か ら1960年 代 にか けて開発 された 国防 システムが よ うや

く民間ベ ースで実 用化 された ものであ り,技 術的 には同時平行処理 の大型 コンピュー

タの出現,端 末機器 の急速 な進歩 に よるもので あ る。 これ に よって コンピュータの共

同利 用が急速に進展 す る可能性がで てきて,そ の結果 いまや米国の情報産 業は本格的

に発展す るベ ースを確 立 した。

そ の代表的な もの としては,イ)国 防省のNORADお よび3軍 の コマン ド・コソ
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ト・P－ル ・シス テ ム,ロ)連 邦 政 府 の ナ シ ョナ ル ・,デー タ ・セ ン ター構 想.,FBI

のNCI,COSATIに よる全米科学技術 ネッ ト・ワー・一ク構想,・ ・)学 術 団体で は医療

(ガ ソ),物 質,海 洋に関す るナシ ョナル ・イ ンフォ メーシ ョン ・シス テ ム計 画 の提

案,二)民 間企業ではIBMに よる経済情報 サー ビスの実 施予 定 キ'一・データ社 に

よる中小企業 向けの情報 サー ビス,GEの タイ ム ・シェア リング ・サ ー ビス,自 社 用

としては ウェスチソグ ・ハ ウス社 のナン ライン ・システム等が代表的 な ものであ り,、

そ の他現在構想 中または計画 中の ものが100件 近 く数え られ る。

これに対 してわ が国では,政 府ベ ース として労働省の労働市場 セン ター,農 林省の

生鮮食糧品流通 セン ター(計 画 中),公 社 ベ ース としては国鉄 の緑 の窓 口,民 間ベ ー

スとしては金融機 関の為替決済,都 市銀行 のナ ソ ・ライン ・システ ム等が実施 され て

い る。 しか し米 国 と比較 した場合 に 日本では不特定多数の企業 を対象 に した情報サ ー

'
ビスは未だ企業化 され ていない。

なお,西 欧諸国に関 しては通 信施設 の大部分が国有化 され,ま た民間企業において

∫自社用のテ レ ・タイ プ回線がかな り普 及 している点か ら,デ ー タ伝 送の実現 が ユソピ

ュータの設置台数の増 加 と共 に可能 になるもの とみ られ ている。

日 ・米間のMISギ ャップ

つ ぎに指摘 され る ことは 国際的 にみ て,日 ・米間のMISに 大 きなギ ャップがある

こソとである。すでに述 べた ごと くコン ピュータ産業 か ら情報産業へ の離脱 ない しコ

ピ ュータ ・ユーテ ィリテ ィの問題に関 レ(は,日 ・米両国の間に格差は認め られ るけ

れ ども日本 としては常に着実 にその方 向を フォ ローし,絶 えずそ の格差 の縮少に努 力

し・て来 た。これ に反 してMISに 関 しては 日 ・米 間の格差 は歴然た るものがあ り,こ れ

が こん このわ が国の企業の国際競争力に決定 的な障害 にな ることが予想 され る。す な

わ ち米 国では過去4年 ～5年 間 のシステ マチ ッ クな積み上 げ と経験に よ り,今 やMIS

概念の規定,シ ステム ・デザイ ンの設 定時代 を終 って,オ ペ レーシ ョナルな段階か ら

サブ ・システ ムを中心に着実 に企業情報 システムを発展 さして きた。

そ して従来 の個別積み上げに よるボ トム ・ア ップ的 なものか ら,ト ップ ・ダウシに

よる長 期計画 の一環 としての方法に移 りつつ ある。.
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また巨大企業においては,イ)企 業の国際化に よる企業 活動 の複雑化,ロ)企 業合

併吸収化に よる企業組織 の複雑化,ハ)後 合的な新製 品の誕生,製 品 ミックスに よる

研究開発→生産→ マーケ ッチソグに至 るプ ロセスの複雑化 等によ り,企 業経営は従来

の縦 割の階 層的体制か ら,横 割の システムズ開発,ま たは プ ロジェ ク ト開発 とい うよ

うな タス ク ・フォース体制 にふみ き らざるを得な くな って きた。 したが ってMISも

長期計画に よ りシステム ・アプローチお よび多角的多面的 な諸関係を総合 して結 論を

出す とい った復合的 なMISの 段階に入 ってい る企業が一部に見 うけ られ るに至 って

いる。

これに反 して,わ が国のMISの 現況は まだ試行錯誤 の段階である。そ して多 くの

企業 にお いてはすで に デ ー タ ・プ ロセシングの段階は終了 しているが,イ)MISに

関す る明確 な定義 の欠如,シ ス テム ・ライ フ ・サイ クルに関す る認識 欠如,ロ)各 層

とくに トップ ・マネジ メン トにおけ る理解 ・思想 の不充分 さ,ハ)基 礎的 データの不

整備,二)こ の よ うに米 国では専門的技術者 の不足等 か らMISは 十分そ の効果を発

揮 していない。 システム ・アプ ローチお よびインター ・デスシプ リナ リー(異 な った

専 門分野 のチーム ・ワーク)の 方法論 の段階に入 ってい るのに対 して,わ が国はまだ

MISの 概念,シ ステム ・デザイ ンの試行錯誤時代 で あ り,こ こ に 日 ・米 間 のMIS

に完 全に一 段階の遅れが あるこ とが認め られ る。

こんこの展望と課題

ところで,こ のような日・米間のMISギ ャップは,現 状のままで推移するならぽ

こんごますます大きくなる可能性がある。米国の巨大企業はこんこいわゆる異種企業

合併によって急速に コングロメレー ト(複 合企業)と しての性格を強めて行 くことが

予想 される。その結果,企 業のMISも 従来のよ うな単なる企業内情報を中心 とした

ものから,関 連産業の情報や地域開発情報といった企業外部の情報を包括した大型の

複合的MISに 発展 して行 く。 さらに一企業単位でなく関連企業や子会社,下 請企業

な どをも含めた企業連合的なMISに 発展して行 くことが見通されている。

しかも,こ のような複合的なMISの 開発 とシステム分析の手法が米国ではいまや

社会経済開発の分野にまで導入され ようとする傾向が うかがわれる。現に米国はべ ト
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ナ ム和平後にそなえ て,政 府 ・大学 ・研究所 ・コンサル タン ト会社 などでは一斉 に教

育 ・医療 ・住宅 ・都 市開発 ・輸送 ・エネル ギー な ど社会経済 開発 の各分野に新 しい ソ

シ ャル ・シス テムを確立す る努 力が続け られ てい る。

またこれ に関す る専 門的学者(社 会工学)や 技術者(シ ステム ・アイ リス トや シス

テ ムズ ・エ ンジニアな ど)の 教育 につい て も,各 大学や コン ピュー タ ・メーカー,ソ

フ ト・ウェア企業 な どが本格的 にの り出 して きてい る。

これ に加えて,将 来 の情報 の大量処理にそなえて再販売権つ き ソフ ト・ウェアのパ

ッケージが 出現す るな ど,従 来 のハ ー ドウェア(コ ンピュータの本体,周 辺装置)中 心

か らソフ ト・ウェア(利 用技術)の 開発 に重 点がおかれ るよ うになってきた。これ もこ

ん この米国のMISの 量 的,質 的な発展,向 上 をい っそ う拍車づけ るもの とみ られ る。

ひるがえ ってわ が国の現状は資本 自由化に よる国際競 争 力 の強 化 が 焦 眉 の急で あ

り,そ のため昨年来大企業 同志の企業合併が相 ついで いるが,こ れはやがて米 国 と同

様 に旧財閥 グループを中心 とす る新 しい巨大な コングロメレー トへ発展 す る可能性 を

内包 してい る。そ の場合,こ のよ うに巨大化 し複雑 化 した複合企業の経 営には高度 の

MISが 不可 欠の用具 とな って くる。そ こで この よ うな観点か らも日 ・米間 のMISギ

ャップの克服 こそわが国企業 の最大の課題 といわ なけれぽ な らない。

6つ の具体的提言

① 情報環境の整備 とサブ ・システム方式の採用

このためには,な に よ りも,ま ず,MISに 必要な基礎的データを収集 ・蓄積 ・加

工するため,生 産 ・販売 ・会計などの基幹的業務の標準化 ・合理化を促進するな ど,

企業内における情報環境の整備改善を計ることが先決である。

そ して日常業務の分野か らもっとも効果のあがる個別業務を選んでサブ ・システム

を開発し,順 次積み上げ方式によって総合的なMISに 発展 させていくべきである。

② システム ・アナ リス トの大量養成

さらに複合的なMISを 実現す るための重要な条件の1つ は,そ れぞれの企業や産

業に適合 したMISの 基本 目標を明確にし,全 体的な姿を構想 し,分 析 し,体 系化す

るためのシステム ・アプローチを行ない得るよ うな専門的な技術者の確保である。
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しか るにわが国では この種 のシステム ・アナ リス トや システムズ ・エンジニアが ひ

じょ う、に不 足 してい る。 よって これ らの専 門的 な技術者を大量に養成す るための抜本

的措置が官 民一体 とな って早急 に講 じられ る必要があ る。

③.ソ フ トウェア販売慣行 の形成

これ に加えて重要 なも う1つ の条 件は,プ ログ ラム ・パ ッケージ とな っている。 ソ

フ ト・ウェアの開発 とそ の再 販売権 付きの流通であ る。 このた めには まず知識が市場

的価値 を持つ とい う新 しい商慣行をわが国で も速 かに形成 して行 くこ とであ り,こ れ

を テコとして ン.フト、・ウェア産業の育成,強 化が計 られねぽ な らない。

④ 複合的 なMIS体 制の確 立

この よ うな一 連 の諸 方策 に加えて,将 来 巨大化 し,複 雑化 してい く企業経営にそ な

えて,今 か ら複合 的 ・立体的なMIS体 制の確立 をめざす必要がある。そ してこのた

めには,イ)ト ップ ・マネジメン トがMISに 対す る考 え方や思想を深 め,ロ)企 業

内におけ る縦割(事 業部別)と 横 割(プ ロジェク ト別)の 情報 システ ムの設定に積極

的な リーダー ・シ ップを と り,ハ)そ れに対応す る組織 の変革 を行ない,二)こ れ と

並行 して中間管理者 の再教育 を実施す るなど,複 合的なMIS体 制を長期計画の下 に

推 進 して行 く必要があ る。

⑤ コン ピュータ ・ユーテ ィリテ ィの普 及

また高度 な複合的 なMISの ためには企業 内部情 報 のみな らず,国 際情勢,経 済,

社会,気 象そ の他 の老大な外部情報 が必要である。 この よ うな マ クロ的な情報 システ

ムを確立す るためには,コ ンピ ュータ ・ユーテ ィリテ ィ(コ ン ピュータの公共利用)

施設の出現 と普及 がそ の中核的基礎 になる。そ こで,イ)タ イ ム ・シェア リング(時

分割〉のための諸技術 ・諸施設 の開発,ロ)こ れ に関連あ る諸 法規の再検 討,ハ)ソ

フ ト・ウェアの標準 化,ア プ リケーシ ョン(応 用方法)の 流通促進な ど一連 の諸方策

を総合的に推 進す る必要があ る。

⑥ 強力 ・有効な実 施推 進体制 の確立

以上 のよ うな諸 目的をで きるだけ速かにかつ効果 的に達成 す るため,政 府お よび民

間側においてそれ だれ強 力な コンピュータ利用開発のための委員会の ごとき組織を設

け,相 協力 して世 界的な情報化時代に対応す るコンピュータの高度利用 と社会的利用

の適切化 を計るべ きであ る。



第1部 世界 にお け るコン ピュー タ産業

の新 展 開

第1章 各 国 コ ン ピュー タ産 業 の動 向

1.コ ン ピ ュ ー タ産 業 の 現 状

各国 コン ピュー タ産業の動向をまず コンピ ュー タの改置状況 か らみ る と,現 在,

全世 界には53,000台 以上 の コン ピュータが 設置 さ れ て い る。 コン ピュー タの設置

台数はその国の情報処理能力 といえ るが,1967年 末現 在1,000台 以 上 保 有 す る 国

は7カ 国にのぼ っている。同年6月 末の設置実績 をみ る と,そ の7カ 国 は ア メリカ

(32,500台),西 ドイ ツ(3,300台),日 本(2,700台),イ ギ リス(2,200台),フ ランス

(1,950台),ソ 連(1,400台),カ ナダ(1,200台),こ れ らの国につづ くオース トラリ

ア(530台),ス イス,オ ランダ(各500台),南 アメ リカ(480台)も 近い将来1,000台

保有国 の仲間入 りをす る。

コン ピュータの台数 のみが各 国の真 の情報処理 能力をその まま反映す るものではな

いこ とは事実 であ るが,比 較で きる数字を得 るためには 人 口,あ るいは労働人 口(こ

の際農林漁業 を除 く)と コンピュータの規模を考 えに入 れなけれ ぽな らない。 この規

模 も大中小 システ ムの分類規準 を どこに置 くかはかな り不 明確 で,た とえ中型機 とい

っても,内 部記憶容量 の拡張や磁気 テープ装置 な どの増設で,大 型機 の分類 に入 って

しま う工合で,な かなか難 し く,統 一 した規準分類 が早急 に確 立 され るこ とが望 まれ

る。
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1967年 か ら8年 にかけて,各 国の・・一 ドウェアが どの よ うな進展 を みせたかをみ

よ う。

Aア メ リカ の コ ン ピ ュ ー タ産 業

1967年 に設置 された計算機 の金額は27億7,500万 ドルに達 した。 メー カーは,市

場 の一時期を画す るよ うな新製 品発表を避け,現 在 の機種 の ライフ ワー クを 引 き伸ば

す政策を とった。 また,ア メ リカでは コンピ ュータの関連産業 ともいえる コンピ ュー

タ用品産業が急成 長をみせ ている。 この業 界の総売 り上げ高は10億 ドル にのぼ り,

大 きな市場にな って きている。光学文字読 み取 り用の紙は パンチ カー ド企業 の低落を

支 え,磁 気 テープ市場は15%か ら20%と い う年 間成長率をみせた。 メーカーは1億

7,500万 ドル以上 の売 り上げをみせ,テ ープ ・ライブラ リー用の ク リーニングと証 明

(CERITIFICATION)な どのサー ビス業務 も開始 した。

磁 気 デ ィス ク ・パ ックの生産 も順調で,コ ンピュー タの利用面におい てもMIS,タ

イ ムシ ェア リングな どが進 行 している。 しか し,近 年 もっとも注 目され るこ とは コン

ピュータの対共産 圏輸出に緩和策 を採 り入れば じめた ことで ある。 こ うした措置が,

IBM1440型 のつ くった中古市場 に どんな影響をあた えるか,わ が国に とっても見逃

す こ とはで きない動 きであ る。 メー カー別 の動 きをみてみ る と,1970年 代に登場す る

第4世 代 の基礎 ともい える超大型機 の研究 開発が各社 で開始 された ことが特徴。

IBMの1967年 度総売 り上げは,前 年 よ り10億97,584,902ド ル 増 の53億45,290,

993ド ル(1兆9,243億4,757,480円)。 同社は システム360シ リーズに大型機 のモデル

85を 加 え,シ リーズを10機 種 そろえた。 これに前後 して67年 には一石集積回路を使

ったバ ロースのB7500型,CDCの6500型 が開発 され,・ ・ネウエルも大型機iH8200

型 の出荷を開始 した。さ らに スペ リー ・ラン ド社 ユニ・ミック部門 も3台 の1108型 コ

ン ピュータに2,000台 の端末 デ ィスプ レー装置 を結んだシステムをユナイテ ッ ド航空

に 納 入 す れ ぽ,RCAも8ビ ッ トの語 を16,384語 貯蔵 で きる 集積回路記憶装置 を完

成 した。開発 された超大型機 は,い ずれ も並行処理,時 分割処理 に適 した機種 で,新

製品開発 の技術はその まま第4世 代 の機種 開発につなが っている といえ よ う。
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集積 回路 メーカーのTI社 は ソニー と合併 でわが国にICの 製造販売会社を設置 し

たが,コ ンピュータメー カーの直接 的 なわが国市場 進出はみ られ なか った。強 引な海

外 市場進 出策 をみせたGEも,フ ランスのブルGE社 の政策 を再検討す る とともに,

数年 前か らの三菱電機i,東 京芝浦電気 の3社 に よる コンピュー タ販売会社設立構想 も

延期 された。 アメ リカの企業が直接,わ が国に100%出 資で新会社を設立す ることは

ないが,間 接的なわが国市場進 出は常に商社,関 連会社 を通 じて行 なわれてい ること

は事実で,コ ンピュー タの貿易 の自由化が検討 され る時期 を迎 えて,今 後は さらに表

面化す ることだろ う。

B西 ドイ ツの コ ン ピ ュ ー タ 産 業

経済事情は,1966年 秋か ら 不況を 迎 えている。 一般設備投資 の落 ち込みに よって

不況は悪化 してお り,こ れ とともに コンピ ュー タの伸び もス トップ した。1966年6月

コンピ ュータの成長 は史上最高,受 注残2,340台 と過去IO年 間に 設置 された数をわ

ずかに下 回わ るものをみせた が,EEC市 場 の不況の波 は この好景気をわず か6ヵ 月

で破 った。同国は 国産 の メーカーが育たずIBMを 筆頭に した アメ リカ企業 が市場 を

お さえているが,こ の不 況でIBMは250台 の受注 が ドロップ した。 シェ アも67%か

ら64%と3%下 が った。2位 のユ ニ・ミックは リアル タイ ム ・シス テムで成 功をおさ

め,レ ン タル機 械の イニシ アル ・コス トを下 げてシェ アを伸 ば し,第3位 のシー メ

ンスは国産 最大 の メーカーで,約20%の 伸びをみせた。 これは,政 府 が西 欧各国に

な らって国産愛 用運動を促進 した効果 の現われ である。 これ まで コンピュー タにはあ

ま り力をいれ なか った シーメ ン ス は,こ こ2,3年 生産 体制確立に拍車 をかけ,コ

ンピュー タへ の本格進出を決 めてか ら,こ れ までに1億2,500万 ドルを投 下 し て い

る。

西 独の基幹産業 の石炭,鉄 鋼,自 動車 の3大 産業は不 振を続 けているが,電 子工業

は成長株 のひとつで,1966年 の16。3億 ドルか ら67年 は16.96億 ドル と4%ち か い

伸 びをみせた。なかで も軍 用電子 システ ムの今後は 明るい材料 がい くつかみ られ てい

る。毎年,ア メ リカか ら10億 ドルちかい軍 用ハー ドウェアを買 ってお り,こ の うち
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電子機器 の 占め る割 り合 いが多い ことか ら,こ れ らの国産化 が政府 か らメーカー側に

指 示 され,軍 用 コンピュー タのli日産 化が まず行 なわれ ることにな った。今後,政 府 の

育成策 を もとに シー メンス,テ レフンケンとい った企業が ど う外 国企業 と立ち向 うか

が,同 国の課題 になっている。

Cイ ギ リス の コ ン ピ ュ ー タ産 業

国際市場で80%ち かいシェアを もつIBMも,英 国では37%そ こそこであ る。 こ

れに対 してICTは28%,EECが8%,EACL(エ リオ ッ ト・オー トメーシ ョン ・コ

ン ピュ一 夕ーズ ・レイ テ ヅド)が13%(NCRと 技術提携 した機種 を含む)と 国産

会社が優位に立 ってい る。 このほかハ ネウエル,GE,ユ ニパ ックな どアメ リカメー

カーが約13%,残 りが英国の中小 メー カー。 ここ数年,ICTとIBMの シェア争 い

は激 しい。1900シ リーズ対 シ ステム360の 売 り込みは英 国内の大半の受注 先でみ ら

れ る。なお,昨 年8月EECと エ リオ ッ ト社は合 併 した 。

国産 コン ピュー タのシェ アが外国機 とほぼ同等 の国は,ア メ リカを除外 として英 国

と日本だけであ る。欧州では英 国だけが ア メリカの巨大 メー カー と互角 に取 っ組 んで

いる。 ア メ リカの メーカーが強力な根 を英 国内にお ろしは じめた時,労 働 党政府は強

力な三つ の保護策 を講 じた。 これは①ICT社 に イギ リス研究開発会社 を通 じて50億

円強 のP`・一ソを行 なった②英 国の官庁や公共団体は,英 国製 品が米国製品 よ り25%

以内で高 い もの な ら採 用す る③ コンピ ュータ普 及のた めナシ ョナル ・コンピューテ ィ

ング ・セン ターを昨年設 立 した。

このよ うに英 国 のコンピュータ産業 は世界中で最 も政府援 助の大 きい産業 といえ,

ICT社 を先頭 として導かれ ている。ICTが1964年9月,IBM360シ ステ ムにわず

か遅れたが発表 した1900シ リーズは,す でに約800台 の受注 を決め好調 だ。市場は

ユーザーの規模が小 さいため ,小 型機 が多 く出 まわ っている。

米国 メー カーの独 占か ら立 ち直 った英国の コンピュー タメー カーは,い よいよ大型

機i開発に取 り組む準備 をすすめてお り,1966年7月 技術 省へ3社 が計画を示 した。 ま

ず エ リナ ッ ト・オー トメーシ ョン社が トップを切 って4100シ リーズを大型機 まで拡

卿
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大 する ことを公表 した。ひ きつづ きEEC社 が システム4モ デル90を 提案 した。ICT

は,3社 の中では最 も野心 的な計画を立て,現 在 の同社の最大機種ATLASコ ンピ

ュータの20倍 の規模を もつ"プ ロジェク ト51"を 提案 した 。 これ ら計画案の うち どれ

を選択す るか,ま た 開発 ス ケジ ュールや資金については まだ何 も明 らかにな っていな

い。 この大型機 市場 は,ICTは 英 国内だけで も約50台 とみ ている。 また フランス政

府 の米国製大型 コンピュー タに対す る嫌 悪か らみ るとフランスへ の輸出 として も期待

で きるわけだ。なお,大 型機 製作 メーーカーはエ リオ ッ ト社 とEECが その後合併 した

ことに よ り,4100シ リーズかICTの プ ロジ ェク ト5!に 決 まることに な りそ うだ。

英国の コン ピュータ産業 は順調 に伸びて きてい る。 同国 の業界が まとめた1970年

までの長期需要 見通 しは,1965年 の435億 円をス ター トに,66年473億 円,67年

568億 円,68年740億 円,69年935億 円,70年1,!20億 円 としている。 しか し,最

近 の情 勢は国内需要お よび東欧,南 ア諸 国にお ける輸 出 も活発化 して きている ところ

か らみる と,こ の見通 しを大 き く上 まわ る もの と予想 されてい る。

Dフ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ー タ産 業

フ ランス政府は,か ねてか ら米 国の資本や技術のひ もつ きでないフ ランス独 自の コ

ン ピュータ業 界を育成 し確 立 しよ うと,さ まざまな手を打 って きている。1968年 の半

ばには,同 政府 の最大の計画であ る"プ ラン ・カルキ ュール"の 成果 として中型 コン

ピ ュータの!号 機が デ ビューす る予定だ。 この プラン ・カルキュールは,1966年 か ら

5カ 年計画 で約10億 フ ラン(730億 円)に 近 い莫大 な資金 を コンピュータにつ ぎ こむ

とい う未 曽有 のプ ロジェク トであ る。 そ してフ ランスの コンピュータ業界 自立 とい う

悲願 は,こ の計画の成否 にかか っている。

]952年 には世界で初の真空管利用 の カルキ ュレー タガ ソ・7-3を 発表 した マシン・

ブル社を持 っていた フ ランスが;現 在 自国のEDP産 業を 自立 させよ うと必死にな っ

ているのは,マ シン ・ブルが コンピュー タの開発途中に資金不 足にお ち入 り,米 国GE

の軍門に下 った ことに端 を発 してい る。 しか しGEと の合併会社 ブル ・GEも 結 局

は体制 を立 て直す ことがで きず,昨 年 の初めに事業 を縮 小 して しまった。
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米 国の巨大 資本 の進 出が,ヨ ー ロッパの経済 を左右す ることにが まんな らない ドゴ

ール大 統領 は この間 に英国 ,西 ドイツな どヨー ロッパ諸国で独 自の コンピ ュータ 「ユ

ー ロコンピュー タ」 を作 ろ うと画策 したが果 さず じまいに終 り,他 国を頼みには しな

い ことに した。 また フ ランス原子 力委員会が当時世 界最大のCDCの6600コ ンピュ

ー タを輸入 しよ うとした ら,米 国政府か ら輸 出ス トップをかけ られ てしまった。 こ う

した事項 とブル社にた くした夢がか なえられ なかった ことに よ り,1966年 にこの プラ

ン ・カル キュールをス ター トさせた ものである。

当時,フ ランスの市場はIBMが65%を 占め,国 産機 メーカーのシェ アは14%に

す ぎなか った。 そこで国産 メーカーのCAEとSEAを 合併 してCIIを,ま たSNERI

とCCを 合併 してSPERACの 二 つの グループを設 立 した。 前者は コンピュータ本体

を,後 者は 周辺機 器を開発す ることになってい る。

昨年4月,政 府 とCIIの 間で最 初の契約が行なわれ,実 質的に この計画は スター ト

した。そ して開発す る コンピュー タはいろいろ と議論があ った らしいが,結 局大型機

を作 る力を蓄積 しなが ら,ま ず市場性のあ るもの となった よ うだ。伝 え られ てい る情

報 に よると,第1号 機種 は今年 の半ばにデ ビューす る予定 で,中 型 コンピュー タにな

りそ うであ る。

この コン ピュータは8ビ ッ トのバ イ ト・ス トラクチ ェア といわれ る第三世代 のフ ァ

ミリーマシン らしい。メモ リーモデュールは8Kか ら300KB,価 格は1,500万 円程度

の小型か らそろえる予定 であ る。なお名称はP-O,P-1,P-2と 呼ばれ,こ れが順

次3,4と 大 きくなってい くとい うことであ る。 しか しこの コンピュー タはフ ランス

独 自の技術構想 といえ るものは少な く,米 国のIC(集 積回路),周 辺装置,技 術が大

き く採 り入れ られ てい るとい う観測が強い。 これはCIIの 前身でCAC社 が米国SDS

社 の シグマ7を ベ ース としたCAE10070を 発表 した こ と。CAEは この他 にユニ・ミッ

クの カー ドリーダ,CDCの デ ィス クパ ックな どにっいて も 米国の技術 に大 きく依存

してい るこ と。 ブルGEやIBMの 装置 もい くつか使 用 して いるこ とな どに よる。 ま

たSPERACも その技術 の大部分は 米国に 基づ くこ とにな るほか,ICの メーカー

は フ ランスには2社 しかな く自社用で手い っぱ いのため,新 型機 に まわす余裕がな く

米国に依存 せざるを得 ない。
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いずれに しても,こ の よ うな思い切 った政策 を打 ち出 した エネルギ ーと,こ のプ ロ

ジェ ク トの成否は,国 際 コンピュー タ業 界に大 きな影響 を与 えるもの として注 目すべ

きものである。

Eオ ラ ン ダ の コ ン ピ ュ ー タ産 業

ナ ラソダには,昨 年6月 末現在で約500台 の コンピュータが設置 され てい る。 この

内訳をみ る と大型機 と小型機 には っき り分れてお り中型機 は見当 らない。 これは オラ

ンダの産業構造が極 めて変則的なためであ る。大企業 としては,ヨ ー ロッパ指折 りの

巨大会社 のシェル,ユ ニ リーバ,フ ィリップス の3社 があ る。 しか し,あ とはみな中

小企業 だ。 しか もこの両者 の間の ギャ ップが非常に大 きいた め,コ ンピュータの需要

もこの影響 が大 きい。中小企業 では,ブ ルGEの ガンマー55,NCR500,IBM360/20

な どが ブームとなってい る。

ナ ラソダ政府は外 資企業 を積極的に誘致 して,こ こで完成 した システムをEEC市

場 に売 り込む とい う政策 を とっているた め,外 国 コン ピュー タメーカーの 占める割合

が圧倒 的である。 ここで もIBMは 工場,セ ン ター,研 究所 と3つ の陣容 を完備 して

根 をは り50%以 上の シェ アで第1位 を保 ってい る。っ いで ブルGE,ユ ニパ ック,

NCRと いずれ も外国 メー カーであ る。

この国の電子工業 は もちろ ん,経 済全体 を牛耳 り,陰 の政 府 ともいわれ てい る世界

第4位 の電気機械 メーカーの フ ィリップ ス社 は,こ れ まで売 り上げの3分2を 占めて

いた家庭電化品の伸びが最近鈍 ってきたため,数 年前か ら産業 用電子機器 に取 り組み

始めた。昨年4月 の定時株主 総会で,同 社のF・J・ フ ィリップス社長 は コンピ ュー

タに も本格的に取 り組 んで い くこ とをは っき りと打 ち出 した。フ ィリップスは シーメ

ンス とともに 「当 面 コンピュータには手を出 さない。決定 的な瞬間 をまって,ど こか

有力な メーカーを乗 っとる」 とい う業 界 のジン クスを破 り,国 産 メー カーのエ レク ト

ロジカを吸収合併 し,ア メ リカの コンピ ュータ ・サ イエ ンス社 と共 同で ,ブ リュ ッセ

ルに コンピュータ ・サイエ ンス ・インターナシ ョナルを設 立をす る矢 つ ぎ早の手を打

ち始めた。そ して同社は,1～2年 後に,そ の時点において最 も高い レベルの技術 に,
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良 く適合す る コンピュータを数種類発売す る予定であ るとい う。数年前か らコンピュ

ー タ分野 に乗 り出 した 同社に対 して ,業 界 は果 して どの程度 まで力を入れ て取 り組 む

か注 目を集 めていたわけだが"フ ィリップスの生命を託 す"と い った,社 長の意気 ご

みか らみて現在 は生産数 こそ少ないが,同 社 が完 全に立 ち上 った時には,世 界的に も

大 きな波紋 を投 げかけ るこ とだろ う。

オランダは,フ ィリップス,シ ェル,ユ ニ リーパ とい う巨大の存在を除 くとコンピ

ュータ利用の観点か らは ヨー ロッパの小国の典型的な姿 を示 してい る。 ビッグ ・ビジ

ネスは いま持 ってい る大型 コンピュータ設備を さ らに拡充 して,膨 大な情報処理 ネ ッ

トワー クをは りめ ぐらそ うとして、、・るのに対 して,中 小企業 のほ とん どは小型 コンピ

ュータに甘 んじてい るとい うコンピ ュータ利用の中進国で ある。

Fソ 連 の コ ン ピ ュ ー タ産 業

ソ連では一体何台 ぐらいの コンピュー タが使われ ているのだろ うか,こ れ は極 めて

判 りに くい質 問であ る。米国の インターナシ ョナル ・デー一夕社の調査に よると昨年6

月末 で1,400台 で イタ リヤや カナダに くらべ約100台 多い程度である。 しか し,こ の

数字 は ど う見て も少ない感 じで,米 国政府では3,000台 近い もの とみ てい る。実 際に

は この中間 ぐらいでは ない のだろ うか。

ソ連 の コンピュー タ開発は,当 初は宇宙,原 子力 な どの科学技術 用に 全勢力がつ ぎ

こまれ ていた。競争相 手のない国営産業 と官僚政治 の弊害 が科学用だけに おいや り,

とくに大型機 と事務処理 用は忘れ さ られ たため,米 国 との差 が 大 き く な ってしまっ

た。 しか し,ソ 連の最近 の経済発展は事 務処理 用 コンピュー タな しではす まされ なく

な ってきた。

政府は1966年 か ら始 まった国民経済発展5カ 年計 画の中の最重要政 策の中に,コ

ンピュー タで米 国に追いつ くことを打 ち出 した。その結果 コンピ ュータ開発 は,民

間用の システムの助成策 となって,現 在約100台 の コンピュータが国内の各工場に設

置 され その成果 が見守 られてい る。そ して昨年5月,産 業界 の コンピュー タ利用がス

ムーズにい くよ うに大規模な国営計算 セ ンター建設計画を発表 した。 この センターは
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ソ連 全土に三つ の支部をお き,85の 各共和 国,地 方 セ ンター-15の実験的地区セ ゾター

を結ぶ もので,今 年 中には 中央の センターが完成 す る。また同時に,現 在経済計 画お

よび経 営のた めの経済関係情報収集処理 コンピュータ,ウ ラルス11,同14,同16の

生産準備をすすめてい ることを明 らかに した。

ソ連 で コン ピュー タを本当に望んでい るのは産業界 である。 国民経済の 向上 は耐久

消費材の生産 整備 を急 ピッチに させ,生 産 管理 用に必要 とな っている。なお,ソ 連政

府は 日本の国鉄の座 席予約装置に も大 きな関心を寄せてお り,ソ 連 の調査団が来 日し

た り,日 立製作所 の技術者 が訪 ソす るな どで交流 を深めている。

G中 共 の コ ン ピ ュー タ産 業

1966年ll月 の北京放送は 「中共は原子 力科 学,ロ ケッ ト,宇 宙航行に不可 欠な,

最 も近代的で 巨大な万能高速 コンピュー タを開発 した。 この研究 と製作 は中共科学院

計算技術研究所が行な った」 と報 じた。

中共 の事 情,と くに技術や経済 とい うものにつ いては,中 共政 府の発言 を代表す る

報道機 関の ニ ュースに よるしか ない。 このため コンピ ュータの設置台数 は もちろん,

北京放送 の報 じた万能高速 コンピュー タの機能 は もと よ り真 野 も不 明で あ る。 しか

し,こ れ らの ニュースをつな ぎ合 わせ る ことに よ り大体 の方 向と技術水準は推定で き

る。文 化大革命 の嵐の中において,原 爆 を開発 し,人 工衛星 の打 ち上げ まて噂 され て

い る国であ る中共 も コンピュー タの開発に必死に取 り組んでい ることは確かだ。

中共 の コン ピュータは ソ連の援 助に よ り,1958年 に初め て完成 した。 しか しその

後,ソ 連 と政治上の トラブルがあ り援助が打 ち切 られたため,現 在 自力開発をすすめ

てい る。1965年 アナPグ ・コンピュータの完成,同 じこの頃 コンピュー タ製造工場の

設 立な どい くつか噂があ る。 しか し,コ ンピュー タのもつ レベ ルはアプ リケーシ ョン

の例 をみ て も,今 もって新 しい使 用例 を聞 いていない,ま た ソ連 の援助打 ち切 り後は

ソ連 のBESMI皿 型 の生産化だけに費や され た とい う見方 も多い。 このため一般に

はか な り遅れ ているよ うだ。一部 ではBESMIII型 が最優秀 の部類に入 るのではな

いか とも言われ てい る。
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第2章 アメ リカ の ソフ トウェア産業 の動 向
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A変 貌 す る コ ン ピ ュー タ市場 構 造

コンピュータ産業は急激 に変貌 しつつあ る。 コン ピュータ産業 を構成す る企業 には

極 め て多 くの業種 が存在す る。現 在考 え られ ている もの としては,第1表 の よ うな業

種 があ るとされ てい る。 しか し大別 してハー ドウェアを供給す るため の事 業会社,ソ

フ トウェアお よび各種 サー ビスの提供事業 とい う二つの企業グループに分け られ る。

そ して最近 の市場 の変貌は,と くに ソフ トウェア ・サー ビスとい う業種 の急激な拡大

に よって引 き起 こされ ているもの とい ってよい。

ハ ー ドウェアとソフ トウェアは コン ピュータ産 業の車 の両輪であ り,そ の どち らが

大切 とい った軽重は 問えぬ もので,今 や ソフ トウェアへ の投 資はハー ドウェアへの投

資に匹敵す るもの と一般 にいわれ てい る。 しか し現実 の姿 として 目に 見えるハー ドウ

エア と,品 物のない ソフ トウエアでは,ソ フ トがその評価 の困難 な こともあ って,こ

れ までは軽 ん じられて きた感があ る。一 つには ソフ トウェアが ハー ドウェア価格 の中

に こみで売 られて きたセールス制度その ものに原因があ る。ユ ーザーが当初 には機械

を使 うのが精一杯 で,シ ステム分析,プ ログ ラミングとい った仕事 は メー カーがや っ

てや らねぽで きなか った とい う事 情 も当然 の成 り行 きでは あった。 しか し今 や この制

度は メー カー,ユ ーザ ー共に限界に来 てい る と同時に,負 担に もなって きてい るので

あ る。 ここに専門 の ソフ トウェア会社,サ ー ビス会社が急激 に進 出 してきた背景 があ

∴ か__… 買う…うよ蛭 三 遍 藁さらには
』 で ア上 之必された型置報"2を 売買迂 る一と〉LうL考え方が表面生 してきた。

こ うして コンピュータの真価 を きび しく問 うユーザーの声に,コ ンピュータ関連産

業は大 き く地 図を塗 りかえ よ うとしている。



第1表 米 国における コンピ ュー タ産業の構 造(数 字は当該分野の企業数)

コ ン ピュ ー タ産 業一 ー
サ ー ビス ソ フ トウ ェア 八 一 ドウ エ ア

特殊1
システム 教育

・,

|

計 算 セ ン タ ー
1

プログラミング
サービス

周辺
'1

耗品 タ イ ム ・シ ェ ア リ ング
1

部品

リースイ ングサ ー ビス ー
一Φ コア ー 一 Φ

財務 サー ビスー
一 Φ カ ウンタ ー一

一 ㊨

回路(コ ンピュータ・パ ッケー ジ)一 一Φ

カー ド,磁 気 一

テー プ,磁 気,記 録 ご

テー プ,磁 気,

テー プ,磁 気,リ ール ー
.

チー フ,紙 一

テー プ,紙 パ ンテー

連続 用紙一

磁気 イ ンク印刷 一

一 ⑧

一 Φ

ファイリングシステム ー⑱
一⑳

一 Φ

一Φ

一⑱

一⑭

・制御(自 動,ソ ーティ ング,

カ ウンティ ング)一

ヘ ッ ド,磁 気ペ ツ ドー

ヘ ツ ド(リ ーデ ィング)一

〃(レ コーデ ィング)一

リレ一一

ス ウィ ッチ ー

ス ウィ ッ乏..一ス 云ッ.ピイ ングー

一①

一Φ

一⑰

一Φ

一⑦

一⑨ .
一③

紙 テープ ー
パ ンチカー ドー

パ ンチカー ドアクセサ リ一一

記 録用紙 一

リボ ン,デ ータ処理 一

一Φ

一⑰

一(P

－Φ

一⑳

.情報システム ー

プ ログ ラ ミングー

オベ レー ション ・リサーチ ー

調 査.

一Φ

一⑳
一⑩

⊇

薄膜 フィル ム,磁 気一
一〇

汐イム・シェア.リシグ・センター 一 _一一一
フ ロア ー 一 一 Φ .

テー プハ ン ドラ一一 一 ⑱

通信教育一

教育一

一 ⑲

一⑳

.出版 一

雇用会社

情報技 術一

一⑳

一⑦

一⑩

テ レメー タ リング ・シ ステム一
一 ◎

シ ス テ ム ・メ ー カ ー..

パ ンチカー ド装置 一

リー ダーー
〃

〃

〃

〃

〃

"

〃

〃

〃

(キ ャ ラクター)一

(フ ィル ム)一

(磁 気 カー ド)

(磁気 インク)一

(磁 気 テープ)

(光 学文字)一

(紙 テープ)一

(光電子)一

(パ ンチカー ド)一

タイプ ライター,電 子,

コ ン トロール ドー

キーポー ドー

デイス プレイ

デ一 夕記録装置 一

プ ロッター ー

プ リンター ー

プ リンター(キ ーボー ド)一

プ リンター(ラ イ'ンーA-'タイム)一

視覚出 力装置 一
デー タ リダクシ ョン装置 一

カメ ラ,デ ータ記録 一

ドラム,磁 気 ドラム ー

ス トレッジ ・システ ム ー

デ ィス ク,磁 気デ ィスクー

スキ ャナーー

デ一 夕処理補 助装置 一

連続用紙整 理装置 一'

情報検策 装置一

タイ ミング装置 「

翻訳機 一

デー タ処理機械 一

一Φ

一 ⑭

一 ⑧

一 ⑦

一④

一④

一Φ・

一⑫

一⑲

一⑳

一⑯

特 殊型 コンピュータ ー一⑳

アナ ログコンピューター 一●

デジタルコンピューター-0

専用 コンピュータ ー 一⑯

テス ト用コンピューター一⑯

一⑳

一⑱

一⑭

一⑯

一Φ

一⑱

一⑳

一⑰

一Φ

ご⑳
一Φ

一⑳

一⑭

一⑳

一⑳

一⑩

一⑲

一Φ

一⑳

一 〇

一Φ 雪

`
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Bソ フ トウ ェア 対 ハ ー ドウェア の比 重転 換

1…i本電 子 工 業 振 興 協 会 が1967年 に 米 国SRI(StanfordResearchInstitute)に

依頼して取りま、めた・』 選 言幽 蟻 展燈 燭 紗=・ に

よれぱ!旦 処 鋤 醐 賑 浬 。二塑 設猷 ⑳L輌 。逃 旦 虹批

(第 表参照)二(上 る。/
ノ

この実績 の中には当 然 ソフ トウ・アの価格は含 まれてしノるもの と殼 てよい・全 く

別 の種 々の ソースか ら集め られた ソフ トウェア ・サー ビ〆産業 の規模く主L」司工 ユ967

転 」織 工 継 抵 ∪.も ちろん,フ,ウ ノァ業界の成立峻 述するよう
/

に極め て複雑で,そ の どの部分 が どのよ うに メーカーか ら出荷 され,ユ ーザ ーに設置

i㌻㌘㌶麓㌔㌶ ご麟 ㌃1ご塞=
ではないか と推 測され る。

ソフ ト対・・一 ドの価格は1970年 までには半 々になる といわれ,産 業全体に大 きな

影響力を及ぼす ことに なる。

1旦M 、はシ～㌻乏迭.36q只 開発計画で,そ のソフ トウェアを整備するのにピーク時に

は豚 ⑩d人 のスペシ・リス ト遊 敵L塑 費用迎 在 まで鵡 ド刀1,080億 円に

近 い資金 が投下 され ている ともい う。

ソフ トウェアはシステム販売 のセールス ポイン トで もあ るし,メ ー カー としてはそ

の強化に必死に な ってい る。 しか し,こ の業界 の最大の弱点は何人 ソフ トウ ェア作 り

に熟練 した要員 がいるかで決 まる ソフ トウェア生産能力にあ る。 しか も生産会社であ

るメーカーは必ず しもこ うした ソフ トウエ ア ・スペシ ャリス トに とって住 みごこちの

よい場所 では ない。 ソフ トウェアが ハー ドウェアを売 るための手段 として考 え られて

きた歴 史的背 景に,ど うして も企業 の主流 にの し上がれないので ある。 こ うしぞ ソフ_

ト2エ アに生 きよ うとす る高 級 スペ シャ リろ トセ≡ ■ トウモ7・ サー ビろ会祖 こ製

する 傾 向が ます ます強 くな⇔ てい る。ツ 、ス トウェア会社 自身、'最大 の カス トマニ旦ご

ソピュータメー カーであ ったが,最 近専売権Properietoryソ フ トウェアで,ソ フ ト
～ 、一
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ウェアを1個 の商品 としエ市 場に 出一しk*・じめこ(い る。 ソフ トウェアお よびサ ービス業
レ ー

が,一 つ の独立 した生 産品を持つ産 業にの し上が って きたので あ る。

Cソ フ ト ウ ェ ア 産 業 の 成 立 と伸 長

米 国に お け る ソフ トウエ ア会 社 は,ト ップ ク ラスに な る とCSCComputerScie-

ncesCorpの 年 商4,000万 ドル(140億 円),C-E-1-R,PRCPIanningResearch　 へ
Corpの2」 皿L2≡(72、 億.巴)と い う従業員数1ユ2=企 業か ら,わ ず

か数名 といった個人会社までを含めると1,000近 い数にのぼるものといわれている。
ノエう

しか しle前 述 した よ うreXILL7.上望三z超 生匹亟売 し△ 郷,こ れ らの専門会社

だけではな く,た とえば コンピュータメー カー 自身,さ らに研究 開発を専門 とす る非

営利企業,大 学 とい った組織があ る。 とい うよ りは,ソ フ トウェア会社です と看 板を

あげ てい るのは,氷 山の一角にす ぎないわずか なシェア しか持 っていない とい うのが

真実 に近 い。

第1図 ソフ トウエア ・サー ビス業の概要

ソフトウエアC-E-1-R2,000万 ドル

ソフ トウエア

サ ー ビス産 業

12億Flル

(4,300億 円)

専 門企業

1.2億 ドル

(430億 円)

コ ンピュー タ

メーカー

1億 ドル

(360億 円)

非 常刮砥

開発組織

?

他 業種企業 の

EDPサ ー ビス

?

CSC4,000万 ドル

PRC2,000万 ドル

CUC1,500万 ドル

IBMFederalSystemDivision6;000万 ドル

その他 メーカー ・サー ビス

大 学

幽

幽

旦5,000万 ドル

ー 処 レ

1エTDataServiceDivision
エ へ へ　 の ロ　

Uni‡edAirc .raft

LockheedMissilesand -Spa.ce.-Corp

銀 行

現在 ソフ トウェア産業 として考 え られ てい るものには
'

{1)ソ フ トウェア専門会社
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(2)コ ン ピュー タ ・メーカー

(3}非 営利 研究 開発組織

倒 その他 の産業界か らの進出

があ るとされ,大 ざっぱに見 てその市場 シェアは第1図 の よ うに なってい るもの と推

測 されてい る。

市場規模は12億 ドル(4,300億 円)と 推定 され,そ の中で もっとも大 きな市場 シ

ェ アを持つ のは非営利団体 と大学で ある。

国防塑 魎 タン クと上 てス ターb _L+7たRAND社,そ2*一 流でをるSDCSystem

DevelopmentCorpは 従業 員1200～1,500名 で5,000～6,000万 ドル¢)年韮型茎ム を

上 げてい るとい う。 このほか」坦〔⊇20・」う出た －MITRE,そ れ に軍関係のAerospace

Corp.も これに近 い実績であ る。

大学ではMIT,ハ ーバー ド大学 らは国防省,政 府機 関を カス トマー として最先端

の 「Lン旦 ≡ 変二 乙乙 ト,之エ、乙≦D.開発 や之乙テ込ノ.7穴 リ之ろ理論 な どの展開を行な

ってい る。市場 シェ アで第2位 にあ るのが コンピュ一一タ ・メー カーに よるソフ トウェ

ア ・サー ビスで ある。 メーカーはユーザーに コンピュー タを売 り込むために ソフ トウ

ェアを開発す る。 しか しこれ は他社 との競合 といった事情 か ら,シ ろL乙ム佃⊇

15%以 上を投下 す る■ ,とはヱ きない。これ らの資金はほ とん どが基 本的なシステム ・

プ ログ ラムに費 され るが,最 近の よ うにOS,言 語 な ど多彩化に ともな って,そ れす

らも十分ではな くな りつつあ る。そ こで,カ ス トマーが必要 とす るア プ リ ケ ー シ ョ

ン ・プ ログ ラムのかな りの部分は開発費を取 って販売す るよ うにな ってい る。

各 社 ともこの仕事 をす るカス トマー ・サ ー ビス ・グループを持 っているが,IBMの

FederalSystemsDiv.の よ うに連邦政府機関を中心 に年 間6,000万 ドル(216億 円)

に近 い収入を上げ てい る ところもあ る。 この}と 非 営利 団体 の中間 的存 在.とL

て活興 三てCる@渓 び ウ⊆ エ会埜で色る・

Dソ フ トウェア専 門 会社 の現 状

,/'＼ ＼

ソフトウエア専門会社のこの蹴 おけるシェアは沸 覗iヂ ソフ
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トウェアの生産 は,当 初,開 発 プロジ ェク トに近 い形を持 っていた 。個 々の カス トマ

ー との契 約に基 づ く一件一件 の仕事 であ り,し か も最初 の うちは軍,政 府機 関が唯一

の カス トマーともいえ るものであ ったために,非 営利 団体 と大 学にその多 くが 流 れ

た。 さらに ソフ トウェアを特別に外注す る とい うのはかな り高 度のプ ログ ラムに限 ら

れていて,営 か ら統i辻,心 理美〉、旦避 …頒 び での優秀なスペシャリス トをかか

えてお く必要 がある。

開発契約 が成立 した時点で,こ うした スペ シ ャ リス トを集め るのは至難 のわざであ

る。か とい って,い つ受注で きるか もわか らぬ仕事 のた めに高給 の要員を雇 ってい る

のは採算上問題 点が多い。 こ うい った ことで大学,非 営利機関は この分野では長 らく

有畝 地位を占めていた・しかし ご し珍 需要増内≡ 口 い,

・るじ測W聯 工沙鯵 邑舎=艶 まかせるtr5.になっエきた・さら

に,大 学,非 営利機 関では十分に力を発揮で きぬ とす る ソフ トウェア技術者が,ソ フ

トウエア会社 に集 まってきた こともこれに拍車 をか けている。それに さらに火に油を

そそいだ のが,こ の1年 間に急激 に増加 した醜 権良 き以▽ント}販 売 であ る。

単一 のユーザー向け の ソフ トウェアを作 るのでは な く,多 くの カス トマー相 手にそ

の企業 の リス クを賭け て市販す るとい うもので,こ れが ソフ トウェア開発会社か らソ

フ トウェア生産会社に脱皮す るチ ャンスになっているのであ る。 ソフ トウェア会社個

々の活動につ いては後に詳 し くのべ る。

E他 産 業 か らの ソ フ トウ ェア産 業 へ の進 出

この業種 につ いては まった くこれ といった基準 がない。

コンピュー タ利 用にお いて先導 的なユーザーがその経 験を生か して,他 の コンピュ

ータ ・ユーザ ーに対す るコンサル タン トに乗 り出 してい るのが これ であ る。

主に航空機産業,通 信会社 のよ うに巨大 なプ ロジ ェク トを業 としてい る企業な ど多

くのシステ ム ・アナ リシスの専門家をかかえてい るところが多い。

これ らの中で有名な ものは

ITTデ ータ ・サー ビス事業部

〔
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GPE社 の リン ク ・コンピューテーシ ョソ ・セン歩一

ユナイテ ッ ト航空機 会社

ロッキー ド ・ミサイル ・アン ド・スペース社

各 銀 行

がある。

カス トマーとしては主 として地域 的にその事業所 のある近 くの企業 や州政府 な どが

多 くその地 方の コンピュー タ化を リー ドしてい ることも多い。 また銀行は主 として取

引先 で,一 部では取引先企業 の給与計算か ら決算事務 までい っさいを引 き うけて計算

サー ビスを実 施 し,そ の地区 の計算 センター業者 と トラブルを起 こしている ケース さ

えある。

Fソ フ トウェア ・サ ー ビス の事 業 内容

ソフ トウェア ・サ ービス企業 の活動は広範 多岐 にわた ってい る。

大 別 して

口)コ ンピュータ ・ビュー ロー ・サー ビス

{2}コ ンピュー タ ・ソフ トウ ェアの生産

〔3)コ ンピュー タ施設 サー ビス

倒 情報 サー ビス(教 育事業 含む)

と考 えられ るo

現 実に各企業が実施 してい る方 法 となる と,さ らに複 雑な もの とな る。そ の概 要は

次の よ うに考 え られ る。

aコ ン ピ ュー タ ・ビ ュー ロー ・サ ー ビス

一 般 に い われ る セ ン ター業 で あ り
,ADAPSOAssociationofDataProcessing

SerViceOrganization,米 国 の ビ ュ ー ロー業 者 の 団体 見解 に よれ ぽ,現 在 の米 国市

場 は6億 ドル2,160億 円 と推 定 され,1970年 ま で には,10億 ドル3,600億 円 ともい

わ れ て い るo
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この分野では,IBMの 子会社SBC(ServiceBureauCorporation)の よ うに ま

った くのセンター業 のみで1億 ドル(360億 円)も の年商 を上げ てい るもの もあるが,

ソフ トウェア開発 を中心 としてい る企業 で も,収 入 の基盤 としてセ ンター業 を併設 し

ていると・ろ・・酬 勺に多い・もつとも(◎ のように,・ ンピー 欄 す る投

資は まった くせず に必要 に応 じて,時 間借 りしてい るま った くの"頭 脳"の みを売 る

企業 もあ る。

一 般にサ ービスの形態は ナープソお よび クローズ ・シ ョップのバ ッチ処理 サー ビス

だが,CSC社 のユ ニパ ック1108に よる リモ ー ト ・バ ッチ処理,C-E-1-R社,IBM

GEの よ うな タイム ・シ ェア リング ・サー ビ ス も あ る。 さらに全米的規模で サービ

ス ・ビュー ローの ネ ッ トワー クを組む試み も多い。大半の企業 では 全国各地 に数 ヵ所

か ら10数 ヵ所 のセンターを開設 してい るが,こ れ らは当 然同 じブ ラン ド・イメージの

もとに協力 して事業 が行 なわれ る。

このほか にC-E-1-R社 は フランチ ャイズ ・サ ー ビス として中小セ ンターにC-E-

1-Rの ブラン ドの もとに業務提携を実施 して ネ ッ トワー クを組 んで い るの もあ る。

また タイム・シェ ア リングとい う必然的に ネ ッ トワークとな るシステ ムでは,IBM,

GE,CDCら が全米10数 ヵ所 のセ ンターを設 立 して,通 信 回線で結びつつあ る。

IBMはSBCの 名で も全米に160台 の コンピュータを配 したサー ビス ・ビェ一 口

ー ・ネ ッ トワークの建設 を 目論 んでい る。

bコ ンピ ュー タ ・ソフ トウ ェアの生産

ソフ トウェア会社 としては この ソフ トウェアの開発 と生産が もっとも高度 の事業で

あ ることは容 易に理解で きる。

ソフ トウェアの生産は これ まで は開発契 約で,ソ フ トウユア会社か らみれ ば,一 度

に一つ の特定 ユーザーに しか成果を販売で きなか った。 コンピュー タ ・メー カー相手

に開発 した ソフ トウェアを売 る場合 には,メ ー カーを介 して実質的には数 多 くのユー

ザ ーに売 る ことにな るが,こ れ とて コンピュー タ ・メーカーの一定 の要求の枠 内で の

仕事である・そ・で髄 注目されているのをま,ソフ・一

め,妙 剰 ス・已 賭は 臓 旦 転 宿 エ ∪ ・ユ・"辺 ψ ち4↓ 心μ
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第2表 最近 公表 され た ソフ トウェア ・パ ッケー ジ ・セールスの概況

プ ・ グ ・ ・1 会 社 名 1主 な 市 川 内 容(価 格)

Accufile AnagramCorp. IBM7090/94 初 年 度14,400ド ル,2年 次7,200ド ル,プP

グ ラ ム ・スペ ック,フ ロー チ ャー トな どの検

策 蓄 積 シ ス テ ム。

Autoflow AppliedDataResearch,

Inc.

IBM7090/94360シ

リー ズ,RCAス ペ

ク トラ70

2,000～5,000ド ル。COBOL,FORTRAN

な ど の ラ ン ゲ ー ジか ら 自動 的 に フ ロー チ ャー

トを作 る

BankserviceCr・

cdit

CardSystem

Information

Sciences

AssociateS.

IBM1401/1460 10,000ド ノレ.

銀 行 で通 常 利 用 され る ク レジ ッ トカー ド・シ

ス テ ム の サ ポ ー トの プ ロ グ ラ ム

BankPayroll

System

Computer

SciepcesCorp.

IBM360 15,000ド ル

銀行サ ー ビス ・セ ンターでの給与計算 プ ログ

ラム

ESI AppliedDataResearch,

Inc.

PDP-5,8.8S 英語会話 イソタプレタ一 夕イムシエ ア 歩一

ミナル として働 く場合

Exodus ComputerSciencesCorp. IBM1410/7010か

ら360へ

9,000ド ル

1410/7010Autcoderか ら360,0sに 移 行 の

トラ ン ス レー タ

Expand Computer

Communication,lnc.

lBM1130 11}000ド ル

1130にSORTやPayrollな どの ビジネス処

理 能力を追 加

40X ComputerUsageDeve1・

opmentCorp.

IBM360/40 9,500,月 間1,000ド ル(リ ー ス)1401/1460

プ ログ ラ ム のエ ミュ レー シ ョンの 効 果 増 大

FMPS Bonner&MooreAssoc・FORTRANNを 高 度に モ ジ ュラー 化 され た 数 学 プ ロ グ ラ ミン

iates,Inc.持 ったEDPグ ・シ ス テ ム

GeneralizedPa・PhilipHankins&Co,1-GE400

yrollSystemsnc.IBM360

銀行サー ビス ・センター用(一 般用)の フレ

キシ ブミなペ イロール ・システム

GIFT ComputerFulfillment IBM360/30よ り大

型

汎用情報 フ ァイル ・テスター

Linearprogram・

mingSystems

HaverlySystems,Inc. IBM1401/60

Honeywell200

3,000～10,(X)0ド ノレ

100～400ド ル(月 間 レ ン タル)LP.

MACS Informatics,Inc. IBM360(銀 行) 銀行業務

MISSIL Bonner&MooreAssoc・IBM1800

iates,Inc.1130

360のMarble言 語1こ 互 換 性 の あ る シ ン ボ リ

ック ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・イ ン フ ォ ー メ ー シ ョ

ン ・ラ ン ゲ ー ジ

SDS

COBOL65

ScientificDataSystems,

Inc.

シ グマ ー7 20,000ド ル

フル ・ビジネスCOBOLコ ソバィ ラー。最

初の ソフ トウエア ・パ ッケージはSDSで シ

ステ ムの販売 と同時に提 供 され る。
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一ジ"と 呼ばれ る ものの生産 と販売 であ る。
～ ・'

こうしたソフトウ・ア●～ ケージは196≡r□ ま50旦 亘 理 聾 〉を勤 上

げ,市 場に 出回わ ってい るパ ッケージ も100件 を越えてい るとされ ている。 これ は前

ぞ蓼 巨蘂 竺 おり,三〔 ㌫ぬ㌃'
ドルltま 翫 には6万 ドル もす るものもあ り㌃ ほか に レンタル販売・も一されてい る。

一 一_一 一

ソフ トウェア開発 では トッ プ メ ー カ ーのCSC社 の場合,1967年 は200711〕 シレ

(7.2億 円)の パ ッケージを売 り,4～5年 以内には これ らで同社の収 入の半 分以上 を一 ◇ノ
占め るよ うにな ろ うとしてい る。,しか し,こ れ に ともない開発費 も急騰 し て お り,

CSC社 で も90万 旦ル(3.2億 田)Lを .196Z.集に技 工L主 具 な資金 の.負担 は.乙2.,ト

ウェア会社に中小企業 が多いだ けに,今 後の大 きな課題 となろ う。 この パ ッケージ頭

註::蕊 誤監㌻ 竺㌶ご㌶::罐:
一に も販売 した ことに よる。 こ うした カス トマー との契約で ソフ トウェア ・パ ッケー

ジの再販売権を得 て行 な った商売が成 功 した こ とで,こ ん どは より一般的 なパ ッケー

ジを当初か ら市 販す ることを 目的 として開発 した ものであ る。

現在の・ミッケージは市場性 とい う観 点 より,事 務用の ソフ トウェアに 集 コし て お

り,給 与 計算,税 金 の割戻 しなどが多い。 また第2世 代 か ら第3世 代へ の移行に とも
)へ 」/へ》〆一＼一 一＼一 一 く ～ ・一ー ーーー 一 ～ 寸

な 芝一ト.Zシ ス レー タ,も(どxodUS/Pego日 ΨB〆]Mi日s;)と い った ペ ッ トネ ー ムを冠 して,

積極 的に販売 され てい る。

また コンピ ュータ ・メー カーのSDC社 が シグ・77用 のCOBOLを ・・一 ドウェア

とは別 に販売 しているの もこの方 向 と同 じもので ある。 さ らにCSC社 のComputax

プ ログ ラムの よ うに開発 した プ ログラム ・パ ッケージで情報 サー ビスに乗 り出 してい

る ところ もあ る。なお主 な ソフ トウェア ・パ ッケージの市販状 況は第2表 に示す通 り

であ る。

cコ ン ピ ュー タ施 設 の サー ビス

コ ン ピ ュー タ施設 サ ー ビス と して,① コン ピ ュー タ ・リー シ ソグ 。 ② コ ンピ ュー

タ ・セ ン ターを ユ ーザ ーに代 って保 守 す る。 これ は政 府,軍 の セ ン タ ーに 多 い 。③ コ
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ソピュー タ ・システムの機種 選定か ら稼 動 までの コンサルテ ィング,

があ る。 これは ソフ トウェア ・サ ー ビスに ともな う場合 が多い。

な どのサ ー ビス

d情 報 サー ビス

教育,出 版,視 聴率調査,市 場調査,業 務情 報サ ービスな ど広範囲にわた ってお り

直接 コンピュータ ・ソフ トウェア ・サー ビスに関係のない もの まで入 ってい る企業 も

あ る。 また この分野 は,子 会社お よび業務提携 といった形で,自 社 の知識 を売 ってい

るものが多い。主 な情 報サー ビスは第3表 の通 り。

第3表 ソフ トウア会社による情報サービス

サ ー ビ ス 業 務

要 員 教 育

株価相場情報サービス

医 学 情 報

税 金 処 理

通 信 ネ ッ ト サ ー ビ ス

企 業

AutomationInstitute

(C-E-1-・Rの 子 会 社)47の 学 校 チ ェ ー ン

ECPI(専 門 教 育 会 社)

PSI(〃)

CDI(CDCの 子 会 社)

SBC(IBMの 子 会 社)

BrandonSystemsInstitute

(BrandonAppliedSystclns,Inc.の 子 会 社)

ComputerUsageEducation,Inc .

(CUCの 子 会 社)

DieboldGroup,Inc .

InformaticsInstituteDiv .

(lnformatics,Inc.の 事 業 部)

Banker-RamoCorp.、

(Telequote皿,IV)

ScantlinElectronics

(QUOTRON,QUOTYPE,QUOTEFOLIO)

UltronicsCorp

(Stockmaster)

MEDINET

(BB&N社 とGEの 共同事業)

ComputaxCorp .,

(CSCの 子 会 社)

WesternUnion

(法 律 リ フ ァ レ ン ス をLawResearchServiceInc.,と ま

た 職 業 紹 介 をInformationServiceInc.と の 契 約 で 実

施)
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また,こ うした専 門的情報 サー ビスは コン ピュータの遠隔利用お よび タイムシ ェア

リング方式 の実用化 に ともなって急激 に増加す るもの と考 え られ る。 この際清艶=

ビスは,ξ一)か ら緬 ミス・・煙 き醜く蓮 迎 い

範囲 の業界か らの進出が予想遡 与る.垣_こ れ こコンピュータを適旦□一るとなれば,参

加す る形態は'種々あ るとして も,ソ フ トウェア ・サ ー ビス会社の活躍す る分野 が ここ

らに も大 き く開けてピるこ ζは確実 麺こと、2⊥ え よr5。

Gソ フ ト ウ ェ ア 会 社 の サ ・-tfス ・ コ ス ト

ソ■」ニェ 会社の事業 と⊥Lうのは,そ れ ほ ζ率 の良 い商売ではない⊆Lと⊥LΣの

は他の事業では比較にならぬほどρ豊肥技術識 をかか麺 ざな旦璽g _三 巡 必然自色こ
ハ

人件費 の比塾 這 か 結果を生ず る。一一 方,カ ス トマーに提 供す るサー ビスに対す る代一
償は,1件1件 のプ ロジ ェク トの開発契約 とい うこ とで,基 本的にはそれにかか った

経費 にマージンを プ ラス した ものになる。 しか も現実には,サ'一 ビス ・コス トは実費

とか推算金額 をベ ース とした ネゴシエー シ ョンに よって決 ま って しま う。結局 こ うし

た人的 な"頭 脳サ ービズ'と い う性格 か ら,会iの 苦業規模 はお のずか ら,そ の企業
、

廻 ジる遷 員2数 じ よ45腿 さ也 る。 このため,各 企業は優秀 な人材の獲得に

必死 とな ってお り,活 発化す る企業 間の吸収合併 は,人 材 を一度 に増加 させ るための

もっ とも効果的 な手段 といわれ てい る。主な ソフ トウェア会社 の過去3カ 年 間の要員

の増 加状 況をみ る と第4表 の通 りとな る。

第4表 主要 ソフ トウェア会社の要員の推移・一会 社

iCSG

C--E-1-R

薔
BB&N

廼D
Aries

URS

名 1967 1966 1965

隻過 ご

.992:

8qq石

塁5名

2,300名 一、、

200名

__!dto名

804名

667名

.-2,000名 ・-

208名

758名

ニ ー 旦97名

1二
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一般的に1 ,000名 の大台を越えた企業 が登場 して きたのは,こ こ1～2年 のgと だ

が,こ れ らの大型企業 は,さ らに急速に大型化の道をた ど りつつある。一 方 これ らの

要 員の質につ いては,大 手に なれば な るほ ど,ス ペ シ ャリス トの比率が高 くな ってい

る。た とえぽ,PRC社 は全従業員1,083人 の うち787ム が エ ンジ ニ7で!う 与 〔担5

人 は大学卒業 の学歴 を持 ち,し か も博士60人,修 士188名 を含んでいる。』
、,..＼_、 、 ベ ー、

これ らの要員のサ ービス ・コス トは大別 して第5表 の よ うな標準価格 となる。

第5表 要員サービス標準コス ト

職 種 1時 間 当 り 標 準 単 価

オ ペ レ ー タ

プ ロ グ ラ マ ー

シ ス テ ム ズ ・ア ナ リス ト

技 術 コ ン サ ル タ ン ト

経 営 コ ン サ ル タ ン ト

コ ンサ ル テ ィ ング責 任 者

3～7ド ノレ(1

8～15ド ノレ(2

10～20ド ノレ(3

15～30ド ノレ(5

25～40ド ノレ(9

40～60ド ノレ(14

000～2

900～5

600～7

400～10

000～14

400～21

500円)

400円)

300円)

800円)

400円)

600円)

ソフ トウ ェア ・サー ビス会社は こ うした要員を プ ロジェク ト毎 にグル ープに組織 し

て,各 種 の調査,研 究,設 計,開 発,応 用,支 援,運 用,管 理,コ ンサル タン トな ど

のサ ー ビスを実施す る。そ して概算15%が 会社の利益 とな る。 こ れ らの コス ト構成

の標準は第6表 の よ うなもの と考 え られ る。

第6表 ソフ トウェア会社のコス ト構成

コ ス ト 要 因 比 率

直
t福

マ

指

税

般

引

接

祉

ケ

管

テ

尊

前

給

原

理

イ ン

利

与

生

蜜

グ

料

益

40%

15%

11%

10%

9%

15%
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第7表 主要ソ'フトウェア会社の事業規模

企 業 名 年間事業規模

ComputerScienceCorp.,

C-E-1-R

PIanningResearchCorp.,

ComputerApPlicationInc.,

ComputerUsageCornpany

BoltBeranek&Newman

Aries

纏6和 ・
eg⑰ ⊇
27000万 ドル

這;石些i)
　ヘ エ ヨ へ

隻,廻 方 レレ
872フブ ドノレ

210万 ドル

従 業 員 数
'.'、

ぷ9・名ノ

写5磁

ξ畿 、
㊨ ・
550名

200名

(注)1967年 の実績で一部推定を含む概算
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第3章 各 国 の コ ン ピ ュー タ政 策

世界 の コンピュータ産業 において アメ リカが支配的地位を 占めているこ とはか くれ

もない事実で ある。 と りわけIBMは 世界 各国に進 出 し,世 界市場の70%以 上を 占

有 してい るといわれ てお り,他 の アメ リカ主要 メー カーの規模 も,ヨ ー ロッパ,日 本

の メー カーに くらべれぽ,圧 倒的に大きい。

しか し,過 去数年間に,コ ン ピュータは,政 治,経 済,社 会のあ らゆ る面で広 く使

用 され る よ うに な り,各 国の経 済お よび社会 の構造に大 きな影響を与え てお り,ま た

工業 面において も,優 れた部品製造技術 の上 に立脚す るキイ ・インダス トリーの役を

演 じてお り,各 国政 府は コン ピュータ産業 の重 要性 を強 く認識す るよ うに なった。

OECD(経 済協力開発機i構)は,1967年,技 術格差問題 として,コ ン ピュー タを

取 り上げ,格 差の生 じた原因 とその対策 につい て検討 を行 なったが,米 国を除 く各 国

政 府は,ア メ リカの コンピュー タ ・メーカーの進出に対抗 して,国 内の コンピュータ

産 業育成 のために積極的 な施策 を打 ち出 しつつ ある。

1ア メ リカ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

ア メ リカの コン ピュータ産業 が全 世界に おいて圧倒的な力を有 し,コ ン ピュータの

利 用 も世 界で一頭他を抜い てい る理 由は,米 政府 が国防,宇 宙開発 や コン ピュー タ利

用を通 じて コンピュータ産業 を強力にバ ックア ップしてい るためであ る。

確 かに米政 府は これ まで コン ピュータの研究開発に巨額 な資金を投入 してお り,ま

た世界最 大のユ ーザ ー として,毎 年多額 の コンピュータ ・システムを購 入 し,コ ンピ

ュータ産業 の発展に大 き く寄与 してい る。

最近は,コ ンピュータの急激 な成長につれ て発生 して きた ソフ トウェアの標準化や
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通信 とコン ピュータな どの問題に対 して も,検 討 を行な ってお り,こ の面で も業界に

大 きな影響力を及ぼ してい る。

a研 究開発投資

コンピュータの第1号 機 であ るENIACが 戦争 の落 し子 として1946年 に完成 し

て以来,軍 需 とコン ピュータとは,切 っも切れ ない関係 があ る。

1950年 代には,ミ サ イル開発,宇 宙開発,原 子力関係の研究 な どに,主 と して科

学 用 コンピュー タの需要 が多大に あ り,こ のために大規模 な コン ピュータ ・システ ム

の研究開発が行なわれ た。

これ らの研究開発投 資はその性格上採算 を度外視 して巨額な資金を投 入す るものが

多 く,こ れが コン ピュータとその利用技術 の高度化,関 連企業 の強化に果 した役割は

計 り知れな い ものがあ る。

最 も注 目すべ き事 は,軍 事 目的で開発 された成果 が,其 の後 商用 コンピュー タに取

り入れ られ た とい う点で ある。軍 用のIBM-7030「 ス トレッチ」を開発 した技 術 は

IBM-7000シ リーズ,1400シ リーズの商用 コンピュータを生み,1958年 に空軍が 開

発 したSAGEを は じめ とす る軍事 用のCommandandControlシ ステムは,オ ン

ライ ン ・システムの先駆け とな った。

現在で も,政 府は年間2億 ドル(720億 円)に のぼる研究開発資金 を コンピュー タ

部門 に投 じてお り,こ れは この部門におけ る研究 開発費総額の30%以 上 を 占め るも

の と推定 されてい る。

b政 府に よる コン ピュー タ利用

連邦政 府は,コ ン ピュータ発祥 の約15年 前か らのユーザーで第2図 に示す よ うに

今で は2,500台 以上の コン ピュータを使 用 してい る(な お この数字には ,国 防省の直

接管理下に あるコン ピュータは含 まれ ているが,軍 用 として使 われ る装置や設備は含

まれ ていない)o

これは,米 国全体 の約9%に 当 るが ,ス タンフォー ド調査研究所 の調査に よれぽ契

約業者が使用 しているコンピュータで間接 的に政府 の管理下にあ るもの と軍用に使用
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され てい るものを加 え ると,連 邦政府は米国内に設置 されてい るコンピ ュ ー タの 約

30%を コン トロール してい ると報告 してい るρ しか も,政 府の使 用 してい るコン ピ

ュー タは大規模な システムの ものが多いか ら,政 府の設置金額 比率は さ らに大 きくな

る もの と推定 され てい る。

それで も米国 内で政 府が使用 してい るコンピュー タの割合は年 々低 下 し て い る。

1954年 には10台 の コンピュータを連邦政府が利用 していた が,当 時 の民間企業 に設

置 され ていた コンピュータはわずか数台にす ぎなか った。

コンピュータの発展初期の段階において,政 府 が積極的に コンピュータを導入 した

とい うことは,コ ン ピュータ産業 の発展の大 きな原動力にな った とい うことがで きよ

う。

イギ リスや西 ドイツにおいて,第2次 大戦後比較 的早 く優れた コン ピュータが開発

され たに もかかわ らず,そ の後 コンピュー タ産 業 の発展が遅 れた理 由のひ とつ として

初 期の コンピュー タ市場に対す る政府の育成対策 が不十分で あった こ とが指摘 され て

い る。

cコ ンピュー タ調達 方法の改 善

コンピュー タ設備 の購入や借入れに対す る基本 的責任 をGSA(GeneralService

Administration,共 通 役務 庁)に 与 え る法律(ブ ル ックス法)が,1965年10月 に

成 立 し,1966年6月 には ジ ョン ソン大統領が全 政府機関 の長に あて書簡を送 り,コ

ンピュータの利 用 と運 用の コス トの節減に努力す るよ う通告 し,政 府部 内におけ るコ

ンピュータの合理 的,有 機 的な利用 の促進が開始 された。

1967年 にはい り,予 算局は政府 の コンピュータ利用に関す る第1回 目の報告を行

な った。その内容は,①7,000万 ドル(252億 円)に のぼ る装置 が再配置 され,i新

規購入を防いだ。②政府機 関相互に よるタイム ・シェア リング利用に よ り2,600万 ド

ル(93億6,000万 円)を 節約 した 。③年間2億 ドル(720億 円)と 予想 され てい る

レンタル経費が コンピュー タの買取 りとい う政策 で不必要 にな った,な どコンピュー

タの購入,利 用,運 営に大 きな改善 が行 なわれた ことを明 らかに してい る。

しか し,ブ ル ックス議員 らは,コ ン ピュータ ・シス テムの高度 な設計 と効果的な利
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用に よって今後4～6カ 年 間に1年5億 ドル(1,800万 ドル)の コス ト節減は可能

であ るとし,1967年9月 には,連 邦 政府に よる コンピュータの調達 をすべ て管理す

る独 立 した専門委員会を設 立す る法律を提案 している。

dコ ン ピュータの標準化

ブル ックス法に基づ く,コ ン ピュータの標準 化につい ては,NBS(米 国標準局)が

中心 とな って検討 をすすめ てい るが,ま だ具体 的な提案 は行 なわれ ていない。

1967年10月 には,プ ログラムの交換 とプ ログ ラム ・ドキ ュメンテーシ ョンに関す

るサ ー ビスの実態調査 がNBSの 指導 の下に開始 され た。 この調査 の 目的は,提 供 さ

れ ているサ ービスの性格,そ れ に含 まれ るプ ログラムの数 と種類 を把握 し,現 在あ る

プ ログ ラムの カタログを拡 張 しよ うとす るものであ る。

現在,標 準化 が もっ とも急がれ てい るのは各政府機 関 が使 用 しているデータ ・エ レ

メン トや コー ドであ り,近 い うちにNBSが これ らの標準化 のためのスケジ ュールを

発表す る もの と期待 され ている。

e技 術者の育成確保対策

アア メ リカでは情報処理技術 者教育 の重要性に対す る認識は高 く,民 間企業,各 種

団体に よる技術 者の育成 に努力 が払われ てい るが,な おかつ情報 処理技術者 の不 足が

深刻 な問題 とな りつつ あ る。 この よ うな状況にかんがみて,ホ ワイ トハ ウスの特別諮

問委員会は,1967年3月,全 米の高等教育を うけ る学生がすべて コンピュー タを扱

える よ うにす ることを 目途 として政府援助計画を策 定すべ きことを勧告 した。

これに要す る費用は1971～72年 に,学 生1人 当 り60ド ル年 間4億 ドル(1 ,440

億円)と いわれ,政 府 は,今 後大学等 に対 し積極的な援助策 を とるもの と見 られ てい

る。

f'FCC(連 邦通信委 員会)の 調査

現在米 国では オンラインに よる情報処理 サ ー ビスが相 当広汎 に行 なわれ ているが,

その主体は1)コ ン ピュータメーカー.,]1)通 信会社,皿)ソ フ トウェア会社の三 つ
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であ り,互 に競争 しなが らこの新 しい産業 分野 の発展 を加速 してい る。

通信業界 の監督機関であ るFCCは1966年ll月 に,公 衆通信会社,コ ンピュータ

メー カー,ユ ーザ ーな どに対 し,大 要次 の よ うな内容の質問書を送 った。

i)コ ン ピュータ と通信 回線 の利用状 況

ii)タ イム ・シ ェア リング ・サー ビスの料率等 の規制 の必要性。

iii)通 信 会社のサー ビス内容,料 率,サ ービス利用 の制限等 が,タ イム ・シェア リ

ング産業 の要求 にか な っているか ど うか。

iv)情 報 の秘密の保 護の方策

この質問書 に対す る回答 は,1968年3月5日 に締切 られ た が,FCCが 明 らかに し

た ところ に よる と55の 関係会社,協 会,政 府機関か ら3,200ペ ージにのぼ る回答書

が提 出され た。 、

この回答書は,今 後FCCが 検討す るこ とになるが,結 論が 出るまでに相 当の期間

かか るとみ られ てい る。 この回答の うち主要 問題 につい ての意見を要約すれ ぽ次 の と

お りであ る。

i)FCCが 規制すべ き対象 と範囲;

すべ ての機関が－i致して次 の2点 を強調 してい る。

①FCCは データ処理サ ービスを通信 サービスの よ うな規制 の対象 とすべ きで

は ない。FCCの 規制の対象 は明 らかに通信 と認 め られ るサー ビスに 限 るべ き

であ る。

② 現行 の通信法 を改訂す る必要はな く,FCCの 果すべ き役割は この通 信 法 の

定 める範図内に限 られ るべ きであ る。

ただ し,第1の 点については,通 信 とデ ータ処理サ ー ビスの境界線を どこに置 くか

について,情 報処理 業者 と通信業者 の間で意見がかわ され てお り,IBM,CDC,RCA

な ど情報 処理業者は,メ ッセージ交換 をデ ータ処理業務 に不可 欠の もの と見な してい

るのに対 し,ATT,WU,ITTな どの通信業者は メッセ ージ交換,回 線交換,な どは

通信業務 と して規制 の対象 になるべ きであ るとしている。

ii)通 信業者のデー タ処理 サー ビス進出の問題;

WUな どの通 信業 者は データ処理 サー ビスの取扱 い許 可 を強 く要請 してい る
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のに対 し,コ ンピュータ関係会社は通信施設をもたないことを理由に,通 信会社

との競争は不利であると反対してお り,通 信会社が この分野にの り出す 時には

子会社方式などにより,経 理を明確に区分 し,公 正な競争を保証すべきだ といい

る。一方,BEMA(事 務機械工業会)な どは通信業者 のデータ処理サー ビスの

ための子会社設立も禁止すべきだ としている。

iii)コ ソピュe-一夕と通信施設 との関係;

通信業者を除 く全回答者が,コ ンピュータと通信施設の相互接続に関する規制

を理在 より大幅にゆるめ,ま た コンピュータに取 り付ける通信用付属装置も多様

性をもたすよう要望 している。なお,通 信回線網の技術上の問題については,誤

り率の改善,デ ータ伝送速度の高速化等を望んでいる。

iv)営 業内容と料金;

情報処理業者は,通 信業者に対 し多様性のある伝送路の提供,コ ンピュータ所

有者が通信回線を所有 して共同利用で きる制度の確立などを要請するとともに,

現行の長距離電話料金の最低通話時間が3分 間であるのは長すぎるとして,通 話

時間の細分化を要望 している。

v)通 信の秘密保持の問題;

ほぼ全員が,公 衆通信の秘密保持は現行で十分であるとしているが,情 報処理

を含めた全般的な秘密保持については,FCCの 場でな く国家 的見地か ら検討す

べ きであるとの意見が出され ている。

以上のよ うに,情 報処理業者と通信業者とは重要な点で反対 の見解を示 している

が,法 務省は電話回線へ接続する付属装置の制限を緩和すべきであ り,ま た公正な

競争の条件を備えない状態で通信会社がデータ処理サービスを行な うことを許可す

べきでないと述べている。

このほか中間的な見解を述べた回答 も提出されてお り,FCCが どのような結論

を出すかに強い関心が寄せ られている。.

9そ の他の行政上の課題

ニ ドワ一一・ド ・ケネデ ィ上院議員は1967年8月 に全米 デー タ基地(NationalData
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Base)構 想を提案 した。 この構想 は連邦,州,地 方 政府 の各 コン ピュー タ を 通 信 網

で結び,あ らゆ るデ ータを州,連 邦 な どの区別な くどこか らで も取 り出す こ とがで き

る大規模 な情報検索 システムで ある。 しか しこの よ うなシステムは,運 営方法次第で

は個 人や会社 のプ ライバ シーが侵害 され る恐れが あるとい う点 が問題 とな ってい る。

また,版 権 のあ る書物の内容を情報検索 システ ムに貯 える場合に現在 では版権使 用

料 を支払わ なけれぽな らないが,コ ンピュータ業界,教 有界では これを支払 う必要 の

ない よ うに改正すべ きとの意 見が多 く,現 在 検討 が進 め られてい る。

プ ログラムに対 して,特 許権が成 立す るか否 かの問題 もまった く進 展 してお らず,

行政上 の課題 とな ってい る。

2イ ギ リス の コ ン ビ=一 夕政 策

イギ リスは国産機 が約50%を 占め,ア メ リカ以外ではわが国 と並 んで 国産機 の シ

ェ アの高い国である。 ここまで達す るには ,政 府が積極的に国産 コン ピュータの育成

に力を入れ てきてお り,現 在では,イ ギ リスの コン ピュータ産業 は世界中で もっとも

政府援 助の大 きな産 業のひ とつだ とい うこ とがで きる。英国政府の主 な振興策は次の

とお りであ る。

a企 業 の 統 合

政 府 は 民族 資本 メー カー の集 約 化 をす す め,ICT(Internationalcomputer&

Tabulators)は,1962年 にEMIEIectronics社 の コン ピュ ー タ部 門 を 吸 収合 併 し

続 い て!963年 に は,Ferranti社 の 事 務 用 コ ン ピ ュー タ部 門 を吸収 合 併 した 。 この結

果,ICTは,事 務 用 コ ン ピ ュ ー タの英 国 最 大 の 専業 メ ー カ ーの地 位 を 確 立 し,輸 入

機 種 に対 抗 し得 る汎 用 コ ン ピ ュ ー タ,1900シ リ ーズ の 開発 に成 功 した 。

一 方EnglishElectric社 とLeo-Marconi社 は 合 併 し て
,EELM社(現 在 は

EngJishElectricComputerと 改 称)と な り,専 ら科 学 用 コン ピュ ー タを 生 産 して

い るgさ らに プ ロセ ス制 御 用 はElliot社,メ カ ニ カル制 御 用 はFerranti社 と 各 メ
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ーカーが特徴を明確に打 ち出 している。

この よ うにICT,EEC等 は 多数 の企業の コンピュータ部門を逐次合併吸収 してい

るが,政 府は最近IRC(IndustrialReorganizationCorporation)を 発 足 させ,株

式 の買収,融 資等の手段 で企業合 同を促進 しよ うとしている。

政府 の この よ うな努 力 に よ って,大 手 メーカーであ るICTとEECの2社 は,

1967年 秋か ら合併 の交渉を開始 し,1968年3月 に,大 手 の 電 子部品 メ ーカーで ある

Plessyと ともに合併 し,新 持株会社ICL(IntrnationalComputerLtd.)を 設立

したo

ICLは,ICTが 株式 の53.5%,EECの 親会社であるEEが18%,Plessyが18

%,政 府 が10.5%の 株式を保有す ることにな る。 これ に よって,ICTとEECは,

ICLの 令下 に入 り,こ の新会社の年 間売上高は約1億 ポ ン ドに達 す るもの と見込 ま

れてお り,世 界第4位 の コンピ ュータ メーカーとな った。

この合併 に よって,政 府は出資のために350万 ポン ド(約30億 円)を 支 出す るほ

か,1971年9月 まで に補助金 として1,350万 ポン ド(約115億 円)を 支 出す るこ とを

予定 してい る。

これ らの支 出はIRCを 活用せず,近 く国会に上程す るIndustrialExpansionBill

(産 業振興 法)に 基づ くものであ るが,こ の法 律が議会の正式承認 を得 る前 にこの適

用を明 らかに した ため大 きな議論を呼んでい る。

b研 究開発の助成

ICT社 の1900シ リーズ汎 用 コンピュー タは米 国の第3世 代 コンピ ュータに対抗

す る機種 として国家的に開発す る方針の もとにNRDC(NationalResearchDeve-

lopmentCouncil)を とお して総額60億 円にのぼ る援 助を与 えてい る。 これ に よっ

て1900シ リーズは大成 功を収 め,1966年 後半期 にはICTがIBMを お さえ て第1

位の座についた と云われ ている。

また,政 府は,官,学,民,協 力に よる高性 能 コンピュータ開発 プ ロジ ェク トの も

とに年 間約5億 円の委託 研究費 を支 出 してお り,約50テ ーマについ て研究開発が行

なわれ てい るo
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1967年7月 には,大 型機開発に関する3社 の計画について技術省が検討を始めた。

この計画が決定すれぽ,さ らに多額の政府資金が研究開発に投 じられ ることになるも

のと云われている。

cNCC(NationalComputingCenter)の 設立

1965年,イ ギ リスにおけ るコンピュータの利用を促進す るため,NCCの 設立 が決

定 された。 このセ ンターは メーカー,ユ ーザ ーお よび政府機 関の協 力をはか り,コ ン

ピュータ要員の教 育,ソ フ トウェアの開発,標 準化の推進 ,そ の他利 用促進 のため必

要 な事業 を実施 す ることな どを 目的 としてい る。

1967年4月 には,ICTl904,EECのKDF-9の2機 を設置 し,盛 大 な 開所式 を

行 ない,活 動を開始 した。

dバ イ ・ブ リテ ィッシ ュ政策

官公庁 の コソピゴ ータの設置に関 しては,25%の 価格差の範囲で原則的 に国産機

を導 入す るとい う方針 を とっている。

イギ リスにおい ては,政 府の使 用 している コンピュータの台数は国内全体 の約20

%を 占めてお り,こ れ に国産 機が導 入 され る意義 は大 きい。 さ らに政府 は,コ ンピュ

ータの輸 出に極 めて積極的であ り
,全 西欧 東欧へ の進 出をは じめ,ア ジア,ア フ リ

カに も販路を拡 張 してい る。

e郵 政省による情報処理サービス

英国郵政省は,全 国的な情報処理サービスのため20ヵ 所の大型 コンピュータを直

接情報処理網で接続する目的で,当 初120億 円の予算を計上 し建設に着手 した。この

情報処理サービスは,独 占的なものではなく,最 初は電話料金業務,貯 蓄業務その他

全郵政業務を実施する外,中 小企業を対象として参加企業に情報処理サービスを行 な

うζとを 目的 としているo
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＼ fコ ン ピュータ教育 に関する政府勧告

コンピュータ利用の急増 に ともない,政 府 は各 州,政 府合同の ワーキング 。グルー

プを設置 し,1年 余にわた ってコソピューータ教育 の現状 につ いて,種 々の検討を加え

た。 この結果,コ ンピュー タ教育の切迫 した必要 性を認 め,要 員養成 のため大学,専

門学校,私 立コ ンピュー タ学校等の教育 内容の拡充,学 校 に対す る コンピュー タの導

入,産 業 界 と教 育界の協力の必要性等を勧告 してい る。

3フ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ー タ 政 策

米 国GEに よる ブル社の 買収(1964年),フ ランス原子力委員会に対す る米政府に

よる大型機 の輸 出拒否(1966年)と い う2つ の事件 を契機 として,フ ランス政府 は,

ドゴール大統領 の指示に基 づ き,1966年10月,プ ラン ・カル キ ュール(コ ンピュー

タ計 画)の 政府代表設置に関す る政 令を公布 し,民 族 系企業に よって国産 コンピュー

タを開発 す る決意 を固めた。

現 在,フ ランス政府 は,こ のプ ランカル キュールを以下 に述 べ るよ うに次 々と実行

に 移 している。

a企 業 の統 合

フ ラ ンス の コ・ソ ピ ュー タ市 場 は,フ ラン スIBMとBULL-GEの2社 で90%以

上 の シェ アを 占め,CSF(CompagnieSanFill)系 のCAE(Compagnied'Aut-

omatismeElectronique)とSchneider財 閥 系 のSEA(Societed'Electronique

etd'Automatisme)と が 若 干 の シ ェ アを有 して い るに す ぎ な い 。

フ ランス政 府 は1966年7月,フ ラン スIBM,BULLGF等 の 外 国 系 企 業 に 対 抗

す る フ ラン・スの コ ソ ピュ ーーータ産 業 を 育 成 す るた め,CAEとSEAを 統 合 し て全 額 フ

ラン ス資 本 のCII(CampagnieInternationalePourd'Informatique)を 設 立 し

た 。

1967年4月 に は,CIDこ 対 す る政 府 の財 政 援 助 につ い て政 府 と産 業 界 との 契 約 が
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成 立 した。 この契約 で フランス政府 は1967～71年 の5年 間に42億 フ ラン(306億

円)の 補 助金 と7千 万 円の融資 を与え る他,125億 フ ランの債 務保証 をするこ とと

なってい る。

政府 はこの資金 援助のほか,技 術 面では政府関係機 関,研 究所 との協力 の便宜を図

り,ま た販売 面では,CIIの 製 品に対 して,公 共機関 の発注が優先 的に取扱われ るよ

うに配慮 する等 の措置 を とるこ ととしている。

この契 約に よ り,CIIは1969年 までに,中 型 コンピュー タPシ リーズ(Po,P1 ,

P2,P3)の4機 種 を開発 す る予 定であ り,現 在 の人 員2,600人,売 上 げ2,800万 フ

ラン(20.4億 円)か ら71年 には人員5～6,000人,売 上げ6,600万 フ ラン(48 .2

億 円)に なると予想 され ている。

これ とは別に入 出力機 器の専門 メーカー と してCompagniedesCompteursと

ThomsonHouston-Hotchkissと がその部門を統合 して新た にSPERAC(Societe

PeripheriquesAssociesauxCalculateurs)を つ くり,別 途政府 と入 出力機器 の開

発 につ いて契約 を結ぶ こ とに なってい る。

b情 報代表の設置

1966年10月,政 府の施策 と民間企業の活動の協調を円滑化するため,首 相の下に

情報代表を設置することを定め,RobertGalley氏 を任命 した。

情報代表の任務は,① 情報処理に関する振興計画の作成,② 研究開発,生 産に対す
ウ

る財政援 助,③ ・ミイフ レンチ政策 の遂行,④ 内外の情報処理関係企業,専 門組織 な ど

の緊密 な連絡 な どとなってい る。

c情 報 処理研 究所 の設置

情報処理研究所(InstitutdeRechercheenInformatiqueetAutomatique,

略称IRIA)は,情 報処理 の研究 と ソフ トウェアの開発お よび プ ログ ラマーなどの養

成 を 目的 とす るもので,現 在Toulouse大 学教授 のM.Laucet氏 が中心 とな って準

備 中であ る と云われ ている。



51

4西 ド イ ツ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

西 ドイ ツは外資導入 の促 進 とい う政府 の方針か ら,国 内の コ ンピュータ産業 の育成

は行 なわれ なか った。 しか し1966年 にいた り,こ との重大 さを認識 し,・ ミイ ・ジ ャ

ーマ ソ政策 を打 ち出 し,今 後政府が コンピュー タを使 用す る場合は,原 則 として西 ド

イ ツ製 コ ンピュー タだけを設置す るこ とを決定 した。

ジ ーメンス,テ レフ ンケンな どの国産 メーカーの活 動 も次第 に活発化の兆候 を見せ

てお り,政 府は積極的に 国産 コンピュータ産業 の振興 を図 りつつあ る。

a研 究開発に対す る政府援助

情 報処理 分野 の振興 資金 としては,1967年 か ら1971年 までの5年 間に連邦政府

か ら少 な くとも5億 ドイ ツ ・r7ル ク(450億 円)を 支 出す るこ とに なってお り,こ の

うち3億 ドイツ ・マル ク(270億 円)を 科学研究 者が,1億6,500万 ドイ ツ ・マル ク

(148億5千 万円)を 経済省 が支 出 し,そ の他はそれ 以外の 各省が特別 開発計画 として

支 出す る。

1968年 には,3,400万 ドイ ツ ・マル ク(30.6億 円)の 開発 費補 助 と3,000万 ドイ

ツ ・マル ク(27億 円)の 生産促進 のための融資が行なわれ るこ とにな ってい る。

b地 域的大規模 計算 センターの設立

西 ドイ ツの各地域 の大 学,研 究所 におい て増大 しつつ あるコンピュータの需 要に応

える'ため政府 は1968年 か ら6年 間 の計画 で全 国8ヵ 所に大規模計算 センターを設 立

す ることを計画 してい る。 これは コンピュータ産業 の育成 の見 地か らも緊要な もので

あ り,さ しあた って1968年 には700万 ドイツ ・マル ク(6.3億 円)が 計 上 され てい

るo
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5わ が 国 の コ ン ピー タ政 策

わが国では,国 産 コンピュータ産業の育成振興 とい う見地か ら,国 内技術の開発促

進,企 業化の促進,企 業力の強化拡充のための諸施策が講じられてきている。

a研 究開発の促進

わが国の コンピュータ産業 は,東 大,通 研,電 気試験所 な どの官公立 の研究所 を中

心 とした 開発が基礎 とな った 。

1957年 に通研でパ ラメ トロンを素 子 と したMUSASHINO-1,昭 和33年 に東大

で同 じパ ラメ トロンを用 いたPC-1,電 気試験所 で トランジ ス タを用いたMARK

IVが 完成 し,こ の成果は メー カーに引 き継がれ て商 用化 された。

1957年 には電 子工業 臨時措置 法が制定 され,以 降現在 まで コンピュータの 研 究開

発に対 して約11億 円(う ち1億 円は ソフ トウェア開発)の 試 験研究補 助金 が民間企

業に交付 され てい る。1966年 度には大型 プ ロジェ ク トとして超高性能大型 コンピュ

ータの開発 を決定 し ,1970年 度 まで の5年 間にわた って総額112億 円の研究開発費

を投 じ,世 界の最高水準の大型 コン ピュータの完成 をめ ざ している。

コンピュータに関す る調査 研究,ソ フ トウェアの開発,ソ フ トウェア技術者の育成

等につ いては,日 本電子工業 振興協会に対 して,機 械振興 資金 に よる補 助金 を1961

年 以降継続 して交付 している。

政府は ソフ トウ ェア専門企業 の育 成に も力を入れ てお り,1966年 に通産 省 の 指導

に よ り日本電気,日 立,富 士通3社 が共同で 日本 ソフ トウ ェア株式会社を設 立 した。

現在は,政 府の委託 を受け て大型 プ ロジェク トの大規模な ソフ トウェアの開発 を行 な

っている。

b企 業基盤の強化

国際競争力の弱体なコンピュータ産業の育成のため,外 国機 の輸入制限,官 公庁に
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おけ る国産機導入 の推進等を図 ってお り,資 本 自由化 にっいて も,コ ンピュー タ産 業

につ いては慎重 な態度で のぞんでい る。

税制措置 としては,1961年 に コンピ ュ ー タの設備投 資額 に応 じて減税 を認 める新

規重要物産 免税制 度を創設 したが,1966年3月 に適 用期限が切れ るまでに免税額は

約8.5億 円に達 した。

1968年4月 か らは,レ ンタル制の もとでの下取負担 軽減 のために新 しい税制措 置

として コン ピュー タ買戻損失 準備金制度が設 け られ ることとな ってい る(平 年座職税

額15億1ユヨ)o

c販 売体 制の整 備強化

コンピュ ータは他の商品 と異な り,主 として レンタルに よる販売が行なわれ ている

が,個 々の国産機 メー カーに よる個別的な レンタルの実施 を避 け,一 元 レンタル制を

確立 し,所 要 レンタル資金を確保す るため,1961年 に 日本電子計算機株式 会 社を設

立 した。 同社 は現在 まで約250億 円にのぼ る融資を 日本 開発銀行 か ら受けている。

d情 報処理技術者の育成

1968年 度において,一 般会計予算により,上 級情報処理技術者育成指針 を 作成す

ることとしている。

また,日 本情報処理開発センターに1968年 度か ら上級情報処理技術者の研修所を

開設することとしている。

e標 準化 の促進

工業技術 院では,ソ フ トウェアの標準化の第一一歩 として,昭 和42年 にFORTRAN,

ALGOLの プ ログ ラム用言語 のJIS化 を行 なった が,さ らに,デ ータ ・コー ドや,

入 出力媒体 な どのJIS化 につ いて検討を行な ってい る。 また大型 プロジェク トにお

いて も,工 技院,電 気試験所 が中心 となってイ ンターフェース,ソ フ トウェア等の標

準化 を進めつっ ある。

一方
,政 府機i関で用い る コー ドお よび事 務処理 手続 の標準化は,行 政管理 庁お よび
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行政事務機械化協会において作業が進められている。

f情 報処理および情報処理産業の基礎固め

わが国に おいても,オ ンライ ンに よる情報処理 サ ービスなどが検討 され てい るが,

通産,郵 政両 省は1967年12月 に,共 同でEl本 情報処理開発 センターを設 立 し,情

報 処理 お よび情報処理産業に関す る調査,研 究,普 及等の事業 を開始 した。 また電電

公社は,情 報処理 サー ビス事業 として,地 銀協,そ の他に対 しデ ータ通信 サ ービスの

準備を進め てお り,各 方 面の関心 を集 めてい る。

9



第2部 ア メ リカ に お け るMISの 現 状 と

将来

第1章 アメ リカに お け るMISの 現 状

この第2部 は,1967年!0月 に,日 本電子計算 開発協会 と日本生産性本部 との主催

で派遣 された 「訪米MIS使 節 団」の調査結果 をベースに,ア メ リカにおけ るMISの

現状 と将来を展望 す るものである。概論すれぽ ア メ リカにお けるMISは,全 般 的な

傾 向 として,こ の1～2年 の間に,従 来 の個別養上げに よるボ トムア ップ的な ものか

ら,ト ップダウンに よる長 期経営計画 の一環 としての方法に変 りつつあ ると特徴づけ

ることがで きよ う。

■

1MISの 歴史的展望

AMISの 定義 と目的

MISに ついての定義は必ずしも明確ではないが,「経営のすべての階層において,
一

それぞれの業務遂行に必要とされる情報を必要な時期に提供するための効率的な仕組

'み」 とな り
,広 義 に解蹴 るのが一般的であ る。 このなかの 「すべての階層 と必要な
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情報」の 関係を,A.D,リ トル社では第3図 に示す よ うに分 りやす く説 明 した ので紹

介す る。 今回の調査 を通 しての所感は,現 段階におけるMISの 論議 が,'そ れが どの

よ うな姿 であ るべ きか とい うことよりもむ しろ,ど のよ うに した ら効率 的,シ ステマ

テ ィックに現 在の不満 足なMISを よ り良い ものに開発 していけ るか,と いった開発

の方法論に重点があ るよ うに思 えた。

MISの 目的につい ては,特 に 明確 な説 明は 聞けなか った が,た とえぽ アメ リカン

エ ア ライソズのSadler社 長 の 「ます ます急激に発展 ・変化 しつづけ る社会 ・経済 の

なかで,経 営 のすべ ての階 層にお ける意志決定 の質 の向上 と迅速性 に迫 られ ている…

・・」。

この発言に代表 され るよ うに,調 査 した各社 とも,ト ップが競 争力に直接つ なが る

もの として,MISを 理 解 している とうけ とれ た。

BMISに お け る コン ピ ュー タ の役 割

MISの 問題を,マ ネジ メン ト,組 織 情報 シス テム,コ ン ピュータの四つの要素の

組合せ として論 じるこ とがすでに提 起 されている。 この四つ の要素 のなかで,コ ンピ

ュー タは もとも と他 の三 つのtoolと しての位置づけ しか持 ち得ない。

ところが,こ のtoolと しての コン ピュータの製作お よび使用技術 が,他 の要素に

比 して,格 段に急速な発展 を とげた結果,こ のtoolの 使 い方次第に よって,他 の三

つ の要素 のあ り方 までが大 き く変 え られ るよ うな状態 になった。 この意 味で,コ ンピ

ュー タな しではMISが 論 じられな くな って来 てい るといえ よ う。

これは結果的には,コ ンピ ュータに直接関連す る人の増大 につ ながる。すなわち,

これ までのオフ ライン的使 用にあ っては,ご く一部の コンピュー タ部 門の人のみが コ

ンピ ュータに入 出力で きた。 しか し,今 後 オンライン,あ るいは タイムシ ェア リング

的 な使用にな ると,端 末器 を通 じて,実 務を行 な う多 くの人が,直 接 に コンピュータ

と対話をす るよ うにな り,こ の段 階ではMISと コンピュータとは全 く切 り離せない

もの とな る。
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A.経 営の階層

トップ・マネジメント

ミ ドル ・マ ネジ メ ン ト

,'

下層

マネジメント

第3図 経営組織と情報の流れ

B.経営の基本的機能

トッ プ

ニ 、

経営の階層 ミドル,

C.主 要 な企業活動

、
、

現場

① ② ③

一
情報の用途

①戦略的計画

②マネジメント・コントロール

③現場管理

語 言 イド,予購 度はよくなり・

内部情報,,現 在,過 去と若干の将来,'

計画 と管理,短 期

D.組 織 における情報のプロセズ

企業内部のプロセス

戦略的計画

マネジメント・コントロール ー →

[==i憂 三=コ ・,・一一一・・一一・・一一ー 一

情報処理

企業外 と連なるプロセス

財務会計 一
.(注)ア ー サ ー.D.リ ッ トル 社 の 資 料 に よ る
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CMISの 背景を なす情報革命

MISの 背景 として,社 会一 般に,情 報に対す る価値認識が向上 しつつ あることが,

た とえぽ第4次 産業 としての情報産業 の急速な台頭 とい うことか らも察知で きる。 し

か しそ の可能性 を うらづ け るもの としての,情 報処理に関す る技術 の急激 な開発 も重

要 な役割 を果 してい る。 この よ うな情報革命 とで もいい表わすべ き事象 は,第1次 産

業革命時の主役で あった産業機械 とことな り,そ の主役 が 「情 報」 とい う目に映 りに

くい ものであ るため,ど れ程急速 に進展 してい るか,ま た しよ うとしているかの具体

的な認識はむずか しい。

そ こで,今 回の調査結果の うちか ら,数 字 のかた ちで,代 表 的な ものをひ ろってみ

る。 まず ジ ョン ・デ ィー-Ptル ト ・グル ープの社長Diebold氏 に よると,「 ア メ リカ

で4万 台の コソピュークが使用 されているが,そ の台数は毎年急増 し,1960年 では新

設工場 ・設備 に対 する計算機お よび関連投 資額 の比が2%で あ ったのに66年 にはそ

れが6%,70年 には10%,70年 代の後半には15～20%に な る と予想 され る。」 とい

う。 またG.E.社 のTEMPO研 究所 で聞いた ところでは,「 コンピュー タが 出現 して

67年4月 までの約20年 間の出荷高が邦価 に して約5兆6千 億円であるのに対 し,67

年 の1年 間の出荷高が1兆6千 億円,そ して75年1年 の出荷 高だけで過去20年 間の

蓄積を こえ る7兆2千 億 円に達 し,成 長率20%く らいで15～20年 は伸び て行 くであ

ろ う」 とい う予想であ る。 またRANDCorp.で 得 た コンピュータのサ イ ズ,コ ス

ト,計 算ス ピー ドの変化実績 と予想 に関 しては次表 に示す通 りで,こ れ らの数字か ら

みて も,ア メ リカにおい て情報産業がいかに急速に進展す ると考 え られ てい るかがわ

か る。

年 1955 1965 1975

サ イ ズ

コ ス ト

ス ピ ー ド

10

300

1/200

1

1

1

1/1,000

1/300

200
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また コンピュー タの使用状況 も,使 用台数 において世界最大 といわれ る米国の国防

総省 におけ る,使 用 コンピ ュータ2,000台,コ ンピュー タ要員7万 人,年 間費用8億

ドル とい う数字は別 として も,後 述 の よ うに ロ ッキー ド社 の使用台数110台,コ ンピ

ュー タ要員1,000人,年 間費用約125億 円(年 間売上高7,200億 円),ア メ リカン ・エ

ア ラインズ社 の コンピ ュー タ資産総額200億 円,コ ンピュー タ要員約560名 とい った

数字 でおお よその規模が類推で きると思われ る。

この よ うにみ る と,ア メ リカにおいて,情 報産業 がいかに急速 に発展す る と考え ら

れてい るかが うかがい知 れ る。 なおちなみに,彼 等は これをInformationExplosion

すなわち情報 の爆発 とい うことぽで表現 している。

DMISに,お け る コ ン ピュー タの使 用 分 野 ・方 法 の動 向

前述 のよ うにMISの ね らいは,各 階層にお ける意志決定の質の向上にあた って,そ

のために今 なにをなすべ きかにつなが る。 その場合 に,コ ンピュー タが カバ ーす る分

野 としては,ま ず,パ ンチ カー ドシステ ムか らの発 展 とい うこともあ って,原 価 ・経

理 な どの過去 の実績 を集計す る とい った,い わゆ るバ ッチ処理 的な面か ら始 まった。

それが オンライ ン技術 の発展 とあい まって,現 時点の情報 を照合 し,す ぐアクシ ョン

に結びつけ るよ うな使 い方 に進み,さ らには,経 営 戦略,研 究開発な ど,将 来 の望 ま

しい姿 の実現のために,現 在 どの よ うな手 を うってお くべ きであるか,と いった面で

使用 され るよ うにな ろ うとしている。 この傾 向は,StanfordResearchInstituteで 示

された数字 に如実に示 され てい る。

原価鯉 生 ∋ 販 売 流 通 研 究開 発 経 営戦 略

現 況

70年 代前半

50%15%

30%22%

12%

15%

10%

15%

8%

10%

5%

8%

これを別の見方か らす る と,MISは まず,実 績集計 の段階をへて,た とえぽ販売生

産 の実務な どのオペ レーシ ョナル な分野に入 り込み,し だ いに,高 次 の経営戦略の分

野に も亘 ろ うとしている とい うこ とがで きよ う。
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タ イ ム ・シ ェア リ ン グ ・シ ス テ ム へ の 方 向

つ ぎに,コ ンピ ュータ使 用方法 とい う意 味では,数 多 くの端末 タイプ ライターなど

か ら電話 回線を介 して大記憶容量 ・高速度の コンピュー タに つ た わ り,そ の高速性

を利用 して,一 見す ると同時に,た くさんの計算を行 なっているかの よ うに み え る

Time-sharing方 式 的な使 い方 が急速に発 展 しつ つあ り,1970年 代 の中 ごろには,こ

の方式 が コン・ピュ一 夕使用台数の50%に も達す るであ ろ うと予測 され てい る。

現在開発中 のこの種の システ ムには,MITのMACを は じめ,約20に のぼ るとい

われ る。 また コンピュータメー カーではG.E.社 が とくに力を注いで いる感 じで,In-

stantComputingと 称 するTime-sharingシ ステ ムで,全 米 に約4,000の 端末を も

ち,16,000人 くらいの人がそれ を使 用 してい るとい う。 同社 ではこれ を・・イヤ ー か

らオーナ ドライバ ーへ の変 貌にた とえていたが,こ の シス テムの出現は,あ る意 味で

はそれ 以上に,PCSか らコンピ ュータへの変換に も匹敵す る位に大 きな意 味をMIS

に与 え るもの と思われ る。 なぜな らぽ,こ のシステムに よってこそ,従 来,コ ンピュ

ー タが ,ご くか ぎ られた範囲の人のtoo1に 過 ぎなか った ものが,ラ イン業務 あ るい

は スタッフ業務 にたず さわ る多 くの人のtoolと して,便 利な,さ らには不可 欠な も

の とな り うるか らで ある。

これ をオペ レーシ ョナル ・レベルすなわ ち ライン業務 の例で説明す ると,厳 密な意

味では タイムシ ェア リング とは云 えないまで も,ア メリカン ・エア ライソズのオン ラ

イン座 席予約 システムがそ の好例であろ う。す なわち,全 米にわた り1,360個 所に予

約受付 ・照合 の端末器 を設置 し,電 話線で ニュー ヨー ク郊外 の専用 コンピュー タに接

続 し,1日900便 に達 する飛行機i便の座席の,向 う1年 間の予約 ・照合 ・変更 を3秒

以内に応 答 している。 同社か らこのシス テムを取除 くことは もはや考 え られ ない。 こ

の ことは,こ のハー ドシステ ムが,全 く同 じコンピュータ2台 を同時 に使用 し,ま た

電源について も完壁 とまでいえるバ ックア ップ ・シス テムを備 えているこ とか らもわ

か る。

また,こ の タイム ・シェ アリング ・シス テムが与 える,別 の大 きな変 化は,こ れ ま
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で コンピュータを専有す るだけの余裕 を もってい なか った程度の規模 の企業 も,他 社

との共 同利用 とい う形で,割 安に,あ たか も自分で専有 してい るかの よ うな感 じで使

用で きるよ うになることであ る。 また技術 計算について も,卓 上計算機 なみに専有的

に使用で きるよ うになろ う。

さ らに この システムは,教 育,医 療,法 曹界 などで も使われ,社 会 の情報産業化に

大 きな寄与を なす と期待 されてい る。 この方式は また,カ ソー ドレィテ ユーブ と結び

つい て,画 面にでて くる表 な り,'図 面な りを特殊 なペ ンで指 し示 し,特 殊 のボタンを

押すな どして,情 報 の検索 ・加工を行 な った り,作 図 ・作表 を行 なった りす ることも

可能 となる。

Eト ップ マネ ジ メ ソ・トのMISに 対 す る評価 と参 画 の状 況

これ まで も,企 業 のなかで の情 報 シス テムを よ りよい ものに しよ うとしての努力が

払われ てきた。 た とえぽ,管 理者 のその担当分野に関す る業務合理化,あ るいは業 務

機械化 などがそれで ある。 アメ リカで も,1950年 代 の初 め ごろか ら,コ ン ピ ュータが産

業界 に導入 されて以来,多 くは オペ、レーシ ョナル レベルの必要に迫 られた部門 の業務

機械化 を個別的に進 めてきた。 そ して,こ の段階で,経 営か らの必要性 とい うよ りも

む しろコンピュータ技術 の可能性 のサ イ ドか ら"受 注か らバ ランスシー トまで"の キ

ャッチ フレーズで代表 され る トー タル ・システムが提唱 された。

このよ うななかで,一 方では企業 内に システム化,コ ンピュータ化 の動 きが進み,

他方 コンピュータ自体 も第2世 代か ら第3世 代へ と進むにつれて,ア メ リカの経営者

は,そ れ まで専門家に まかせていた コンピュータシス テムの問題に,自 ら"bragged

in"す なわ ち引 きこまれ る よ うに なってきた。 その主な理 由としては,一 つには 限 ら

れ た資源,と くにシス テム ・アナ リス ト,プ ログ ラマーなどの人的資源 を効率 よ く活

用するために,コ ンピュータ化 をめ ぐって競合す るプ ロジェ ク トを経 営全体 のなかで

位置 づけ,優 先順位づけす る必要 にせ ま られた ことであ る6

一方 ,前 項でのべた よ うに,社 会全般 として,年 々,情 報 が爆発的に増加す る こと

が予想 され るので,経 営者 としては単に この よ うなシステム調整に とどま る の で な
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く,各 部門にわた るシステム開発,標 準化 の統一推進 など,前 向きに,経 営 としての

情 報 ヅステ ムの望 ましい姿を,長 期経営戦 略の一環 として,体 系的効率的 に実現す る

必要に迫 られて きた。 このよ うに して,経 営の必 要性 と,コ ンピュータ技術 が一緒 に

なって考え られ ているシステムがMISで あ るとい うこ ともで きよ う。そ してこのよ

うにMISが トップの問題 として認識 され,専 任の副社長,役 員がおかれ るよ うにな

った のもこの1～2年 の ことであ る。

F'MISの 開発 と シ ス テ ム ・ア プ ロ ー チ

MISを 開発推進す るに あた っての問題は大別す る と二つ あ り,そ の一つ は,目 標 と

す るMISの 姿 を描 くこ とであ り,も う一 つはその達成 のためには限 られた人的資源

で どのよ うな手順 で進 めるのが効率 が よいか とい う方法論であ る。

す なわち,ま ずその企業 の体質 とマ ッチ したMISの 姿 を,経 営戦略,マ ネジメン

トコン トロール,オ ペ レーシ ョンコン トロー!レの経営 の各階層にわ たるもの として描

くことか ら始 まる。 この うちで もっとも姿 の描 きやす いのは,オ ペ レーテ ィングコン

トロールの部分 である。 なぜ ならぽ,こ の部分は,た とえぽ製造業 におけ る購売 ,生

産,販 売 の よ うに循環的活動に属す る もの が多 く,そ の作業 のルール化は比較 的容 易

で,コ ンピュータハー ドウェア との組合せでか な りの詳 しさで描 くこ とがで きる。銀

行 のオ ンラインシステム,航 空会社 の座席予約 システム,製 造業 のオーダー ・エ ン ト

リシステム,生 産管理 ・在庫管理 システムなどは この好例であ る。

これ に対 しマネジ メン トコン トロール システムに おけ るMISの 姿を描 くことは も

っとも難 か しい。 なぜな らぽ,こ のなか に,現 存す る予算原価管理,目 標管理 などの

目的を異 にす る内部 管理 用の諸 シス テムを,そ れ らと表裏の関係にある責 任権限 とか

らみあわせ て,従 来 の命令 ・権限 ・責任 のつ なが りに重点をお く組織論的 見 方 で な

く,情 報のつなが り,決 定 のチャンネルに重点をお いた システム論 的に構成 しなお さ

ねぽな らないか らであ る。 しか もこの部分は オペ レーシ ョナルな部分 に比べ ると循環

的であるこ とには変 りないが,そ の定常性におい てはは るかに劣 り,ル ール化,ル テ

ィーン化が難 か し く,そ れだけ コンピュー タに向きに くいに もかかわ らず,デ ー タ量
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の多 さ,そ の組替 えの多様 さにおいては コンピュータの威力を必要 とす る か ら で あ

る。

経営戦略におけ るMISは,企 業 の構造 自体 にかかわ る意志 決定 に関す る もので,

繰返 し性は ほ とん どない。 したが って,MISの 姿 とい うよ りも,意 志決定 の際の方法

論 と,そ れ に必要 な企業内外の情報 の整備 とい うこ とに重点がおかれ よ う。 この場合

に重要なのは,ト ップのWhatif(も し前提を こ う変 えた ら結果は ど うな るか)と い

う質 問に コンピュータの高速演 算性 を利 用 し,数 多 くの組合 せの中か ら幾つか の前提

を とりあげ,そ の結果を計 算 させ る。そ してその過程の中で トップが,前 提 の結果に

対 す る敏感 さその他,問 題に対す る認識 を深め る と同時に,意 志決定 に際 しての強力

なtoolと して 利用 しよ うとす ることであ る。

さてこの よ うに,こ の三つ の レベ ルに またが ったMISの 望 ましい姿 があ る程度描

けた ら次 の問題はその効率的達成 の方法論であ る。今回 の調査 で もそ の方法論に関連

しては 「システム ・アプローチ(SystemApProach)」 と 「イソターデ ィスシプ リナ

リ(Interdisciplinary)」 とい うことばが必ずで てきた。

前者 は,目 的あ るいは望 ましい姿 を明確に定め,そ の達成 のた め幾つ もの代 替案 を

前提 をも含め て考 え,そ の中か らもっ とも適切な手順を求 め よ うとす るもので,別 の

見方 をすれぽ,結 果か ら原因を考 え よ うとす る方 法論である。

後者は,そ の際に問題の本質が多岐にわた るところか ら自然科学や社会科学,工 学

といった各分野の専 門家が共 同 して問題解決にあた ろ うとす る方法論であ る。 この よ

5な 方法論 を武器 として,ア メ リカでは各企業 毎に,MISの 姿 を幾つか の前提 のも と

に描 き,そ してそれ を効率 よく実現す る手順を決め,そ の開発過程で前提 と現 実の く

い違 いに よる修正 を行 ないつつ,実 現 化に進んでいるのが現状であ る。 もっ とも,多

くは主 としてオペ レーシ ョナル ・コン トロールの分野についてであって,マ ネジメン

ト・コン トP-一 ル分野 につ いては,文 献的にはか な り研究 がな ぎれ ているが,実 際に

は これか らとい う印象 であ った。
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G人 材養成の必要性

MISの 開発のためには,前 述 のよ うな各分野 にわた る高度 の専 門家が,か な りの数

で相当 の年月をかけ て努力せねぽな らない。 そ してその人達は,オ ペ レーシ ョナル レ

ベルのMISの 開発においては,実 務をル ール化 し,あ るいは最適化な どをはか って

シス テム として ま とめあげる能力を持てば よい。 しか しそれ が マネジ メン ト・コン ト

ロールの レベルに達す る と,シ ス テム担当者 は,単 にシステム設計 の能力 の み な ら

ず,各 内部管理 に関連す るマネジ ャーの意 向を組 み入れ,強 力な支持 を得 るよ うな政治

性 を も必 要 とす る。Hardware,Softwareと な らんでPeoplewareと い うことぽで,

この よ うな資格要件を もった人の養成 を重 視 している。そ して若 い,こ の よ うな政治

的な能 力 も兼ね備 えた システムズ ・エ ンジ ニアが,役 員,あ るいは副社長 の地位 まで

のぼ っている例 もで てきてい る。 また業務 のオン ライン処理 な ど,コ ンピュー タ適 用

範囲の拡 大に備 え,そ して,社 会一 般の急速 な情 報革命に備え て,コ ンピュータに関

す る講座を必須 科 目とす る大学 もかな りふえ,ま た企業 内で も コンピュータやそれ に

関連 した 手法の教育 に相当 の努力を払 ってい る。 コンピュー タ要員の現状 と見通 しに

つい てはDiebold氏 は次表 のよ うな数字 を示 した。

第8表 コンピュー タ要員の見通 し

1966年 現状 ・

合計156,000名

1970年 推定

合計470,000名
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2産 業におけるMISの 実例

A軍 事関連産業 と民 間産業 とのギ ャ ップ

ア メ リカのMSを 論 じる とき,軍 事 関連産業(国 防,原 子 力,エ アロスペー ス,

ミサ イル など)と,民 間産 業 との間には,そ の開発 度合 において大 きなギ ャ ップがあ

ることを忘れ てはな らない。すなわち,軍 事関連産業 においては,前 述の国防省,ロ

ッキ ー ドの例の よ うに,ま さに 目をみは らせ るものがある。 これは軍事 関係におけ る

価値 の尺度が,時 間軸 の短縮にあって,多 少 コス ト高 になっても早 く完成す る方が価

値 あ りとみ るのに対 し,後 者ではむ しろ,コ ス トの低減その ものに重 点をお くか らで

あろ う。 また人 の面か らい って もア メ リカでは,若 い有能 な人材が,か な り軍事面で

の新 しい チ ャレンジ ャプルな仕事 にひかれ て入 っているこ ともあ ろ う。 しか し,民 間

産業においては,全 体 としてはMISに おいての 日米格差がかな りあるが,部 分的に

は かな り追いつ いてい る ところ もあるよ うに感 じた。 ここでは,主 として非常に開発

の進んでいるMSの 体 系的な進め方に重点をおいて,民 間産業 の代表 としてア メリ

カン ・エ ア ライソズを,軍 事産業 の代表 として ロッキー ド・エア クラフ ト社 をえ らん

で今 回の調査に基づいて紹介す る。

Bア メ リカ ン ・エ ア ライ ンズ社 のMIS

ア メリカン ・エア ライソズ社 のMISは,1954年 か ら10年 間にわた り,IBM社 と

開発 した座席予約 のSABREシ ステムをベ ースに,経 営計画,日 常の意志決定,刻 々

の コン トロールの各段 階のマネジメン トに必要 な基本的 な情報 をタイム リーに収集,

処理,報 告で きることを 目標 に開発が進め られ ている。 そ してMIS開 発 のゼ ネラル

プランとしては,
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① 現状 の状態 とその流れを記録す る。

② 長期 にわ たる 目標をつ くる。

③ 現在 は得 られない情報で,マ ネジャーが必要 と考 え るものを決め る。

④ 当面 の改善案 を提 示す る。

⑤ トー タル ・システムの大綱 を提 示す る。

⑥ コーデ ィネイ ト・グループを作 る。

⑦ 責任 の分担を明確にす る。

⑧ 全ての経営活動を共通の 目標に コーデ ィネイ トす る。

の8項 目をかかげている。 また その過程での中期 プ ランとしては,

① 現存 す る情報 の流れ とシステムを,全 ての部門について解析 し記録 する。

② マネジ メン トが必要 とす る情報 を重複な く提供す ることを急ぎ実現 する。

③ 乗客 に関す る重要な情報事項 を整理 する。

④ オーバーオール なシステ ム開発の基礎 を固める。

ことを 目標 としている。 同社では予算原価 管理部 が会社 全体のMISの 調整役を行 な

ってい る。 そ してこれに関連す る コンピュータ組 織は上図に示す通 りである。

第4図 アメ リカン ・エア ラインのデー タ ・バンク
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この組 織の特徴は,本 社に所属 し(計 算機の所 在地 は分散),全 ての部門の機能にサ

ー ビス を提 供 し ,し か もProfitOrientedに な っている ことであ る。
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なお,コ ン ピ ュー タ要 員 は,総 員558名 で 内 訳 は,シ ス テム ア ナ リス トお よび プ ロ

グ ラマ ー175,オ ペ レ・一/s124(3直),キ ー パ ン チ ャー]49,EAMオ ペ レー タ46,

一 般 事 務35
,0R13,プ ラ ン トメ ンテ ナ ンス]2,R&D4,と い うこ とで あ る。 また

ハ ー ドウエ アの投 資 額 は,購 入47,523,270ド ル で,レ ン タ ル 分7,610,000ド ル

(152,200×50ケ 月)と をあ わせ,合 計55,133,270ド ル に 達 す る。 そ の 内訳 は,

SABRE

般 管 理

タ ル サ

ケネ デ ィ空 港

計

47,267,22・ ド・レ(∵,レ ζll;;ll:;ll)

4,061,430

3,549,620

255,000

(注)SABREの 電 話 回 線 料 金55
,133,270ド ノレ 約55万 ドル/年

である。

次にMISの 経営計画 レベルについてふれ る。 航空会社は新 しい航空機 と空港 など

の設備に長 い年月 と2大 な資金 を必要 とし,そ のための考 え られ るあ らゆ る事態に備

えて検討を行 な うためには コンピュータに依存せざ るを得 ない。 同社は 目下 太平洋横

断路線 申請 中で,1969年 初めに決定 され る予定 である。 も し許 可 され ると,40機 以上

の新航空機 を購入せねぽ な らないが,こ れは資金的 ・時間的に不可能 で,し か も大 き

な リス クを ともな うので,現 在 手持ちの機械 とあわせ,い かに うま く運行す るかの企

画が重要であ る。 また有償旅客 マイル数 は67年 まで毎年18%,67年 が17%,68年

が15%上 昇 とみ こまれ.そ れ 以後 は11%と13%の 巾の中で考 え られ てい る。 そ して

70年 には490人 乗 りのB-747が 就航す るが,初 期では供給過剰 を もた らし,SSTは

国内線 の許 可が問題 であ る。 また これ ら大型機 の出現 で,空 港施設の拡充 が大 きな問

題 とな る。 しか も路線,料 金,業 務手続 きはいずれ も政府の規制 を受け,他 社 との競

争分野は,飛 行 回数,空 港 ・機 内でのサ ー ビスの質の向上 などの面に限 られ てお り,

企画において優位 になったため,同 社では,こ の面のシ ミュレーシ ョンに大 巾に コン

ピュー タを使用 し,検 討 の場合 の数をふや し,し か も判断の分野 をで きるだけせぽめ

て企業の意志決定 の質の 向上に努 力を してい る。

日常意志 決定 の レベルでのMISと しては,同 社の情報管理 室の業 務がその代表例
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としてあげ られ よ う。 この室の業 務は,毎 日の運航の コ.ソ トロールで,幹 部が前 日の

例外情報を もとに,毎 朝短時間集 り,思 わ し くない事象発生を未然に防 ぐことである。

この室の壁には,36の 管理板 があ りガ ラス板 の上 をマジ ックィソクで記入す る。記入

事項 は前 日まで の出発遅延率,就 航率,前 日の運航概況,当 日のス ケジ ュール変 更,

機種 別出発遅延状況その他である。 この室 は全米にわた るこれ らの情報を刻 々収集す

るために42名 で24時 間勤務を行 な っている。

次に刻 々の コン トロール レベルのシステムす なわ ち,整 備,運 行,座 席予約,そ の

他についていえば,こ れは将来上記 日常意志 決定 レベルのシス テムのサブシス テムに

相 当す るもので,同 社では第5図 の よ うに位置づけ ている。

第5図 日常的管理業務のサブ ・システム
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そ してさ らに この データバ ンクを次の よ うに位置づけ て考 えている。

同社の代表 的なシステムである座 席予約 シ ス テム(SABRE)に つ いては,先 にM

ISに おける コンピュータの役割 の項 で簡単に紹介 した し,文 献 もかな り多いので ここ

では省略す る として,そ のハー ドウェア構成 だけを第9表(次 頁)で 示す。なお 目下

IBM360/65の2セ ットを設備 中である。



第9表 ア メ リカン ・エア ラインにおける コンピュー タ ・システム概要

テ_懐 門 ⑳

∪

伶207320
磁 気 トラム

価 　

u 巴

ご 【∈IA73竺 【(7320

一(叉9＼ ◎C2叉X9(O
'729/729

・」 C週 ぐ29
72う(類729

端末 機 器1,358台

109地 区 に53ヵ 所 の座席予 約の 受付事務所 が あ り、電話 線使 用距離数10 ,400マ イル 。毎 日の航空便 運航回 数900便 。1時 間

当 りの取扱 い可能件 数7,500件 。1日 当 りの座席 予約電 話受付 け件数70,000件(内 訳 乗 客の座席 予tO26
,000件 、他 社か

らの座 席予,tO21,000件 、到着 、出発 時刻 に関す る照会t1,000件 、 自社 または代 理店 か らの 問合せ12 ,000件)。

$
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第6図 データ ・バンクの位置づけ
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Cロ ッキ ー ド ・エ ア ク ラ フ ト社 のMIS

ロ ッキー ド社におい ては1959年 か らRCA社 と共同で開発を 開始 し62年 か らサニ

ベ ールが使 用され,そ の後 他の二つのDivisionで も使用 され るに いた ってい る。A

DA(AutomaticDataAquisition)シ ステムをベースに,九 つのDivision毎 に異

なった オン ラインシ ステムを含むMISを 開発 してい る。

そのなかで も,も っとも進 んでい るのが,ロ ッキー ド ・ジ ョージアDivisionに お

いて,C-5A型 大型輸 送機 の設計建造のため ともいわれ るInter-Locシ ステム と称

されている ものであ る。九つ の各Divisionは 自立 し,各 社長は損益責 任 とともに 自

治権 を与 え られ,し か もその製品 も異な り,場 所 も全米にひ ろが っている関係か ら,

各Divisionで 各 々MISの 推進組織を もち,自 社に見合 った システ ムを開 発 し て い

る。ただ し,購 売,受 入,在 庫,給 与な ど各社に関連する機能にか ぎっては,で きる

だけ統一 する よ うに努力が払 われ ている。 また コーポレー トレベルに もシステム ・プ

ラン ニング部 門があ り,各Divisionの 活動を コーデ ィネイ トしてい る。具体的には

年に一度30～40人 を集め2～3日 間 ぐらいにわけてシンポジ ウムを行 ない,ア イデ
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アの交換 と調整を行 な う。 また,各Divisionの コンピュー タ購入 のチェ ック機 能 も

有 している。

全社の コンピュー タに関 しては,小 型のIBM360/20,Honeywell120か ら大型 の

IBM360/65,360/75,Univac1]08な ど約110台 を設置 し,さ らに200万 バ イ トの

内部記憶 を もつIBM360/91を オーダー中であ る。全従業 員9.5万 人 の うち約1,000

名が コンピュー タ直接担当者 で,年 間売上高20億 ドルに対 して コンピュータ費用総

額3,500万 ドル/年 で毎年5%ず つ上昇 してい る。全社で,デ ー タの インプ ッ ト,照

合,あ るいは解析 などのかた ちで,コ ンピ ュー タと直接 に関係 を もって,毎 日の業務

を行 なっている ものが2万 人に も達 している。

先に ものべ たよ うに このベ ースとな るのがADAで デー タを迅速正確,安 価 に とる

ことをね らってデー タが発生 した ときにオ ンライン的に とるよ うに した。デ ータは一

工程 ご とに端末器に インプ ッ トされ,中 央計算 セ ンターに伝送処理 され,次 のStati-

onに 送 りかえされ る仕組みで,Sannyvaleで は260の ユニ ッ ト,25の ステーシ ョン

があ り,こ れ によ り125名 の要員 と年 間100万 ドルの節約にな った。

次にInter-Locシ ステムにつ いて簡単にのべ よ う。 この シ ス テ ムはLockheed

GeorgiaCompanyで 開発中のMISで あ って1961年 か らスター トした。1960年 に

書類 が多す ぎて しか も統一・性を欠 き,問 合せに対 しての返 答時間が長い など,情 報 シ

ステ ムの欠点が問題 とな り,ま た リアル タイムの コンピュータ費用 もそれ程高 くな く

な ってきた こともあって,ロ ッキー ドか ら3名,IBMか ら3名 の情報 システムの研究

グループが編成 された。 グループは まずその時点でのシステ ムの問題点につ いてマネ

ジャーに インタビューした。そ して何が不足 し,何 がダブ ッているかをたずねたが,

満 足な答はえ られ なか った。そ こで質問をマネジ メン トの低い レベ ルか ら高い方へ,

そ して向 うか らの答がでやす い よ うに,あ らか じめこち らで考 え方 を出す方式を とっ

てまとめることがで きた。 こ うして,1961年 に,機 能分野別にゼネ ラル フローまで書

いた126ペ ージのInter-Locレ ポー トが完成 し,原 案通 り受け入れ られた。

全体 は,全 社の 目標に合わせた道路図の よ うな もので,5段 階に分 けて推進す るこ

とに した。最初の3段 階は航空機その ものの建造に必要な情 報に関連 した もので,第

1段 階は工程管理,資 材管理,仕 様書 と図面に関す るものであ る。 また第2段 階は技
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術規格管理 と工具管理を含み,第3段 階で生産 ・資材 ・原価 の管理効果を増強するた

めの総合的な スケジ ュー リングシステムをつ くりあげるこ とを 目的 としている。第4

段 階は データの収集,分 析,伝 達 の各能力を フルに活用 しての品質管理 を,そ して第

5段 階の財務管理 に よってMISと しての体をなす予定であ る。

その場合には,た とえぽ生産 マネジ ャーが自分 の机の上にあ る端末器 で生産 レー ト

を何%あ げた ら,ど の よ うなinpactが あ らわれ るか とい うこ とが,机 の前の カソー ド

レィテユープに表示 され るよ うにな るだろ う。 この よ うなこ とを夢みて,今 鋭意努 力

中であ る とい う説 明であった。

なお このInter-Locの 目標 は,こ のよ うに して,経 営の全 ての レベ ルに必要な情報

を タイム'リーに提 供す るこ とにあ るとい う。

この システ ムを・・一 ド面か らみ ると,中 心にはUnivac490の2セ ッ トがあ り,1

セ ッ トはオ ン ・ライ ン ・リアル タイムに,も う1台 はそのバ ックアップ とバ ッチ処理

に使われている。そ して オソ ・ライン ・コンピュー タにはRCASPECTRA70/35の

インタフェイス ・コンピュータがつい て,170の データ収集端末装置 を受け もってい

る。 また4本 のフ ァス トラン ド磁気 ドラム,3本 の ユニパ ックFH880磁 気 ドラム,

20台 の磁気 テープ,主 としてエ ラP-一メ ッセージを 出す2台 のユ ニパ ック1004デ ータ

プ ロセ ッサーがその主要構成 である。その他 に リモー ト・ター ミ ナ ル を94も ち,

5～6,000人 が月間約120万 件の情報を インプ ッ トしている。 インター ロックの ソフ

トウェアは,リ アル タイム ・コン トロール,エ グゼ クテ ィブ ・コン トロール,バ ッチ

・プ ロセシング ・コン トロール ,テ ス ト・ケ ィパ ビ リテ ィ,リ カバ リか らな り,リ ア

ル タイム処理 は即時 ファイ リング,即 応処理,IR,照 合な ど必 要な ものにか ぎり,そ

れ 以外はバ ッチ処理で行 なわれ る。 リアル タイムの入力か ら出力までの時間は0.3～

0.4秒,待 時間が長 くて4秒 で ある。

おわ りに,現 時点での経 営戦略面で のMISを その作成方法 とい うことでみ ると,

同社 には長期計画評議会があ り,三 つのDivisionの 社長 も交え て2ケ 月 に1回 開か

れている。 また公式 の長期計画 としては,10年 計画 として,毎 年1回,各Division

の10年 計画,ロ ッキー ド・マスタープランの 二つが所定 の様式に よ り作成 され,事

業 内容別に,内 容の説 明 と目的・ゴールを,そ れに影響を及 ぼ しそ うな社 内外の環境・
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前提条件 とともに付議 され,そ の第1年 度分が,次 年度の予算 とな る。 この際かな り

コンピュータを使用す る。 この計 画立案 のために コーポレ イトに開発企画部が ,そ し

て各Divisionに は計画専門の スタ ッフがおかれ てい る。 この開発企画部で は,コ ンピ

ュータを使 って,セ ールスの プ ロバ ビリテ ィスタデ ィ,CustomerNeedsAnalysis,

SpecialStudy(ロ ッキー ドが現在行な って い な い分野 で将来 エン トリーする可能性

のあ る分野)な ども行な っている。
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第2章 金融業 におけ るMIS

1銀 行業にお けるMISの 現状

MISの タイプには次の三 つの型が ある。

① オペ レー ショナルな コン トロールに重点をおいたMIS

② 管理統制 に重 点をおいたMIS

③ プ ラソングに重 点をお いたMIS

コンピュータの処理 の仕方か ら分けると周知 の よ うに次の三つ の型があ る。

① バ ッチ ・システム

② オ ンライ ン ・システム

③ タイム ・シ ェア リング ・システム

MISの 型 とコン ピュータ処理 の型 を縦横に組み あわせ ると,マ トリックスがで きる

が,こ の中に銀行 名を入れ る と第7図 の よ うにな る。

第7図

バ ッチ ・システム オンライン・システム タイムシェアリングシステム
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バ ッチ ・システムでオペ レー ショナルな コン トロールをよ くや ってい るのは,ア メ

カ銀行 であ る。 オン・ライ ンでオペ レーシ ョナルな コン トロール とい うことになる と,

デラウェア銀行,そ の他 の貯蓄銀行 とフ ァース ト・ナシ ョナル ・シテ ィ ・バ ンク ・オ

ブ ・シ カゴがこれに当 る。 ナペ レーシ ョナル ・コン トロールで タイ ム ・シ ェア リング

の型は,セ ン トル イス銀行 である。

一 段水準 を上に あげて考 え ると,戦 術 的 コン トロールをバ ッチ処理 でや っているの

は アメ リカ銀行 とチェース ・マ ソバ ッタソ銀行 であ る。 この タイプ としてはオ ソ ・ラ

イ ンや タイム ・シ ェア リングまでい ってい る銀行 は見当 らない。

一番上 の戦略的計画をね らっているのは ,バ ソカーズ ・トラス ト・カンパ ニーで あ

って,バ ッチ とタイム ・シ ェア リングの双方 を使 っている。

ア メ リカにおけ る銀行のMISは 銀行 の タイ プか らみ て二つに分け られ る。

① 商業銀行お よび信託 銀行

② 貯蓄銀行

この うち貯蓄銀行は一般大 衆の出入 が多 く,こ まかな利息計算 が多いため,オ ンラ

イン ・システ ムを よく実施 している。地方商業 銀行は支店数 が多 く,業 務内容 も複雑

なので,ほ とんどオン ラインを実施 してい ない。 オンライ ンを実施 してい るフ ァース・

ト・ナシ ョナル ・バ ンク ・オブ ・シ カゴは本店だけの銀行 で支店設置 を法律で禁 じ ら

れ てい る地区にあ る銀行であ る。以上がア メ リカの銀行におけ るMISの 概要 である

が,以 下では銀行別に特色を説明 しよ う。

'

Aア メ リカ銀 行 のMIS

アメ リカ銀行 は世界最大の銀行 である。 ア メ リカ銀行は機械 化につ いて早 くか ら積

極的 な動 きを示 し,と くに大量 の小切手処理を機 械化す るた め磁気 イ ンク方式に よる

機械 化に先鞭 をつけた銀行 として有 名であ る。その後事 務計算 の分野で合理化を推進

して きてお り,12の 電子会計機 セ ンター と二つ のデータ処理 セ ンターを設け て莫大な

事務処理 を さぽいていた。

最 近に至 って第3世 代の コ ンピュータ(IBM360モ デル65×4台)を 導入 し計算 セ
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ンターを2ヵ 所 に集中す るとともに,こ れを機 会に本格的 なMISを めざ して開発 を

急 いで いる。

ア メ リカ銀行 のMISと しては,適 正人員管理 シス テムと目標管理 システ ムの二つ

がある。前者は支店別,係 別の作業量 と標準作業量を比較 し,人 員の過不 足を算定す

るシステムである。 この銀行では ス トップ ・ウオ ッチに よる作業時間測定結果 と来客

状況 をもととして コ ンピュータ ・モデルを 開発 し,待 ち合わせ理 論(オ ペ レー シ ョ

ンズ ・リサ ーチの1手 法)を 応 用 して適正 人員を計算 し,標 準作業量 を定 めてあ る。

毎月 中旬に実 際の作業量 と標準作業量 を対‡ヒした人員管理 レポ ー トを各支店宛に コン

ピュータが作成す る方式にな っている。

目標管理 システムは,預 金 ・貸付 ・収益 ・予算 などの支店別 目標 をコン ピュータに

記憶 させ実現額 と対比 して 目標達成率 を計算 し,目 標 の重点を数量化 して業績評価 を

コンピュー タライ ズ した ものである。

要 するに ア メ リカ銀行のMISの ね らいは,1,000店 近 くもの多数の支店 を抱 え,し

か も一店一店が ピープルス ・バ ン クとして大衆 と密着 した業務量を処理 している銀行

として,支 店の管理 統制を効率的に行 な う点に設定 してある。

Bチ ェ ー ス ・マ ソ バ ッ タ ソ銀 行 のMIS

ア メ リカ銀行に次いで世界 第2位 の銀行であ り,と くに金融 の中心地 ニューヨー ク

にあ る大企業取引先の多い銀行で ある。

チ ェース ・マソバ ッタソ銀行 のMISプ ロジ ュク トは二つ あ り,一 つは人事情報 シ

ステ ムで あ り,他 の一 つは貸 出情報 システムであ る。人事情報 システムは,従 業員の

人事 ファイルを コン ピュータに記憶 させ,い わゆ る人事検索 を行 な うものであ る。 ま

た貸 出情報 システムは企業 の財務諸表を コンピュー タに記憶 させ て,財 務比率の計算

経 費の比較,優 良企業 の選別 を行 な う情報 システ ムであ る。貸 出情報 システムは,さ

らに貸 出の審査基準をシステム化 して企業評価 を行 な う方 向に進 んでい る。

要 するに チ ェース ・マ ソバ ッタソ銀行 のMISの 重点は,情 報の分析 と収集に力点

がおかれ てお り,具 体 的には 銀行 の性格か ら人事 と貸 出に重点を しぼっているもの と



77

言え よ う。

コンピュータはRCAス ペ ク トラを 入れ,従 来 の事務計算をMISへ 無理 な くつな

げ ることに留意 しつつ,シ ステムを拡大,高 度化 しつつ ある。

Cバ ソ カ ー ズ ・ トラ ス ト ・カ ン パ ニ ー のMIS

日本で言 えば信託 銀行であ るが,商 業 銀行業務 も兼営 している。 この銀行 の性格上

金融資産 の運用 が銀行の成長発展を規制す るた め,MISの 重 点は資金計 画お よびその

他の長期的な計画 におい てい る。株や債券への投資に当 っては銘柄の選択 と資金 の配

分が重要 であるが,こ れに数理計画法を適用 して コンピュー タで最適配分を行なって

い る。株価格の変動す る株 と安定株を適切に配分す る ことに よって,値 上 り利益 と配

当収入を増大す るこ とがで きる。

その他の長期的計画 としては,金 融政策の転換 期の見通 しと銀行経営への影響分析

につい てコンピュー タを活用 し,転 換期 とその影 響を見事 にあてることがで きた とい

うことであ る。そ の他に も譲 渡可能定期預金証書 とい う新種預金計画立案の過程に お

いて,預 金 の売 出規模,タ イ ミング,コ ス ト,予 想収益な どをモデル化 し,各 種 の条

件 を与 えて,そ の場合 の効果を検討 した。

要約すれぽバ ソカーズ ・トラス トで は,ア メ リカ銀行ほ ど支店数 が多 くな く,支 店

当 りの業務量 も多 くないので,管 理統制面 よ りも計画の立案 ・策定 が重要であ り,し

.たが ってMISの 重点は プ ラニングに おいてあ る。

またバ ンカーズ・トラス トには タイム・シ ェア リングの端末機 を6台 設置 してあ る。

コンピュータは ダー トマス大学のGEの コンピュー タであ る。電話線 のひいてあ る部

屋 な らどの部屋 で も端末機(携 帯移動 可能)を つ な ぐことがで き,マ ソ ・マシーン ・

コ ミュニケーシ ョンに よ り,コ ン ピュータや プログ ラ ミングの知識がない人 で も使え

るよ うになってい る。



78

Dデ ラ ウエ ア銀 行 のMIS

最近 チ ェックレス ・ソサイエティ(小 切手 のない社会)と か,キ ャッシュレス ・ソ

サイエティ(現 金 のない社会)と い うよ うな言葉が,わ が国で も聞かれ るよ うにな っ

た。 デ ラウエ ア銀行で現在お こなっているこ とは,こ の よ うな社会実現 への踏み台 と

なる性質の もので ある。

この銀行 では,銀 行 とデパ ー トプ銀行 と小売店を コンピュータで結 びつけ,デ パ ー

トや小売店 ではコン ピュータと結びつ いた電話(タ ッチ ・トーン ・システム と言 う)

を設置 してある(1965年4月 か らサ ービス開始)。 この銀行 は支店 を14力 店 もって

いる銀行であ るが,コ ンピュータはIBMI416と7770を 組みあわせ て オソ ・ライン

で使 っている。

合成 樹脂でつ くってあ るカー ドを客 が出す と,タ ッチ ・トーン ・システムに挿入す

る。そ うす る とコン ピュータか ら顧客 の住所,取 引開始年月 日,取 引状態,平 均預金

残 高,賦 払金融残 高な どの情報 が直ちにで て くる。 これ に よ りキーパーが判断 し現金

払 か割賦 かをきめ て銀行か らデパ ー トまたは小売 店へ自動振替 を行 な う。

この よ うになっているので,買 物 をす る大衆の側か らみれぽ現金や小切手な しに気

軽に買物 をすることがで き,デ パー トや小売店の側か らみれぽ即時振替 または信用状

態 をチ ェックした上での割賦 販売 がで きるので不安 がない し,売 上増 も期 待できる。

銀行 側か らみれば大衆 の預金 吸収につ なが り,デ パー トや小売店 との取引関係 が親密

になる とい う利点があ る。

Eセ ン トル イ スに おけ る コン ピ ュー タの 共 同利 用

セン トルイスでは51の 銀行 と21の 貯蓄 貸付組合が共 同 して,コ ン ピュータを使 っ

ている。大銀行の場合には規模 も大 きく,大 型 コン ピュータを 買 う資金的余裕もある

し,他 面 コンピュータ ・システ ム開発 の専門家 も抱えている。 これにたい して中小銀

行 の場合には,資 金 と専 門家の点で不利であ る。そ こでセン トルイスでは 中小規模 の
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金融機 関が協力 して共同の コンピュー タ ・システムを開発 し,利 用す ることを決定 し

1966年 か ら稼 動を開始 したわけであ るρ66台 の ダイ レク ト・ア クセ ス ・デ ィス ク・メ

モ リーの窓 口テラー端末機 が設置 され て,電 話線で デ ィス ク ・メモ リーの コンピュー

タとつなが っている。対象は25万 の 口座 の貯蓄預金 と5万 口座 の抵当貸付であ る。

この オンライ ン ・システムに加入 している銀行 または貯蓄貸付組合は,1月 あた り

のサー ビス として貯蓄預金1口 座 あた り6セ ン ト,抵 当貸付1口 座あた り10セ ン ト

を支払 えぽ よい。

第8図 セン トル イス共同 オンライン ・システム

21の 貯蓄貸付組合 4つ の銀行

他 に共 同利 用 として は マ サ チ ュ ー セ ッ ツ州 ボス トンのバ ソ カ ーズ ・デ ー タ ・プ ロセ

シ ン グ会社 では13行 の 共 同 の オ ン ライ ン ・シス テ ム を実 施 して い る。

2証 券等にお けるMISの 現状

証券業のMISを 銀行のM【Sと 比較すると,次 の ような相違点がある。すなわち,

情報収集の迅速性を極端に要求 される点と,そ れに対応する行動の敏速性が大切な点

である。それにたいして銀行は情報処理において正確性と着実さが要求され る点に証

券等 との差がある。 このため証券業のMISは 情報 システムの速報に重要性がおかれ

てお り,情 報サービス的な色彩が濃い。
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銀行の中で証券等のMISと やや似ているのは,信 託銀行である。 このよう」な類似

を もた らした原因は,信 託銀行が金融資産の運用が重要な機能であるとい う点で証券

業 と似ているためである。

証券業のMISと しては大会社を1社 とりあげ,中 小会社の共同情報システムにふ

れてみよう。

Aメ リル ・ リ ン チ社 のMIS

メ リル ・リンチ社のMISで 重要 な役割を果 してい るのは,メ ル リソ ・システム ・

QRQシ ステ ムで ある。 メル リソ ・システムは タイム ・シ ェア リングでの証券情報 シ

ステムであ り,証 券取引の取引量 や株価が刻 々コン ピュータ ・ファイルに しまいこま

れ,そ れ を もとに して,メ リル ・リンチ社の専門家が証券市場 の需要給供要因分析や

株価 予測,企 業分析を グラフ ィック ・デ ィスプ レイ装置を使いなが ら マ ン ・マ シ ー

ン ・コ ミュニケーシ ョンに よ り分析す るよ うになってい る。

一 方QRQシ ス テムは顧客 向けの情報 システムであ り
,証 券会社 の支店(152支 店)

に設置 され てい るテ レタイプ と本社の コンピュー タを結び,銘 柄別棟の売 か買か持続

か についての会社 としての意 見やその現状,企 業の業績などを3,700社 を計算 として

自由に検索で きるシステ ムである。

この他に も メ リル ・リンチ社 としては,株 式危険要素の評価や証券市場 の局面分析

などに コンピュータを使 ってい る。

B中 小証券会社 のMIS

大証券会社 が自社内で定着す るMISを 開発 し,着 々効果をあげてい る状況をみて ,

中小証券会社で もこれ に対抗す るため,情 報システム開発の必要性 を感 じは じめ てい

る。 このため幾 つかの中 小証券会社が協力 して共同経営情報 システ ムを開発す るこ と

に決定 した。 しか しなが らシステム開発 の知識 と人材 の不足があ るので ,マ ネジ メン

ト ・コンサル タン ト会社に システム開発 を依頼 した。



この共同情報 システムは,店 頭株売 買を中心 とす る業務処理を行 な うものであ り,

共同化に よ りコス ト安 とシス テム機能 の質 の高度化をはか った ものであ る。

C保 険 業 のMIS

非常に多数の顧客を抱え,ま た豊 かな資金の運 用を合理化 しなけれぽ な らないのが

保険会社 の経営 である。 このため保険会社では二 つの方 向でMISが 進行 している。

一 つは事務処理面におけ るコン ピュータ利用の高 度化で あ り,こ の分野 ではOCRの

使用や コ ミュニケーシ ョン ・システ ムの利用が進 みつつ ある。

他方において戦術 的な コン トロールの分野においてMSの 開発が進 んでい る。 そ

の内容は保険金 の最適化,資 金 の最適配 分,投 資 決定 のジ ミュレーシ ョソ,保 険開拓

の マーケッテ ィングなどである。保険業 界だけでのオペ レー ションズ ・リサ ーチ会議

も開かれ てお り,今 後は この分野 の発展が期待 され る。

D金 融業 におけ るMISの 将来

ア メ リカにおけ る銀行 ・証 券 ・保険 会社のMISは 以上 の とお りで あるが,最 後に

金融業 におけ るMISの 将来 を展望 してみ よ う。

その概念 図は第9図 の よ うに なると思われ る。

大 銀行 は関係 の薄 い中小銀行 とコンピュー タを通 しての連携が深 ま り,一 方企業 か

らの計算依 頼を うけ るよ うになる。他方において官 庁 と銀行 の間で コン ピュータを通

じての関係が深 まる。中小銀行は孤立 してMIS"を 進め るところもあ るが,一 部は大

銀行への依存を深 め,残 りは共 同利用化へ進む,以 上の よ うな関係は証券会社や保険

会社 にも同様の動 き とな ってあ らわれ よ う。

MISは 拡大 して情 報網 とな り,こ れ らの巨大な情報 シス テムは次 第に全 国的 な網の

目に拡 がるシステムをサ ポー トす るた めには,情 報サ ー ビス会社,ソ フ トウェア開発

会社,外 部計算 セ ンター,マ ネジ メン ト・コンサル タン ト会社な どの役割が増大す る。

全地域間同士 お よび企業 や官 庁,計 算 セ ンター との結びつ きは,タ イ ム ・シ ェア リ
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第9図 将来における金融業の経営情報システム
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ングやオ ン ・ラインの形で進 む。全地域間の機 能は ,金 融 とい う伝統 的な機能を拡大

を脱却 して,情 報産業へ進む。預金 の出し入れ,証 券の売買,保 険 の加入 などは情 報

の付 けか えに代 る。 さ らには情 報産業 か ら発展 して知識産業 へ移行 するのが将来の金

融業の姿であ る。

チ ェックレス ・ソサ イエティ(小 切手 のない社会)や キ ャッシ ュレス ・ソサイエテ

ィ(現 金 のない社会)が,生 産 ・販売 ・流通 ・情報 システ ム化 と足並をそ ろえ る時,

社 会の姿は新 しい ものに生 まれ 変 ることになろ う。
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第3章 大学 ・研究 所 におけ るMIS

1大 学 ・研究所 におけるMIS研 究 の現状

Aス タ ン フ ォー ド研 究所

ス タンフォー ド研究所 では,経 営科 学部 門 とエ ンジ ニア リング部門で,MISに 関

す る本格的 な研究 を行 な っている。

経 営科学部門では,各 企業のMIS体 制作 りに関す る委託 研究,ORの 手法の実 際

面へ の応用に関す る研究,ま た,政 府 よ り委託を うけ て,政 府 のMIS体 制作 りのた

めの研究な どを実施 してい る。 このほか,民 間企 業や政 府関係 のMIS要 員のための

セ ミナ ーなども,要 求 に応 じて開催 してい る。

最近同研究所 で,米 国 の代表的 な企業33社 のコン ピュータ利用についての調査結

果のひ とつ として,次 の よ うな注 目すべ き動 向をあげている。

表10-1は,こ の33社 が コンピュータの アプ リケーシ ョンについて現在 と将来 につ

い て,ど の よ うな比重をおい てい るかを示 した ものである。 これ は,コ ンピュー タ関

係の人件費 と機 械に支払 う費用の合計を]00%と して,そ れ を何 に配分 しているか の

比率 である。過去の情報処理 とみ られ る財 務 合計へ の適用に,現 在50%を 占め て

いるが,10年 後には30%に 低下 し,そ の反面,生 産管理,マ ーケテ ィング,流 通,

研究 開発,経 営戦略な ど,前 向 きの活用の仕方 が,現 在 の50%か ら,将 来は70%へ

と大 巾に増加す る ことを見込んでいる点が と くに注 目され る。

表10-2は,コ ンピュー タに関す る費用 の内訳を,別 の角度か ら分け,ユ ーザ ーの

使用経験年数別に集計 した結果であ る。 この表に示 され ている よ うに コンピュー タの

使用経験年 数が10年 以上 のユーザーは,新 しい アプ リケ■一一シ ョンの開発 とか,そ の
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プ ランニングのための費用が全体 の30%を 占め,5年 未満の ユーザ ーに くらべ て,

ち ょうど2倍 の比率 にな っている。

表10-3は,同 じ33社 に対 して,「 コンピュータは,経 営者 の意志決定に どの ぐらい

役 に立 っているか」 とい う質問に対 する回答の集計である。1965年 の時点では,「 大

い に役立 ってい る」 とい う評価は,全 体の28%に す ぎないが,1975年 には,70%

に達す る見込であ り,こ の頃に なれぽ,MIS体 制が,か な り本格的に実現す る見込み

を もってい る点が注 目され る。

表10-1コ ンピュー タ使 用分野の現状 表10-2コ ンピ ュータ関係費用の内訳

と展望
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エ ンジニア リング部 門では,ラ ボ ラ トリーで,コ ンピュータの新 しい使 い方を開発

してお り,現 在,と くに重 点をおいているのは,必 要 な情報を ブ ラウン管 の上に グ ラ

フの形で映 し出 し,人 間が さ らに それに指令 して,前 提条 件を変 えた場合 の情報 を映

し出す など,「 人間 とコンピュータとの対話」 をス ムーズに実現す る研究であ る。す

でに,米 国の航空 宇宙局 では,こ の よ うな新 しい使い方 で,コ ンピュー タを意志決定

に活用 してい る模様であ る。

Bラ ン ド ・ コ ー ポ レ ー シ ョ ン

ラン ドは,米 国の国防省 のため の研究を中心 としてい る。国防 省は,世 界最 大の コ

ンピュータの ユーザ ーであ るだけに コンピュータの活用の仕方 につ いての研究開発を

さかんに行な ってい る。

表10-4は,ラ ン ドの コン ピュー タの専門家が,今 後10年 間の・・一 ドウ ェアに 関す

る技術革新の予 測を示 してい る。

このよ うに,コ ソ ピゴ ータの コス トが大 巾に下 が り,計 算速 度が大 巾に上昇す ると,

大規模 な リニア ・プ ログ ラ ミング,交 通網 の コン トロール,経 済 モデルの開発 などに

コン ピュータを活用で きるよ うにな るとい う見通 しを立 ててい る。

コ ンピュータとユーザ ー との関係に も,大 きな変化 がお こるこ とを予 測 している。

今後の10年 間 の うちに,コ ソ ピューーータの アウ トプ ットを,キ イ ・ボー ドを使 って,

ブ ラウン管 の上に映 し出 し,そ れをStylus(先 の とが ったペ ンの よ うな もの)で 変

更す ることも可能にな るであろ う。 このよ うに,コ ンピュータの使い方 がすす んで く

ると,ユ ーザ ーは,プ ログラマーの手 を経ずに,自 か らコンピュータを使 うことが可

能に なる。そ のためには,ソ フ ト・ウェアの分野 におけ る研究がか な り必 要であ り,

とくに,そ れ ぞれ の専門分野に適 したハイ ・レベ ルの言葉を適正 にデザ インす ること

が要求 され る。

ラン ドでは,各 リサーチ ャーが,各 自の部屋 で大型 コンピュータを,タ イム ・シ ェ

ア リング方式 で活用す ることを狙 い として,JOSS(JoniacOpenShopSystem)

を開発 した。端末機 は,電 動 タイプ ライ ターであ り,普 通の英 語 で タイプを打 てば,
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それが大型 コンピュー タにイ ンプ ッ トされ,ア ウ トプ ッ トも,普 通の英語で打 ち出さ

れ て くる。各 リサーチ ャーが複雑な計算 をす る場合に主 として 使 わ れ る プ ログラム

は,あ らか じめ,大 型 コンピゴ一 夕に記1意させ てあ るので,そ の範 囲内の質問に対 し

ては,回 答が直ちにえ られ るよ うに なっている。

このJOSSは,大 量 の事務処理 には 向かないが,リ サーチ ャーが各 自の部屋で ,シ

ス テム分析 などに コンピュータを活用す るのに適 してお り,大 型 コンピュータの タイ

ム ・シェア リング方式 の一種 として注 目され る。

ラン ドが開発 した新 しい手法 として有名なのは,シ ステム分析であ り,そ れ を もと

に したPPBS(PlanningProgramingandBudgetingSystem)で あ る。

シス テム分析 は,複 数 の原案 を比較検討する場合に ,そ れぞれの原案 につ いての メ

リッ トとデ ィメ リッ トをで きるだ け定量 化 し,そ れに定性的 な判断,評 価 を加 えて意

思 決定をす る システムであ る。PPBSは,長 期 目標を設 定 し,そ れ を達成す るため

のい くつか のプ ログ ラムを作 り,そ れ ぞれ のプ ログ ラムをで きるだけ定量的に評価 し

て,も っ とも よいプ ログ ラムを選 択 し,こ れを5年 か ら10年 の単位 で達成す るため

の予算 をつ くる。 この長期予算 を もとに して毎年の予算 を決定 して行 くシステ ムであ

る。以上の システムは,い ずれ も重要 な意 志決定に活用され るが,そ の過程で コンピ

ュー タを利用す る。したが って,MIS実 現 のた めの有 力なシステム と考 え られ てい る。

Cア ー サ ー ・ デ ィ ・ リ トル

アーサー ・デ ィ ・リ トル(ADLと 略称)は, .MISの 体制 作 りを中心 に コン ピュー

タの新 しい利 用方法 につ いて,民 間企業,政 府か らの委託 研究を行な っている。

ADLで は,MISの ために必要 な要 素は,・ ・一 ドウェア,ソ フ トウェアのほかに ピ

r－プル ウェア(MIS要 員)と イ ンフォー メーシ ョン ウェアの四つ で あ る とい う見解

を もってい る。最 後のイ ンフォー メーシ ョンウェアにつ いては,一 般にあ ま り注意が

払われ ていないが,こ れ は,主 として,情 報の流れ を改善す るこ とと,情 報その もの

を,そ の企業 のMISの 目的に沿 って加工精製す る ことを指 して いる。

、MISを は じめ るにあた っては,そ の企業 の・トー.タ,ル・シ ス テ ムの核にな る分野を
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見つけるこ とが まず必 要であ り,そ の分野は,コ ンピュータ ・システムに投資 してペ

イする頒 でなけれぽならない・まず核になる頒 のひ み 卿 玩 成や それ

を他の分野に漸次拡大 して行 くのが妥当で ある。

MISに は戦略 的計画,マ ネジ メン ・トコソ トロール,現 場管理の3段 階があ るが,

戦 略的計画 はもっ ともむずか しいので,ま ず マネジ メン ト・コン トロール と現 場管理

か ら始 めるのが普 通であ る。

ADLで は,コ ンピ ュータが企業 の組 織に及 ぼす影響 も,実 証的に研究 している。

ADLの 研究結果に よる と,コ ソピ二一タの利用が高度化 して も,分 権主義 な ど,企

業 の基本的機 構は変化 していないが,コ ンピュー タ ・システムについ ては,集 中化が

お こってい る。 この原因 としては,プ ログ ラマーやその他 コン ピュータ ・スペシ ァリ

ス トなどの人材が不 足 しているので,少 ない人的資源を有効に使'う必要性 と,デ ー タ

の重複取得を さけ ること,レ ポー ト類,コ ンピュータの関連機 器の標 準化 の必要性 な

どが考え られ る。

ADLは,企 業 のMIS作 りに,コ ンサル タン トの立 場で参画す るケースが多いが,

そ の経験か ら,シ ステム ・デザ イナーその他,MIS作 りを リー ドす る立場の人 に必

要 な条件は,次 の とお りであ る。

① システムの専門 家 と,そ の他の部門の人 々 との間の意志 の疎通 を十分にす るこ

と。

② トップ と ミドル との間の コ ミュニケーシ ョンを十 分に し,ト ップが関心を もっ

て全体を リー ドす るよ うに もって行 くこと。

③ 各部門の協力を得 ることが必要 で,そ のた めに は,新 しいシス テムについて疑

念 をさ しは さまれ る余地をな くしてお くこ と。一般に,新 しい変化に対す る抵抗

があるのが普通であ るか ら,こ の ことは特 に重要 である。

④ ルーチン ・ワー クと創造 的な仕事 とを,シ ステム として,う ま く結び付け るこ

とに とくに留意す ること。
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Dマ サ チ ュー セ ッ ツ工 科 大 学

マサチ ューセ ッツ工科大学(M【Tと 略称)は ,コ ンピュー タに関連 して情 報処理

システムに関す る教育 と研究お よび タイ ム ・シ ェア リング ・システ ム元祖 ともい うべ

きMACシ ステ ムで有名であ り,現 在 も この二つに重点をおいている。

情報処理に 関す る研究 プ ログ ラムは,1954年 に ス ター トしてい る。MITの 見解

では,現 在 で も,コ ンピュータは,単 に情報 を とり出すために主 として使われ ている。

本来 は,経 営者に対 して,そ の意志 決定 に役立つ情 報を提供すべ きであ る。そのため

には,あ る意志決定に関連のあ るデータと関連 のない データが混在す るこ とを さけ,

データを フ ィル ターにかけ て,デ ータの ウェイ トづけをす る必要 がある。

情…報処理に関す る研究 と平行 して,経 営者開発 プ ログラムがあ り,35才 か ら45才

位 までの社長,副 社長 クラスを,9週 間 もフル タイ ムで教育 す るコースがある。 これ

は,MIS作 りのためには,ト ップが 自ら リー ドす る必要 があ り,そ のた め の基本 的

な考え方 を教育す るのが 目的であ り,そ の コースには,タ イ ム ・シ ェア リングの コン

ソールも,自 ら使 うとい った実物教育 も含 まれ ている。

タイム ・シェア リングの元祖 といわれ るMACの プ ロジェ ク トは,1963年6月 よ

り開始 している。政府 か ら年間300万 ドルの予算 で研究 の委託を うけてお り,100人

を こえる研究者が これに と りくんでいる。現 在,コ ン ソールの数 は200台,こ れを

400人 のユ"一ザ ーが使 ってい る。セ ン.トラル ・プロセサーか ら2Sマ イ～レの範囲内に

限定 してい るのは,主 として通信 コス トのためで,こ の辺に ネ ックがあ る。 も うひ と

つ のネ ックは,応 答速 度が十 分でない ことで,現 在,ブ ラウン管の上にグ ラフを映 し

出す よ うなシステムを開発 中であ り,2～3年 後には,実 用化 を見込んでいる。

現在 のユーザ ーは,研 究者 が中心であ り,そ れぞれ の研究者 が,特 定の問題を解決

す るた めに,1年 中,何 時如何 な る時 でも,有 力な ツール として活用で きる点に特色

があ る。
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2MIS実 現 のための大学 ・研究所 の役割

大学,研 究所 のMIS実 現につ いての第1の 役割は,新 しい システ ムの開発で ある。

これは,ラ ン ドのシステ ム分析 とか,MITのMACシ ステムなどに代表 され る。実

際には,ORの 手法 の開発に しても,実 際企業 が使 って メリッ トがあ るよ うにす るに

は,か な り大がか りな研究 が必要 であ り,ス タンフォー ド研究所,ADLに して も,

こ うした新 しいシステムの開発につ いて,民 間企業 や政 府か ら委託を受け,か な りの

年月をかけて実 用化に成 功 した例が多い。

こ うした新 しいシステムの開発は,コ ンピュータを意志決定に活用す るためには不

可欠 なものである。独立 の研究機関や大学が,ひ とつの システ ム作 りに,多 くの分野

の専門家の研究 を集結 して本格 的に取 り組 むこ とに よって,独 創的で しか も実用的な

システムの開発がすすめ られ ている。

第2の 役割は,各 企業 のMIS実 現のために,第 三者 の立場 で,コ ンサル タン トと

して参画す ることであ る。 これ は,主 として,独 立の研究機 関の リサ ーチ ャーや大学

の教授がその役割 を担 ってい る。MISは,各 企業 の独 自の要望 目的を満たす よ うに

設計 されね ばな らない。各企業 とも,自 社 のス タッフが 中心 となって,MISを 実現

す るわけであ るが,こ れに経験 のある第三者の意見が加わ った方が,よ りよいM【S

を実現す る可能性 が高 まるので,米 国では,コ ンサル タン トが これに参画す る場合 が

多 い。

第3の 役割 は,MISを 実現 するた めの人材 を養成す ることであ る。 米国で も,シ

ステム作 りを担当する人材 の不 足が 目立 ち,そ の養成 のためには;普 通 の教育 コース

のみでは不十分であ る。企業 内のMIS要 員は,激 しい技術 革 新 に 対 応 す るた め に

も,何 回 も教育を うけ る機 会が必要で あ り,ト ップ ・マネ ジ メン ト自身 も,自 社 の

MIS実 現 を リー ドするた めに,あ る期間集 中的に再教育 を うけ る必要 が生 じている。

この よ うな必要 をみた してい るのは,独 立 の研究機関 と大学であ り1ト ップ,ミ ・ド

ル,コ ンピュー タの専門 ス タヅフのそれぞれに適 した よ うな コースを設 けて,1ヵ 月
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と2ヵ 月 とい う期 間にわた り,

成に貢献 してい る。

集中的な教育を実施 して,MIS実 現のための人材養

3大 学 ・研究所 の研究動 向か らみたMISの 方向

a人 間 とコンピュー タとの対話

コソピューータを意 思決定に活用す る とい うのが,MISの 主 な狙いであ り,そ の実

現のためには,コ ンピュータの使い方 その ものを,基 本的に改善 して行 く必要があ る。

そのひ とつの方 向 としては っきり打 ち出 され ているのが,「 人間 と コ ン ピュータ との

対 話」 とい う考 え方 である。 これ までの よ うに,プ ログ ラマーを通 して コンピュータ

を利 用 している場合 には,過 去お よび現在 の情報を活用 して将来 の予 測 をす る場 合

に,多 くの手間 と時 間がかか り,意 志決定 のために複数の原案 を用意す ることも十分

行 なわれ なか った。

ユ ーザーが,直 接 キイボー ドと指 示装置 を使 って,即 時に命 令 の変 更 や 間合 せ を

し,コ ンピュー タが即時に答を出す とい うシステムが開発 され ると,コ ンピュータを

意志決定に活用す るこ とが,従 来 よ りはるかに スムースに なるであろ う。

まだ,ソ フ トウェアの開発 とハ ■・一・ドウェアの経済性に問題があ るが,今 後10年 間

には,こ うした コンピュー タの使い方 が次第 に普及 し,そ れがMIS実 現 に大 きな役

割 を果す ことが予 想 され る。

bタ イム ・シ ェア リング ・システム

米国 におけ るタイ ム ・シェア リング ・システムは,実 験段階か ら実 用化に一歩 をふ

み 出 した段階 と評価 して よいであ ろ う。 タイム・シェア リングの実 用化 はプ ロブレム・

ソルバ ー(問 題解決 の担当者)が 個 々の問題 を解決す るために,経 営科学の手法など

を使 って,コ ンピュータを活用す る場合か らスター トしている。 この よ うなコン ピュ

ータの利 用方法は ,MISの 実現が進行すれ ぽす るほ どさかんにな って くるであろ う。

逆 の見方をすれぽ,MITの マ ック ・システムをは じめ とす る タイ ム ・シ ェア リソ
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グの開発 がすすめぽ,そ れ だけ各企業 はMISを 実現 しやす くな る こ とが 予 想 され

る。 た とえぽ,シ ステム分析 の手法 の適 用 とか,大 がか りな リニア ・プ ログ ラ ミング

に よる最適化を求め るよ うな場合,各 リサ ーチ ャーや企業 の スタ ッフが ,大 型 コンピ

ュー タを有効に利 用する ことに よって,手 作業では到底不可能 な計算 を ともな うシュ

ミレーシ ョソな どが可能 とな り,有 効な未 来に関す る情 報が ,タ イム リーに経営者に

提供 され るよ うになるであ ろ う。

C経 営科学の新手法開発

MIS実 現のために不可欠な要素のひとつは,過 去および現在の情報を活用して,

如何にして未来を予測するか とい うことについての新 しい手法の開発である。

経営者の意志決定を改善するためには,で きるだけ勘にたよる部分を少な くし,客

観的な根拠に基づ く判断の材料 として,よ い情報を提供することが重要であるが,そ

のためには,ORを 含めた経営科学の新 しい手法が開発される必要がある。

スタンフォード研究所のORの 研究,ラ ン ドのシステム分析,PPBSな どは,

いずれ も未来の未知の要素を如何にして定量化し,意 志決定に ともな う危険の要素を

如何に して最小にするか,あ るいは,意 志決定の成果をいかに して高めるかを主な狙

いとしている。

経営科学の新しい手法は,米 国においては,も はやアカデ ミヅクな領域を脱 し,実

際の意志決定にいかにしてとり入れるかを集中的に研究し,工 夫をこらしている段階

である。す ぐれた人材を,独 立の研究所や大学に集め,い くつかの異なった分野の専

門家が独創的なアイディアを出し合って,総 合的な研究体制をしているので,有 力な

経営科学の新手法が開発されるテンポは,今 後さらに早まるであろ う。

dMIS実 現のための条件

本格的なMISを 実現するための第1の 条件は,情 報の処理の仕方を改善すること

である。すなわち,デ ータを前向きに有効利用する必要がある。そのためには,将 来

の リスクと機会を定量的に評価することができる数学的なモデルを作 り,そ れに よっ

て,選 択可能な複数の原案のなかか ら,も っとも適切 と考え られる原案を選び出す と
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い う意志決定の プ ロセ スが確 立す るこ とが重要で ある。 この場合に,経 営科学の薪手

法の駆使が不 可欠の条 件 とな る。

一方 ,過 去 お よび現在 の情報は,フ ァイルにた くわえておい て,必 要 な時 に例外的

に とり出す とい う例外管理の考 え方 もポイン トである。人間 とコンピュータとの対話

がで きるよ うにな ることも重要 で,ブ ラウン管の上に情報が映 し出 され ると同時 に,

人間 の方か ら弾力的に指令 を出 して,そ の答 を直 ちに求め られ るよ うな システ ムの開

発が必要で ある。

MIS実 現 の第2の 条件は,経 営者の参画であ る。 経営者は,コ ン ピュータ関係の

予算 や シス テムを承認す るだけでは不十分であ り,自 らMIS実 現を リー ドす ること

が必 要であ る。 トップの リー ドの下に,ミ ドルも積極的にMISに 参 画 し,社 内の コ

ミュニケーシ ョンを よくして,コ ンピ ュータ ・シス テムの概念が社内に よ く浸透 しな

ければ な らない。

第3の 条件は,MIS実 現のためのす ぐれた専門家の養成で ある。 これは,ピ ー プ

ル ウェアとか,プ レーンウェアとか呼ばれ ているが,す ぐれ た コンピュータの能力を

MIS実 現 に生かすには,す ぐれた人間 の独 創的 な頭脳の集積 が必要で ある。

第4の 条件は,ハ ー ドウェアと ソフ トウェアのバ ランスの とれた開発であ り,と く

に ソフ トウェアの開発 のお くれが 目立 ってい るので,そ の集 中的 な 開 発 が重 要 で あ

る。今後,MISの 進展に比例 して さかんにな ると予想 され るタイム ・シェア リング・

システムの本格的な実 用化のネ ックのひ とつは,ソ フ トウェアの未開発にあ る。今後

は,ソ フ トウェアの開発の ウエイ トが高 ま り,そ れ がMIS実 現 のため の鍵を握 るよ

うに なるであ ろ う。
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第4章 ア メ リカ政 府 関係 の コ ン ピュー タ利 用 状 況

1連 邦政府の コンピュータ設置状 況

aコ ン ピュータ利 用の増大

ア メ リカ連邦政府では,1967年6月 末現在 で,3,055台 の コンピュータを利用 して

いる。1945年 に弾道計 算に初 めて コンピュータが利用 され,1954年 か ら商業用 コン

ピュータの販売が開始 され て以来,連 邦政 府の コンピュe-・・タ利 用は,第11表 の よ うに

急激に増大 して きてい る。1967年6月 末現在,ア メ リカ全体 の コンピュータ設置 台数

は約42,㎜ 台 と推定 され てお り,連 邦政 府はその7%強 を設置 していることにな

る。

第11表 ア メリカ政府 の コン ピュータ利 用
、
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b各 省庁別の利 用状況 、

1967年6月 末の3,055台 の各 省庁 別内訳をみ ると,国 防総省お よび陸海軍3軍 関

係 が全体 の約3分 の2を 占めてお り,ま たAEC(原 子力委員会)やNASA(航 空宇

宙 局)に 残 りの約3分 の2が 設置 され,一 般 行政官庁 が設置 してい るものは全体 の11

%で ある。

一般行政官 庁の うちでは
,財 務省59台,商 務省50台,衛 生 ・教育 ・保険者45

台,農 務省28台,国 土 省26台,一 般調達庁24台 な どが 目立 ってい る。

また,価 格300万 ドル以上 の大型機につ いてみ ると総 数131台 の うち,国 防省関

係が67台,AECお よびNASAが53台,そ の他 が11台 とな ってい る。 これ ら

を第12表 に示す。

第12表 各 省 庁 別 設 置 台 数

国

陸

海

空

小

AE

NA

そ の

防 総

S

省

軍

軍

軍

計

C

A

他

設 置 台 数

109

507

436

915

1,967

249

492

347

比 率(%)

3

17

15

30

64

8

16

11

価格300万 ドル以上
のものの設置台数

4

11

15

37

67

28

25

11

比 率(%)

3

8

12

28

51

21

19

8

合 計 3,055 100 131 100

c規 模別の利用状況

1967年6月 末 の規模別利用状況は,第13表 の とお りで,全 体 の3分 の2は 小型 コン

ピュータであ り,こ れ らは主 として研究 室の科学者用や定型的な報告作成 用などに用

い られ ている。 中型 以上の ものは,複 雑なマネジ メン ト,研 究 プログ ラム,軍 事作戦

運 用お よび宇宙利 用などに利用 され てお り,今 後 さ らに広汎な用途 に利 用 され てい く

のであろ う。

なお規模 別分布は第13表 の とお りであ る。
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第13表 規 模 別 設 置 状 況

価格範囲(千 ドル) 国防舗 係LAEqNA・Aそ の ∋ 合 計
1

0-250 1,032 350 111 1,493(49%)

250-450 432 210 121 763(25%)

450-750 175 50 41 266(9タ6)

750-1,500 170 37 38 245(8%)

1,500-3,000 91 41 25 157(5%)

3,000以 上 67 53 11 131(4%)

計 1・9671 741 347 3,055(100%)

dコ ン ピュー タ関係の経費

1967会 計年度の年間 コソピ三一 タ取得,運 営経費は,戦 術用お よび特定機密 目的の

ものを除 いて12億 ドルであ り,こ れ は1963年 度の2倍 をこ してい る。 また,戦 術

用などを加え ると30億 ドルを こす もの と推定 されている。

いわゆ るブル ックス法の施 行 もあ り,こ こ数年 来 リースか ら買取 リへの転換 が進ん

でお り,全 体に 占め る政府所 有の台数比率 は1963年 の21%か ら急速に上昇 して,

現在では第14表 に示す よ うに50%を こす よ うにな った。

このよ うな リースか ら購入 への切換 えに よ り,レ ンタル支払の減 少額 は年 間2億 ド

ルを こす と推定 され ている。

コンピュータの平均利用度 は最近4年 間に月間285時 間か ら333時 間 に向上 して

い る。高 価な ものほ ど利 用度が高 く,保 守 などを考慮 した限界 ともい える月間600時

間 を こす ものもあ る。

第14表 リース と購 入の区分(1967年6月 末)

り一 ス(台) 購 入(台) 計

国 防 省 関 係

AEC,NASA

そ の 他

1,164(59%)

160(22ク6)

146(42ク6)

803(41タ6)

581(78%)

201(58タ6)

1,967(100タ6)

741(100タ6)

347(100タ6)

計 1,470(48%) 1,585(52%) 3,055(100タ6)

/

なお,1966年6月 末現在 コンピュータ要員は71,000人 であ った。
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2連 邦 政 府 の コ ン ピ ュ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト

aブ ル ックス法の施行

1966年10月 連邦財産 役務法を改正 してADP(自 動 デー タ処理)の 管理 のための

特別の規定 を追 加す るいわゆ るブル ックス法が施行 された。 この法改正は年 々増大 し

てい るADPを 最 も効率的,効 果的に管理す るために行 なわれた ものであ り,一 般調

達庁,商 務 省お よび予算局が それぞれ次 の事項を担当する こととなってい る。

(イ)一 般調達庁はADP設 備 の購入,リ ース,保 守お よび処分を担当 し,ADP設 備

の共同利 用お よび情報処理 センター設 立を推進 し,ま たADP基 金(1968会 計年

度予算要求1,000万 ドル)の 運用を行 な う。

なお,ど の よ うな機 能の コン ピュータを使用す るかは,使 用者であ る各機 関が決

定 している。

回 商 務省標準 局はデー タ処理標準の開発,コ ンピュータ ・シス テム設計に関す る各

機 関への助言などADPお よび関連 シス テムに関する科学 ・技術的 助言を行な う。

◎ 予 算局はADPに 関す る財務お よび政策の調整を行な う。

bコ ン ピュータ ・マ ネジメン トの基本方針

1966年6月,大 統領は連 邦政府各機 関に対 し,よ り高度 の業務 を行な うために コン

ピュータの利 用を推進 し,ま た コンピュータ運営を可能 な最 低費用で管理す るよ う要

請 している。

この中で コンピュータ利 用の高度化については,公 衆 に対す るサ ービスの向上,各

機 関の行政処理機能 の改善,行 政 コス トの低減 などの分野 におい て,新 しい利用方 法

を検討す るよ う述 べている。 また,コ ンピュータ管理 の効率化 に関 しては,よ りよい,

よ り効果的な コンピュー タ取得方法の確立,既 存設備 の完全利 用(追 加設備 を取得す

る前に未活 用部分の共同利用を行な う),過 剰設備の再利用,産 業界 と協力 して設備の

コソパ テ ィビ リテ ィを増大す る ことなどをあげている。
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Cコ ンピ ュー タの共同および転 用

予算局お よび一般調達庁 が中心 とな って推進 している コンピュータの政府機 関相 互

間 での共 用および転用に よ り,過 去2年 間 に96百 万 ドルの節減が行 なわれた。す な

わち,他 政府機関の コンピュータの余裕時間 を利用す る こ とに よ り,26百 万 ドルに

相 当す る コンピュー タの新設をやめ ることとな り,ま た不用 とな っていた61の コン

ピュータ ・シス テム(取 得価格110百 万 ドル)が 他機 関の新 しい用途に転用 され,そ

の結果70万 ドル相当 の新設を さけ ることとな った。

一般調達庁 の共用計画 のも とで ,連 邦 各機関 が全国18ケ 所に シ ェア リング ・エク

スチ ェンジを設置 し,こ れ らは当該地域 で コンピ ュータ ・タイ ムを求 める機 関に対 し

他機 関の余裕時 間を使 用させ る取 りきめを行 な う交換所 の役 割を果 してい る。 ブル ッ

クス法の設 備 プールまたはデー タ処理七 ソターに到達 す る最 も効果 的かつ経済的な方

策 は,こ の よ うな設備 の共 用を拡大 してい くこ とで あ ると考 え られ ている よ うで あ

る。 また一般調達庁に より,シ ステム ・デザ イン,ハ ー ド'ウ ェア,ソ フ ト●ウェア,

コン ピュー タ利 用状況お よび人 的能 力な どを含むADP関 係情報を交換す るため のシ

ステムを設 け る計画が進行 している。 これに よ り共同利用が促進 され るとともに,シ

ステムお よび プ ログラムの開発に関す る努力の重複を避け られ るよ うになるだろ うと

期 待 され てい る。

d標 準化 への指 向

コ ンピ ュータ ・シス テム相互間の コソパ テ ィビリテ ィの欠除の状態は,ハ ー ド・ウ

ェアの面で も,ソ フ ト・ウェアの面で も現在 続い てお り,ADPの 効率 的,効=果 的利

用 の面での重大な障害 とな ってい る。

これをハ ー ド・ウェアの面 につい てみ る と,連 邦政府各機i関が設置 してい る3,000

台 の コンピ ュータは,25か26の メーカーに よ り製造 された ものであ り,そ の型 式は

約130種 類に達す るほ ど多種多様であ る。

コンピ ュータ ・シス テム間 の 自動的な デー タお よび プ ログ ラムの交換 を行 な うこと

がで きるよ うにす るため,使 用言語,諸 装置,デ ータ要素 とコー ド,ソ ソ ト・ウェア,
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データそのものなどの標準化の推進が必要であ り,商 務省標準局が中心 となって調査

検討が進め られている。

3PlanningProgrammingandBudgetingSystem(PPBS)

の 発 展

APPBSの 概要

PPBSは 将来の不 確定要素 を含む意志決定 あ る いは政策選択 に つ い て,シ ス テム

ズ ・アナ リシスの手法 を適 用 し,政 策 目標,そ の実施計 画,資 金所要額を相互に関連

づけなが ら分析 し,選 択 を より適確に行なお うとす るものである。 また,こ のための

デ ータの整備 と処理に コン ピュータ ・システムを利用 してお り,当 初国防総 省におい

て開発,適 用され て効果 をあげ,次 第に連邦政府各 省庁に も利 用 され よ う としてい

る。

B国 防総省におけ るPPBS

トップ ・マネジメン トによる戦略上の意志決定を適確に行な うことを 目的として,

システムズ ・アナリシスの手法を活用し,コ ンピュータ・システムを資料提供の手段

とするPPBSが 採用された。

その具体的手法は,ま ず国際情勢や国家安全保障政策などを前提 とし,各 組織の任

務や常識的予算 レベルを考慮しなが ら5な いし8年 先までをめどとす る戦略 目的計画

を策定 し,次 に主要任務別に各種代替案の効果 とコス トとを比較 しながら経年的に兵

力水準,所 要経費を含む具体的計画を想定す る。この任務別計画の初年度分を兵力,

資材,経 費などの形に組替えた ものが通常の形式の単年度予算である。

この過程において最 も重要なことは,各 種の前提および不確実性 の取扱 いについ

て,仮 定に基づ く試算結果と経験をつき合わせなが ら正しい仮定を導 き出し,か つ ト
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ップ ・マネジ メン トが判断すべ き重点的要素 を選択 して有効,適 確 な意志決 定が行 な

われ るよ うにす るこ とであ る とされ てい る。

国防省におけ るPPSBの 成功は,こ れ を導入 したマ クナマ ラ長官 の指導力 と主要

ス タフの協力お よび戦略判断に関す るシステムズ ・アナ リシスの手法の開発に よるも

の といわれてお り,コ ンピュー タ ・システムは膨大な資料の整理,各 種 の仮定 と経験

とのつ き合 せ,多 数 の代替計画 の費 用,効 果比較を容易にす る手 段を提 供 した もの と

考 え られ る。

C連 邦政 府各省庁のPPBSの 導入

国防総省におけ るPPBSの 採 用に続 いて,1965年 の大統領 メモ ラン ダ ムに基づ

き,連 邦 政府各省庁へのPPBSの 導 入が図 られ てい る。 その 目的は,政 策お よびその

実 施計画の 目的を明確に し,同 一 目的を達成 す るための各種代替 につ いて将来 コス ト.

を想定 しなが ら比較 を行 ない,そ の上で トップ ・マネジ メン トに よる政 策選定 のため

の意志決定 を行 なお うとす る ものであ る。

この基礎 とな る手 法は,政 策 目的別の達成 され るべ き成 果 と予期 され るコス トとの

関係お よび代 替案選択 の基礎 となるべ き要素を 明 らかにす るための システ ムズ ・アナ

リシスであ るとされ ている。PPBSの 具体的適 用に当 っては,各 省庁の業務 を政策 目

的別に5な い し15程 度の グル ープに 区分 し,各 区分 ご とに実施 しよ うとしている よ

うであ る。

4州 政府にお ける情報交換 システムの一例

"カ リ フ ォル ニア 州域 情 報 シ ス テ ム
〃

a現 状

カ リフォル ニア州は現在29台 の コンピ ュータを設置 してお り,個 々の組織 内での

情報 の処理につい て成果 をあげ てい る。 しか し,州 政府,地 方 を通 じて,行 政機関相
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互の間で互いに依存 しあ う情報の処理については手をつけられていない状況である。

このため組織間の書類の流れの簡略化,情 報の組織間での有効利用,情 報収集の重複

の排除などが望まれている。また,人 口の増大に伴ない,情 報処理量の増大,し たが

って予算の約半分を占める情報処理費すなわち人件費の増大が予想され,こ れを抑え

るための州全体にまたがる情報処理システムの開発が望 まれている。

b州 域情報システムの概要

この よ うな要請 に応 えて,カ リフォ・レニア州では州政府各機関,郡,市,地 区全体

を通 じて情報 の整理,統 合 を行 な う長期計画を進め てい る。この州域情報 システムは,

現在 の組織別 コンピュー タ ・システムを拡充 してい くとともに,各 コソピュークと連

繋す る情報 セ ンターを設 けて情報交換機能 を もた せ,ま たデータ交換 を可能にす るた

めの標準化 を行 な うものであ る。

この計 画が達成 されれぽ,1980年 には予 算の半分を 占め る情…報処理 費(人 件費)の

約20%(う ち10%は 個別 システムの拡充 に よ り,ま た10%は 州域 情報 網 に よ り)

節減 され るであろ うと期待 され ている。

c情 報セ ンターの機能

情報 セ ンターは,交 換機能 と通信機能 とを もち,州 域 内の コンピ ュータ ・セ ンター

間の情報交換 を可能にす る ものであ り,長 期計 画の5年 目か ら活動を始め,ま ず州の

機 関,続 いて郡 の機i関と段階的に結合 してい く予 定である。情 報 センターは,基 礎的

デ ータその ものを集 中蓄積 し,サ ービスす るのではな く,情 報の所在 に関す る情報

すなわ ちどこに フ ァイル され ているか,そ の媒体,情 報 の更新 参照の条件 などを蓄

積 し,検 索す るシステ ムを もち,こ れに よって情 報交換 の機能 を果す ことになる。

この よ うな方式 なので,個 々の機関の コンピ ュータは従来 どお りの 自律性 を維持す

ることにな るが,州 域全体 の情報 の連合に必要な最少限の互換性を うるためのデー タ

な どの標準化が必要 であ る。

なお,こ の連合 システ ムは,組 織を改変す る必要がな く,ま た将来の組織 ごとの成

長,変 化に も適応性 がある とされ てい る。



第3部 わが 国 コン ピュータ

利用 の現状 と問題 点

第1章 コ ン ピュー タの実 動 状 況

11967年 にお ける実動状 況

A型 別にみた実動状況

日本電子計算機株式会社では,半 年 ご とにわが国における国産 コンピュータ実動状

況を調査 し,通 商産業 省が集計す る外国機 の実動状況 と併わせ て,『 わ が国 コン ピュ

ー タ実動状況調査』 を まとめ,公 表 しているが,(第15表)は1967年9月 末現在 に

おける実動状況であ る。

同義に よれ ぽ,わ が国で実動 中の コンピ ュータは,3,040セ ッ ト,金 額 に評価 して

約2,537億 円であ る。 この内訳 は,国 産機2,074・ セ ッ ト(682%),1,183億8,000万

円余(46.7%);外 国機966セ ッ ト(3L8%),約1,353億1,000万 円(53.3%)と な

っている。

さらに,大,中,小,超 小型 につ いて,そ れ ぞれ の国産機 対外国機 の構成 をみ る

と,次 のよ うな特 徴があ るといえ よ う。

a大 型コンピ ュー タ

セ ッ ト数 の うえでは,国 産機 は205セ ッ ト中,34.1%に 当 る70セ ッ トを 占めてい
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第15表1967年9月 末現在電子計算組織実動状況

(通産省,日 本電子計算機(株)調べ 金額単位:千 円)

大 型

中 型

小 型

超 小 型

合 計

国 産 機

セット数(上 列)

金 額(下 列)

70

25,740,072

701

72,396,575

676

16,lgi,777

627

4,057,951

2,074

118,386,375

%

34.1

29.0

56.3

52.9

70.3

67.4

99.7

99.6

68.2

46.7

外 国 機

セ ッ ト 数

金 額

135

63,045,970

544

64,406,301

285

7,840,986

2

16,200

966

135,309,457

%

65.9

71.0

43.7

47.1

29.7

32.6

O.3

0.4

31.8

53.3

合 計

セ ッ ト 数

金 額

205

88,786,042

1,245

136,802,876

961

24,032,763

629

4,074,151

3,040

253,695,832

%

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.O

lOO.0

(注)、1.国 産 機 は 日本 電 子 計 算 機(株)調 べ,外 国機 は通 産 省 調 べ に よ る。

2.型 別基 準 は 次 の とお り,大 型2億5,000万 円 以上,中 型4,000万 円 ～2億4,999万9,999円,
タ

小 型1,000万 円～3,999万9,999円,超 小 型999万9,999円 以下 。'

3.コ ンビ=rタ の基 準 は,(1)デ ィジ タル型 で あ る こ と,(2)プ ロ グ ラ ム蓄 積 方 式 で 重 要 な命 令 を

内部 記 憶 装 置 に 記 憶 して い るか,ま た は相 当性 能 を有 す る こ と,(3)内 部 情 報 記 憶 容量2,000ビ

ッ ト以上 を有 す る こ と(た だ し,サ イ ン,パ リテ ィ ・チ ェ ックの た め の ビ ッ トは除 く),(4)電

子 論 理 演 算 に よ り行 な わ れ る演 算機 構 を有 す る こと,の4条 件 を全 部 満 足 す る必要 が あ る。

4.現 地 資 本 が 株 式 の マ ジ ョ リテ ィを保 有 す る企 業 が 国 内 生 産 す る シ ス テ ム を 国 産 機 とみ な

した 。

る。一方,金 額 構成 比は,29.0%で あ る。第2表 は,昭 和40年9月 以後半年 ごとの

それぞれの時点におけ る 「実働 システムに 占 め る型別 国産機対外 国機 構成比の推移

(金 額)」 を示 した ものであ る。同表でわか るよ うに,国 産機 の大型は,2年 前 の!965

年9月 末現 在で,ll.5%を 占め るにす ぎなか ったが,42年 以後28.1%(42年3月),

29.0%(42年9月)と2.5～2.6倍 の成長 を示 している。

b中 型 コン ピュータ

セ ッ ト数比,金 額構城 比 ともに,国 産 機が50%以 上 を示 している。 しか し,金 額

構成比(第16表)を み る と,時 点に よらて,プ ラス,マ イナス数 パーセン トの変動が

あ る。
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第16表 実動システムに占める型別国産機対外国機構 成比 の推移(金 額)

(通産省,日 本電子計算機(株)調べ)

時 点

40年9月

41年3月

41年9月

42年3月

42年9月

国 産 機
外 国機 別

国 産 機

外 国 機

国 産 機

外 国 機

国 産 機

外 国 機

国 産 機

外 国 機

国 産 機

外 国 機

大 型

11.5

88.5

17.9

82.1

19.7

80.3

28.1

71.9

29.0

71.0

中 型

45.3

54.7

56.5

43.5

47.0

53.0

50.9

49.1

52.9

47.1

小 型

35.8

44.2

34.6

65.4

36.9

63.1

66.7

33.3

67.4

32.6

超 小 型

100.0

0

100.0

0

100.0

0

99.5

0.5

99.6

0.4

合 計

33.7%

66.3

36.9

63.1

38.2

61.8

45.1

54.9

46.7

53.3

c小 型 コンピ ュー タ

セ ッ ト数 比,金 額構成比 ともに,国 産機 が大半 を占め,外 国産機 は約30%を 占め

てい る。 これ は,1967年3月 末 の調査時点で,外 国機 の解釈を改め,現 地資本が株

式の51%以 上 を所有す る企業の国内生産す る製品を含む ことに した ため,国 産 機 の

レンタル会社,日 本電子計算機 株式 会社のル ー トに の らない部分 の沖ユ ニパ ック製 品

が外国機 分類 か ら,国 産機 分類へ 移された こ とに よる。 したが って,構 造 的に変動が

あ ったわけではない。

d超 小型 コンピ ュー タ

629セ ッ ト,お よそ40億 円の超 小型 コン ピュー タが実動 してい るが,こ の うちセ ッ

ト数 比99、7%金 額比99.6%ま でが国産機 に よって占め られ てい る。過去の推 移をた

どって も,国 産機 の独 占状態 が続 いてきた。 これは,国 産 メーカーが,わ が国の国情

に合 った基本事務処理指 向型のハ ー ドウェアを昭和36年 とい う早い時期か ら量産 化

した ことが大 きく作用 してい る。超小型の登 場に よ り,わ が国の経済に,大 きな影響

を与 え る中堅企業や中小企業におい ても,手 軽 に事 務機械化に着手で きる条件が創 り

出され,一 方,ビ リング,計 算 と同時に,紙 テープを さん孔す る機能は,大 企業 のプ
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ランチ ・マシン として,現 場の 日常事 務機械化を助け てきたのである。 しか し,最 近

の アメ リカにおけ る コア ・メモ リー2,㎜ ～4,000語,IC使 用の1万 ドル ・マシンの

出現 傾 向を考慮す るな らぽ,こ れ まで の基本事務指 向型 の国産 機市場は,'今 後あ る程

度の構造変化をす ることも予想 され る。すなわち,ア メ リカの1万 ドル ・マシンは,

すでに数千 語の内部 メモ リーを もっている点がわが 国の超 小型 と違 ってい るが,カ ス

トマーの狙 いは,科 学指 向型市場におかれ てい るので,い ずれに して も,大 学,研 究

所,企 画,設 計関係市場 ぺの輸入が多少増 え る可能性 があ る。 しか し,国 産 メーカー

は これ と同等の ものをつ くれ る技術をすでに もってい るか ら,こ れに刺戟 され,国 産

の超小型に も科学指 向型 のマシンが現 われ ると思われ る。

次に,わ が国で実 動 している コンピュー タの型別か らみた内部構造 は,ど うなって

い るだろ うか。(第17表)は,「 実動 システムの国産機 ・外 国機別 内部構造」 を構成

比で示 した もので ある。

第17表 実動シ ステムの国 産機 ・外国機別内部構造

(通産省,日 本電子計算機株調べ)

国産機 ・外国機別

型 別
時 点

構

成

比

大 型

中 型

小 型

超 小 型

合 計

国 産 機

1965年

9月 末

%
1.5

11.5

28.8

75.1

18.4

8.7

40.8

4.7

100.0

100.0

1967年

9月 末

%
3.4

21.7

33.8

61.2

32.6

13.7

30.3

3.4

100.0

100.0

外 国 機

1965年

9月 末

%
12.3

45.5

50.2

46.6

37.5

7.9

0

0

100.O

lOO.0

1967年

9月 末

%
14.0

46.6

56.3

45.4

29.5

5.8

2.1

1.2

100.0

100.0

合 計

1965年

9月 末

%
6.2

34.0

1967年

9月 末

%
6.7

35.0

44.1141.0

56.253.9

26.8

8.2

22.8

1.6

100.0

100.0

31.6

9.5

20.7

1.6

100.O

lOO.0

1967年9月

末1セ ッ ト

当 り規 模

(千 円)

433,103

109,882

25,008

6,477

83,453

(注)構 成 比:上 列セ ット数比,下 列金額比

まず,国 産機 と外国機 を合 わせた実動 システムをみれ ぽ,わ が国で稼動中のシス テ

ムの うち250,000千 円以上の大型 は,セ ッ ト数の5え か らは,わ ずか に6.7%に す ぎ

ず,全 体 の72.6%が 中型(41.0%),小 型(31.6%)で 占め られ ていることが わか
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る。 また,10,000千 円以下 の超小型が全体の2割 余に も達 している。 ところが これ

を金額比か らみれぽ大型 は1セ ッ ト当 りシステム規模が4億 円を上回わ り,こ のため

35.0%を 占め るに至 ってい る。 中型 は,平 均 してシステム規模は1億 円余で あ り,

金額 比で も53.9%と 大 きな比重を 占めている。小型は,10%に 及ばず,超 小型に至

っては,1.6%を 占めるのみであ る。2年 前の40年9月 末 の実動構造 と比べて,変 化

は全然現われていない。.

(注1)
因みに ア メリカのAFIPSの 調査 に よれば1965年 において同国に設置 され ていた

(注2)
コン ピュータは,約30,000セ ッ トで,こ の うち大型 は,2,100セ ッ ト7 .0%を 構成

してお り,お が国の6.7%と ほぼ一致 してい る。 なお,AFIPSで は,1970年 の全設

置数を60,000セ ッ ト,1975年 のそれ を85,000セ ッ トと予測 してい るが,こ の うち

大型は,そ れぞれ3,000セ ッ ト,5%,4,500セ ッ ト,5.3%を 占め る としてい る。

以上は,国 産機 と外 国機 を合 計 した実動 システ ムの構造だが,こ れを個 別に眺 める

と,両 者に違いがあ る。 す なわ ち,セ ッ ト数でいえぽ,国 産機 の場合は,42年9月

末において中,小,超 小型の構成 比がいずれ も30%以 上で,大 型の3.4%を 差 引いた

残 りの96.6%を ほぼ三分 してい るのに対 し,'外 国機 は,中 型が56.3%と 過半数 を占

め,大 型 も14.0%と2ケ タ を 占め て お り,さ らに超 小型 は皆無に近い。2年 前の

1965年9月 末現在 と比べ ると,国 産機,外 国機 とも大 きな変化はないが,国 産 機の

大型 が1.5%か ら3.4%へ2倍 以上増加 して い る こ と が 目立 って い る。 前述 し た

OUK製 品,と くにOUKIOO4(小 型機。ただ し,国 産化以前に米 国か ら輸入 した分

は 除 く)の 国産機へ の再分類 を考慮に入 れ るな らぽ,実 際には,大 型の成長 は数字

以上であ った といえよ う。42年 下 期以後,第 三世代機種 の大型 シ ステムの出荷 が,

本格的に軌道 にの り出 した ことか らみて,1968年3月 末調査時には,さ らに 構成 比

が増加す るもの と予想 され る。

金額比の うえか らみ ると,国 産機 の構造 は,現 在 までは中型指 向型であ った といえ

よ う。また,外 国機 の構造 は,中,大 型指 向型であ り,今 後 もそ う変化 しない と思わ

(注1)AFIPS=AmericanFederationofInformationProcessingSocjeties。 米 国情 報 処 理 学 会 連 盟

(注2)こ こで い う大 型 とは,売 価750,000ド ル(270,000千 円)以 上 のEDPSで,JECC統 計 の250,000

千 円以 上 と大 体 同 じで あ る。

'
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れ る。 国産機 も,今 後は,外 国機 の構造に近づ くと思われ る。

B産 業別にみた実動状況

1967年9月 末現在 における 「産業別 コンピ ュータ実動 状況」 は第18表 の と お りで

あ って,お おむね ア メ リカの産業 別需 要態様に類似 しつつ,今 後 も導入が進行 してい

くもの と思 われ る。す なわ ち,実 動金額 の高い産業か ら順番 に類別すれぽ,(第5表)

の よ うにな り,200億 円以上 の産業は,電 気機 械,金 融 の2産 業,100億 ～200億 円未

満 の産業 は,輸 送用機 械,サ ー ビス,卸 小売 ・商事,政 府 ・化学,石 油,鉄 鋼政府,関

係機 関,保 険の8産 業,50億 ～100億 円の産業 は,大 学,運 輸 ・通信報道,証 券,電

力 ・ガス ・水道,地 方公共体,機 械,そ の他製造業 の7産 業 に よって 占め られ る。これ

は,ア メリカの①潜在需 要の非常に高い産業 もし くは,② 潜在需要の高 い産業 と見込

まれ る連邦政 府,石 油 ・同関連産業,輸 送圧機 械,兵 器 ・同関連製品,航 空輸送サ ー

ビス,化 学 ・同関連製 品,通 信 サー ビス,一 次金 属製造業,電 気機 械 ・同供給 品,鉄

道輸送 サー ビス,加 工金属製品(兵 器,機 械,輸 送 尉 幾械を除 く),機 械(以 上①に

属す る),州 政 府,原 油,天 然 ガス生産業,電 力 ・ガス,衛 生 サ ービス,一 般建設請

負業(ビ ル建設 を除 く),ゴ ム,各 種 プ ラスチ ック製 品製造 持株会社お よびその他 .

の投 資会社,鉱 業,ビ ル建設業,銀 行,証 券 ・証 券額仲介業,同 デ ィー ラー,保 険

(以上②に属す る)と,概 ね一 致す る(こ の予測は,日 本電子計算機株式会社がス タ

ンフォー ド調査 研究所(SRI)に 調 査を委託 した 「米 国電子計算機市場調 査(!961～

65年)」 お よび 「米国における今後の コンピュータの発展 とその企業経営面への影響

調査(!966～75年)」 報告書に よる)。

わが国で も,戦 後 の産業構造高度化の担 い手 となった重化学工業 と,金 融,保 険,

公益事業 な どの基幹的産業 におけ る実動金額比重が高 くな っているこ とが うかが える

のである。 サ ービスが大 きな比重 を占めてい るのは,こ の業種に電子計算受託 企 業

(い わゆる計算 セ ンター)が 含 まれ ているためであ る。
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第18表 産業別電子計算組織実動状況

(通産 省,日 本電子計算機(株)調 べ 金額 千円)

業

国産,外 国機

別

農 業

林 ・ 狩 猟 業

漁 ・水 産 養 殖 業

鉱 業

建 設 業

食 品

繊 維

紙 ・ パ ル プ

出 版 ・印 刷

化 学 ・石 油

碍 子 ・セメン ト

鉄 鋼

非 鉄 金 属

機 械

電 気 機 械

輸 送 用 機 械

精 密 機 械

そ の 他 製 造 業

卸 小 売 ・商 事

金 融

保 険

証 券

不.動 産

運 輸 ・通 信 ・報 道

電 力 ・ガ ス ・水 道

サ 「_ビ ス

大 学

高 校

そ の 他 の 学 校

地 方 公 共 体

政 府

政 府 関 係 機 関

法人団体 ・農 協

宗 教 法 人

業 種 不 明

国 産 機

・叶 金 額

13

18

41

36

12

9

137

22

88

34

31

180

86

50

68

274

80

45

30

1

99

23

157

154

7

11

108

101

104

54

1

419,294

1,323,779

1,593,225

1,392,711

323,574

241,527

7,042,504

436,371

5,397,943

1,479,314

1,151,230

15,348,428

6,249,920

1,651,096

1.634,403

7,543,591

3,926,125

4,139,554

1,089,422

6,400

3,253,282

1,642,118

10,071,532

8,757,316

78,844

263,229

6,087,633

10,800,002

12,054,997

2,964,238

22,823

外 国 機

セ ッ ト 金 額

8

14

19

24

8

70

10

63

11

43

82

89

13

39

78

137

55

28

42

27

47

10

2

12

13

6

10

6

671,225

886,876

1,535,215

2,941,768

576,733

7,700,293

1,392,841

8,891ハ537

681,720

4,451,564

13,978,578

11,568,364

803,995

3,377,063

7,813,944

21,567,131

9,088,880

7,215,571

5,629,746

6,126,191

5,745,435

353,251

98,138

890,012

4,505.443

1,782,692

1,752,402

ξ3,282,849

合 計

・・日 金 額

21

32

60

60

20

9

207

32

151

45

74

262

175

63

107

352

217

100

58

1

141

50

204

164

7

13

120

114

110

64

1

6

1,090,519

2,210,655

3,128,440

4,334,479

900,257

241,527

14,742,797

1,829,212

14,289,480

2,161,034

5,602,794

29,327,006

17,818,284

2,455,091

5,011,466

15,357,535

25,493,256

13,228,434

8,304,993

6,400

8,883,028

7,768,309

15,816,967

91110,567

78,844

361,367

6,977,645

15,305,445

13,837,689

4,716,640

22,823

3,282,849

1セ ッ ト

当 り金額

51,929

69,082

52,140

72,241

45,012

26,836

71,221

57,162

94,632

48,022

75,713

111,935

101,818

38,969

46,836

43,629

117,480

132,284

143,189

6,400

63,000

155,366

77,534

55,552

11,263

27,797

58,147

134,258

125,797

73,697

22,823

547,141一

合 計 ・,・74118,386,375966135,・ ・9,45・ ・,・4・2S3,69S,S321 83,452
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第19表 実動 金額 グループ別産業分布(日 本電子計算機(株)調べ)

(産業順位は金額の多い順)

グ ル ー プ

時 点 1967年3月 末現在の産業分布

(数字は産業数)

1967年9月 末現在の産業分布

(数字は産業数)

1)200億 円以 上
{・
電 気機械,1釜 証票*]

1・
電気機械,金 融業

2)100億 ～200億 円 未 満

3)50億 ～100億 円 未 満

4)10億 ～50億 円 未 満

5)10億 円ラに満

8

6

9

7

輸送用機械,保 険,サ ービス,

卸小売 ・商事,1麺 」化学 ・石

油,政 府,政 府関係機関

大学,運 輪 ・通 信 ・報 道,証

券,電 力 ・ガス ・水 道,地 方 公

共 体,機 械*1

法人団体 ・農協,繊 維,そ の他

製造業,食 品,精 密機械,碍

子 ・セメント,非鉄金属,建 設,

藤 同

紙 ・パ ル プ,出 版 ・印 刷,民 間

研 究所,そ の 他学 校,高 等 学 校,

宗教法人,不 動産

8

7

8

6

輸送用機械,サ ービス,卸 小売

・商事 ,政 府,化 学 ・石油,鉄

鋼,政 府関係機関,保 険

大学,運 輸 ・通 信 ・報 道,証

券,電 力 ・ガ ス ・水 道,地 方公

共 体,機 械,1そ の 他 製造 業 司

法 人 団 体 ・農 協,繊 維,食 品,

精 密 機 械,建 設,非 鉄 金属,碍

子 ・セ メ ン ト,鉱 業

紙 ・パルプ,そ の他学校,出 版・

印刷,高 等学校,宗 教法人,不

動産

余 塵 当32 1・・1

(注)1.

2.

3.

4.

1下1内 は,上 位 グル ー プ に上 が った 産 業

は,同 一 グル ー プ 内で 順 位 の上 が った産 業

・一ーーーー一 は,新 し く設 置実 績 の発 生 した 産 業

42年9月 末 現在 よ り民 間 研究 所 は サ ー ビス業 へ 分 類 し直 した 。

C専 用機の実動状況

コン ピュータの大半は,今 日 汎用機 に よって占め られ るが,用 途に よっては,汎

用機 を使 うよ りは,最 初か ら特定業 務のために設計 され,目 的の作業だけを処理す る

専 用機 を使用 したほ うが処理能率が よく,か つ,経 済的であ る場合があ る。(第20表,

第21表)は,1967年9月 末現在,わ が国で実動 中の専用機 の産 業 別 分 布 な らびに用

途別 分布であ る。現在 までの ところ,わ が国で実動 中の専用機 は,全 部国産機で 占め

られ る(な お,こ の章で述べてい るコンピュータ統 計 は,プ ロセス制 御 用 コンピ ュ

ータお よび アナ ログコンピュー タを除外 している)。

全産業専用機i実動額 は28億 円余 セ ッ トで,1セ ッ ト当 りシステ ム現数29セ ッ ト
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模は,97,095千 円で,中 型規模であ る。 産業別分布 をみ る と,専 用機iの最大 の需要

産業 は,電 電公社,国 鉄を含む政府関係機 関で,1セ ッ ト当 ・りシ ステム規模 も1.5億

円を上 回わ ってい る。

一方 ,用 途別分布 では,最 大の比重を 占めている分野は,料 金計算領域で,実 動 中

の ものは全部,電 電 公社 のCAMA計 算装置(電 話料金登算用 自動 計 算 シス テム=

CentralAutomaticMessageAccountingSystem)で あ る。

次 いで国鉄 の操車 場 コン トロール用,電 力経済負荷配分用の領域 となってい る。座

席予約 用は,最 近で は汎用が使用 され る機 会が多 くな ってお り,実 動 中の専用機 は,

第20表 産業別国産専用機実動状況

(日本電子計算機(株)調べ)

納 入 業 種

政 府 関 係 機 関

放 送

政 府

電 力

大 学

地 方 公 共 体

運 輸

セ ッ ト数

14

6

4

2

1

1

1

金 額
(千 円)

2,159000(76.7)

191426(6.8)

93710(3.3)

254625(9.0)

24000(0.9)

13,000(0.5)

80,000(2.8)

1セ ッ ト当 り金額

(千 円)

154214

31904

23428

127313

24000

13,000

80,000

合 計 29} 2,815,761(100%) 97,095

(注)防 衛用を除く。

第21表 用途別国産専用機実動状況

(日本電子計算機(株)調 べ)

用 途

放 送 番 組 自 動 切 換 装 置

料 金 計 算

操 車 場 自 動 制 御

シ ミュレーション等 の研 究 用

水 門 自 動 制 御

電 力 経 済 負 荷 配 分 用

座 席 予 約

言十 数fiIJ灸0月 目

手 書 文 字 読 取 用

セ ッ ト数

6

6

4

4

3

2

2

1

1

金 額
(千 円)

191

1,515

490

97

33

254

160

15

58

426(6.8)

300(53.1)

700(17.4)

OCO(3.4)

000(1.2)

625(9.0)

000(5.7)

210(0.5)

500(2,1)

1セ ッ ト当 り金額

(千 円)

31

252

122

24

11

127

80

15

58

904

550

675

250

000

313

000

210

500

合 計 29 2,815,761(1CO%) 97,095
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1959,60年 とい う早 い時期 に設置 され た ものであ る。

専用機の応用分野はハイ ウェイ ・コン トロール,航 空制御,操 車場制御,自 動診断

機(医 学),テ イ チング ・マシン等 々{1)その他 と,広 範な分野 が考え られ,将 来大 き

な発展が期待 され るけれ ども,現 実 には未 だ未 だ研究すべ き多 くの問題が残 され てお

り,数 年以内には設置 が進行,増 加す るとは思われない分野 がある。

2.普 及状況お よび利用分野

A規 模別にみた普及状況

(第22,23表)は,通 産 省の 「電子計算機利用状況調査」に よる 「資本金規模別」 な

らびに 「従業 者規模別電子計算組織分布 状況」であ る。調査時 点は,1966年3月31

日現在 とな ってい る。

この二 つの表 に よれぽ,中 小 企 業 す な わ ち,資 本金5,000万 円未満 ま たは従業員

300人 未満 の製造業,資 本 金1,000万 円未満 また は従業 員50人 未満の 非製 造 業 が使

用 してい るコンピュー タは,全 設置 数の数%に す ぎず,未 だ中小企業 での コンピュー

タ利用度が非常に低いこ とが 明白であ る。 すなわち,資 本金5,000万 円未満 の企業 で

使用 してい る電 子計算組織は,全 体の4.3%,従 業 員300人 未満 のそれは7.4%と な

っている。製造業 では,資 本金1,000万 円未満 あ るいは従業員100人 以下 の企業 の設

置 が ゼ ロであ る。 また,非 製造業で も,資 本金1,000万 円未満 あるいは従業員100

人以下 の企業の設置構成 比は,そ れぞれ1.2%,3.6%と 低 く,設 置 して い る企業 が

属 してい る産業 は,卸 ・小売 とサ ー ビス業 であ る。 しか も,こ の内訳 は,大 半がサ ー

ビス業(す なわち,電 子計算受託会社 と思われ る)の 設置で 占め られている。

資本金5,000万 円～1億 円未満 または従業 員300人 ～499人 の企業に対す る設置 構

成 比は,そ れ ぞれ2.8%,3.6%と 低 く,1億 円以上,1,000人 以 上 に な って初 めて

10数%を 占め ている。 資本金10億 円以上あ るいは従業 員1,000人 以上の設置構成比

の和を求め ると,そ れ ぞれ56.3%,64.8%と 過半数以上に達す る。
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資本金 あるいは従業員 の記 入 の で きない業種 とは,保 険(基 金),教 育(主 として

大学),公 務(官 公庁)で,こ れ らの構 成 す る比率は,そ れ ぞれ(第8,9表)21.1

%,16.5%と 大 きい。

第22表 資本金規模別電子計算 組織設置状況(通 産省電子計算機 利用状 況調査)t

(1966年3月31日 現在)

粛
製 造 業

非製造業

全 産 業

500万 円

未 満

セ ッ ト

7

7

500万 ～

1,000万

円 未 満

11

11

1,000万
～5,000

万 円 未 満

9

39

48

5,000万
～1億 円

未 満

20

23

43

1億 ～
10億 円

未 満

104

133

237

10億 ～

50億 円

未 満

176

105

281

50億 ～

100億 円

未 満

92

76

168

100億 円

以 上

283

129

412

資本金

な し

323

323

計

684

846

1,530

比 率(%)1…i・ ・7・ …1…ll5・ ・118・ ・111・ ・126・ ・121・ll・ ・…

第23表 従業員規模別電子計算組織設置状況(通 産省電子計算機利用状況調査)

(1966年3月31日現在)

業員
規模

産業

製 造 業

非製造業

全 産 業

49/Yi50/N～

以 下99人

セ ッ ト

27

27

28

28

100人 ～

299人

12

47

59

300人 ～

499人

19

36

55

500人 ～

999人

54

64

118

1,000人

2,999人

132

106

238

3,000人

4・,999人

108

85

193

5,000人

9,999人

106

100

206

10,000

人 以 上

253

101

354

従業員算
出の難か
しい業種

252

252

計

684

846
'
1,530

比率(司1・ ・11・ ・1…1…i・ ・7115・ ・112・ ・113・ ・123・116・51C…

次に,企 業 の売 上高 とい う面か ら,コ ンピュー タ組織 の分布状況をみ よ う。(第24

表)は,や は り通産 省 コンピュータ利用状 況調査 に よる。年 間事業収入規模別電子 計算

組織設置状況」であ る。年間収入の面か らみ ると,企 業 規模 に対す る傾 向は,資 本規

模,従 業員規模 よ りさらに強 くな ってい る。す なわ ち,年 間収入10億 円未満の企業

に対す る設置 構成 比は,わ ず かに14.7%に す ぎず,一 方,1,000億 円以Lの それは

57.1%と 半分以上を 占めてい る。非製造業 におけ る10億 円未満 の企業 への設置 は～

全部 サー ビス業(す なわ ち,計 算 センター)の それ であ って,特 殊な現 象 といえ よ う。

コンピュータを導入 するには,少 な くとも月商1億 円 以上 または年 間収入]0億 円

以.ヒの企業 規模 を もつ ことが一応 の 目安 となろ う。 なお,日 本電子 計算機(株)で 集

計 してい るコン ピュー タとは,(i)デ ィジ タル型であ ること,(2}プ ログ ラムの蓄積方式
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で重要な命令 を内部記憶装置 に記憶 してい るか,ま たは相当性能 を有 す るこ と,(3)内

部記憶容量2,000ビ ッ ト以上 を有す ること(た だ し,サ イン,パ リデ ィヂ ェックのた

めに有 す るビッ トは含 まない),倒 電子論理演算 に よ り行 なわれ る演算機構 を 有 す る

こ と,の 諸条件 を全部満 足す るマシンに限 られ る。

第24表 年 間事業収入規模別電子計算組織設 置状況

(1966年3月31日 現在)(通 産省電子計算機利用状況調査)

事業窺鞠 ・も

産業 未 満
1

製 造 業

非製造業

全 産 業

セ ッ ト

1

1

5,000

万 ～
1億 円

未 満

3

3

1億 ～
5億 円

未 満

13

13

5億 ～
10億 円

未 満

6

6

10億 ～

100億

円 未 満

12

67

79

100億
～500

億 円

米 満

98

92

190

500億 ～

1,000億

円 未 満

58

51

109

1,000

億 円

以 上

516

358

874

収 入

な し

255

255

合 計

台

684

846

1,530

比率(%)1・ ・71・2・8・41521,…171157116711…

B電 子計算組織の利用状況

(第25表)は,「1964年6月 現在 の電子計算組織使用 目的」 である。 また,(第26

表)は その後1年9ヵ 月経 た1966年3月 末現在 に お け る 「電子計算機 用途別稼動状

況」であ る。1964年 の使用 目的か らみ ると,ア ンケー ト記入件数1,190件(全 産業)

の うち,「 主に事務 用計 算に使 用」 が27.5%,主 に 「業 務計算 」 が17.9%で,定 常

定型業務であ る両 者だけですでに45.4%に 達 して い る。 在庫管理,販 売 管理 な ど,

いわ ゆるタイ ミング と大量処理 の両面が 要 求 され る管理 ナペ レーシ ョン ・システム

へ の適用を含む管理業務 は146%と なってお り,意 志決定資料作成過程 と しての 統

計調査は8.6%,総 合使 用は9.3%に とどまってい る。科学計算は12.0%で ある。産

業 を製造業,非 製造業 に分けてみて も構造的に大 きな変 りは ない。一方,1966年3月

末現在の使用状 況は ど うな ってい るであろ うか。後 者の統計 の と り方は,前 者 と違 っ

てお り,か つ,集 計 単位 を計算機 のセ ッ ト数でみてい るが,大 体において,1年9ヶ 月

以前 に比べ て使用態 様に 目立 った変 化は認 め られない。すなわ ち,事 務計算,業 務計

算管理業務 を合わせた事 務計 算に1ヵ 月の機械稼動時間の80%以 上～100%を 充 当 し

て い る計算機 は,記 入 セ ッ ト数1,350セ ッ トの うち46.3%に 当 る626セ ッ トに及び,
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(1964fド6月 現 在)

第25表 産業別EDPS使 用目的(件 数)

(日本電子計算機(株)調べ)

＼ 使用酬
産業＼

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業

主 に
事 務
計 算

202
(38.0%)

主 に
科 学
計 算

65

(12.2%)

主 に
業 務
計 算

42
(7.9%)

主 に
管 理
業 務

107
(20.1%)

12578117267

(19・0%)1(11・8%)1(26・1%)1(10・1%)

,27劔12.;2)/17.;2、i(14.;膓 ・

主 に

フ。ロ セ
ス管 理

17
(3.2%)

主
統
調

に
計
査

35
(6.6%)

17167

(2・6%)1(10・1%)

34102
(8.9%)(8.6%)

総 合

使 用

44
(8.3%)

その他

19
(3.6%)

6766

(10・1%)1(10・0%)

111
(9.3%)

85
(7.2%)

合 計

531
(100.0%)

659
(100.0%)

1,190
(100.0%)

(注)事 務計算…例 ・給与計算,経 理計算,庶 務計算等。

業務計算…例 ・料金計算,保 険料計算書。-

管理業務…例 ・人事管理,財 務管理,在 庫管理等。

第26表 産業別電子計算機用途別稼動状況(台 数)

(1966年3月 末現在)(通 産省電子計算機利用状況調査)

産 業

用 途

製 造 業

非製造 業

全 産 業

ぷ
製 造 業

非 製造 業

全 産 業

事 務 計 算 ・管 理 事 務

計

684

846

1,350

0～
19%

141

216

357

20～

39%

40～

59%

60～

79%

80～

100%

80 .103110250

4165148376

121168258626

統 計 ・計 画 ・調 査

計
0～

19%

20～

39%

40～

59%

60～

79%

80～

100%

科 学 計 算

計
0～
19%

20～

39%

684

846

604

710

1,35・1,314i

15

18

33

40～

59%

16

21

37

60～

79%

11

24

35

80～

100%

38

73

111

そ の 他

684

846

1,350

416

631

1,047

1256640

1173627

24210267

計
0～

19%

20～

39%

40～

59%

60～

79%

37

35

72

684

846

1,350

535

655

1,190

100205

1124215

2126220

80～

100%

24

22

46

(注)事 務計算とは,給 与,経 理,庶 務,料 金計算等の計算をいい,管 理事務とは人事,財 務,在 庫管

理,原 価計算等をいい,統 計,計 画 ・調査 とは生産,販 売統計,市 場調査,予 測,OR計 算等をい

い,科 学計算 とは,設 計,研 究等の計算をいう。その他の計算 とは,座 席予約,プ ロセス計算,教

育,情 報検索,プ ログラム ・チェック,コ ンパ イル ・タイム等をいう。

一・方 ,統 計調査に80%以 上 使用 され ている計算機 は,1,530セ ッ トの うち5.3%に 当

る72セ ッ トと少 な くなっている。科学計算 に80%以 上使 用は,U1セ ッ ト(7.3%),

情報検索,教 育,座 席予約}プ ロセス計算,プ ログラム ・デバ ッギ ング1コ ンパイ リ
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ングを含むその他 の 演 算に80%以 上使用は46セ ッ ト(3.0%)と 当然低 くな ってい

る。産業 を製造業,非 製造業 に分けてみ て も,同 様 のこ とが いえ る。

Cプ ログ ラ ムの保 有 状 況

通産 省では,上 記 の コンピュータ利用状況調査に際 し,プ ログ ラム保有状況が ど う

な ってい るかを調査 した。(第27表)は,そ の結果表 である。

同義 に よる と,プ ログラム総保有数20.5千 本の うち,電 子計算組織運用に必要不

可欠な管理 プログラムとプ ラグラ ミソグ言語(コ ンパイ ラー,ア ッセソプ ラニ)お よ

びル ーチ ンを含む基本 プ ログ ラム保有数は28,625本 で,そ の開発別 内訳をみる とこ

の領域は,元 来 メー カーの開発に負 うべ き領域 であ るこ とか ら,そ の66%に 当 る約

2万 本が メー カー供給 となってい る。 しか し,一 方において,約31%に 当 る9,785

本が,ユ ーザー自身 の開発に よってい ることは,必 らず しもメーカーの供給す る基本

プ ログ ラムが,ユ ニザ ーの要求を満 た してはいない ことを物語 っている。 コンパイ ラ

ー186本(19%)を 除 くと,ア ッセソグ ラー-2,688本,管 理 プ ログラム4,674本 お よ

第27表 プ ログラム保有状 況(単 位:本)

(1966年3月31日 現在)(通 産省:電 子計算機利用状況調査)

ぎ 合 計 自社開発 委託開発 メ ー カー 開 発

合 計 ・・5,491118・,・ ・5 2,470 22,616

基

本

K

2'

《

問プ
ロ

題グ
ラ

用ム

計

コ ン パ イ ラ ー

ア ッセ ンブ ラ ー

管理 プ ロ グ ラム

ル ー チ ン

計

事 務 関 係

科 学 関 係

そ の 他

29,625

968

2,688

4,674

21,295

175,866

130,527

42,287

3,052

9,785

186

941

1,260

7,398

170,620

120,855

40,075

2,690

278

24

26

228

2,192

1,182

949

61

19,562

782

1,723

3,388

13,669

3,054

1,490

1,263

301

(注)管 理 プログラムとは,シ ステム管理 プログラム,入 出力管理プログラム,

入出力用サブルーチンをいい,ル ーチンとは問題用サブルーチン(例 ・平方

根)正 享室数)を し、う9
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び ルーチ ン21,295本 の うち,ユ ーザー開発本数が それぞれ941本(35%),1,260本

(約27%),7,398本(約34.6%)に 達 している。 プ ラグ ラ ミソグ言語 は,ア ヅセンプ

ラ÷の依存 度がは るかに高 くなってい る。 問題 用 プ ログ ラム総保 有 数は176千 本弱

で,内 訳はPt・一ザ ー 自身 の開発が171千 本弱す なわ ち97%を 占めてい る。 この領域

は,ユ ーザーそれぞれの特殊事情 にEDPを 適 用す る領域であ るか ら,基 本 プ ログ ラ

ムとは逆に,自 社開発が圧倒 的になってい る。

第28表 プ ログ ラムの保育 状況(単 位:本)

昭和41年3月31日 現在(通 産省=電 子計算機利用状況調査)

一 合計 自社醗 ∈ 託醗 ・一・鵬 芭

合 計 ・・5,49・1・8・,… 2,470 22,616

基
本z

多
ム

問プ
ロ

題グ
ラ

用ム

計

コ ン パ イ ラ ー

ア ッ セ ン プ ラ ー

管 理 プ ロ グ ラ ムノ

ル ー チ ン

計

事 務 関 係

科 学 関 係

そ の 他

29,625

968

2,688

4,674

21,295

175,866

130,527

42,287

3,052

9,785

186

941

1,260

7,398

170,620

120,855

40,075

2,690

278

24

26

228

2,192

1,182

949

61

19,562

782

1,723

3,388

13,669

3,054

1,490

1,263

301

(注)管 理 プ ログ ラム とは,シ ス テ ム管 理 プ ログ ラ ム,入 出 力管 理 プ ロ グ ラ ム,入 出 力 用

サ ブ ル ー チ ン とい い,ル ー チ ン とは問 題 用 サ ブル ー チ ン 人例 平 方根,正 弦 数)を

い う。

D.わ が 国電子 計算組織利 用の現状か らみた諸問題

以.ヒわが国の電子計算組織利用の現状を瞥見 したが,締 め くくりとして,利 用 の現

状か らみた諸問題をあげるな らぽ,次 の よ うなこ とにな ろ う。

{1)ユ ーザ ーの質 的水準 わが国のユーザーには,コ ンピュータ導入史 の初期か ら開

拓者精神を もっていち早 くこれを導 入 し,今 日,そ の使 用法においてかな り高 い水準

に達 してい るユーザーもあ るにはあるが,一 般水準 としては,未 だ基本事 務処理 の段

階を出ていない。実動 システムの型別セッ ト数構造 をみ て も,超 小型が20%余 を 占
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め ていることは見逃す訳 にいか ない。

超小型は,こ れ まで ビリング ・マシンと しての機能を基礎に,数 百語 のプ ログラム

内部蓄積機 能を附加 した ものが,こ の型の大宗を成 した のであ り,超 小型 だけでは余

り高 度の アプ リケーシ ョンは適用で きなか った。前述 した よ うに,ア メ リカの1万 ド

ル ・マ シ ン に刺戟 され,国 産 メー カーが,内 部 メモ リー数千語 の超小型 を出 しさ ら

に,基 本的な事務指 向型の周辺装置 と ソフ トウユァを附加す るな らぽ,殆 ん ど未 開市

場 とな っている資本金1億 円前後の企業において新規需要が発生す る と思われ る。
(注3)

日本電子計算機株式会社 の委託 調査に対 す る報告書 の中で,ア メ リカのス タンフォ

ー ド調査研究所(SRI)は ,EDPの 適 用に次 の四段 階が あ る こ とを指摘 し,最 終段

階 までには機械化 に着手後15年 ない し25年 はかか るとい う見解 を示 してきた。

① 電子計算組織 に よってただ一つ の アプ リケーシ ョンを処理す る(従 来パ ンチ ・カ

ー ドでや られ ていた ものをEDPに のせ ,単 に大量 のデータを処理す る)段 階。

② アプ リケーシ ョンの適用範囲を他 の分野 へ拡大す る段階。

③ 日常業務 の一部 とな っている意志決定 をEDP手 続きの中に組み込む段 階。

④ 意志決 定のた めの標準を コンピュータ自身 によって決める段階。

大企業寡 占でかつ競 争の激 しい業種 では,タ イ ミングと大量 処理 を要求 され る管理

オペ レーシ ョン ・システムの適用な ど,部 分的に第三段階に入 ってい る場合 もあるだ

ろ うが,一 般的 には,わ が国のユーザーの水準は,上 記段階 の第一段階,あ るいは第

二段 階にあ る とい って差支 えない。

(2}MISに は程遠 い

とい って も,ア メ リカがわが国 と比較 にな らな い ほ ど進んでい るとい う訳では な

い。 確 かに,宇 宙産業 と国防産業 に対 す る 軍事支 出に支 え られ て 発展 した 同国の

EDP応 用技法は,大 学,産 業 内におい て情 報処理や企業経営面に経験豊かな厚い層

を生み 出しては いるが,そ れ が,同 国の全産業,全 企業 に滲透 してい る わ け で は な
(注4)

い。 これ は,昭 和41年 の 日本電子計算機 株 式会社 の委託 調査に答えたSRIの 報告

書 においても明記 している ところであ る。すなわ ち,SRIは,概 略 次 の よ うな見解

(注3)「 米国電子計算機市場調査報告書(1961～65年)」 。

(注4)「 米国における今後の電子計算機の発展とその企業経営面への影響(1996～1975年)J
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を述べている。

① 現在,完 全 な トータル ・イ ンフォーメーシ ョン ・シス テムを確 立 している企業は

存在 しない。

②MISは 企業全体 が優 先 し,企 業 の各部課の部分が最後に順位 づけ られ る。(ロ バ

ー ト・ゴー トンの定義)と い うシステ ムであ る。 このシステムの重要な特徴は,も

とになる原始 データは1回 き りしかシステムに入 らない とい うことであ る。 これ に

は,共 通 ファイルを一 ヵ所 に集 中す るデータ ・ベ ースの設置が必要にな るが,極 め

て大容量で,か つ安価な外部記憶装置 や,多 数 の端末 ステーシ ョンに対す る(端 末

装置 のみ設置 の場合 と周辺電子 計算組織設置 の場合 の両方があ る)オ ン ライン,タ

イム ・シェア リング ・プロセシ ングを遂行す るため のエ グゼ クティ ブ ・プログ ラム

の開発な どが望 まれ る。

③ トータル ・イ ンフォーメーシ ョン ・システムを完成す るには,ま さに漸進的な発展

を常 としなけれ ば な らない。'トータル ・システ ムを開発す る試みは,今 後10年 にわ

た り続け られ るであ ろ うが,大 きな進歩が最終 目標 に向か って遂 げ られ そ うにない。

④ 不幸 に して計算機 のユ ーザーの大部分は その適用において未 だ成 功 している とは

いい難い。 その理 由の一つは,ユ ーザ ー の未 熟 と工夫不足 で あ り,も う一つは,

EDPS導 入企業が直 面 している問題に関 し,シ ステ ムを 定議 す ることが 困難であ

るためであ る。

日本では,未 だ選ばれた企業がMISを 唱え始 めた段階であ るが,重 要なことは,

(注5)
ギ ャラガーのい うよ うに,MISは 経営情報 システムとい う概 念であ り,『 例 えば2

人の兄弟が小 さな工場 を共 同経営 し,1人 があ らゆ る販売 と外交 を担当 してお り,他

が工場を担当す る場合 に,各 自がお互いに相 手制 の業務 に影響を与 える よ うな こ とに

つい て適切 に知 らせ合 うな らぽ,た とえその通信方 法が 口頭で あ った としても,こ の

会社は完全で適切 な経営情報 システムを もってい る』 とい うことを認識 し,経 営者が

そ のよ うな経営 マイン ドを身につ いることであ ろ う。 コン ピュータは,巨 大化 し複雑

化 した企業 のMISの 運用 を能率化す る用具 にす ぎない。

(注5)rMISマ ネ ジメ ン ト・イ ン フ ォメ ー シ ョン ・シ ス テ ム」JamesD.Gallagher著 。 甲南 大 学 教 授

岸 本 英 太 郎 訳 。
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(3)ユ ーザーの量 的水準(IX2)に 述べ た ことは,ユ ーザーの質的水準に関す ること

で あるが,ユ ーザーの数,あ るいは普及 セ ッ ト数,あ るいは普及 セ ッ ト数 とい う量的

な側面に も,問 題があ るよ うに思 う。 先 に も述べた よ うに,1967年6月 のア メ リカ

におけ る設置 セ ッ ト数は,32,500セ ッ ト,日 本 のそれ は2,700セ ッ トであ る。 アメ

リカは人 口2億 人 に対 して3万 を超え る保有数,わ が国は人 口1億 人 に対 して2,700

セ ッ トであ り,こ の間に表われた格差は蔽 うべ くもない。欧 州をみ るに,西 ドィ ッは

人 口5,900万 人 に対 し3,300セ ッ ト,フ ランスは4,900万 人 に対 しセ ヅ ト,イ ギ

リスは5,500万 人に対 し2,200セ ッ トであ り,相 対的 に設置密度が高 い。いわぽ,

絶対的 コンピュー ター人 口の層が,わ が国 よ り厚 いのであ る。

い ま,41年 の通産 省 ・利 用状況調査のユ ーザー分布か ら企業普 及率 をみ る ζ,(第

29表)の よ うにな る。同調査の回収率は95%と 極めて高いので,ほ ぼP・一一ザー数を代

表 してい るとみて よい。わが 国には,金 融 ・保険 ・証券 を除いた法人企業 が515,493

社あ るが,EDPSを 設置 している企業は534社,0,104%に す ぎず,金 融 ・保険 ・

証券 ・教育 ・公務を含 めた全設置 ユーザ ーの56.3%が 資本金10億 円以上 に集 中し

ている。そ の資本金10億 円以上 の企業 グループで も,普 及率は未だ37%に とどま

っている。(第22表)資 本金 規模別設置状況,(第10表)年 間事業収入規模別設置状

況に示 され ているよ うに,EDPSを 導 入 し得 る企業は,そ の規模が少な くとも資本

金1,000万 円以上,年 間収入10億 円以上 であ る といえ る。 しかるに,資 本金1,㎜

万～1億 円の企業 の普及率 は未だ1%に も達 していない。 日本電子計算機 株式会社

では,43年1月1日 現在 におけ る 「独立計算受託 企業実態調査」を実施 したが,中 小

企業を対象 とす る計算 セ ンターか らは,中 小企業経営者 の機 械化思想 の不足を訟 え,

そ の壁が意 外に厚い ことを指適 した意見が述べ られ ている。問題は この未開市場 の壁

をいか に して破 るか とい うことで あろ う。

(4)頭 脳評価の不足 アメ リカでは,1965年 におい て,メ ーカーの無料供給す る基

本 的 ソフ トウェア以外の ソフ トウェア市場売上高 が,推 定15億 ドル(5,400億 円)に

達 してい るのに対 し,わ が国には,未 だ頭脳 の商品であ る ソフ トウェアを正 当な対価

を支払 って買取 るとい うシステスが確立 していない。(第27表)で,自 社開発が圧倒

的であ る一方,委 託 開発 に よるプ ログラムが少 ない のは,こ うした事情を物 語 ってい



編}遮____抽
資 本 金

500フ テ}コy未 満

500万 ～1,000万 円未 満

1,000万 ～5,000万 円未 満

5,000万 ～1億 円 未 満

1億 ～10億 円 未 満

10億 円 以 上

全産 業企業 数
(A)

455

29

22

4

3

245

301

278

211

631

827

EDPS設 置企業数

(B)

7

8

38

31

143

307

普及率(A/B)%

0.0015

0.027

0.171

0.736

3.94

37.12

合 計 515,493 5341 O.104

(注)法 人企業分布は,大 蔵省法人企業統計(40年 度デe・・一タ)。金融 ・証券保険は含

.、、 まれない。EDPS設 置企業数は,41年通産省電子計算機利用状況調査より金融・

保険・証券を除いた数。

る。今後に期待 され る情報産業 の健全な発達をはか る うえか らも,ソ フ トウ ェ ア 市

場,コ ンサルテ ィング市場確立が望 まれ る ところであ る。

(5)EDP基 礎教育 の必要 シス テム ・ズエ ンジニアや プ ログ ラー7一な どの要員教

育 の重要性につ いては,第4部 で指摘 され るで あろ うが,そ の必要性が緊急 の問題で

あ るこ とはい うまで もない。 ここでは,こ の問題以外に経営者を始 め,一 般社員に対

す るEDPの 本質 に関す る 基礎 教育 の重要性 を指摘 したい。EDPSの 有す る能 力,

そ の適用 の難 か しさと解決 のため の接近法な どを ジ ック リ知 る ことに よって,電 子計

算組織を導入すれぽ,す ぐに もMISが 確立 きる と思 った り,自 社 に設置 され てい る

ハ ー ドウェアは能力の うえか ら制約があ るのに,コ ンピュー タは なんで もで きると思

い込む よ うな誤 りを防 ぐこ とがで きるし,人 材 開発の良い機会 ともなろ う。少な くと

も,社 内でEDPの 基礎 を知識化 したい と思 う老には,自 由に学習 の機 会 と便宜(時

間的に もその間 は,職 務か ら解放 し,専 念 させ ること)を 与 える程度の制度は設 け る

べ きであろ う。

E世 界各国の設置 セ ッ ト数 の比較

以上,国 内の コンピュータ設置 状況をみて きたが世界各国 の設置 状況 と比較 して,

わ が国の普及状況は,ど の よ うな ことが いえ るだ ろ うか。
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(第10図)は,InternationalDataCorporationが 調 べ た 「1967年6月 末 現 在 に

お け る コ ン ピ ュ ー タ主 要 需 要 国 設 置 セ ッ ト数 」 を グ ラフ化 した 比較 図 であ る。 設置 台

数 で み る限 り,日 本 は ア メ リカの32,500セ ッ ト,西 ドイ ツの3,300セ ン ト,に 次 いで

2,700セ ッ トを数 え,世 界 第3位 とい うこ とに な るが,人 口100万 人 当 り保 有 セ ッ ト

数(第11図 参 照)か らみ る と,276セ ッ トで必 ず し も高 位 とは い え ず,26カ 国 中第

15位 で あ り,ア イル ラ ン ド(85セ ン ト),ス イ ス(833セ ン ト),豪 州(75.7セ ッ ト),

カ ナ ダ(60.0セ ン ト),ス ウ ェ ー デ ン(53.8セ ッ ト),ノ ー ル ウ ェ イ(450セ ン ト),デ

ン マ ー ク(440セ ッ ト),オ ラ ング(41.7セ ッ ト),ベ ル ギ ー(356セ ッ ト),オ ー ス

トリア(28.6セ ン ト)な どの コン ピ ュー タ主 要 生産 国 以 外 の 先進 国 よ り低 い 。経 済 比

較 お よび コ ン ピ ュ ー タ主 要 生 産 国で よ くひ き合 い に 出 され る西 ドイ ツ(55.9セ ッ ト),

イ ギ リス(400セ ン ト),フ ラ ンス(39.8セ ッ ト),に 比 べ て も未 だ か な りの 開 きが あ

第10図1967年6月 末におけるコンピ ュー タ主要需要国設置 セ ッ ト数比 較
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り,む しろ25.0セ ッ トの イタ リアに近い。因みに設 置 シ ス テ ムの1セ ッ ト当 り金額

規 模 をみ る と,ア メ リ カ は9,360万 円(AFIPSReport"TheStateoftheInfor－

mationProcessingIndusttrジIttよ れ ば,1965年 の 米 国設 置 セ ッ ト数 は30,000'e

ッ トで設置 金額は78億 ドル す なわ ち2兆8,080億 円であ る)でJ日 本 の8,900万 円

(昭和40年 す なわ ち1965年9月 末現在実動 システム平均)と ほ とん ど等 しい。 これ

に対 して,人 口100万 人当 り保有セ ッ ト数 が先進 国のそれ よ り低 いことは,未 だ普及

水準 がそれ らの国 と同等 の高 さまで至 っていない ことを意味 してい よう。

第11図 コンピュータ主要需要国における人口百万人当り保有セ ット数

(1967年6月 末 現 在)

① ア メ ・ カ88?,,9,00000000000

② ア イ ル ラ ン ド ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○OG*85.0

③ ス イ ス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○Oq83.3

④ オ ース トラリア ○ ○ ○ ○ ○ ○OQ75.7

⑤ カ ナ ダ ○ ○ ○ ○ ○060.0

⑥ 西 ド イ ツ ○ ○ ○ ○Oq55.9

⑦'ズ ウ ェ ー デ ン ○ ○ ○ ○OG53.8

⑧ ノ ル ウ ェ イ ○ ○ ○Oq45.0

⑨ デ ン マ ー ク ○ ○ ○Oq44.0

⑩ オ ラ ン ダ ○ ○ ○Oq41.7

⑪ イ ギ リ ス ○ ○ ○040.0

⑫ フ ラ ン ス ○ ○OO39.8

⑬ ベ ル ギ ー ○ ○Oq35.6

⑭ オ ー ス ト リ ア ○OQ28.6

⑮ 日 本 ○OG27.6

⑯ ニ ュージ ー ラン ド ○0026.7

⑰ イ タ リ ア ・○Oq25.0

⑱ フ ィ ン ラ ン ド ○ ○ 《22.0

⑲ ホ'ン コ ンOG16.3'..

⑳ 南 ア フ リカ共 和 国0013 .3

⑳ ギ リ ン やOq11.1

@ポ ル ト ガ ルG7.2

⑬ ソ 連G6.1

⑳ メ キ シ コq5.3'

⑮ ス ペ イ ンq・2.5

㊧ イ ン ドq*P.5

○ … …10セ ッ ト

(注)1.人 口は 国際 統 計 要 覧'66年 版(総 理

府 統 計 局編)所 載 の1965年 央 推 計 人

口 に よる。 ア イル ラ ン ド,イ ン ドの

人 口 は1961年 セ ンザ ス 人 口。

2.'コ ン ピュー タの設 置 セ ッ ト数 は,

(lnternationalDataCorp.調 べ)

に よ る。 一.
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第2章 新 しい コ ン ピ ュー タ利 用方 法 の 開発

コンピュータ利 用は人 が コンピュー タに命令を与 え,発 生 したデー タまたはイ ンフ

ォー メシ ョンを加工 して,再 び人が利用す る,す なわ ち,マ ン ・マ シン ・コ ミュニケ

ーシ ョンであ る。 したが って コンピュータ利用の前提 は ,い かに コ ミュニケーシ ョン

され るかによって評価 され るべ きであ る。そ のため情報 を提供す るつ も りのシステム

であって も,受 益者 としての人 間の 自覚があ っては じめ て有効 である。

その意味では1967年 度 の トップ経営 層に よるMIS視 察団の成果 は,ト ップが受益

者にな るためには,今 後 ど うした らよいかを肌で感 じ,促 進で き る地位の人 々に波及

した こ とであ ろ う。 しか し現状 ではや は り自覚 した受益 者環境 ではな く,教 育 過程 を

経てば じめて情報 の自覚 され る段階 と見 られ る。 と くに コンピュータ利用の進んだ企

業 は,い わゆ るコンピュータ人 口が多 いこ とであ る。 これは教育 された職員 が多い の

で,コ ミュニケーシ ョンされた 結果 を有効にす るわけである。

こ うして考え ると,ご く一部 の人 々に よって運 営 され ていた コンピュータ部 門が,

他部 門 との会話的要素 を生 み出 した といえる。 この マソ ・マシンの対話に よって進歩

す るシステムは,や が てブ ラウジソグ ・モー ド(BrowsingMode)と 呼 ば れ る次 の

利用段 階へ進む と考え られ る。 アメ リカの一部は,す でに この段 階に達 してい る。

この プラウソジソグ ・モ ー ドとは,人 間 と機械 の対話 は,人 間先行 と して発展す る

シス テムに対 して,ち ょうど春に若い芽 が幹か らも枝か らも尖 端か らも一見 ランダム

の よ うに出て くる,こ れ を情報 と考 えれば,ど んな システ ム思想に した ら定常判断を

自動化 し,作 業情報の提 供にな るかを考 えた形態 とい える。具 体的 には有能 なシス テ

ム ・グループに よって,第 一線管理者 を,第 一級 の技術 まで 引き上げて活用 できるよ

うに心掛 けるシステムであ る。 したが って,コ ンピュータか らアウ ト・プ ッ トに説得

されなが ら,教 育 され て,自 覚 できるところまでの期 間を短縮す るものである。

さらに トップ ・ダ ウンに よるコ ミュニケーシ ョンは,ト ップの リーダーシップに よ
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るもので,そ の判断過 程が プログ ラムできる段 階にな らない と,コ ンピュータに よる

意志決定にはほ ど遠 い ものである。

いずれに してもマ ソ ・マ シン ・コ ミュニケーシ ョンを,本 格的に検 討す る企業 が増

加 した ことは大 きな特 色 であ った といえ る。

1過 大評価 と過少評価 の渦

3,000台 を超 えるコンピュータ導入 ともな れば,そ の アプ リケーシ ョンも多様化 し

た。 しか しそ の評価は ま ちまちで,周 辺にたず さわ る人 々に不安を与 えてい ることも

事 実である。た とえば30才 ～40才 台の従 来か らの伝統 的業 務処 理 に たつ さわ る人

は,今 後の コンピュー タ時代には,わ れわれの仕事が ど う変 るかに不安 をもつ。それ

に輪 をかけた過大評価が さらに拍車をかけて しまってい る。 曰 く,キ ャッシュ レス,

チ ェックレス社会 とか,情 報公社に よる情 報蒐集の 自動化な どである。た しかに,近

い将来実現 す るに しても,そ れが います ぐ全国的に普 及 して しま うよ うに受け とられ

てい る。

一方 ,コ ンピュー タの専門家 の間に も単な る技術 的な可能性 を,そ のまま延長解 釈

して,実 現不能 な事柄 まで包含 してい るこ とがある。

単純に技術 的進歩が,社 会にそ のまま受け入れ られ るわけではない。徐 々に変化す

るものであ るが,そ の ピッチがやや早 まったに過 ぎないこ とが多い。

過少評価 の基盤は,所 栓 コン ピュータは人間の命令 どお りに遂行す す る だ け であ

る,例 外処理 は コンピュータにはで きないでは ないか とい った意 見や,コ ス トダウン

はで きない と考 えるグル ープであ る。 しか し,マ ソ ・マシ ンの対話が繰 り返 え され る

に従 って,従 来は例外 とされた ものか ら,次 第に処理法 則を見出す。それを プ ログラ

ム追加 して対話が続け られ るこ とは,単 な る一 時点で検 討 され,考 案 され るシス テム

では な く,た えず改善 され てい るのであ る。そ こに コンピュー タが速効薬で な く,地

道 な積み上 げが要求 され るのであ る。

MITの 数理哲学者 ドレ ィファス教授は,「 木に登れたか らとい って,そ れ を持続 し
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ても月に到着す ることは で き な い,そ れは ジェ ッ ト機 で もな くロケッ トの技術 であ

る」。 同様に,現 在の コンピュータを過信 して,ゲ ー ム ・プ レーや意志 決 定 がで きる

と思 ってい る人 々は,中 世 ヨー ロッパの錬金術 師 と同 じ運 命であ る。 とい うのは,水

銀 を抽 出で きた錬金術 師は さらに続 け るこ とに よって,金 が作 られ るとい う錯覚で,

数百年 をムダに したの と同 じだ ときめつけ てい る。

これは ハー ドウェア,ソ フ トウェアを過信 しては誤 解 され,方 向をあや まることを

警告 した ものであ る。

昨年最 も話題にな った のは,1963年 に ドレ ィフ ァス教授 の発言が,ア メ リカで も,

5年 たってか ら,身 に しみ てわか った ことで もわか るよ うに,コ ンピュータ評価 はむ

ずか しいのであ る。

2コ ン ピ ュ ー タ思 想 の変 化

事 務用;科 学用,汎 用 と区分 され ていた コンピュF－夕も,第3世 代 をむかえて,汎

用 と専用に変 化 した。専 用は,一 種 の設備ない しは装置 として,鉄 鋼,化 学工学で常

識化 してい る。一方,汎 用 としては,ワ ン ・マシン ・コンセプ トが常識化 して きた。

この ワソ ・マシン ・コンセプ トすなわ ち,1台 の機械 が多様性 をもって,2台 ない

し数台の役割 を示す よ うな概念であ る。バ ロース,CDCの 大型機は この考 え方であ

る。

それに対 して,世 界最大の コンピュータ ・プ ロジェ ク トといわ れ るILLIACIVの

思想は この反対で,マ ル テ ィ ・プ ロセ ッサー としての コンピュー タ,コ ンピュー タ ・

リンキ ングの思想であ る。

NHKの 実施す るIBM360/502台 とIBM1800を2台 連動す る思想 も,こ の後者

に属す るものである。 労働省,K(電 力)な ど,コ ンピュータ連結 システムの増 加も

目立 っている。 とい うのは,第3世 代 の一つ のセ ールス ・ポイン トは,オ ペ レー テ ィ

ング ・シス テムにあ った。 しか し当初考 え られた記憶容量 では到底無理 であ り,最 低

262Kと い う大型機 の容量 では じめて行 なえ ることがわか った。
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こ うなると65K程 度を2台 連 結 して,・7ル ティ ・プ ロセシングす る場合 と,262

Kで ワソ ・マシン ・コンセ プ トを貫 く.a)と,ど ち らが効果的かが問題に なった。 もち

ろん,オ ペ レーテ ィング ・シス テムの問題は,プ ログ ラム開発過程であ って,そ のポ

テンシ ャルには当然高い評価 を与 えるこ とが で きる。 とくに,銀 行,官 庁,大 学に,

外 国製,国 産 の大型機 受注競争が行なわれた さい,各 メーカーは,設 計 図段 階の未発

・表 機種 が相当数 を占め ていた。

これは,一 方では大型は受注生産 的形式 を と りなが らも,あ え てシ リーズ としての

互換性 を強調 するた めに行 なわれ た ものか,ソ フ トウェア開発に 自信 あ っての受注合

戦 なのかに問題をの こ している。価格 競 争 や,ハ ー ドウ ェアの10億 分 の1秒 を競争

す るた めに,色 々の問題をひ きお こしてい る。それに対 して,コ ンセ プ ト・システム

の メー カー間の競争 な らば,ど ち らが メ リッ トが大 きいか を測定 し得 るので,こ のよ

うな問題は減少す るであろ う。

3入 力中心主義の台頭

一般に ,コ ンピュータの レン タル費 と機械 化総経費 の比率は,1:2.5で あ る。ア メリ

カのデータ処理費用に 占め るレン クル費 も40%で あ るか らまあ まあ妥当 な線であ る。

あ る会社 で,約200万 円の コン ピュータ ・レンタル費を支払 っているが,そ の総経

費 は500万 円であ った。 しか しその中で約120万 円が入 力費で あ った。 しか も,入 力

費 もさることなが ら,伝 票 を入手 してか らコー ド付けを して・くンチす る と,ま る1日

かか って しま う。 したが って 日報は3日 お くれで あ る。 コンピュータの 日報作成 に要

す る時間は1時 間 以内で も,実 際の遅 延は1日 の夕方締 め られた移動状況が,2日 に

コー ドとパ ンチ,3日 の朝 デー タ処理 され て現 場に もどされ るのが現実 で あ っ た た

め,第 一線で の 日報 の役 目をな さないため,コ ンピュータの不信 も生ず る。 しか し,

これ は入 力方法 をか えるこ とに よって解決され るのであ る。

アメ リカのスーパ ーマー ケッ トの機械 化は夕方に締 め られ てか ら,翌 朝店舗に配送

され るので,店 が休 んでい る間の処理 である。
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このためには入力問題を,安 価 に解決 しなければな らない。一般 には ス リム方式 が

それ であ る。わが国で もよ うや く軌道 にの りは じめた。方 法的には多様で,レ ジスタ

ーか らジ;一 ナル ・テープを取 る小売店 ,コ カ ・コー ラや,ロ イヤル ・クラウン ・コー

ラの よ うに1230型 マー ク ・シー ト,グ ラン ド・ユニオンの よ うに マー ク ・カー ド,0

(衣 料)の よ うに タイ プライ タ ・オン ライン,K(電 力)を は じめ としたOCRな どで

あ る。 これ らは各社各様であ るが,従 来のパ ンチ ・ベ リ方式 の脱 却を意味 してい る。

ア メリカで も,パ ンチ ・ベ リ方式 を とるな らぽ,磁 気 テープ ・・タイプ ライ・タは,2

割 コス ト削減す るとい う報告 が あ る。 いずれにせれ場合 に よっては従来の50分 の1

の コス ト・工 数 までダ ウンで きるので,1:2.5が 大 き く変化す るのであ る。

そ の中にあ って,M(百 貨店),国 税庁,B(機 械)な ど,相 ついで手書 き数字 を読

み とるOCRを 導入す ることに決定 したこ とは,い よい よ新 しい入 力時代 が到来 した

ことを示 してい る。

しか しア メリカで の実験では,リ ジ ェク ト率6.5%と 大分多 く,実 用的効果はやは

り不特定多数か らの ダイ レク ト入 力では な く,特 定人材 に よる入力が しば ら く行 なわ

れ てか ら,近 い将来の不特定 多数のマ シンに よらない媒体作成が くる と思われ る。

4出 力の多様化

今 年の 日宣美展で新 しい新聞割 りつけの試案が入賞 した。で きるだ け多 くの記事 を

つめ込め るだけつめ込んだ方 が,読 者 サー ビスだ と新聞社は考 える。一方見やす く,

読 みやす い紙面 を作 るには,も っと記事 を減 らし広告 も変 えるこ とが必要だ。

いずれは 見やす さが重ん じられ て,選 択 された記事,紙 面に マッチ した広告が掲載

され るよ うになるだろ う。い ままでは これで もか,こ れ で もか とつめ込 んだ レポー ト

を プ リン トす るのが コンピュータ出力であ った。最近は逆に見 る人 の立場に な って,

情 報 エキスだけ を取 り出 し,見 やす い フォーム設計 を して レポー トとして提供す るこ

とが必要にな って きた。

従来の帖票設計 はで きるだけ多 くの内容を収容 で き,書 きやす く,廉 価に仕上が る
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こ とを狙 っていた。帖 票を見 て活用す る人 の立場はあ ま り尊 重 されず,見 に くい もの

が多か った。 印刷会社 は注文 された ままを印刷す るだけ,発 注側は 思いつ くままに慣

行的 な帖票設計 をす るだけだ った。大手 印刷会社が ア メ リカを手本 として,見 やす い,

扱いやすい,シ ス テム全体 と関連 した フォーム設 計を始めてい る。

システム全体の中で,そ の帖票が果す役割,目 的 を解 明 して,有 効 なデザ インをす

るには,シ ステムズ ・エ ンジ ニアが基本設計 をすべ きであ る。 人間工 学,グ ラフ ィッ

クデザ インの原則を適 用 して,見 やす く,魅 力的な,業 務に とけ こめるデザ インがす

す め られ るであろ う。

.国税庁では,数 人の専門研究員 を養成 して,コ ンピュータ時代 の帖票設計 に取 り組

み,め ざま しい成=果を.ヒげ ている。T(印 刷)で は給与袋 は感 圧紙 を用い,内 側に明

細 を印刷す る連続封筒 を使用 している。N(自 動 車)で は コンピュー タで荷札を プ リ

ン トしてい る。

大量 印刷の方式 はス トロ ン バーグ ・カー ル ソンを は じめ,ゼ ロニック ・プ リンタ

ー,・ ミロ・一スの感 熱式,H,T(電 気)の 漢字 プ リンター等多彩 であるが,コ ス ト,

用途に問題がのこ され ている。

XYプ ロッターは,ト レー一一・サー として本格的使用が始め られ た。

グ ラフ ィック ・デ ィスプ レイ,ス ク リーン ・デ ィスプ レイは,マ ネジ メン ト・グラ

フ ィックとしての利用は皆無 に近 く,ア メ リカでは ロ ッキー ド,ゼ ネ ラル ・ダイナ ミ

クス社な ど,重 役 の意志意定 を迅速 化す るイ ン'フォメーシ ョン ・システムの一環 と し

て実用化 され てい ることを考 える と,目 的 中心の システ ムを早急に解 明 して,シ ス テ

ムにあ った出力の設計 を し,シ ス テム ・デザ インを取 り上 げて推進す る必要があ る。

5プ ログラム技術 の普及化

事 務用デー タ処理の プ ログラム言語 として,コ ボルは大 いに普及 した。2週 間以 内

の教育期 間で,プ ログラム可 能 とな る特徴 を もっている。多数 の コン ピュー タが コボ

/レ用 コンパ イラーを持 ち,コ ボルが書けれ ば役に立つ と言われ る時代 とな ったg
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汎用性あ る コボル と内容的に似ているRPGは,機 種毎 に異 な るが,大 いに利用 さ

れ てい る。事務 用 データ処理 の中にはRPGで 間に合 うもの もあ る。

フォー トランは,す でに理工 系で必須科 目にな ってい るほ ど普及 した。 コボルは叙

述的で,フ ォー トランは非叙述 的で ある。それぞれ の特色を合わせて,よ り書 きやす

し.・プ ログ ラム言語があれば と願 った のは,コ ボル,フ ォー トランを学習 した人の感 じ

た とこちであ ろ う。第2世 代 までな らぽ区分 された 言語 で十分 であ った。 ハー ドウ ェ

アが第3世 代にな る と,処 理 内容 も複 雑,高 等 とな り,事 務計算 の中に判断 ロジ ック

が包含 され,科 学計算要素が加味された。一 方科学計算 に大量 デー タ処理が含 まれ る

よ うにな った。 コボルに ビッ ト処理 を加え,非 叙述的言 語を基調 とし,欠 点を補 った

PL-1が 要請 された。改訂 を重ね て広 く使われ ることとなろ う。

リス トプ ロセシ ング言 語 と し て,マ サチ ューセ ッツ工 科大学でLISPが 開発 され

た。

この よ うに プ ログ ラ ミング言語が発 達す る と,プ ログラマーの負担は軽減 され,ナ

ープ ン ・プ ログ ラマーの養成 も容 易に なることは事 実か もしれ ない
。 しか し現実 問題

に取 り組 んでみ る と,プ ログラムに工夫 を加 えることに よって,マ シンタイムを短縮

す るこ とが要求 され てい る。 同一 の問題を プ ログラムす るな らぽ,5年 前 と現 在では

古に なってい るもの もあ る。用途が拡大 しレポー トの内容が複雑 になる と,法 的な制

約 を含め て,プ ログ ラマーはます ます 多 く必要 とな り,よ り高 度のシステムを こなす

ことを要求 され る。

利用者に とって,ハ ー ドウェア性能以上に サ ー ビ ス ・ル ーチ ンの整 ってい ること

が,大 きな関心事 とな って きた。 サー ビス ・ル ーチ ンがいかに整 ってい ても,自 社 が

全然手 を入れないで,直 持利 用できる ソフ トウェアは きわめ て少ない。

ソフ トウェアについて も画一 的な時代は終 って,個 別 オーダー的にな ってきた。 こ

のため プ ログ ラマーに対す る高 度の要求は ます ます 高 まって きた。 システムズ ・エ ン

ジ ニア,プ ログ ラマーの共同作業 に よって開発 され るプ ログラムが多 くな って きた。

ア メ リカでは,1命 令当 り5ド ル,す なわ ち1,800円 程度にな ってい る。わが国で

は,コ ボルで700円,ア セ ンブ ラーで150～300円 とされ てい る。 プ ログ ラマーの地

位,仕 事 に対す る評価が まだ まだ十分 でない こ とを示 している9
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寛 々公社 のプ ログラー?・-8,000人 養成計 画をは じめ,各 社で プ ログ ラム言語の理解

人 口を増す計 画があ り,コ ース,セ ミナー,通 信教育,学 校 と,コ ン ピュータ教 育花

ざか り時代 とな った。実 を結ぶ花 の多 いこ とをね が うのが関係 者の心情で あろ う。

6オ ンライン時代 のお とず れ

国鉄線の窓 口に端 を発 して,ナ ソ ライ ンの言葉 が新聞広告に も現われ るよ うにな っ

た。

労働省労働市場 セ ンターは,職 業 安定所 の窓 口か ら,求 人求職 の仲介を全国 ネ ッ ト

ワー クで行 ない,労 働市場 のかた よ りを除去す るこ とに成 功 した。銀行では,M銀 行

には じま り,F銀 行 ・S銀 行か らH相 互銀行にいた るまでナ ンライ ンの一部 または 全

面実施 がなされた。一方,製 造業 で も,D,T工 業 の自動車工業 をは じめ・F写 真 フ

ィル ム,K製 鉄 がオンライン実 施にふみ き り,,各 社 とも盛 んに検 討 してい る。

オンラインにす るには,回 線,周 週機 器,特 殊 プログ ラム技術,専 任者養成,故 障

時 ・ミックアップな ど,従 来 と異 なった事態 をい くつか解決 しなければな らない。オ ン

ラインシステムは各分野 にわた る関連性を解析 して,組 織 上の変 化,人 事 にも影響す

ることにな って こよ う。

大阪 の衣 料 スー・R-一であ る0は,タ イプ ライ ター入力に よるオンラインに踏 み切?

た。量 販店,輸 送 センター,協 同組合,卸 売 な どの販売 流通部門は,日 々の情報変

化に対応す るシステムの要請 か ら,い っせいにEDP.化 に進 んで きた。

これ ら物的流通に関す る ロジス テ ィック ・シ ステムは,入 力方式 の選択 が決定的に

成果を左右す る。

寛 々公社,地 方銀行協会 に都市銀行 も加わ って,銀 行間オ ンライ ンが行 なわれ る。

証券界も急速にオンライン化され るであろ う。相互銀行,信 用金庫でも,金 融機関間

のオ ンラインを考 え る段 階とな った。

'。情報処理の各分野 にオ ンラインが芽ば えてい るこ とは事実 であ る。1970年 代 の コン

ピュー タの90%は オ ンライン可能 な・・一 ドウェアを持ち,50%は オン ライン処理に
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利 用され よ うと予想 され ている。 これは ソフ トウェアのむつか しさが遅れ る要因であ

るが,こ れ らは遂次解決 され て,オ ンライン,セ ミオンライ ンの情報処理 は 近 い 将

来,大 巾に採 り入れ られ て,情 報遅延による ロス,遠 隔地を隣 の事務所 と同様に扱 え

る メ リッ トが実現 され る。

7情 報検索の実用化

行政管理庁では,外 務省,警 察庁 の情報検索に コン ピュータを活用 した使 い方が官

公庁EDP化 の華 だ と発表 している。 日本科学技術 情報 センターでは海外 の文献速報

を 出 して,科 学技術振興に役立 ててい る。

これ らは事実 その ものを,数 字,カ ナ,記 号 に変i換して,磁 気 テープや デ ィス クに

記憶 し,必 要 に応 じて抽出す るシス テムを とってお り,フ ァク ト・リ トリーバル と呼

んでい る。

T,M電 機,S(化 学)な ど,人 事上の経歴 を記録 し,必 要 に応 じて とり出す,ス

キル ・イ ンベ ン トリーに取 り組 んでい るoこ れは,単 に経歴,経 験を データに変 えて

入 出力す るだけではな く,計 量心理 学的な考察,教 育工学的 な アプ ローチが必要 とな

る。人事,教 育,適 性 の関連を知 って,方 針 を立 てる方 がベ ターであ ることに気づい

た のであ る。

設計 図面管理では,F(化 学)で,ス トラテ ィファイ ド・インデキシ ソグ ・アン ド

・リ トリーバ ルSIRが 完成 した。 マイクロ ・フ ィル ムに よって ,設 計 図面を縮小保

管す るこ とが管理の重点であ った。 これ を情報検 索の立場か らコンピュー タに よって

イ ンデ ックスを作成 し,保 管図面を大 巾に活用す る方式 を作 り上 げた もので ある。使

用 され てい る装置 名,そ の他 の名称 を元に して,類 似図面を含 めて,参 照 したい図面

の番号 が リス トされ て い る。 これ はKWICに み られ る・ミー..ミュテーシ ョン ・イ ンデ

ックスであ る。別 リス トには親子 関係 がわか る系図が リス トされ てお り,類 似設計,

保全に役立つ よ うにな ってい る。SIRは マイ クロと小型 コンピュータに よるシステム

で,イ メージ ・プ ロセシ ングの廉価版 といえ る。
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同 じ考 え方 は,財 産管理,登 録か ら の検索,仕 様書,技 術資料に使え る の で各所

で検討 され てい る。

最近の数理 言語 学(MathematicalLinguistics)の 発展 に ともない,類 似語,反

対 語辞典 としてシ ソー ラス(Thesaurus)を 利用 して,言 語処理 が行 なえるよ うにな

って きた。通産省 では,英 文 日本 語の シ ソーラスを完成 し,外 務 省やそ の他 の官庁

で も情報検索におけ る言語処 理を実験 してい る。

これか らの情報検索は内部発生 デー タのみ を検 索す るのでは な く,外 部情報を うま

く利 用検索で きる態 勢を作 る必要 があ る。

営業 報告書や有価証券報告書は,各 金融機関 で独 自に データを入力 して保管す るよ

りも,基 本 データ を データ ・バ ンクよ り購入 し て,自 社 用に加工 し たほ うが得策 で

あ る。

アメ リカの コンピュー タスタ ッ トでは,す でに年間500万 円程度でデー タ提供 サー

ビスを行なっているが,わ が国で もデ ータ ・パ ンクが注 目され るよ うに なった。

8マ ネ ジ メ ン ト ・サ イ エ ン ス の 活 用

結果を予測す る,こ れ が意志決定 について もっとも重要な ことで あ る。需要の予測

は国民総生産(GNP)を そ の中で使 って い る。 コン ピュータの発展 もGNPの 枠内

であ り,国 家経 済,国 際経済 の一環 として,と らえな くては な らない。

アメ リカの情 報産業 は70兆 円産業 とまで いわれ るほ ど成長 し,40,000台 の コンピ

ュータが稼動 しているが,こ の中で有効に利 用 している ところを探 すのは困難 で,一

部 に限 られ てい る。

コンピュー タ時代 の到来 と,急 速に変化す る社会を想像す ることはで きるが ,実 現

す る範 囲は経済 力の中で,ど れだけ コンピュータ関係に投 資 され るかで決 め られ る。

GNPが わず か40兆 円であ るか ら年10%の 伸 び が 保証 され て も,ア メ リカ並 の70

兆円の情報産 業に達す るには予想 外の長期 間を要す る。 もちろん技術的進歩がめざ ま

し く,コ ン ピ ュータが企業 に も,家 庭 に も普 及す る可能性 は あるだろ うが,す べ て
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GNPの 枠 内で の話であ る。

コンピュータ利 用の範 囲を現実 に増やす 力は,駅 前の雑踏をみてただ感嘆 してい る

人 に よってでは な く,時 間 と人数 の変化を微分方程式に しよ うと努力す る人 が持 って

い る,事 象を抽象 化 し得 る能力 が,ま ず第1に 必要 となる。

GIGO(Garbage・inGarbage-out)台 所 の ゴ ミを投 入 して.も宝 ものが産 出す るわ

けではない。 出て くるものはやは りゴ ミであ る。事象 の把握が マクロか ら ミクロに進

み,よ り具象 的なモデルが設定 されれ ぽ,コ ンピュータで推測 され る結果 も妥当 にな

る。 コンピュータには人 間が未 だか つて経験 しなか った事象は くみ こめない。妥当 な

結果を得 るためには,係 数 の妥当化,経 験に基づ く検証 が必要で ある。

スケジュー リングは30年 の伝統を もつ マソシ ・ス テ ムであ る。 コ ン ピュータ前提

の シス テムは未 だない。人 が 日程負荷 を管理 しやす い よ うに コンピュー タを手伝いに

使 うのであ る。H,H工 場(電 機)で はPERT/LOADと 呼ぶ新 しい プPグ ラムを

開発 して,複 数 の プ ロ ジェク トを ス ケ ジ ュー リングして い る。 ア メ リカ陸軍では

PERT/LOBと 呼ぶ ラインバ ランスを含 んだス ケジ ュールを開発 してい る。RAMPS

では7プ ロジ ェク トの一つ一 つが700ジ ョブか らで きてい るものを処理 してい る。 こ

れ らの プログ ラムはいずれ も公開 され ていない。 ・

従来 の コンピュー タ利用は,過 去のデ ー タを後始末す る た め に高速処理 が行 な わ

れ た。 この時代はお互 いに競争企業で も,公 開討議 の場を持 ち得た。 これは共通 の利

点を話 し合 うこと,公 開す る こ とに よって自社 もプラスになる要素があ った か らで

あ る。意志決定 の方 法や,コ ス トまで コ ンピュータに入 って くる と,そ のプ ログラム

を公開す る と企業 の機密 が保 てな くなる。 プ ログ ラム自体が極秘事項に な ってきた。

手 の中を ライバルにみせるわ けにはいか ない段 階に まで,経 営科学 のデ ィテールが進

んできた。

シス テムズ ・.ユンジ ニア,ORワ ーカー,マ ネジ メン ト・サ イエ ンテ ィス ト,行 動

科 学者に よって リー ドされ る時代 が到来 した。その リー ドの下に システム.,モ デルが

構 築 され るのであ る。

..M石 油では,条 件式1,200と い う大規模 な リニア ・プ ログラ ミング(LP)を 処理

=した。 ソ連の国家経済 モデルは,条 件式5,㎜ ともいわれ てい る。経営におけ る最適
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化を求 め る動 向は,め ま ぐるし く発展を続けて,現 在では意志決定 の必須条件 とな っ

てい る。

LPに よ る時 点最適化を求め る方 向か ら,時 系列最適 化を求 めるDP(ダ イナ ミ

ック ・プログ ラ ミング)の 検討,実 用化の た めの実験 が開始 され て い る。最適化は

何を もって最適 と考え るかが問題で,手 法の前に事象 を ど う見 るか,考 え方,組 立て

方 を検 討すべ きで,討 議 で きる人材の養成を進め る必要があ る。

シ ミュレーシ ョンは,現 実 その ものが ランダム性 を持 ってい るので,極 めて有効で

あ る。現実 を支配す る法則性を 出 し,ラ ンダム性を拙 き加えてモデルに組み入れ,役

に立なシ ミュレーシ ョンが行なえ るよ うにす るには,モ デル構 築技術 を高 めるこ とが

課 題であ り,企 業 の優 劣 も定 って くる。T(化 学),H(電 機)な ど,多 くのシ ミュレ

ーシ ョンに よって経営実 験が行なわれ てい る。

シ ミュレーシ ョンには問題解決のため と,教 育訓練 法則のために使われ,そ れぞれ

コンピュータの負担 も大巾に違 ってい る。
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第3章 コ/ピ ■一 夕利 用の現状 と問題 点

:,■:'.1

11967年 の 一 般 的 傾 向

A本 格 的 な 利 用 段 階 に 入 る

1967年 にお け るわ が国のコンピュー タ利 用は,利 用領域の拡大,積 極的 な企業 の

導入 な どに よって,量 的に も大巾に伸 びたが,'質 的に もまた大 ぎな変化がみ られた年

であ った。.、,

その特微 を集 約的に表現すれぽ一 わが国における コンピュー タ利用は,よ うや く

メーカーのPR段 階か ら脱 し,=・ 一ザ ー本位 の本格 的な利用段 階に入 った一 とい

え る。

通産 省が行 な った く コンピ ュータ利用状 況調査〉 に よる と,コ ン ピ ュ ー タ利 用の

73.8%が 株式組織の企業であ る。そ の うち資本金100億 円以上 の大企業は26.9%

で1,000万 円以上中小企業 は12%,資 本金1億 円か ら49億 円の階層 の企業 は全

体 の46.6%を 占めてい る,と い う結果がで てい る。"L-U

これ か らみて も明 らかな よ うに,わ が国 の コ/ピ ュータ ・ユーザ ーは,中 堅以上 の

企業が圧倒的 な多数を 占めてい る。 もちろん これは各 国共通 にみ られ ることではあ る

が ……。 それだけに,コ ンピュータを経営 の近代化,体 質 向上のための ツール として

効率的 に利用 しよ う,と い う考 え方が強 く,真 剣に取 り組んでい るの も各企業 の ユー

ザ ーであ る。

しか し,全 体的にみた場合の コン ピュー タ導 入 の経 過年数は まだ浅い,先 行的に導

入 した ものはほぼ10年 にな る。それ だけに,こ のグル ープに属す るユーザーの利用

はか な り水準に達 してい る。現 在MIS(経 営情報 システム)を 指 向 し,具 体的 なサ
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ブ ・システ ムづ くりその他,開 発体制 の整備 に本格 的に取 り組 んでいるの もこのグル

ープが中心 となづている。
,

前記 の通産 省の調査 による と,コ ンピュータ利用企業 の プログ ラム保有数は,基 本

用3万 本,問 題用一.17万5,000本,計20万5,000本 とな ってい るが,そ の うち問 題 用

いわゆ るアプ リケーシ ョン ・プ ログ ラムについ ては, ,最 近 ユ ーザ ーが独 自に開発す る

傾 向が強 ま ってい る,・とい う'ことであ る。'〆 一 ・・ ド

また 日本 電子計算開発協会が昨年8月 行 な ったく電算経営総合調査〉(別 項 参照)㌧ …

の結果 も,コ ン ピュータの利用体制,利 用段 階 経営採算 ∴組織 などの各面で, .他 の

グループをはるか に凌いでい ることが動態的 に明 らかにな ってい る。

以上 の状況が端的に示 してい るよ うに,コ ンピュータの利用面では,い まや メー カ

ーだけが主導 す る時代で はな く・な り,ユ ーザ ーが ユーザ ーの手 で積極 的に利 用す る段

階に入 った,と い う『こ とがで きるよ うであ る。

B新 分野 開発 で大 き く変 わ る利 用形 態

わが国におけるコンピュータ利用の一般的な形態は,バ ッチ処理方式(一 括処理ヅ"

によるデーター醒 ⑰ った・それ縞 踊 旨の汎用㌢ ピゴ ,舛 ランダム.・アクセ・

ス 《願 デ杁 ク・パ ラ聾 ■ ・イ:～㌧してあるデ「琴 を頓 に 応 じてとり出した

り,新 らたにファ
,でカ レする操作)の 大容量記|意装置 の開発,さ らにエグゼクティブ ・

ルーチンといわれ る管理 プ ログ ラムの利用,そ の他 ソフ トウェアの開発 によって,わ

が国の利用形態 も大 き く変わ った。

それ らと併行 して,電 電公社 の新5カ 年 計画発表 を契機 として,デ ーター通信 施設

の拡充 に本腰を入れ るよ うに なってか ら,金 融,証 券,商 社 な どの大 ユーザ ーを中心

に,オ ン ライ ン?リ アル タイ ム ・システム(即 時処理の データー通信 システム)の 実

施 に踏み き り,あ るいは指 向す るものが急速にふえは じめた こ とも,1967年 の顕著 な

傾 向の一つである。

またO大 学,K大 学 がいずれ も国産 の大型機を使 い,D(広 告)は 外 国機を使用

してタイム ・シェア リング ・システムの実 用化実験に着手 しこた とか ら,産 業界で も
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この方式 に よる共同利 用にたいす る関心 が急速 に高 まった。'

さ らに行政機関や公共団体,学 術 団体,報 道機関巨大企業 などでは,長 期的な情報

収集 とそ の活用をはか るため,大 容量 の ランダム ・ア クセス記憶装置を利用 したIR

シス テム(情 報検索)の 利 用に着手,あ るいは それを指向 し研究 を開始す る ものがふ

えた。 それ を人事諸記録の フ ァイル と検 索に応 用 した ものが,1社 のPDS方 式(パ

ー ソナル ・デ ーター ・システ ム)とN電 気のスキル・インベ ン トリー・システム(特

技 データー ・ブァイル)で あ る。:

このよ うな利用面の新分野 の開発に よる利用形態 の大 きな変化が,1967年 におけ る

第3の 大 きな特 徴であ る。

以上 のよ うな諸 傾向か らみ て もわ か るよ うに,わ が国の コン ピュータ利用は通信系

と結 ぶテ レ ・コ ミュニケーシ ョンの段階へすでに入 ってい る。 そこでわれ われ が注 目

してい るものは,電 電公社 の新5カ 年 計画 によるデーター通信諸施設 の拡充,多 様 な

新 しい端 末機器 の開発,新 通信技術 の開発 とその実用化,全 国イン フォメーシ ョン ・

ネ ッ トワー クの形成等で ある。それ らがいつ,ど んな形で実 現す るかに大 きな関心を

寄せ てい る。

このよ うな新 しい局面下 において,わ が国における情報処理方式の開発促進 情報

産業確立のための基礎 づ くり,国 際的な情報網へ の結びつ き,情 報処理技術者 の養成

一 などを事業 内容 とす るく 日本情報 処理開発セン ター〉が,昨 年12月 か ら発足 し

たこ とにつ いては大 きな意義が認め られ,ま た今後 の成果を期待 したい。

2企 業における利用状況 と問題点

A〈 電算経営総合調査〉に基づく利用概況

わ が国におけ る コンピュータ導 入の歴史はすでに10年 余 とな6て いる。

またわが国の コン ピュー タ設置台数は,1967年9月 現 在3,040台 とな り(日 本竜
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子計算機株式会社調査 一以下JECCと い う)ア メ リカ'に次で コンピュー タ利用国 とな

ってい る。 しか も昨年来,導 入の遅れてい る中堅企業部 門の意欲は高 ま り,今 後,新

規導入が大巾に伸びることが期待されるとともに,小 規模企業部門の共同利用も,政

策的 な援 用効果がで は じめているこ とか ら,今 後い っそ う普及す る もの とみ られ る。
●

そ こで,日 本電子計算 開発協会が昨年8月 に行 な ったく電 算 経 営 総 合 ア ン ケ ー ト調

査〉 の結果に基づいて,コ ン ピュータ利 用の概 況をみ ると,大 体次 の とお りであ る。

⑧ 中型機 以下 のユーザ ー(以 下 中堅企業 とい う)あ 導入経過年数は,3年 未 満の

ものが圧倒的に多 いが(Cグ ル ープー66%,Dグ ループ76.5%)大 型機の 二・一

ザ ー(以 下企業 とい う)は,5年 以上が(Aグ ル ープ70.6%,Bグ ループ40.8

%)で,導 入経過年数 の古 い層がかな り厚味を加えてい る。

したが って,大 企業 ユーザ ーの利用技術水準 はかな り高 く,高 度利用に挑戦 し

てい る。 これ がMIS(経 営情報 システ ム)を 指 向す るものがふ えている基盤 と

ならてい る。

⑥ 適用分野 の拡大,利 用水準 の向上,全 社 的な組織 の改革 などを主 とした理 由に

よって,全 体の4割 がEDP部 門の組織変 更を行 な ってい る(導 入経過年数別,

グル ープ別変更状 況は第30,第31表 参照)。

◎EDP部 門 の トップ直属 比率が高 い(43.7%)こ とか ら,EDP部 門は企業組

織内で比較的高 く位置 づけ られ てい く趨勢的な傾 向がみ られ る(第32表 参照)。

⑥ コン ピュータの利用に よって,中 間管理層が整理,統 合 され るケースは,大 企

業部門に多 いが(Aグ ル ープ24.5%,Bグ ル ープ188%),中 堅企業は比較的

少ない(Cグ ループ14.4%,Dグ ループ6.1%)。 しか し過半数以上 のものが将

来,そ うい う事 態は起 こるだろ うとみ てい る(56.5%)。

第30表 レン タ ル料 別 組 織 変 更 率

レ ン タ ル 料

組織変更企業数

回答企業総数

組 織 変 更 率

Aグ ル ープBグ ル ー プ

1,000万 円 以 上1500万 ～1,000万 円

42

51

36

49

Cグ ル ー プDグ ル ー プ

100万 ～500万 円100万 円以 下

79

150

20

51

合 計

82.4%

177

301

73・・%1 52.7% 39.2% 58.8%
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第31表 導 入 経 過 年 数 別 組 織 変 更 率

組織変更企業数

回答企業総数

組 織 変 更 率

導 入 し て
3年 以 内

74

155

47.7%

導 入 し て
3～5年

45

72

62.5%

導 入 し て
5年 以 上

58

74

78.3%

合 計 ・

177

301

58.3%

第32'表 レ ン タ ル 料 別 直 属 階 層
く

階層

レン タル料

ト ッ プ 直 属

ミ ドル 直 属

分 離 独 立

合 計

Aグ ル ー プ

1,000万 円 以 上

34

14

2

50

Bグ ル ー プ

500万 ～1,000万 円

22

23

1

46

Cグ ル ー プ

100万 ～500万 門

49

90

1

140

Dグ ル ー プ

100万 円 以下

16

25

0

41

計

121(43.7%)

152(54.9タ6)

4(1.4%)

277(100%)

= て宰宍で 一

◎EDP要 員を専門職 として格 付け した り,資 格制度を とっているもの は 少 ない

,・(5.1%)。 しか し,近 い将来 に設 けた い,と い うものは37.4%と,4割 近 くに

な ってい る。

㊥ コンピュータの配置 は,導 入企業 の大部分が本社集中型で ある(78.3%)大 企

業では中央 センター とサ ブ ・センターをもつ ものが多い(18.8%～30.6%)。

⑧ コンピュータ利用の重 点を,大 部分の ものが経 営の質的 向上 とコス ト・ダ ウン

の両面においてい る(65.8%)。

⑪ 中堅企 業の多 くは事 務の機械化段階 また若 干の ものが管理業務の機械化段 階

に進 んで いるが,大 企業 の多 くは バ ッチ処理方式の管理 業務の総合化や定常 的業務の

機械化段 階に入 ってい る。 しか し,非 定常的意思決定 の機械化段 階に まで進んでい る

ものは皆無であ る。

①EDP業 務は,大 企業では8割 弱,中 堅企業 は約3割 カミ経営採算に乗 っている。

① 大企業,中 堅企業 を通 じて58%がMIS・(経 営情報 システム)を 指 向 し,そ

:'パ 塾 を理 由に組織変更を行な っている ものがすでに出てい る(7.5%)(詳 細は付属

資料参照)。
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B利 用の具体的内容

a5年 以上は大企業 グループに集中 ・'"

コン ピュータ導 入企業 数が比較 的多 い業種 は,金 融,保 険,商 業サ ービス ,電 力,

ガス,製 造 工業 では化学工業 鉄鋼業,電 気機 器,輸 送 用機 器 な どで あ る(第33表

!.∫

参照)6

第33表 産 業 別`コ ン ピ ュ ー タ 実 動 状 況

十 ・・釧 セ ッ ト数 セ ッ ト数

鉱 業

建 設 業

食 品

繊 維

紙 ・パ ル プ

出 版 ・印 刷

化 学 ・石 油

硝子 ・セメント

鉄 鋼

非 鉄 金 属'

機 『 械

電 気 機 器

21

32

60

60

20

9

207

32

151

45

.74

262

輸 送 用 機 器

精 密 機 械

そ の 他製 造業

卸 小 売 ・商 事

金 融

保 険

証 券

不 動 産

運輸・通信・報道

電力・ガス・水道

サ ー ビ ス

病 院

175

63

107

352

271

100

58

1

141

50

204

1

大 学

高 校

そ の 他 学 校

地 方 公 共 体

政 府

政府関係機関

法人団体・農協

宗 教 法 人

分類不能の産業

合 計

163

7

13

120

114

110

64

1

6

3,040

また昨年 の傾 向か ら導入 のね らいは,経 営 の質的 向上,人 手不足,経 費の節減 など

が主 とな ってい る。導入 準備期 間は大 体6ヵ 月か ら2年 程度が一番 多 く,機 種選定 に

当 っては慎 重 な態度でのぞむ ものが多 い。従来 のよ うに メーカーまかせにせず,自 主

的に,企 業 の負担 力の限 界,将 来 の適 用業務な どを十分に考慮 して選定す る傾向が だ

んだ ん強 まってい る。

また導 入準備 には,全 社的 な組織の変 更ない し事務 システムの整備,シ ステ ム設計;

コーデ ィング,EDP要 員 の社内 ・社外における教育 に,真 剣 に取 り組む とい う態度

がみ られ る。

そ こで まず導入経過年 数の全体的な構成(301社)を み る と,3年 未満 は51 .5%,

3～5年23.6%5年 以上24.9%と な ってい る。5年 以上 の ものをみ る と,大 企業
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のAグ ル ープ(レ ンタル料1,000万 円以上)が もっとも多 く70.6%,大 企業B(500

万～1,000万 円未 満)が40.8%,中 堅企業C(100万 ～500万 円未満)11.3%,中 堅企

業D(100万 円以下)3.9%で,さ すが先行的に導入 した企業の多い大企業のAグ ルー

プに この年 次の ものが集 中 してい る型 とな っている。

なお各 グル ープの回答企業数 の構成は,Aグ ル 〔プ51社(16.9%)Bグ ループ49

社(16.4%),Cグ ル ープ150社(49.8%),Dグ ル ープ51社(16.9%)と な って

い る。

こ うした導入経過年 数か らみ られ る趨勢的な傾 向は,中 堅企業 グル ープ,と くにD

グループの小型,超 小型 のユーザ ー ・グル ープの導入欲が旺盛で,今 後相当 の伸びが

予想 され る とい うことである。 したが って,こ のグル ープにおけ るコンピュー タの普

及 は,共 同利用を指 向 してい る小規模企業 グループ と同様に,今 後に大 きな期待が も

てる。

b適 用範囲の拡大が組織変更に強 く作用

企業におけるEDP部 門は,適 用範囲の拡大,利 用水準の向上に ともなって組織が

変更する傾向を強 くしている。 しか しわが国では,ア メリカの巨大会社にみ られ るよ

うなEDP組 織が本来 もっている二面性一 スタッフ機能 とライン機能が分離 され'

細分化された複雑かつ巨大な組織をもっているものはまだみ られ ないが,終 局的に

は,先 行的に導入している大ユーザーなどから漸次,そ うした方向に進む ものと考え

られる。

EDP部 門組織の変更は,前 年に引き続いて昨年 もふえているが,と くに大企業に

おけ る組織 の変更は,適 用分 野の拡大 とMISへ の アプ ローチQた め,と い う二つの

理 由が大 きく作用 してい る。 これ にたい して中堅 企業は,新 機種 の導入 と利用水準の

向上が強 く働 いてお り,中 堅企業 の積極的な高度利用への指 向が,こ れか ら看取 され

るo

これは当然EDP部 門 内組織 の改組強化に もつ なが り,そ れを行 な った企業数は,

大企業 よ りもかな り高 い比率 とな っている(29.6%～39.4%)。

またEDP部 門が直属す る階層をみ ると,回 答企業277社 の うち,121社(43.7
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子 計算機株式会社調査 一以下JECCと い う)ア メ リガに次で コン ピュー タ利用国 とな

っている。 しか も昨年来,導 入の遅れ てい る中堅企業 部門の意 欲は高 ま り,今 後,新

規導入が大巾に伸びることが期待され るとともに,小 規模企業部門の共同利用も,政

策 的な援 用効果 がでは じめていることか ら,今 後い っそ う普及す るもの とみ られ る。
■

そ こで,日 本電子計算 開発協会が昨年8月 に行 な った く電 算 経 営 総 合 ア ン ケ ー ト調

査〉 の結果に基 づいて,コ ン ピュータ利用の概 況をみ る と,大 体次の とお りであ る。

⑥ 中型機 以下 のユーザ ー(以 下 中堅企業 とい う)の 導入経過年 数は,3年 未満 の

ものが圧倒 的に多 いが(Cグ ル ープー66%,Dグ ループ76.5%)大 型機 のユー

ザ ー(以 下 企業 とい う)は,5年 以上が(Aグ ルー プ70.6%,Bグ ル ープ40.8

%)で,導 入経過年数の古い層がかな り厚味を加えている。

したが って,大 企業 ユ ーザーの利用技術 水準 はかな り高 く,高 度利用に挑戦 し

てい る。 これ がMIS(経 営情報 シス テム)を 指 向す るものがふ えている基盤 と

なつてい る。

⑤ 適 用分野 の拡大,利 用水準 の向上,全 社的な組織の改革 などを主 とした理 由に

よって,全 体 の4割 がEDP部 門の組織変更 を行 なってい る(導 入経過年数別,

グループ別変更状況は第30,第31表 参照)。

◎EDP部 門 の トップ直属比率が高 い(43.7%)こ とか ら,EDP部 門は企業組

織内で比較 的高 く位置 づけ られ てい く趨勢的 な傾 向がみ られ る(第32表 参照)。

⑥ コンピュータの利用に よって,中 間管理 層が整理,統 合 され るケースは,大 企

業部門に多いが(Aグ ル ープ24.5%,Bグ ループ188%),中 堅企業は比較的

少ない(Cグ ループ14.4%,Dグ ル ープ6.1%)。 しか し過半数以上の ものが 将

来,そ うい う事 態は起 こるだろ うとみ てい る(56.5%)。

第30表 レン タ ル料 別 組織 変 更 率

レ ン タ ル 料・

組織変更企業数

回答企業総数

組 織 変 更 率

Aグ ル ー プBグ ル ー プ

1,000万 円 以 上1500万 ～1,000万 円

42

51

36

49

Cグ ル ー プDグ ル ー プ

100万 ～500万 円100万 円 以下

79

150

20

51

合 計

82.4%

177

301

73・・A・1 52・・%1 39.2% 58.8%
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第31表 導 入 経 過 年 数 別 組 織 変 更 率

組織変更企業数

回答企業総数

組 織 変 更 率

導 入 し て
3年 以 内

74

155

47.7%

導 入 し て
3、 ～5年

45

72

62.5% u

導 入 し て
5年'以 上

58

74

78.3%

合 計

177

301

58.3%

第32表 レン タ ル 料 別 直 属 階 層
<

階層

レ ンタ ル料

ト ッ プ 直 属

ミ ド ル 直 属

分 離 独 立

合 計

Aグ ル ー プ

1,000万 円 以 上

34

14

2

50

Bグ ル ー プ

500万 ～1,000万 円

22

23

1

46

Cグ ル ー プ

100万 ～500万 円

49

90

1

140

Dグ ル ー プ

100万 円 以下

16

25

0

41

計

121(43.7タ6)

152(54.9%)

4(1.4%)

277(100%)

涙礎㊤s

◎EDP要 員を専門職 と して格付け した り,資 格制 度を とっている ものは 少 ない

(5。1%)。 しか し,近 い将来 に設 けたい,・とい うものは37.4%と,4割 近 くに

な っている。

⑦ コンピュータの配置 は,導 入企業 の大部分が本社集 中型であ る(78.3%)大 企

業では中央 セ ンターとサ ブ ・セン ターを もつ ものが多 い(18.8%～30.6%)。

⑧ コンピュー タ利 用の重点を,大 部分 のものが経営 の質的 向上 とコス ト・ダ ウン

の両面においている(65.8%)。

⑪ 中堅企業 の多 くは事務 の機械化段階 また若干 のものが管理業務 の機械化段 階

に進 んでい るが,大 企業 の多 くは バ ッチ処理方式 の管理業務の総合化や定常的業務の

機械化段 階に入 っている。 しか し,非 定常的意思決定 の機械 化段 階にまで進 んでい る

ものは皆無で ある。

①EDP業 務は,大 企業 では8割 弱,中 堅企業は約3割 カミ経営採算 に乗 ってい る。

① 大企業,中 堅企業 を通 じて58%がMIS'(経 営情報 システム)を 指 向 し,そ

r'吉 海 を理由に組織変更を行 なっている ものがすでに 出てい る(7 .5%)(詳 細は付属

資料参照)。
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%)が トップ経 営層,152社(54.9%)が ミ ドル ・マネジ メン ト,残 り4社(1.4%)

が 計算 センターとして分離独立 してい る。

さらに,組 織変更を グルー プ別 にみ る と,A→B→C→Dと い う順で,大 企業,そ

れ も大型 ユーザ ーにな るほ ど数が多 くなってい る。 これ は明 らかに,大 企業 部門にお

ける高性能 の大型 システムへ の機 種転換,デ ータ通信 システムの導入に よるオン ライ

ン ・リアル タイム ・システム,あ るいはMISへ の指 向な ど,新 たな局面におけ る利用

形 態の変 革を端的に反映 してい るもの とみ られ る。

C中 間管理層の統合,整 理はすでに出ている

コンピュータの導入は,過 渡期 においては企業 の全社組織を混乱 させ る。 また コン

ピュータに よる情報処理 の適用範囲が拡大 し,利 用が段 階的に進めば,定 常 的な判断

業務の大 部分をEDPが 吸収す ることにな り,そ のため全社的に組織の整理,統 合が

避け られ ない もの となる。 と くに中間管理 層は大 巾に統合,整 理 され るとい うこ とは

一応定説 とな っている。
.一

大体 この よ う:な傾 向を とる可能性が強い ことが,:今 回 の調査結果で も明 らかにな っ

てい る。

す なわ ち,す でに統 合,あ るいは 中間管 理 層が減 ってい るとい うものは大企業 に多

く,Aグ ループが24.5%,Bグ ループ18.8%と 比較 的高 い比率を示 してい る。

またくいない し,将 来 も起 こらないだろ う〉 と楽観 してい るものは,各 グループに

大体24%～34%の 帯域で散在 してい るがくいないが,近 い将来 起 こるだ ろう〉 と,

そ の可能性 を大体信 じてい るものは各グループ ともかな り多 く,Aグ ループが429

%,Bグ ループが54.1%,Cグ ループ61.0%,Dグ ル ープ592%と なっている。

dEDP要 員はまだ一般職並みの取 り扱い

今後,わ が国における情報処理システムが,社 会の各領域へ広範に浸透 し,ひ ろが

ることを考え,ま た企業サイ ドにおける利用体制の拡大を予想する場合,最 大の問題

はEDP要 員の確保である。すなわち,情 報革命時代を迎えるに当ってまず考えなけ
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れ ばな らぬ ことは,い わゆ るコン ピュー タ人 口を ど うしてふやすか ,と い うことであ

る。それ には もちろん教育 訓練に よる育成 とい うことも大切であ るが ,EDP要 員 に

た いする処 遇 も同 じよ うに大 きな問題であ る。

そ こでEDP要 員 にたいす る人事方針,採 用方針をみ ると,今 回の調査では次 のよ

うにな っている。 まず く専門技術者 の育成 に重点をお く〉 とい うのは,全 体 の17 .3

%し かない。 これ をグループ別でみ る と,も っとも高率 を示 してい るのがBグ ループ

で22.2%,Aが17.5%,C,Dは いずれ も平均率以下 とな っている。

またEDP要 員の充足の方法 としてはく他部 門 との人事交流 を原則 とす る〉 ものが

全体で9.6%,大 企業 ではそ の比率 が高 く,Aグ ループが15.8%,Bグ ループll .1

%と な ってい る。つ ぎに専 門技術者 の育成 と人事交流を同 じよ うに考え てい るものは

全体で30.2%で あ るが,も っとも多いのはBグ ループで97%と なってい る。

さ らに く特別扱 いは しない〉 とい うものが,他 のいずれ よ りも高率で全体で は42 .9

%と な ってい る。それでは人事方針は ど うか。 この面では文科系,理 工科系を大体 同

じよ うに考え てい る,と い うものが33.4%で,特 別扱 いは しない とい うのが55 .2%

とな り,一 番 高い比率 を示 してい る。 つ ぎに<EDP要 員を専門職 として格付 け し,

あ るいは資格制 度を設 けているか〉 とい う設 問にた しいてく してい る〉 と答 えている

ものは全体の5.1%し かない。 していない し,将 来 も設 けないだ ろ う,と 答 えている

ものが57.6%,い ないが,近 い将来設けたい とい うものが37.4%と い う割合 になっ

てい る。

以上 の傾向を要約す ると,現 在の時点においては企業 の大部分が,EDP要 員を 専

門職 として評価 せず,一 般職 並みに取 り扱 っている とい うことに な る。

これ は今後 の企業面 における コン ピュータ利用体制 の進展を考 え る場合,大 きな問

題 であ ろ う。

eコ ン ピュー タ配置は中央集中型が圧倒的に多い

ブ ース ・ア レン ・ハ ミル トン社が,1966年8月 に発表 した調査報告に よる と,ア

メ リカにおけ る大部分 の会社 の コン ピュータ ・システムは,中 央集中型で,そ の うち

約3分 の2は 地方に散在 している とい うことであ る。
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分散型 よ りも中央集 中型 のほ うが運営効率 が よい とい うこ とは,多 くの事例 で証 明

され ているが,わ が国の場合 も,・この中央集中型が圧倒的に多 い。今回 の調査 に よる

と,全 体の78.3%が 中央集中型で,中 堅企業 グループでは80%を 上回わ ってい る。

つ ぎに多いのが,本 社に センターがあ り,事 業 場や工場 にサブ ・セ ンターがあ ると

い う型で,こ れ はほ とん ど大企業 グループに集 中 し,分 散型は全体の約10%と なっ

てい る。最近,大 企業 の大型 ユーザー間にデー タ通信 システム導 入の機 運が急速 に高

まっているの も,こ の よ うな コン ピュー タの配置状 況か らみれば,当 然 な こ とで あ

る。

f経 営の質的向上 とコス ト・ダ ウンに重点

コンピュータ利用の重 点を何 におい てい るか,と い うことにつ いては,前 記 のよ う

に大部分の企業が経営 の質的 向上 とコス ト・ダウンにおいているが,こ れを各 グルー

プ別にみる と,大 企業 のAグ ル ープが もっとも多 く79.6%,Bグ ル ープが75%と な

っている。

ところで,採 算は ど うか とい うと,EDP業 務が十 分経 営採算 に乗 ってい る と答え

ているものは,前 記の よ うに大企業 に集 中 し,Aグ ループが76%,Bグ ループ77.5

%と なってい る。これにたい して 中堅 企は業,採 算 点に達 していない もののほ うが多

く,Cグ ル ープでは49%,Dグ ル ープが60.8%と な ってい る。

しか し,ま だ採算性の問題にはかな り難 しい問題がか らみ,計 数には必ず しもとら

え られない面があ るので,質 的効果 の面を重視すべ きで あろ う。

9MISを 指向する企業が 急増加

わが国の企業 におけ るコンピュー タの利 用段 階は,具 体的に どこまで進 んで いるか

とい うことは,大 体前 記の とお りで あるが,こ れ か らみ て,大 企業 の大型 システム ・

ユーザーにMIS(経 営情 報 シス テム)を 指 向 してい るものが多い とい うことは大体

首肯で きるが,中 堅企業 のCグ ループが66.6%,Dグ ループ53.3%と,か な り高 い

比率を占めていることは注 目に価 す る。

しか しこの部門の今後 の利 用水準 の向上がかな り大 き く期 待 され ていること。 また
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MISへ の アプローチ段 階におけ るシステム ・アプ ローチや研究 が多 くの効果 と利 用

水 準を引上げ る働 を もつ ものである ことを考え ると,こ れは学ぶべ きことであろ う。

C利 用面における将来の展望と問題点

企業 サイ ドにおける コンピュータ利用面か ら将来 を展望 して,ま ず第1に あげ られ

るのは,コ ンピュー タと通信 システ ムとが結びついたナ ソライン ・リアル タイム ・シ

ステ ムや タイ ム ・シェア リング,ま たそれ らの方式 を活用 した コンピュータ ・ユーテ

ィ リテ ィが,わ が国においても近い将来実 用化 し,発 展す ることになろ うとい うこ と

であ る。

ア メ リカにおけ るこの よ うな利 用はすでに開花期 を迎 えてい るといわれ てい るが,

わが 国にお いてもそれが実現す る とい うことになれば,今 後の産業構造は もとより,

産業 社会の性格や制度が大 き く変貌す ることは明 らかで ある。

す でに,第4次 産業 といわれ ている情報産業 の拾頭 に大 きな関心が寄せ られてい る

のは,そ うした姿 が実現可能な ビジ ョンとして,多 くの人達 の間にもたれ ているか ら

であ る。

第2は,コ ンピュータの性能が高 ま り,ま た ランダム ・アクセスの大容量の記憶装

置,そ れに対す る ソフ トウェアや端末装置 の開発 が進めば,当 然企業 におけ るMIS

体制 も確立 され るこ とになろ うとい うことである。 ・

そ こで今後予想 され ることは,IR(情 報検索)シ ステムの活用が行政機関や学術 団

体,大 企業 面で さか んに なろ うとい うこと。 また製造業 の面で は各種 の数値制御,と

くにプ ロセス ・コン トロール ・システ ムが各産業部門に漸次浸透 してい くで あろ うと

い うことな どで ある。
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第4章 中小 企 業 の コ ン ピュー タ利 用 の現状 ど問題 点

1中 小企業における コンピ ュータ利 用の拡散分極化現象

昨年の コンピュータ白書(日 本電子計算開発 協会編1967年 版)は,中 堅 企業 を含

む中小企業 の コンピュー タ利用が,そ の歴 史の浅 さと幾多 の制約条件があ るに もかか

わ らず,普 及段階に入 ってきた ことを指摘 した。1967年 度(歴 年)は66年 に引 き

続い て,そ の普及 に拍車 がか け られ,そ こに新たな問題が生 じているのであ る。

"1967年 度におけ る
,中 小企業 の経営におけ るコンピュータ利用の急速 な普 及の背景

'を探れば
,① 国際的に ポン ド切 り下げ,資 本 取 引の 自由化 などの国際的経済環 境が,

産業 の再編成 を迫 ってい ること,② 国内 的には,金 融 引締め下 における依然 どして

続 く賃銀の.ヒ昇,人 手不 足に加えて,事 務作業 の複雑化 など,中 小企業(中 堅企業 を

も含む。以下 同 じ)を め ぐる環 境は,中 小企業 において コン ピュータに よ る経営の近

代化 ・合理 化を大幅に促 している とい うこと,さ らに,③ 情報 単位当 り処理 コス1ト

の低減,成 功 ・不成 功を含めて コンピュータ利 用の事例の増加,中 小企業 の経営者が

コン ピュー タの利用効果を認識 し始めた こと,④ 中小企業振興事業団創設 の構想が,

1967年 に なって,業 務関係法令が 整備 された よ うに 具体化 した こと,⑤ そ の他,

∴MIS輝 櫃 団にみ られ る よ う1,。,欧 米 におけ る,ソ ピゴ ・利用の 実態 が報告 さ

れ,コ ンピュー タ利 用の必要性についての認識 が高揚 された ことなどをあげる ことが

で きるであろ う。

これ らの普及要 因に加 えて,各 産業 の大企業 を中心に系列企業 を,あ るいは各種 団

体,組 合な どを通 じて加盟企業 を コンピュー タに よって結合 しよ うとず る動 きが活発

化 したの も1967年 の特徴であ った。

ところで 「1967年9月 末現在:わ が 国電 子計算組 織実動状況調査」(日 本電 子計

算機株式会社JECC)で も指摘 してい るよ うに,大 型機 は着増 の傾 向が あ るばか り
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でな く,1セ ッ ト当 りシ ステ ム規 模は国産機 ・外国機 あわせ て4億 円台にあ り,全 国

的 な拡が りを もつ,化 学 ・石 油,電 気機械,金 融,保 険,証 券,運 輸 ・通信 な どの大

企業 や,農 業協 同組合,金 融 に関す る協会な どに よる広域大量 の情報 管理 のための大

型 コンピュー タシステムの開発 に よって象微 され てい るよ うに,一 方 では コン ピュー

タ需要 は,量 的に も質的に も超 大型機 を要求す る方 向に進 んでお り,他 方,ハ ー ドウェ

ア技術の急速 な向上 は,低 廉 な超小型機の製品化を可能 に しコンピュータ需要は産業

全体に拡が ったぽか りでな く,超 大型 コンピュータを もつ超大型企業 を,超 小型 コン

ピュータを設置 す る中小企業 とが,産 業の両極に ます ます大 き くなって存在す るとい

う,コ ンピュータ利用の拡散分極化現象の中にあ って,中 小企業の コン ピュータ利 用

が どの ようであ るべ きか を探 る ことが,本 年 度の コンピュータ白書の課題であ ろ う。

す なわ ち,中 小企業 の コンピュータ リゼーシ ョンは,大 企業 の資本,人 的,物 的系列

の中にあ って,さ らに大企業 の全国的情報 ネ ッ ト・ワークの中に組み入れ られ る大企

業の,超 大型 コンピュータの端末 を受 けもつのか,あ るいは超小型以下の コンピュー

タを単独導 入 して独 自の コン ピュータ組織を作 るか,同 業 同種 の企業 が集 って共 同セ

ンターに加入す るか,さ らに国家的 な情報 公社 とい うよ うな機 関がで き て そ の ネ ッ

ト・ワークを利 用す る ことがで きるか など,中 小企業 の独立性,自 主性 とこれ らの コ

ン ピュータ利用形態 が どの よ うに結びつ くか,産 業 全体 の動 向とあわせて非常 にむず

か しい幾多 の問題をは らんでい ることは事実 である。

第34表 大型コンピュータ導入セッ ト数および金額の会計年度
♂

＼ 一 年＼
設 置 セ ッ ト数

設 置 金 額

単位100万 円

国 産 機

外 国 機

合 計

国 産 機

外 国 機

合 。 計

1965年

上 下

4

6

10

1,538

3,951

11

6

17

4,437

2,162

・,48gl・,・99

1966年

上 下

5

7

12

16

25

41

1967年

上

1,943

2,953

4,896

12

24

36

6,・ ・614,・72

・,864111,432

14,87・115,5・4

出所:日 本電子計算機株式会社1967年9月 末現在 わが国電子計算組織実動状況調査

.ノ
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2中 小企業にわけ る コンピュー タ利用の現状

A最 近 の 傾 向

1962年 に 日本電子計算機i株式会社(JECC)が,日 本機械 工業連合会 の依頼 を受

け,「 中小企業事 務の機械化に関す る調査 」を実施 した当時,中 小企業において,コ

ンピュータを導入 ・利用 している企業 は皆無 であ った。だが,当 時すでに ア ソケー・ト

有 効回答数2,935企 業 の中,PCS,会 計機,コ ンピュータなどに よって1962年 以

後5年 以内に事務機械 化を計 りたい と答 えた企業 は,1,291企 業(44%)に のぼ って

い た。総資本(自 己資 本+他 人 資本)分 類 に よって,100万 円未満 の企業 は26%,

100万 円～1,000万 円の企業 は22%,1,000万 円～1億 円の企業は44%,1億 円～

10億 円の企業は61%,10億 円～16億 円の企業 は79%が,何 らかの意 味で事務機i

械 化を予定 していた。事 務機械 化を コン ピュー タに のみ限定すれぽ,こ れ らの数字は

さ らに小 さ くなるであ ろ うが,1962年 当時,す でに中小企業 において も事務機械化

の必 要性 を高 く認め ていた ことがわか る。

1967年 はち ょうどJECC調 査の事 務機械 化予定 の最終年に当た るが,過 去5年 間

に,コ ンピュータ導入の企業規模は中堅企業か ら中小企業 と次第に小 さ くな り,量 的

に も拡散す る とい ういわゆ るテ ィフュージ ョン効果 があった事実を見過 す ことはで き

`な い
。 た とえばJECCが1966年 に実施 した 「中小企業 電子計 算機利 用効果お よび

機械化計画調査報告書 」に よれぽ,調 査対象企業 の規模を厳密に中小企業庁の定義に

合わせ,資 本金5,000万 円未満 または従業員300人 未 満の製造業,資 本金1,000万

円未満,従 業員50人 未満の 非製造業です ら,調 査対象 となった コン ピュータ既設

(昭 和41年3月 現在)は55企 業 を教 えてい るのであ る。中堅企業 までを算入す る

と,昨 年の コンピュータ白書に示 した よ うに,昭 和41年 度中に,お よそ600セ ッ ト

以上 が稼動 してい るのであ る。 この ことか らして も,]967年 に実施 したJECC調 査

において,5年 以内に事 務機械化 を予定 してい ると回答 した中小企業 のか な りの企業
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が,す でに コンピュータを導入 ・利用 してい るもの と考 える ことがで きるで あろ う。

た とえぽ東京商工 会議所(東 商)が1967年3月 に実施 した 「中堅企業 におけ る電子

計算機 の普 及状況一電 子計 算機 利用に関す る調査 結果報告」に よれぽ,資 本金1億 円

以上20億 円まで の鉱業,建 設業,製 造業,お よび資本金2,000万 円以上5億 円ま

での卸売 ・小売業,金 融業,保 険業,不 動産業,サ ー ビス業,運 輸 ・通信業,そ の他

の企業1,281社(ア ンケー ト用紙有効配布企業数4,752社 の中の27%)の 中,コ ソ

ゼ ユータ既導入企業数 は122社(9.5%),計 算セ ンターな どで コン ピュータを利 用 し

てい る企業92社(7.2%)で,合 計 して214社(16.7%)が 何 らかの形 で コンピュ

ー タを利 用 してい る ことか らも覗い知 ることがで きるで あろ う。

しか しなが ら,こ こで注意 しなければ な らぬ ことは,中 小企業 の コソビュー・タ導

入 ・利 用は,毎 年平均 して増加 したので はな く,過 去2,3年,と りわけ1966・7

年 度が大半を 占め てい る とい う事実であ る。昨年 の コンピュータ白書は,1964年 か ら

66年(会 計年 度)に 設置 され たセ ッ ト数が,調 査対象数124セ ッ トの うち,73セ ッ

ト(58.6%)で あ り,66年 導入予定数27セ ッ ト(21.8%)を 加え る と,80%以 上

が1964年)以 後であ ることを示 してい る。 さらに東商の調査 では,]967年3月 現在

で,コ ンピュー タ導入後 の経過年数 を調べ てい るが,1年 未満 が47社(38.5%),

1年 以上3年 未満 が52社(42.6%),3年 以上5年 未満 が19社(15.6%),5年 以

上経過 してい る企業数 は4社(3.3%)で あ って,こ れ また80%以 上 の企業 が過去3

年 の中に コン ピュー タを導入 した こ とがわか る。

1967年 中に中小企業 に コン ピュータが 何 セ ッ ト導入 されたかにつ いて,正 確 な数

字 を得 るこ とは困難であ るが,そ の傾向を知 ることはで きるであろ う。 困難であ る理

由は,第1に わが国に コン ビュー・・タの登録制 度がない とい うこと,第2に,メ ーカー

お よびユーザ ーが コンピュータ とい っていて も定義的に コン ピュータの基準 か らはず

され ている中小企業 向けのデス クサイズ機種 が多 く資料を集めに くい こと,第3に,

中小企業 とは何か の分類基準 があいまいなことな どが挙げ られ るであ ろ う。

わが国の コンピュータに関す る最 も正確 なデータを用意 し発表 しているのはJECC

であ るが,JECCの 「昭和42年9月 末現 在わが国電子計算組織実動状況調査」に よ

れば,1967年9月 末 まで に わ が国には3,040セ ッ トの コン ピ ュ ー タが稼 動 して い
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る。 この報告書に よれば,自 動車 メー カー,鉄 鋼業,石 油化学,銀 行,保 険,証 券,

スーパ ー ・マーケ ッ トな ど,大 企業が,オ ンライ ン ・システムを指 向 し,全 国ネ ッ ト

ワークを確 立 しよ うと大型機 を導 入す る傾 向を反 映 して ,大 型機 は1967年 中に急速

に増加 してお り,中 型 ・小型機 も1966年 に 引き続 いて増勢を止 めていない。 中型 ・

小型機 の増 加は,ち ょうど第3世 代 向けの機種 の交替時期 に当た った こ とと,小 型,.

超小 型を利 用 していた中型企業 以上の企業 が,利 用経験 を積んで,企 業規模に合わせ、

て機種 の レベル ・アヅプを図った こ とな どが影 響 しているであろ う。 これ に 反 し て

JECCの 報告書では,超 小型機 の増加率 は1967年 度上期において横這 いをた どっで

いるので ある。 超小型機 の この現象か ら,1967年 度中小企業 に コン ピュータの普及

が停滞 した と推 論す ることはで きない。 とい うのは,JECCで は コンピュー タ組 織

の基準 として,

1デ ィジ ィタル型であるこ と

2プ ログラム内臓方式で あるこ と

3内 部情報記憶容量2,000ビ ット以上 を有す るこ と

4電 子論理演算に よ り行 なわれ る演算機構 を有す るこ と

の4点 を挙げ,こ れ らの基準 を満足せ ぬ機 種 をコ ンピュータの公式セ ッ ト数 の中に算

入 していないので ある。

1967年 を中心 に して中小企業 に普及 した コンピュータは,小 型以上 の コンピュー

タの インプ ット作成 マシ ンとして,あ るいは帳票作成機 と して開発 された1セ ッ ト買

取価 格300万 円か ら600万 円程度 の手軽 なコンピュータであ った。 この コンピュー

タの月間 レンタル料はわずか8万 円内外の もの もあ り,事 務人 員2名 程 度の給与に し

か当た らず,月 商2,000万 円以下の非製造業で も,コ ンピュータを単独利 用す るこ と

がで きるよ うに なったので ある。 しか しなが ら,こ の よ うな コンピュー タは,記 憶容

量 が2,000ビ ッ ト以下で あってJECC基 準の第3基 準を満 足せぬた めに,JECCの

報 告書か らは除外 され てい る。 もしも厳密 に超小型機 を999万 円以下 とい う分類基準

だ けに従 うとすれぽ,超 小型機 の数 はおびただ しい数字 にな り,わ が国の コンピュー

タに関する数字 は各国の数字 と比較 す るときに非常 に独得 の もの とな ろ う。いずれに

せ よ,以 上の よ うな理 由で,超 小型 以下 の機種は 公表 され てい ないが,こ れ ら機種 を



150

製造 してい る 各社の需注機 が1967年 末で それぞれ200セ ッ ト以上で あ ることか ら

推 して,1967年,1968年 には相当数の これ らコンピュータが中小企業 に導 入 され る

もの と思われ る。

東商 の調査に よれぽ,現 在,コ ンピュー タを導入 も利用 もしていない企業1,067社

の うち,少 な くともコンピュータの導入 あるいは利用について何 らかの関心を もって

いる企業は512社(48.0%)で あ り,こ の うち298社(26.1%)は 導入か利用かを決

めかね てお り,142社(13.3%)が 導入 の意志 をもち,92社(8.6%)が 利用の意志

を もってい る。 さ らに導入 の意志 ある企業142社 の うち1967年 の3月15日 か ら6

ヵ月以内に16社(11.3%),6ヵ 月か ら1年 以内に30社(21.1%),1年 か ら2年

第35表 コンピュータ導入後の経過年数別企業数

卸売業

小売業

鉱 業

建設業

製造業

ぷ
以 上 未 満

2,000万 円 ～5,0GO万 円

5,000万 円 ～1億 円

1億 円 ～5億 円

.'5億 円 以 上

1億 円

5億 円

10億 円

20億

～5億 円

～10億 円

～20億 円

円 以 上

1962年

3月1日

以 前

0

0

2

0

1

0

1

0

1962～

1964年

2

4

1

2

3

1

5

1

1964～

1966年

0

0

11

8

18

7

3

5

1966年

3月15日

以 後

5

4

6

5

19

3

3

2

合 計

7

8

20

15

41

11

12

8

合 計 ・1 19 52 47 122

出所:東 京商工会議所 「中堅企業における電子計算機の普及状況」

第36表 中型企業資本金別機種別コンピュータ稼動状況

逐 ≡一 旦 剰 大 ∋ 中 川 小 型1超小型1合 計
以上 未 満

2,000万 円～5,000万 円

5,000万 円～1億 円

1億 円 ～5億 円

5億 円 ～10億 円

10億 円 ～20億 円

20億 円 以 上

0

0

5

2

1

1

5

4

27

17

9

8

2

3

15

5

1

2

2

1

34

6

3

2

9

8

81

30

14

13

計 ・1 ・・1 281 481 155

出所:東 京商工会議所調査
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以内に29社(20.4%),2年 か ら3年 以内に14社(9.9%)と い うよ うに32.4%,

46社 が1968年3月 までの1年 以内に導入 を予定 してい るのであ る。

B産 業別にみた特徴

コンピュータ導入状 況を産業別 にみた場合,昨 年の コンピュータ白書では,回 答企

業 の うち製造業55.6%(69セ ッ ト),非 製造業44.4%(55セ ッ ト)で あったが,

この傾 向は東京商工 会議所 の調査に よっても確認 され ている。

すなわち,コ ンビ..一 夕導入 の回答企業 数122企 業 に対 して,67企 業(54.9%)

が製造業で あ り,1966年3月15日 以後 の導入企業 数44企 業に対 して製造業 は25

企業(56.8%)で あ った。 したが って中堅企業 以下 の中小企業においては,絶 対数に

おいて製造業 の 占め る割合が大 きいこ とが伺え るが,産 業 別の導 入企業 数 か らい う

と,東 商の調査では アンケー ト回答企業1,281の うち製造業387企 業,金 融 ・保険

業112企 業,そ の他 の業種は 全体で782企 業が 回答企業 数であ ったか ら,コ ンピュ

ータ機i導入企業 の割合 が比較的高い業種 は ,金 融 ・保険業 の17.3%(9/52),製 造業

13.4%(67/500)そ の他 の業種 は4.9%(36/729)で あ る。

中心機種 について産業別の特徴 をあげれぽ,製 造業におい ては,中 型39.1%,超

小型402%で あ り,卸 売業 ・小売業 では中型51.4%,小 型28.5%,金 融 ・保険業

では中型54.5%,大 型45.5%が この調査では 目立 っている。 東商の調査は中堅企

業 を中心 に企業規模 が昨年の コンピュータ白書 よ りも上方に あ り,し か も企業 規模 を

表 示するのに資本金に よって分 類 してあるか ら,小 型 ・超小型の比重が小 さ くな って

現われ ている ことに注意せねぽな らない。

C導 入動機と利用効果

中小企業 におけ る コンピュータの導入 動機につい て,昨 年 の コンピュータ白書は,

「事務量 の増加あ るいは企業 競争の激化等に端 を発 し,主 として経営管理面 の強化,

販売促進,計 数管理に基 づ く依頼度の 向上 とい った,い わゆ る企業 の成長過程 にお け



152

る合理 化の必要性 が強 く作用 してお り」 といってい るが,こ の傾向は,日 本電子計算

機 株式会社の調査お よび東商の調査に よって も確 認 され る。

日本電子計算機株式会社の 「中小企業電 子計算機利 用効果」調査に よれぽ,機 械化

に よる質 的効果 を直接的効果 と間接 的効果 とに分 け,a予 想通 りい っている,b.そ れ

ほ どで もない,c.ま だ(経 験年数 が浅 いか ら)判 断の段階では ない,d.そ の他,に 分

類 してい るが,中 小企業 の導入の 日時の浅 さか ら,各 項 目につい て,c,dの 割合 が大

きいのは止 むを得 ない として,次 の項 目については,aがbを は るかに超 えてい る。す

なわ ち,直 接効果については事 務の増 大 と労働 力不足を カ・ミーす るa.38%,b.7%,

過剰在庫を少な くす るa.28%,b.7%,日 報書や月報書 を迅速,正 確 に作成す る

a.59%,b.17%,間 接的効果に ついては,経 営に対 する 社員の意識 を高 めるa.

52%,b.7%,管 理の質を向上 させ るa.55%,b.0%,従 来で きなか った計算 や

調査をや るa。59%,b.10%,で あ る。 コンピュータ導入 に よって,直 接 的効果 が ・

それ ほ どなか った項 目としては,一 般管理費を節減す るa.10%,b.34%,間 接 的

効果で ば,平 均環境 の変化 を迅速に捉 え,そ れに応 じた手 を 早期に打つa.10%,

b,34%,で あ る。 その他 の項 目についてはた とえぽ,人 件費を相対 的に節減す るa.'

21%,b.14%,ム ダな人 員配置 を少な くす るa.28%,b.17%,日 程 管理 の向上に

よ り生産設備 の稼動率 を上昇 させ るa.7%,b.10%,技 術計 算の質 を向上 させ る

a、14%,b.7%,製 品や商 品の納 期を短 縮する・a.24%,b.17%で ある。

これ らの効果 か ら覗 えることは,中 小企業 においては,コ ンピュータが中型あるい

は小型,超 小型機 であるがゆえに,い わゆ る事 務処理にお ける労働力の代替装置 とし

て利用 されてお り,情 報処理 の 正確性 と人力を 超え る処理能 力を 十分認めてはい る

が,迅 速性に よる意 志決定 の即応性お よび人件費,間 接費をふ くむ費 用の節減につい

ては比重 が小 さい。 しか しなが らコンピュータを導 入す るこ とに よって科学 的経営の

意識 が高揚 され る ことを見逃 しては な らないであ ろ う。

さ らに東京商工会議所 の調査は,コ ンピュータの導入動機について,人 手の節約,

経費の節約,経 営 の質的向上について質 問 してい るが,人 手 の節約をその動機 として

い る企業 は32.8%,経 費の節約は28.4%,経 営 の質的向上31.8%,そ の他7.0%

であ った。 この 調査結果は 昨年 の コンピュー タ白書に よる 労働 力 不足,賃 金 上昇
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13.4%と 比較する と人手 の節約の割合(32.8%)が 東商の調査 では大 きいが,事 務R

量 の増 加32.8%,経 費 の節約26.4%,管 理水 準向上 お よび 意志決定37 .9%経 営}

の質的向上3L8%と それぞれ対応 している と思 われ る。

東 商の調査 に よれ ば,人 手の節約を 目指 して実現で きた企業 は52.4%,将 来実現 で

きると解答 した企業41.8%で あ り,経 費の節約につい ては実現で きた企業は25.9%,

将来実現で きる と解答 した企業58.4%で,い わ ゆるコンピュータに よる投 資の直接

効果 につ いては,か な り高い成果 を もつ もの と考 える ことがで きる。人 手お よび経費 ～

の節約につい て コンピュータに よっては到底不可能 と回答 した ものは一 件 もない。 ざ

らに,経 営の質的向上 について,実 現 した と解 答 した企業 は34.3%,将 来実現 で き

るであ ろ うと答えた企業 は56.6%,当 分望 めない と答 えた もの8 .1%,到 底不可能

と答えた ものはわず かに1件 である。 した がって,コ ン ピュータを導入 した企業 の大

半が,導 入の 目標を達成 するかあ るいは達成 す る と信 じてい るので ある。

D適 用 業 務

コンピュータ導入 中小企業 が ,コ ンピュー タを どの 業 務に 利用 してい るかに つい

て,昨 年 の コンピュー タ白書,日 本電子計算機 株式 会社の調査,お よび東京商工 会議

所 の調査 を比較 してほ とん ど同一の傾向を認 める ことができる。

コンピュータ白書 では'コ ンピュータ使 用状態を,ア ウ トプ ッ ト・レポー ト別事業

所 数で表 わ してい るが,総 件数406件 の うち販売総計90件,得 意先管理60件,

合計 して販売,営 業関係150件(36.9%)。 給与計算67件,賃 金管理15件 合計 し

て労務 ・給与関係82件(20.2%)。 在 庫管理46件,資 材管理22件,合 計 して倉

庫関係68件(16.7%)。 科学計算26件,減 価 償却計算22件,配 当金計算11件,

合計 して経理関係59件(14.5%),そ の他であ る。 日本電子計算機 株式会社の調査

に よれぽ,適 用業 務別企業数 の合計108件 の うち,営 業41件(38.0%)倉 庫21件

(19.4%),労 務15件(13.9%),経 理15件(!3.8%),そ の他であ る。

さらに東京商工会議所の調査では,適 用業 務別企業数 合計394の うち,給 与計算

71件,労 務管理18件,合 計 して労務関係99件(22.6%)。 販売管理66件,各 種



154

総計業務44件,合 計 して営業関 係110件(28%)。 在庫管理52件,資 材管理13

件,合 計 して倉庫関係65件(16,5%)。 経理業務45件(11.4%)そ の他であ る。

以上 の調査か ら分か るよ うに,調 査対象,調 査規模,調 査年次 がそれ ぞれ異 なって

い るに もかかわ らず,中 小企業 において コンピュー タは第1に 営業 関係の帳票 の作成

整理 に利用され,次 いで,給 与を含む労 務関係,第3に 在庫管理,第4に 経理事務 と

い うよ うに,基 本事務に主に利用 されてい る。だが前述 した よ うに,基 本事 務以外の

間接 効果 も中小企業は高 く評価 してお り,さ らに,東 京商工 会議所 の調査 が示 してい

るよ うに,今 後予定適用業務におい ては基本事 務は,営 業 が18.7%,労 務が16.5%

第37表 設置期間別適用業務

要

期 因

間

以後～以前

労

働

力

不

足

賃

金

上

昇

'事

務

量

の

増加

管
理
水
準

島
上

意

志

決

定

超 共 そ

小 回
セ型 の

ン廉

価 ζ 他

計

1|

62年3月

62年3月 ～64年3月

64年3月 ～66年3月

66年3月 ～

0

2

14

2

0

0

10

11

10

1411

5952

2121

0001

6401

152212

51221

2

38

175

75

計 1821 95・ ・126381・1・1 290

% 62172・ …129・1・ ・1,…11・12 100

計 39 95 110 146 JECC資 料

% 13・・%132・ ・%137・ ・% 15.9% 100

第38表 期 間 別 設 置 効 果

62年3月

62年3月 ～64年3月

64年3月 ～66年3月

66年3月 ～

人 手 の

節 約

2

16

48

37

経 費 の

節 約

1

12

42

34

経 営 の

質的向上

1

15

49

34

その他お

よび不明

2

3

10

7

計

6

46

149

112

計 1・318gl ggl22 313

% 32・・1・8・ ・131・ ・1…1 100

(東商資料)
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とそれぞれ減 少 し,在 庫 が16。5%と 不変で,経 理 が14.O%:に 増加す る とともに需

要予 測は1.0%か ら5.1%へ,生 産管理 お よび工程管理 は10.2%か ら16.9%と

い うよ うに適用業 務の内容に変化が起 こ り,次 第 に管理業務 の比重 が増加 して くると

思われ る。

Eコ ン ピ ュー タ利用 の問 題 点

1967年 度 においても,中 小企業 の コンピュータ リゼ ーシ ョンを規定す る客観的諸条

件 は,1966年 度に見 られ た もの と基本的には変 らない。すなわ ち1966年 の制約条件

として,第1に,コ ンピュータの能 力に対 する客観 的な認識 とコンピュータ利 用を最

大限度活用す るために受入体制の整備 ・改善,第2に,中 小企業 の事 務作業は多種類

小量 とい う根本 的な性 格が変 らないか ら,超 小型機 では必ず しもすべ ての業務を一台

の コンピュータに よって消化するこ とはで きない こと,さ らに第3点 として ,中 小企

業 は経営規模 の制約か ら,コ ンピュータ利用費用に負担 の限界 があるこ とを指摘 した。

1967年 には,こ れ らの制約条件 の うち第1の 認識の問題は,た とえば東京商工 会

議 所,日 本電子計算開発協会共 同主催 に よる中小企業 のEDPS導 入についての長期

講習会が開催 された り,各 地におけ る商工 会議所,公 認 会計事 務所,計 算 センターな

どの中小企業 向け講習会が開催 され,経 営,経 済,そ の他の雑誌 に数多 くの論文が掲

載 された り,中 小企業 に対す るコンピュータ知識 の普及 に 目ざ ましい ものがあ った。

この よ うな啓蒙 に よって66年 に 引き続 き多 くの中小企業 の経営者層が,コ ンピュ

ータを単 なる人員節減 の機械 とは考 えず ,コ ンピュー タを利用す ることに よって,事

務 管理水準 の向上 を図 り,安 定 した生産計 画,販 売計 画,在 庫管理,売 掛管理 な どを

実行 できる とい う考え方に変 って きた。 とくに最近では,小 型,超 小型 コンピュー タ

の能 力の限界を 中小企業 の経 営者層が理解す る よ うに な って来 てお り,コ ンピュー タ

導 入に1年 あるいは3年 とい う時間をかけて研究 し,コ ンピュー タを導 入すれ ぽ何で

もできる とい う考え方は少な くなってきてい る。む しろ コンピュータに何 をや らせ る

か が大 きな問題 とな っている。た とえば,販 売 管理 資料 作成 を第1目 標 に,事 務 コス

ト引き下げ を第2目 標に した り,販 売の生産性を高め るには ど うすべ きか とい う問題
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意 識を もった り,小 量多 品種 の販売に発生す る請求書発行業務を どの よ うに機 械化す

れぽ よいかな ど,必 要性 に迫 られ て コンピュータを導入す る事例が多い。

この よ うに して中小企業 の段 階 も次 第に コンピュータが正 し く理 解 され るよ うにな

った こ とは喜ば しい ことではあるが,全 く問題がな くな った訳では ない。 中小企業 が

コンピュータを導入 してか ら,ど の よ うな問題 点を抱えているかについ て東京商工 会

議所の調査に よれぽ,122企 業 の うち6L5%が 既存の社内組 織や事務処理 方法 とQ'

調整に苦労 してお り,32%が 利 用分野 の開発,拡 大を促 され,28.7%が 新 旧二重 シ

ステムに よる過渡期の問題に悩 み,27%が プ ログ ラム作成 に問題 があ るとしている。

このこ とは,コ ンピュー タの有 用性 については十分認めてはいて も,人 的にも組織的,

にも どの よ うに コン ピュータを経営に結びつけ るか とい うこ とについて事 前準備 が不

足 しているこ とを端的に表 わ してい る。中小企業 の経営におけ る管理水 準の低 さは過

去 の幾 多の調査で 明 らかであ るが,人 材の養成 や組織につい て十分な事 前処理 を行 な

わず,最 新の コンピュー タを導入 した か らとい って効果を期待 す ることはで きない。

この ことは,超 小型機 に よって業 務を区分 し,各 業務について組織的な分析 を行 な

わ ない と,利 害関係の発生 しやす い数字 が各業務毎に独立 して異 なって現 われ るとい

う事態 を引き起 こす こ とに もな るのであ る。た とえぽ販売 と経理 とが集計時点を合わ ・

せなか ったぼ か りに常時異な った数字を扱 うとい うよ うな場合で ある。

コソピュ⊂ タを導入 ・利 用 し始め る と,利 用分野 の拡大 を促進 され る と同時に,定

常業 務を も実行 しなけれ ぽな らない とい う二 重の負担 を コン ピュータの専任者は負わ

なけれ ぽな らない。 これ を消化す るための十 分な要 員を確 保で きれば よいが,さ な き

だに要員が不 足勝 ちな中小企業では,十 分な要員を期待す るこ とはで きない。 この こ

とは,小 型機 あ るいは超小型機 の性能 と相 まって多種類小量 の業務の処理に人手を要

し,集 中処理 がで きない こ とか ら,コ ンピュータ要員の不満発生 の原因 ともな るので

ある。

次 に導入後 の問題点 として上 げ られ るのは,メ ーカーとの関係 である。 メーカーの

絶 え間 ない開発努 力が コンピュータの価 格を引 き下げ,中 小企業 の人 々が利用 しやす

い水準 に まで も って来た こ とは事 実であ る。だが,メ ーカーは販売努力に力を注ぎ,

低価格 と相 まって中小企業 に コン ピュータを急 速に普及 させたが,こ の ことがかえっ
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て メーカー側に コン ピュータの保守 とプ ログ ラム・サー ビス,シ ステム設計な どア フタ

ー ・サ ービスに対す る要員 が確保 されず ,折 角 コンピュー タを導入 しても戸迷 ってい

る中小企業 の例 があるので ある。 この問題は,定 型的な作業 は標準化 し,標 準 プ ログ

ラ ムを作成す る ことに よってかな り解決 され る。 しか しなが ら,メ ーカーが標準 プp

グ ラムを 開発 したか らとい って問題は氷 解 したわけではない。あ る例で見 られ る よう

に,た しかに標準 プ ログ ラムは その範囲におい て機 能を発揮す るが,往 々に して,メ

ーカーは標準 プ ログ ラムを支給 して ,こ れ で十 分 とい うよ うな姿 勢 を と、る こ とが あ

る。 中小企業 は,そ れ ぞれ独 自の経営 目標 な り,改 善すべ き降路な りを もってお り,

必ず しも標準 プ ログ ラムだ けでは十分ではな く,メ ーーカーに とって特殊 プ ログラムを

要求す る例が多い。

中小企業 に この よ うな特殊 プ ログ ラムを作成 で きる人材を得 ることは しぽ しぼ困難

であ り,し た が って メー カー 自身 がユーザ ー と相 携えて プログ ラムを作成す るか,あ

るいは,ユ ーザ ー側 の コンピュー タ要員 を徹底 的に教育す るか しないか何れ の措置を

.と・らなければな らないであろ う。 中小企業に とってさ らに憂欝 な事態 は優秀 な コンピ

ュー タ要員が居 る場合,引 き抜かれ る恐 れがあ ることであ る。 この よ うに して中小企

業 の コン ピュータ ・リゼ ーシ ョソの問題点 は,主 としてユーザ ーぽか りでな く,シ ス

テ ム ●エ ンジニアな どメーカーも含めて人材 の教育の問題に なるのであ る。最後 に,

コンピュー タに よって作成 された管理 資料 に対 して,経 営者 層の解析能力を向上 させ

る よ うな科学的教育が非常に重要 であるこ とを問題点 の中に付け加 えてお こ う.。

3中 小 企 業 の コ ンピ ュー タ共 同 利 用

・1967年 中に 中小企業 の コン ピュータ ・リゼー シ ョソ を特徴づ けた のは,前 述 の よ

ケに超小型以下の コンピュータの普 及ぼ か りで な く,中 小企業が種 々な形態 で大型,

中型 コンピュー タに結びつ き,そ れ を利 用す る可能性 が生れ てきた こ とであ る。 昨年

の白書で も説 明 した よ うに,中 小企業が コンピュータを単独導入す る場合は,自 ら中

・小企業 の経営規模に最下限があ り。 またた とえ コンピュー タを導入 した として も,超
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小型 コンピュータでは中小企業 の多種類小量の事 務を十 分消化 できな いのである。複

数の企業 が集ま り,大 型あ るいは中型の コンピュータを共用すれぽ,融 通性 の高 い ソ

フ トウェアを利用する ことがで き,中 小企業の経 営管理 水準 を高 めるぼか りでな く,

コンピュータの遊休時間を減少 させ るこ とがで きるのであ る。 中 小企 業 にお け る大

型,中 型 コンピュータの利 用形 態を挙 げれば,次 の三形 態に分類するこ とがで きるで

あ ろ う。

1既 設計算 セ ンターの利 用

2共 同計算 センターの利用

3大 企業 の情報 ネ ッ トワークの利用

A既 設計算 セ ンターの利用

コンピュー タを導入 ・未導 入を問わず,中 小企業に よる既設計算 セ ンターの利用が

活発化 したの も1967年 の特徴で ある。既設計算 セ ンターには,コ ンピュー タ ・メー

カーあ るいはその販売会社が,コ ンピュータの教育 ・販売を兼 ねて,プ ログ ラムの開

発,計 算受託を行 なっている。 いわゆる(a)メ ーカー系列の計算セ ンター と,証 券

業界公認会計士事務所そ の他に 見 られ るよ うに コンピュータ ・ユーザーが直接あ るい

は コンピュータ部門を独 立させ て 委託計算 に応ず る,い わゆ る(b)ユ ーーザ ー系列の

計算 セ ンターと,さ らに,コ ンピュータの計算受託業務を専業 とす る,(c)独 立計算

セ ンターとがあ る。

1966年 のJECC調 査に よれ ぽ,(c)に 属 する計算 センター51社 の うち29社 が

回答 してい るが,こ の29社 の うち100%大 企業 の受託計算 を 行 なってい るも の4

社,100%中 小企業 と答 えた もの4社,100%そ の他は1社 で あ り,60%以 上大企

業J中 小企業 の両方か ら受託 してい るもの6社 な どであ った。 さ らに,大 企業,中 小

企業,そ の他の3者 か ら受託 してい る企業 は12社 であ り,中 小企業 か らの受託計 算

を行 な っている企業は29社 の うち22社 に のぼ ってい る。 しか しなが ら同調査に よ

れ ぽ,コ ンピュータ未導 入の中小企業299件 の うちで計算 セ ンターを利 用 してい る企

業数はわずか2件(0.7%),利 用 した い と思 ってい る企業 は12件(4%)に 過 ぎな
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い。 これ らの事実 か らして中小企業で の計算 セン ター利 用は既導入 の中小企業が主 体

で あ って,超 小型 コン ピュータの能力不足を補 うために,計 算セ ンターを利用 してい

るこ とがわか る。

しか しなが ら,1967年 の東 商の調査に よれば,コ ンピュー タを導 入は していない

が,計 算 セ ンターを 利用 してい る企業数は,調 査 回答企業数1,281社 の うち92社

(7.2%)存 在 している。 この事実 は コン ピュータの導入,未 導入にかかわ りな く,

中小企業 に コンピュー タの必要性 が過去1,2年 の うちに高 く認識 され て きた ことを

物語 る ものであろ う。同調査に よれぽ,利 用企業 の うち41社(44.6%)が 「常時」

利 用 してお り,36社(39.1%)が 「月に1回 ぐらい」利 用してい る。 さ らに,将 来

「利 用をきめる」企業 は92社 の うちわずか1社 で,不 明が2社,残 りの89社 の う

ち 「利 用を継続す る」 と答 えた企業64社(69.6%),「 導入 す る」 と答 えた もの25

社(27.2%)に のぼ ってい る。

また未導入 ・未利 用企業1,067社 の うち,コ ン ピュータの導入 ・利 用に関心を もつ

企業 は512社(48.0%)あ り,そ の うち 「導入の意 思あ る」企業 は142社(13.3%),

「利 用の意 思あ る」 企業92社(8.6%),「 どち らか決 しかね てい る」 企業298社

(26.1%)で あ る。 「導入 の意思あ る」企業 の うち,各 産業 内でそ の割合の高 いのは

金 融業 ・保 険業 の25%(8社),製 造業 の17.6%(70社),卸 売業 ・小売業 の14.9%

(45社)で あ り,「利 用の意思あ る」企業 の うち,各 産業 内でそ の割合 の高い業種 は,

その他の産業 .13.6%(3社),卸 売業 ・小売業12.9%(39社)で あ る。

この よ うな事実 か らして,既 設計 算 センターの利用は,コ ンピュータ既設 の中小企

業 に よる複雑,大 量の業 務の 消化のため,ま た未導入 の 中小企業が導入準備のため

に,そ して純粋に計算 セ ンターを利用す るとい う形 で徐 々に増加す るであ ろ う。

教育,シ ステ ム設計 も含めて,特 定機種 が決 まってい る場合 は,メ ー カー系列の計

算 セ ンターを 利 用す る と,コ ン ピュータ言語,イ ンプ ッ ト作成 マシンに 融通性 があ

り,し かも大型 コンピュータの利 用の可能性 もあ り,無 駄な投資 を避け ることがで き

るであろ う。 いずれ の形態を とろ うとも,既 設計 算 センターを利 用す る場合は,セ ン

ターの費凧 人員な どの維持,運 営に関す る問題に利用者は関係 しない。

計 算 センターの利 用者 は使用料を支払 うだけで よい。だが使 用料に は当然,セ ンタ



、160

一の諸費用が含まれているので,定 型的,連 続,大 量の事務処理を 必要 とする場合

は,計 算センター利用のみが経済的かど うかは分からない。さらに中小企業の特殊な

例外処理に関するプログラムを小回わ り良 く消化できるかどうかに問題があろ う。

B共 同出資計算セ ンター

昨年 の コンピュータ白書は,中 小企業 の共同利 用計算 センターの必要性につ いて述

べたが,1967年 中に,金 融業 界,卸 売業 界,小 売業 界,あ るいは特定地域 な どで中

小企業 が集 まって共 同出資計算 センターを予 定 した り,あ るいは実施 した例が 多 くな

った。 この よ うな共 同出資計算 セ ンターは,収 益性 を第一 義 とせず,加 盟企業 の便益

に供す るとい うことが設定の趣旨であ るか ら,定 型 的,連 続,大 量 の処理 を行 な う場

合は,費 用的に中小企業の負担を軽減 す るぼか りで な く,業 種 が同一で ある場合標準

プ ログラムの作成,例 外処理の標準化は行ないやす い。 しか しなが ら,幾 つか の例に

み られ るよ うに,加 入者が数企業 しかない場合,共 同利 用センターの月 間運営 費の負

・担額が大 き くな るが,月20万 円以上であ ると超小型 を導入す るかあ るいは既設計算

・センターに依 頼す る方が経済的にな ることもあ るので,計 算 センターの主要機種が小

型にな る場 合がある。 この よ うに計算セ ンターの主要機種が小型 の場合計算機 の能力

は限定 され,日 常業務に制限が加え られ るばか りでな く,中 小企業 の取 引のサイ クル

が,通 常1ケ 月単位 で行 なわれ るか ら,各 企業の持ち込むバ ッチ処理 が月末 に集中 し

やす く,事 実 上計算 セ ンターの役割を果 さな くな る恐れが ある。 また,こ の よ うな中

小計算 センターでは,パ ンチ ャーな らびに センター要員を集めに くく,要 員が 非常に

少 な くなるか ら,要 員に過重労働が強い られ,病 欠,休 職,退 職の場合 には補充 に無

理 を生ずる ごとがあ る。

'
したが って,中 小企業が 出資す る共 同計算 センターは加盟企業 を多 く,各 企業 の経

済 的負担額を小 さ くし,し か も大容量,高 速 の中型機 以上 の コンピュータを設置 しな

けれぽな らないであろ う。計算 センター一般 につ いて言える ことであ るが,コ ンピュ

ー タは 「何 とな く儲 か りそ うだ 」 とい うよ うな甘 い気持で ,計 算 センターを開設 し,

創業 費を回収 しない まま閉店 ・休業 の状態 にな った り,あ るいは小型ロ ンピュータに
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ガス ・水道など公益事業の大量の領金計算を紙テープ ・ベースの分類を含めて行なわ

せ,そ れだけで作業能力が一杯になった り,不 具合が幾つか見 られるか ら,計 算セン

ターの開設には十分な調査な り準備が必要である。

上述のように共同利用センターの運営にっいては幾つかの問題点が存 在 す るが,

1967年 中に,中 小企業振興事業団の業務関係法が決定 し,中 小企業の経営高度化計画

の一環として計算事務共同化が促進され ることになった ことは喜ばしいことである。

昭和42年 法律第56号,中 小企業振興事業団法では,第2条 中小企業者の定義で,中

小企業 も資本金(出 資金)が5,000万 円以下の会社並びに従業員300人 以下の会社

および個人であって,産 業は工業,鉱 業,運 送業等 と定義 し,42年 政令254号 施行

令第3条 第1項 第5号 で計算事務共同化を うたい,そ の基準を次のようにしている。

組合の場合(第7条 第1項)① 組合員と組合 との問に,組 合の自ら計算事務共同

化事業を継続的に利 用すべき旨を内容とす る契約を締結することなど。この事業が組

合員に十分利用されるように なっていること。 ② 組合員の数は30人 以上であるこ

と。③ 組合員の80/100以 上が特定中小企業 または企業組合であること。④ 事業を

行な う組合が設置す る事務所,電 子計算機等の施設が この事業を効率的に実施するに

必要なもの。さらに会社の場合(第7条 第2項)で も組合と同じように規定 し,と く

に出資しているものの80/100以 上が特定中小企業で,そ の金融の所有出資額がその

総額の70/100以 上であることを規定している。さらに貸付けの対象 としては,事 業

協同組合,事 業協同小組合,協 同組合連合会,商 工組合,同 連合会,商 店街振興組

合,同 連合会,中 小企業者たる会社であ り,貸 付対象施設としては,土 地,建 物,コ

ンピュータおよび付属設備,貸 付利率は,2分2厘 以内,償 却期限は12年 以内,据

置期間は2年 以内,貸 付金の額は総額の66%以 内(事 業団負担分は40%)と 規定

している。このようにして中小企業振興事業団法が具体的に整備 ・施行 されることに

よって,中 小企業のコンピュータ利用は急速に促されるであろ う。 しかし,同 法はコ

ンピュータの利用方法については細目を決めていないが,中 小企業の共同利用計算セ

ンターは,た だ単なる業務のバッチ処理ではなく,各 中小企業 とセンターを直結する

オンライン・リアルタイム ・システムを作ることによって,真 の効果を発揮す るであ

ろ うと思われる。

'
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C大 企 業 の情報 ネ ッ トワー クの利 用

1967年 に,当 協会 と日本生産性本部が共催 した 「MIS米 国使節 団」 にみ られ るよ

うに多 くの大企業 は,コ ンピュー タ利用の第一段 階をすでに終 了し,コ ン ピュー タに

よる全社的な経営情 報 シス テム確立に懸命であ る。 と くに,富 士銀行,住 友 銀行,三

和 銀行,三 井 銀行,東 海 銀行,静 岡銀行,八 十二 銀行,農 林 中央 金庫,平 和相 互銀行

東京産業信用金庫,八 千代 信用金 庫,な どにみ られ るよ うに,銀 行業 界では,窓 口に

発生 した預金業務,為 替業務 を コンピュータ ・セ ンターに直結す る,い わゆるオン ラ

イ ン ・システムを着 々 と作 ってお り,ま た 国鉄,N航 空,Z空 輸,Kツ ー リス トな ど

にみ られ るよ うに座 席 ・旅 館予約業務,労 働 省の求人求職紹介業 務,N証 券 の株式取

引,0製 作所,T自 動車販売,K製 鉄,T工 業,M運 輸 な どの在庫 ・受注 ・販売 ・運
り

送な ど の管理業務 な どJ20数 システムが全国的あるいは地域的 ネ ッ ト・ワP・一クとし

て ナンライ ンで稼 動 してい る。1967年 末 までに この よ うな計画を もつ企業数は さ ら

に20数 シス テムあ り,わ が 国も,ア メ リカと同 じよ うに,コ ンピュータの オンライ

ン ・シス テムが一般化す るのは当然の成 り行 きであ ろ う。1972年 までに,資 本金10

億 円以上 の企業で ナン ライ ン ・シス テムを利 用す る数 は,700以 上に のぼ るもの と推

定 しているもの もある。 さ らに この よ うに企業が独 自に情報 システムを も つ の で な

く,た とえぽ全 国地 方銀行 の為替通信 システム,運 輸省 自動車 局の 自動車検査 ・登録

事務 シス テムな ど,日 本寛 々公社 が実施す る個別 デー タ通信サ 」ビス ・システムな ど

に よって,コ ンピュータ利用は産業 別の全国 ネッ ト・ワークへ と拡大 してい る。

この よ うな時代の趨勢を背景に して,中 小企業 が,コ ンピュータの もた らす大 きな

力 と切 り離 され てい るな らば,大 企業 と中小企業 の生産性 の格差 はます ます拡 が るば

か りで な く,中 小企業 は労働 問題,賃 金問題顧,客 へ のサー ビスの提供,そ の他 の問

題に苦 しむ ことにな ろ う。

中小企業 が大企業 の コンピュータ ・シス テム とオン ラインで結び つ くの は た と え

ぽ,メ ーカーが親会社であ るよ うなデ ィー ラー,下 請企業,倉 庫業 など,電 鉄 会社 が

子会社であ る観光会社に乗車券 の販売 を委託 してい る場合,あ るいは旅 館,ホ テル等
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が客の送迎 のために特定 のタクシー会社 と専属契約を締結 してい る場合,あ るいは,

農林 中金 と県信連 の共 同専 用の よ うな公共性の強 い場合 な どにみ られ る。

1967年 に大 き くな ってい った この よ うな大企業 の情報 ネ ッ ト・ワークの 確立 とい

う問題は,主 として緊密 な資本 関係を有す る中小企業を,大 企業 の情報管理 とい う面

か らさ らに緊密化を強めて包含 してい った。中小企業 の立場 か らい うと,た しか に端

末機 を設置す るだけで,大 企業 の コン ピュー タと接続 され事務管 理面では迅速 な情報

処理 が可能 とな りかな りの改善 が行 なわれた。 しか しなが ら,親 企業 と資本的 にまた

業務 的に緊密であ っても,中 小企業 はそれ ぞれ独 自の処理すべ き問題や業務 を持 って

お り,多 くの例に見 られ るよ うに,親 企業の ネ ッ ト・ワークに よって端末機 を設置す

ることに よって,か え って小型 あるい は超小型 コンピュータの導 入が促進 され る とい

う現象があ る。

中小企業 の コンピュータ リゼ ーシ ョンは,中 小企業 の経営層の コンピュー タ利 用に

っ いての意識の高揚,メ ーカーのハー ドウェア,ソ フ トウェア,シ ステム設計 などの

絶えざる努力,通 産 省,中 小企業庁,商 工 会議所 な ど公的機 関の指導,あ るいは 日本

電子計算機 株式会社 な どに よる レン タル制度の普 及,大 企業 のネ ッ ト・ワー ク確立 の

意 欲などの要因に よって,]967年 に長 足の進歩を遂 げた ことは言 をまた ない。

しか しなが らこの よ うな状態にな ったか らとい って満 足す べ き で は ない だ ろ う。

ある意味では中小企業 の コン ピュータ ・リゼ ーシ ョソが始 まった段 階である といえる

のである。超小型 コソピ三一 タでも単独に導入で きるか,共 同セ ンターを作 るか,あ

るいは大企 業の傘 下にあ って コンピュー タを利 用で きるか,い ず れかの中小企業 のほ

かに,コ ンピュータ文化 か ら全 く放置 されてい る中小企業 が圧 倒的 に多いのであ る。

現在行 なわれ てい る主 として名企業別の全国情 報 ネ ッ ト・ワークは,や が てた とえ

ぽデパ ー ト,ス ーパ ーづ・一ケ ッ ト,自 動車 メーカー,倉 庫業,銀 行 など異種産業間 の

情報 ネ ッ ト・ワー クの結合 とい う型でわが国の産 業に大 きな衝撃 を与 えるで あろ う。

この よ うな歴史の流れの中にあ ってコンピュータに結びつか ない,中 小企業 は ます ま

す不利な存在 とな って しま うであ ろ う。 ここに国 として コン ピュー タをこれ らの水 準

の中小企業 にまで利 用させ る施策 な り方針を明 らかにす るこ とが要望 され る。





第4部 コン ピュー タ経 営 の進展 と問題 点

第1章 コ ン ピュー タ ・ギ ャッ プ を あ ぐる諸 問 題

一 技術格差か ,経 営格差か,シ ステム格差か一

昨年OECDの 科学政策委員会において米 国 との技術格差 とくに,コ ンピュー タの

技術 格差の 問題が大 き くと りあげ られたが,さ らに これ は技術格差の問題以上 に経 営

格差の問題ではないか とまで論議 された。

この コンピュー タの技術格差か経 営格差 かの問題 は単 に西 欧対米国の問題のみな ら

ず,わ が国の大 きな問題で もあ り,こ れ また昨年 の訪米MIS使 節団の大 きな使 節 目

的のひ とつ で もあ った。

実 は この件に関 しては昨年訪米MIS使 節に先 き立ち,国 防省,連 邦政府,大 学,

研究所,メ ーカ,ユ ーザー等におけ るMISの 現 状,動 向に関 し一応調査,検 討 され

たが,し か し帰朝後の報告,事 情聴取に よって調査 の結果 が確認 され た所 もある し,

また新規 テーマが発見 された ところもあ ったわけであ る。

それ では一 体 コンピュータ ・ギャ ップとは何 であ るのか,技 術格差 なのか,ま たは

経営格差なのか,ま たはシステ ム格差なのか。 見え るものなのか,見 えざるものな の

か,そ の問題の所在 を探求す ることにす る。 もち ろん今 日全部 の問題 点が確認で きる

もので もな く,ま た コンピュータ業 界の問題は若 い産業 であ るため不詳 の も の が 多

く,こ こで検 討で きる ものはその一 部に過 ぎない。
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1.情 報産業時代における近代計画工学

一 モデュール概念 とパ ッケージ技術の出現一

ぴ

いまここに米国における情報伝達 に 関す る歴史 を頼 りみ ると,1666年 数多 くの土

着 言語,欧 州言語 の中で英語が米国 の言語に決定 され(今 日まで300年 の歴史),次

に,1841年 西部へ経済が発展 して行 く過程の中で新 しい地域 の人 々に信用状 況を知

らせ るために ダソ&ブ ラッ トス トリ一社が 設立 され(今 日まで125年),1915年

IBMの 初代 ワソリソ氏がPCSの 計算機会社を設立 し(今 日までち ょうど53年),

1925年 自動車工業 の発展 とともに米国の経済市 況を毎週 レポー トするた め タイ ム ・ウ

イ ー ク認が発刊 され,1952年UNIVACに よって最初 のコンピュー タがつ くられ,

1956～59年 コンピュータ ・メーカーの登場 と相 まって ソフ トウェア会社 が設立 され,

1966年 コンピューータ会社 が経済調査機関 と提携 し,そ の間1966年 にはインテルサ ッ

ト2号 の打 ち上げ,1968年 には国際通信衛星 の打 ち上げがあ り,こ こに国際情報網

時代が 開始 され ることにな った。

しか しこの3㏄1年 にわた る情報伝達 の歴史をふ りかえ ってみ ると,ち ょうど1952

～52年 頃,UNIVACに おい て初の コンピュー タが完成 され た当時ル ・コル ビュジ ュ

エが 印度の ヒマ ラヤの高原に数 と暦 と光 を象徴 した未来都市 を設計 し,こ の時彼はモ

デ ュ ロール とい う新 しい固定は していたけれ ども寸法決定に執着 し,都 市設計に関 し

ては最 も近代 的都市設計をあみだ したのであ った。

しか しこの固定化 したモデ ュール論はそ の後進歩発展 し,こ こに変化に応 じること

ので きるモデュロール論が出現す るに至 り,こ の傾向が1958年 ～1962年 とくに1960

年 を境 に して コン ピュータ(例IBM360シ ステム),さ らに米 国の国防 省の3軍 統

合 のためのPPBS,建 築(丹 下健三 教授設計に よる東京 オ リンピ ック競技場),運 輸

(陸,海,空 一貫輸送 のコンテナ方式),都 市計画(黒 川紀章氏設計に よる名古屋菱

野 団地建築),美 術(林 武画伯に よる富士),モ ン トリオール博覧会におけ る未 来都市

の住宅 と してのHabitat,最 も斬新 な例 としては霞 ケ関 ビルにおけ る 移動可能 の床
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面積等,こ れが新 しい近代建築または計画工学のベースとなって現われて来たのであ

る。すなわち近代計画工学の特徴は従来の硬直 した剛構造を変化に応 じるダイナミッ

クな柔構造に切 り変えたことであ り,こ の構想はまさに西暦2000年 に到る32年 間

社会経済開発を遂行する際基本的なものになるであろう。

2情 報 の大量消費に対応する大量生産のための

モデ ュール構想

第5部 第2章 情報産業の意義 目的,評 価で述べた如 く,今 後の10年 間～20年 間国

際的には東西の対立,後 進国への社会 ・経済 ・技術援助,な らびに地域開発,国 内的

第12図 モデ ュール情報の重合
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には社会経済 開発,企 業 の情報 システムの確立 とい う大 きな 目的のた めに,今 や企業

レベルの情報 システムは まず,第1段 階技術,生 産,マ ーケ ッテ ィングに関するオペ

レーシ ョナルな情報のモデ ュール化を経て,次 に1968年 以後 マネジメン ト・レベル,

1970年 以後 ス トラテジ ック ・レベルの情 報 システ ムを確立 し,大 体1975～1980年 を

目標に して大部分の企業が企業 総合MISの 完成 を設計 ・計画中であ る。 しか し同時

に このモデ ュール化 された企業情報 システムをベ ースに して一方では縦割 り式の産業

別 の総合産業情報 システムの確立が設 計 ・計 画中であるとともに,他 方では企業 レベ

ル,コ ンツェルン,財 閥 レベル,地 域 開発 レベル,国 家 レベル,国 際地域 開発 レベル,

国際 レベル とい う横割 り式 のハイ ラキ一別の総合情 報システムの確立 も設計,計 画 中

であ り,さ らに双方の情報 システムの重合 に よって ここに社会経済 開発 を指 向す る情

報 システムの完成 が予想 され る。

このよ うにベ トナ ム和平後 の社会開発の提 唱,と くに1980年 にかけての東西 の対

立 に対す るマルチ ・ナシ ョナル体制お よび ワール ド・エン タープ ライズへ の移行は技

術革命,生 産 革命,マ ーケッテ ィング革命 と相 まって,こ こに科学,技 術,ビ ジネス情

報 の大量消費に対応 す る大量生産 の問題を惹起 して来 るのである。た とえぽ従来 の経

済外交 は今後社会経済 開発 を 目的 とす る技術 研究 開発外交 に転換 をせざ るを得 ないの

ではないか と想像 され,科 学 ・技術情報に関 して新 しい要求がで て くるわけである。

この よ うな科学,技 術,経 済情報は今後 タイ ム ・シェア リング ・シス テムの開発,

宇宙通 信の開発に よ りよ り拡大 され る可能性が強 く,コ ンピュー タメーカーお よび通

信サ ービス業 は何時 この総合化 され た大量情報 消費時代がや って くるかに対 して,何

時か らこの情報 の大量生産 システムを確立(情 報 のモデュール化 とパ ーケ ッジング技

術 の採 用)し なけれぽ な らぬかの問題 に当面 したのであ る。

3ハ ー ドウ ェア 面 に お け る モ デ ュー ル構想 と

パ ッケ ージ ング技 術 の採 用

1960年 ～61年 にかけて前述 の国際的に も国 内的に も科学,技 術,ビ ジネス情報 の

大量 消費時代 が到来す るのに対 して,如 何に異 なった要求 に対 して もダイ ナ ミックに
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応 じうる情報の大量生産 方式 を確立す ることがで きるか につい て,当 時 のIBM

の販 売機種 か ら推 して次期 計算機 の機種決定(コ ンセプ ト,シ ス テム設 計,製 造,販

売,保 守賃金,訓 練)を しなけれぽ な らなか った時であ った。(第 回),も ちろん当

時 として,イ)704→709-7090→7094と い う移学計算機派 と,ロ)650-7070を た ど

る事 務計算派 と,・ ・)705→7080派 と,二)全 くこれ らとは ワー ド構成を異 にす る大

量生 産方式 の1401→1410の 事 務計算派が 対立 し,ホ)さ らに50年 の歴史を 持つ

PCSグ ル ・一ープが鼎立 していたわけである。

第13図IBM360シ ステムが開発 され るまでの コンピュー タの発展 図

試 作 期

～1944--50、

実 用 化

第1期

(1951-59)

第2期

(1960～64)

第3期

(1965-?)

。甲

』



170

もち ろん機種 の統合 とともに演 算,論 理 回路素子の共通 化 とい う基本問題があ り,

結局の所 モ ノ リシ ック ・イソテグ レッ ト・サーキ ッ トを採 用す る代 りに,最 後にイン

プ ッ トに50年 の歴史 を もつ カー ドを残す とい うことを条件 とし,科 学用に も事務 用

に も,ま た大量生産方式 にも個別生産 力式 に も適応す る共通 な コンピュータ(360シ

ステム)の 演算論理回路 と してSLT(SolidLogicTechnology絶 縁体 のウェ ファ

ーの上部 または裏面に トランジ スタお よび ダイオー ド等の能動部 品 と,レ ジスター ・

カバ シター ・イ ンダ クタンス 等 の受動部品を蒸着 し,結 線 した ものの よ うな 集績回

路)を 採 用 した背景は何であ ったであ ろ うか 。語の構成,シ ステム設計,マ ーケ ッテ

ィング,保 守,教 育 等が異 な る機種が ど うして統合 で きた かの疑 問は形の上で はSL

第14図IBM360シ ステムのアーキテクチ ュアー(構 造)
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Tを 用いた360シ ステムの出現 で解決 されたが,そ の真の解決 の謎は ま さにモデュー

ル ・コソセブ.トとパ ッケージ ング技術 の採 用であ った。

cclBMSystems360Enginnering"の 序文中
,「 この五つ(モ デル60お よび62

を一つ としてか ぞえる)に モ デルを分離 した基本的決定 とい うものは実 はひ とっ のモ

デル と他 のモデル との間 に2.5倍 ～3倍 の内部 の増加が計画的 に内蔵 され ているこ と

であ る。 さ らは この360シ ステムについて最 も重 要な ことは モデ ュールであ る」 と述

べ られてい る如 く,近 代大量生産方式の コンピュータの特徴は それは モデュール構想

の採 用であ る とともに アーキテ クチ ュアーが内蔵 され てい ることであ る。す なわち,

た とえぽ モデ'ル30の シス テム ・■R・一フォマソスを1と 仮定 した場合 モデル40は3,

モデル50は10,モ デル60は20,モ デル62は30,モ デル70は50と い うよ う

に,シ ステム相 互間のパ ーフォマンスの間 に2.5～3.0の 上昇倍率が存在 し,こ の原

第39表 ・シス テム360の 産業別 ・適 用別マ トリックスの想定
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則 によ り設計 され,こ れ をペースにして レンタル価格,メ モ リー内容,演 算回路,顧

客 サー ビス,社 内訓練 の標準 が決定 され ているのであ る。

360シ ステムとは適 用 オ リェ ソテ ッ トの縦割(ハ イ ラキー)と 横割(適 用)の マ ト

リックス構造 を もった計算機 であ り,し たが って横 割に見た場合0-4ま でが科学用

で,5-9ま でが事 務用であ り,縦 割に見た場合20-90に 至 る段階毎 に内的■〈一ーフ

ォマンスが上昇 す るのであ ると考 え られ る。

(注)現 在モデル85,65,55,25等 が何故生産されているかは以上の理由により理解されるものと思

われる。

コンピュー タの第3世 時代 の特 色は いわゆ る微 小化回路 の採 用であ ると述べ てい る

が,そ れ よ りも最 も近代的 エンジニヤ リングの特徴であ るダイナ ミック ・モデュール

構想 の採用であ り,同 時 に標準品お よび特注 による大量 生産が可能にな った と と も

に,部 品お よび装置 のモ デュール化 によ りコン トロール ・レベルを合わす ことがで き

るこ とにな り,し たが って価値 の抵下 を防止す ることがで き るよ.うにな った ことであ

り,こ こに最終 的にみた場合経済的 な大 きな メ リッ トが存在す る。

この コンピュータにおけ るモデ ュール構想 の件 であ るが,IEEETransactionon

AerospaceandElectronicSystems,1966年Julyc"MILDATAStudyofPost-

1975,CommandControlInfomationSystems"に ょれ ぽ,MILDATAと は陸

軍 の従来 のCCIS-70の 試作改 良版であ り,そ の 目的は 戦略 的なCCIS-70に おけ る・・

一 ドウェアお よび ソフ トウェアについて斬新な組織お よび概念 を開拓 し,同 時 にシス

テ ム ・パーフォマンスを測定す るためにエ フェ クテプネス と方法 につい て新 しい メデ

アーを開発す るこ とであ る。 このMILDATAシ ステムは1975年 ～85年 の間野戦

において活用 され ることを 目的 とした ものであ り,こ のMILDATA概 念の 唯一 の

特 徴は非常 に広範 囲の戦略的資料 処理 の要求について弾 力性 を満す こ とがで きるとこ

ろのModularityを 極 限にまで 展開す ることである。このモデュ ラリチーの主なる

目的は,イ)サ イ ズの変化性(SizeVariability),ロ)適 用の弾力性(ApPlication

Flexbility),ハ)・ ・一 ドウェアのシ ンプル 化 と標 準 化(HardwareSimplication

andStandarization)で あ り,そ の利得は,イ)総 てのエ レメン トに対 す る 適 用

と,ロ)総 てのユーザの グル ープに対す る適 用 と,ハ)シ ステムの経済性 であ り,こ
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のモデュー ラ式 のシステム ・レリア ビリチーの構想 が今後 の コンピ ュー タシステムに

欠 くこ とので きない新 しい基本概 念である と述べ られ ている。

以上述べた如 く,モ デ ュール の概念は全 く新 しい近代 エ ンジニヤ リングの基 本概念

であ り,し か もこれ は コンピュー タの よ うな コン トロール ・システムぽか りでな く建

築,都 市計画,住 宅,美 術,マ ネジメン ト全般に共通す るものであ る。 しか も1960

年代 の初めにおい て 開発 された この構想 が1975年 ～85年 におけ る 軍 用 コンピュー

タに現実 的に適 用され る とす るな らぽ,こ のモ デュール とい う概念が如何に重 要な要

素であ るか とい うこ とが確立 され た とともに,ま た この概念が採 用され てい るか否 か

が技術 格差の一つ のきめてにな るのでは あるまいか。

4ソ フ ト ウ ェ ア ま た は 適 用 に お け る モ デ ュ ー ノし構 想 ど

パ ッ ケ ー ジ 技 術 の 採 用

コンピュータの適 用におけ る格 差 とは一応二つ に分 けて考 え られ,ひ とつは ソフ ト

ウェアをつ くるメーカ,ま たは ソフ トウエア ・コンサル タン ト会社 の問題 と,他 は ユ

ーザ ー側の問題であ る。

前述 した ハー ドウェアにおけ るモデ ュール概念お よびパ ッケージング技術 の問題は

ずぽ りそ のまま ソフ トウェアにつ いて も該当す るので ある。

Aメ ー・力側 の ソフ トウ ェアに おけ る モ デ ュール概 念

お よび パ ッケ ー ジ ン グ技 術 の採 用

メーカ側の問題 としては特にIBMの 場合であるが,前 述 した如 く今後の10年 ～

20年 間を想定した場合,国 際的にも国内的にも,ま たマーケッティング,生 産,技

術等凡ゆる分野において大きな変革がおこり,こ こに情報の大量消費時代がやって く

ることは予想 され るところであるが,こ れに対 して何時情報の大量生産体制を確立す

るかは投資回収の面からみて全 く重大な問題である。

IBMの 場合一番重要な問題は収入のパターンが 従来までと今後5年 間否10年 間

が全 く変わるとい うことであ り,第15図 に示される如 く1965年 と1972年 を比較 し
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第15図1965年 と1972年 におけるコン ピュー タの収入パターンの変化

サ
'ス1

ロ ビ ビ デ ト

1ユ1ラ タ
ン
ス

コン

トラク

ト

プログラ

ミング

サ ブ
スク
'リプシ

ョン

サー ピス

1965

麟
・ 》粥

紛.

1972

lli三灘
お よ び10%

サ ー チ ン グ

ファ ン クシ ョナ

ル ・ア 一 夕・フ ロ → ・

セ シ ン グサー ピス

ー ビス

ビュ ロー

コン トラ ク ト

10%プ ログラ

ミング

20%

エクトプメン

ユーテリティー

η

lBMの1958年 ～1967年 に い た る 企 業 収 入 ・純 益

1967196619651964196319621961196019591958

全 収 入5,3454,2483,57332392,8632,5912,2021,8171,6131 ,417伸 長 率

25.8%18.9%10.3%13.1%10.5%17.7%21.2%12.6%13 .8%

純 益651526477431364305254205176152

伸 長 率23.8%10.3%10.7%18.4%19.4%20.1%23.9%16.5%15.8%

利 益/収 入12.2%12.4%13.4%13.3%12.7%11.8%11:5%11.3%10.9%10 .7%

第16図IBMの 資本投下変動(単 位:100ド ル)

1フ10

1,520

1,33Q

1,140

950

760

570

380

190

0

1958'59'60'61'62'63'64'65'66'67

第三世代のための増強分 .轟繍難忽

鍛
聾鞭灘響
聡 慧 、灘管

第二世代のための増強分

簸癬簾 ・

鍵欝



175

た場合,装 置 か らの収入は78%か ら1972年 には一挙33%に まで低下 し,収 入源は

色 々のエ レメン トに分割 され,そ の大部 分はハ ー ドウェアか らソフ トウェアに移行す

る とい う傾 向が ここに明確に示 され てい る。か くてIBMに とって今後 の売上を100

億 ドル と想 定 した場合,現 在投 資 した資金 の回収 パ ター ンが従来 のハー ドウェアか ら

得 られ るの とは異 な り,ソ フ トウェアか ら得 なければ な らぬ状態 にな ってきたのであ

ることは明確で ある。 この投 資に対す る回収 とい うシステム ・アプ ローーチか らIBM

として今 後 ソフ トウェアか らの収入(教 育 を含む)を 如何 にす るか とい うことが今後

の重大 な問題に なって きたのであ り,こ の問題解決 の鍵は前述 の場合 と同 じくモ デュ

ール概 念 とパ ッケージ技術 の採 用で あ ったわけであ る。(第16図)

た とえぽIBMが コンピュータを製造 して以来 ソフ トウェアに関 してモデ ュール概

念 を 採用 したのは 昨年発表 したProductionInformation&ControlSystem

(PICS)を 以 って始てで あ り,こ の360シ ステムの生産に関す るマ ニヤルにおいて

サブ ・システム毎に モデュール概念 が採 用 されだ した のであ る。

Modulename InPut ProcessingRoutines
DataBase
RecordFieled

Output

何故 このサ ブ ・システ ムにモデ ュール ・システ ムが採 用されだ したかは,IBMマ

ニヤルにあ る如 く 「企業は経済界におけ るダイナ ミックに変化す る環境 に対 して,競

争 的位置 を改善す るた め,常 にアル タネーチプの方法 を切 り開いて行か なけれ ばな ら

ない。た とえぽ新製 品が紹介 された り,既 製品が再設計 された り,新 しいサ ービスが

顧客 に提 供 され なけれぽ な らない」 と述 べ られ ているが,こ のためにはただ情報 が平

行 的に配布 され るので な く,イ)同 じデータ ・ベ ース即ちモデ ュールか ら多 目的に平

行 的に処理 され なけれぽ な らぬ ことと,2)技 術 的には プ ロセ ッサ ーと記憶装置 との

間 にマル チウェイ ・オーバ ー ラッピング,イ ン ターア クシ ョンす なわち重相 関がな さ

れていなければ な らぬ ことであ る。

か くてIBMは 科学,技 術,ビ ジネスの情報 の大量 消費時代 に対応 して何時情報の
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大量生産方式 を確立 したか とい うと,実 に360シ ス テムの設計の時に採 用 した ので あ

り,こ の点360シ ステムの ソフ トウェアは完全に1975年 ～78年 におけ る凡ゆ る情報

の空間領域 を測 定 した プ ロブ レム ・オ リエ ソテ ッ トな ソフ トウェアであ り,す なわち

原因か ら結果で な く,結 果 か ら原 因とい うWorkingBackwardsと い うシステム ・

アプローチ方式 を採用 したのであ る。

第17図
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したが って予想 され ることは,今 後IBMが ソフ トウェアを開発す る場合,ま ず ナ

ベ レーシ ョナル ・コン トロールの段 階では生産についで技術,販 売,流 通,研 究 開発

に関す るサ ブ ・システムをモ デュール化 し,次 いで1968年 には同 じくマ ネージ メン

ト・コン トPt-一ル ・レベルにおいて,さ らに1972年 にはス トラテジ ック ・コン トロ

ール ・レベ ルにおいて同 じく生産 ,技 術,販 売,流 通,研 究 開発に関す るサ ブ ・シス

テムを モデ ュール化す るで あ ろ う。

この ハー ドウェアに対 して ソフ トウェア も同 じくモデ ェール化 した ことは,イ)米

国の よ うな情報 の大量 消費時代の到来 に対 して情 報の大量生 産方式を確立す る上 に,
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ロ)か つ また投資 回収の パターンの異 な りつつ ある今後の収入傾 向を考慮 した場合,

ハ)投 資 した ソフ トウェアの システム ・パ ーフォマソスお よび コス ト・パ ーフォマン

スを考 えた場合当然な戦 略であ ったであろ う。 ここに米国の よ うな情報 の大量 消費に

対す る大量生産における技術格差 と経 営格差が存在す るよ うに見 うけ られ る。

Bユ ー ザ 側 に お け る モ デ=。 一一ル 構 想 と パ ッ ケ ー ジ ン グ技

術 の 採 用

ユーザ側 におけ る ソフ トウェアに関す る経営格差 の問題は メーカーにおける ソフ ト

ウェアに 関す る経営格差 と異な り千差万別であ り,ま たそ こには戦略 があ り一概 には

断定で きるものではない。

た とえぽ 日 ・米 を比較 して も企業規 模,企 業組織,経 営思想,就 業構造等がそれ ぞ

れ異 な り,さ らに米 国においては各 ビッグ ・ビジネスがその適 用をまず専門化 し,標

準化 された段 階で各社 がそれを共用す るとい う傾 向があ るため(た とえぽ 自動車エ業

ではGMは 主に技術に,フ ォー ドは生産 し,ク ライス ラーはマーケ ッテ ィングとい

うよ うに),ま ず このよ うな条件 を除外 して考 えた場合,基 本 的問題はやは りメーカ

ー側にベースをおいたモデ ュール概念 と・ミッゲー ジング技術が,ユ ーザ側 の ソフ トウ

ェアで採 用され ているか否 かの問題であ る。

現在米 国の巨大企業 において最高度に コンピュー タが適 用されている と定評 され て

い る企業(た とえぽIBM,ロ ッキー ド,GE,デ ュポン,ダ ウ ・ケ ミカル)を み る

と,例 外な くそ こには重相関表 が使 用されてい ることであ り,換 言すれぽ モデ ュール

概念 と パ ッケージング 技術か採 用 され,ベ ースを同 じに した多重 目的 の,WOrking

Backward式 の情報 システムが 確立 され ているこ とであ る。 今 ここにそ の主な る点

をあげれ ぽ下記 の如 くであ る。

aIBMのCOMPASS(ComputerOrientedPlanning&System

Schedulin9)

こ のIBMの ポ ーキ プ シー一・の 情 報 処理 は 変 化 を マ ネ ジ す る こ と が 目的 で あ り,

ManagamentofChanging(こ こ に モ デ ュー ル構 想 が 必 要),こ のCOMPASSの
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基本 理念は次 の如 くであ る。

イ)環 境研究 新 しい技術 を採 用す るために10年 後の人 間熟練度 または マネジ

メン ト段 階またはデーター ・伝 送等の調査

ロ)ユ ー トピアーの研究 コス ト,機 械,人 間の限界を無視 した最 大限の理想境

の研究

・・)ユ ー トピアーを可能性(FeasibilityStudy)に 逆 にひ っぱ りこむ研究
,こ の

際 コス トお よび パー フォマンスを調査す る。

以上がCOMPASSの 基本概 念で あ るが,IBMは1963年 頃か らポーキプンー

において システ ム ・アプ ローチに よる情報 システムの開発を行な っていたわけであ

る』

bduPont

この企業 は非常な確 固た る事業部制 を採 用 してい るが ,こ の 企業 の 目標 と して,

A)テ クニカル ・プ ロジ ェク トの コス ト評価,B)フ ニ ッシュ ド・プ ロダ ク ト・シス

テムー 最 終需要システム,C)オ ン ライ ン ・イ ンベ ン トリー ・コン トロール調査を

な している。問題は この企業 が如何 に縦割 りの中に横 割 りの組織を採 用せ ざるを得な

いか とい うことであ り,こ の問題解 決がA)お よびB)で あ り,こ のA)お よびB)

は当 然マ トリックス ・オルガ ニゼ ーシ ョンであ り,当 然モデュール概 念が採 用されて

いる ことが うかがわれ るo

c.Lockheedの'Inter・Loc

このInter-Locの 基本 的特徴は近代組立作業 にお いて,デ ザイン,作 業,組 立,

製品等の変更 を ノーマル(常 時)の もの と想定 し,マ トリックス ・オルガ ニゼーシ ョ

ン組織を採用 している ことであ る。即ち重相 関が用い られ ,常 にダイナ ミックに経営

され ている背景 には1,モ デュール概 念 と パッ吻 一ジ 技術が採用 され ているか らであ

る。
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dDowChemica1

こ の 企 業 のDPCS(DowChemicalCompanyDataProcessingandCommun

icationSystem)の 基 本 的概 念 は イ)ダ イ ナ ミッ ク,ロ)フ レキ シ ブ ル,・ ・)モ デ

=一ラーで あ り,如 何 に前 述 のdu`Pontと と もに米 国 の巨大 化 学 メ・一 カーが こ の モ デ

ュール構 想 とか最 終 需 要 シ ス テ ムを 採 用 して い るか が 認 め られ る。

e米 国3軍 のPPBS

最 も典 型的のマ トリックス ・オルガ ニゼー シ ョソであ り,陸 軍(縦 割),海 軍(横

割),空 軍(横 割),を ウェポソ ・システムに よ りプロジ ェク ト毎に横割 した ものであ

り,こ れ が米 国において経営 にモデュール構想 を採 用 した最初 の例であ ると考え られ

る。

fTheBankofAmerica

同行の数千 の支店 を コン トP'一一ルTimeAllowance&ProcedureManual・ お

よびBranchStaffRequirement'System双 方 とも作業 並びに人 間能力 のダイ ナ

ミックな モデュール構想 の採 用であ る。 これ に よ り支店 の増設,撤 廃,作 業 の増加減

少,人 員の配置 の増減,預 金貸付 先の変更等 あ らゆる変化 に適 用で きるMISが 確立

中であ る。

以上述べた如 く,米 国 の巨大企業 における ユソピ ューータの適 用状態 は大体1962 .年

か らこのよ うな段 階に入 ってお り,現 在 この状態が段 々と普 及 しているので はないか

とい うこ とであ る。ただ しごの実施が未だ全面的で な く同 じ産業で もあ る企業では技

術 に,あ る企業で は生産 に,あ る企業 ではマー・ケゾテ ィソグとい うよ うに戦略的に異

なるのは現段 階としてやむ を得 ないのではないか と考え る。
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5新 しい格差の問題意識 と しての情報 システム格差

マ クロ的な情報 システムの格差の問題 は第5部 第2章 情報産業 の意i義 ・目的で述べ

るが,本 論 におい ては ミクロ的な システム格差即ち企業 ベースにおけ るシステム格差

を述べ る。

ここで い う情報 シス テム格差 とは二つあ り,一 つ は縦軸で示 され る情報 システムの

重相 関の問題であ り,他 は時間 とい う横軸で示 され るシステムの ライ フ ・サイ クル開

発 の問題で ある。

A情 報 システムの重相関の問題

この問題は最近米国で認識 されただ してきた問題であ り,ま ず最初 コン ピュータの

ハー ドウェアお よび ソフ トウェアの発展はA)の パ ターンであ ったが,前 述 した如

くBの 段 階では・・一 ドウェアにモデ ュール概 念が入 り(IBM360シ ステム),例(生

産PICSか ら技術 →マーケ ッテ ィング)次 に逐次 ソフ トウェアに もモデュール概念

が浸透 し(第1部 第2章 米国 の ソフ トウェアの現状 参照),次 の段階では この立場が

逆転 しソフ トウェア ・オ リエソテ ッ トの八一 ドウ⊥ア時代が到来す ることが技術 の進

歩 な らび に投資回収 の面か ら予想 され る。 しか しこの段 階を転 機 として教育体制 が ビ

ジネス として完全に独立 し,教 育(シ ステ ム ・エンジ ニヤ リングは ソフ トウェアに含

まれず完全 な ビジネス行為になる)は ソフ トウェア と対等 に同列になる可能性がでて

くる。 しか し教育体制が完全にモデ ュール化す る と再び この3鼎 立の形 は三転 し,今

度 は教育 オ リエ ソテ ッ トの形(Gの パターン)に な り,こ こに人間不在でな く主在

である情報 システムが確 立 され るのである。即 ち教育 リ ダイ ナ ミック ・モデュール体

制一 人間知識の多 目的化が開始 され るのではあるまいか。

現在 この方向に向 って米国の コンピュータ メーカー ・コンサル タン ト,研 究 開発機

関が将来 のComputerizedMISを 探究 しているが,A.L.Little社 は次の よ うなシ
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第18図 ハー ドウェアとソフ トウェアと教育の相互依存の進展関係

BCDEF G

◎ 教

ソ

《

皇
ア

○

↑
ド

望
ア

教
育

モ デ ュ
ール

モア ユ

ール

ソ ロ

《

2
ア

○

↑
ド

皇
ア

数
目

モデュ モデユ
ール,ル

モ デ ュ
ー ル

↑
ド

皇
・ア

◎
ソ

《'

了
ア

教
育

モ デュ
ー ル

;'
教 ド
育 了

〉

◎

モ ア ユ
ー ル

ソ

《.

皇
ア

'
モ デ ュ

ー ル

'1→

㌦ 警
ア

◎
ソ

《

2
ア

モ ア ユ
ー ル

モア ユ

ール

モテご

、ノレ

ち;'
vド

膓 ウ
ア ー蠕

◎
誓

モデ ュ
ール

巨



Hardware

第19図 四 つ の ウ ェ ア の 多 重 相 関

Software

S.W

Peopleware lnformationware

岳
N

難
2琴

綴
灘
伽 恕
、

恕
総

塾

P.W→
企業情報

システム
←LW

レ ベ ル

↑

H.W

機能

戦 略 レベ ル

(ト ッ プ ・レベ ル)

マ ネ ジ メ ン ト・レ ベ ル

(ミ ドル ・レベ ル)

オペ レー シ ョン・レベ ル

(ロ ー ・レベ ル)

購懇
雛旗1

灘

ぺ 〉糖.ぷ ごぺ 。sc。 ・ 、＼ ・・、c・tW

灘灘 灘1



183

第39表A.D.Littleに よ るComputerized

InformationSystems

Management

Hardware

Sofrware

Peopleware

Informationware

.lnformationware

BasicFunctionofManagement

ManagementLevels

Activities

Organization

ManagementLevelsFunctions

Planning,Policy,Strategic

Controlling,Practice,Tactical

Operatlng,Procedure,Routine

StrategicPlanning

ManagementControl

OpeationalControl

InfomationService

PericdicReportsClock/Calender

ExceptionNoticesSituations

InquiryStatus

RequestAnswers

EffortsforAdvancedTechniques

InformationRetrieval

InformationPresentation

DataBankOrganization

Teleprocessing,i.e.CommunicationLinks

ReportGenerators

ModelsandSimulators

EvolutionofTerms

Tabulating

PunchCardAccounting

ElectronicDataProcessing

IntegratedData.ProcessingSystems

ManagementInformationSystems
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ステムを開発中で ある といわれ る(第39表)(資 料 ・訪米MIS使 節団資料)。

この コンピュー タ化 されたMISの 特 色は人間 とコンピュータの特 色を活 か した も

のであ り,こ れ は イ)ハ ー ドウ ェア,ロ)ソ フ ト・ウェア,ハ)ピ ィーピル ゥェア,

'
二)イ ン フォ メーシ ョン ・ウェアか らな りた ってお り,ピ イーピル ・ウェア・ 人間

性 の問題が とくに介入 してきた こ とに注 目すべ きであ る。

か くてA.D.Littleが 示す よ うに,今 後完全に コンピュータ化 されたMISと は

まず色 々の要素が集合 され,重 相関 され,IBMで い う所 のMIDAS・ ・Management

InfonmationDirectingSystemが 指 向す る所 のものになるではあ るまいか。

この よ うに今後重要な問題は企業内の ミクロの情報 システム設計 の構造 設 計 で あ

り,現 在 この よ うな情報 システムの重相関に関す る研究が 進め られ ていることについ

ては大いに注 目すべ きものであ る。(注)

B情 報 シス テ ムの シ ステ ム ・サ イ クル 開発 の 問題

この システ ム ・サイ クル開発 の問題であ るが,シ ステム ・アプ ローチ,ま たは シス

テ ム ・アナ リシスの問題 とともにわが 国ではほ とん ど認識 されず に,ま た問題視 され

ず に過 して きた きらいがあ る。 しか しコンピュータの母国 の米 国にお いて現 在最 も重

要視 している問題は このシステム ・アナ リシス,ま たは システム ・アプ ローチお よび

この システ ム ・サイ クル開発の問題,さ らにSystemsManagementの 問題であ り,

これ を考 える とわが国の コソ ビュータ工業 の育成 と米国の コソビ ュータ工業 の育成 と

の中に何 か根本的な相違 があった のではないか とい うことであ る。

もち ろん,シ ステム ・ライ フの問題 も原子 力,ま たは宇宙 開発 とい うナシ ョナル ・

プ ロジェ ク ト開発 の過程 で必然性 か ら学び得た もので あ り,段 々と進歩改良 され てき

ている。(第19図)は 米 国陸軍の コ・?ソ ド・コン トロール ・情報 システムー1970年

に関す るシステム ・サイ クル図であ る。

現在われ われが最 も研究開発 しなけれぽ な らない問題は,シ ステムまたは プ ロジェ

(注)こ の 件 に 関 し て はt'IEEETransactiononEngineeringManagement1966年3月 号"Analytical

ConceptfortheSelection,FlowandTransferenceonTechnologyinalageElectronics/

AerospaceFirmの 中 で 明 細 に 述 べ ら れ て い る 。
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クトを開発すべき場合に第1段 階で何をなすべ きか即ち機能的段階での問題 さらに

第2段 階の定義づけの段階で,第3段 階のシステム ・デサインの段階で,第4段 階の

作業の段階等で何をなすべきであるか,そ の内容 と方向性,目 的と評価,と くに測定

の基準にあると考えられる。

第19図CIS-70の インフ ォメーシ ョン ・システム開発サイクル
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6結 び

端的にいえぽ,日 ・米の情報産業時代 におけ る コンピュー タの国際競争力の問題は

技術格差(ハ ー ドウェア)で もな く,経 営格差(ソ フ トウェア,ミ クロの ソフ トウェ

ア=プ ログ ラミング)も さることなが ら,む しろシステム格 差になるのではないか と

い うことで ある。確かに適去10年 間わが国において コン ピュータに関 してハー ドウ

ェアとソフ トウェアに関 しては政府 も,メ ーカーも,企 業 において も大 いに この開発

振興に努力 して来た が,シ ステ ム開発 に関 しては,全 く等簡視 され ていた嫌 いがあ る。
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今 日,政 府,メ ー カー,ユ'一 ザ ー が最 も研 究開発せねば なちぬ問題は このシステ ム格

差を如何にちぢめ るか。すなわち,情 報の マ トリックス ・オルガニ七 一シ ョソの設 定

とシステム ・サイ クルのプ ログ ラムの設定 を如何にす るかであ る。 この システム ・サ

イ クルのプ ログ ラムを如何 に早 く効率的に設定す るかが,今 後わが 国の情 報産業時代

における情報処理関係者に課せ られ た大 きな任務である と考 える。
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第2章 コ ン ピュー タに 関す る教 育 問題

1コ ン ピ ュ ー タ教 育 の現 状 と問 題 点

A総 論

若 年労働 力の量的不 足だけでな く,そ の質的低下 は,コ ンピュータをは じめて導入

しよ うとす る企業は言 うに及 ばず,す でに機 械化を計画的に進 めてい る企業 に とって

も,MISへ 向か って コン ピュータ経営を一段 と前進 しよ うとす る今 日.,極 め て 大 き

な障害の要 因 とな って きた 。

具 体的には,ま ず第一 に インプ ッ ト・デー タの作成 に要す るキー ・パンチ ャーが,

そ の単純労働 とい う性格 か ら,若 年労働層 の中で も特に女子 の適職 とされ てさたが,

勤 務年数平均1～2年 とい う短期性 と,そ の養成 に少な くとも半年は要す ることか

らコンピュータそ のものの性 能は年 々飛 躍的に改 良され ていなが ら,肝 心の インプ ッ

ト・データの質的低下 を もた らし,イ ンプ ッ トした のちのチ ゴックに手 間 どり,パ フ

ォーマンス ・コス トを悪化 させ る根本 要因 とな りつつあ る。

また,シ ステムズ ・エ ンジニヤ,プ ログ ラマー,オ ペ レーター等は,コ ソピュ一夕

メ ー'カーお よびそ の代理店だけでな く,各 種民間 団体や学校 が陸続 と誕生 して,定 期

的に各種 コースが開催 され,ユ ーザ ーも積極 的にそれ・らのコースを利 用 して,か な り

の 教育投資を行な っ㎡ているが,本 来の学校 教育 においては,よ う・や く各大学 に コンピ

ュー タが導 入 され 始 めてい る程度で,ア メ リカにおける・ごと ぐ中学,高 校 において コ

ンピュータに触れ るこ とがで きるまで には至 っでいない。したが って中卒,高 卒 の:新

入社員は,各 ユーザ ーが始めか らコンピュータ教育 を行 な うか,個 人的に講 習会等 の



188

コースに参加 して教育 を受けるかす る しかな く,そ の教育 レベル,内 容 も不均質 とな

ってい る。

さらに トップ,ミ ドルのマネジ メン トに対す る再教育は,MIS訪 米使節団を 始 め

として,活 溌に社 内外 のセ ミナーが開催 されてお り,コ ンピュータに対す る認識が 向

上 しつつ あるが,と か く実践的でないために,端 的に言えば,コ ンピュー タは導入す

れ ば立ち どころに何で もや って くれ る とい う根本的 に誤 った認識が まだ相当に多 く,

導 入担当 者が困惑 している例が多数 見 られ る。

Bキ ー ・パ ン チ ャ ー教 育

まずEDPSの 成否 を決定す るイ ンプ ッ ト・データ作成 者 キー ・パンチ ャーの教育

について,現 状 と問題点を さらに詳細に考察 してみ よ う。

前述の通 りキー ・パンチャーの不 足は質的低下 と相 ま って決定的 なEDPS阻 害要

因 となってきたが,こ れは現在 のよ うに,企 業 内教育 あるいは個人経営の養成所に の

み教育を まかせていたのでは,焼 石 に水であ るが,さ れぽ と言 って,公 的な大量 養成機

関 を今 さ ら検討 した り,あ るいは国家試験を実施 して質的 向上 を図 るこ とが解決策に

なる とは考 え られ ていない。そ こで従来の ごと くキー ・パ ンチャーを介 さなけれぽ,イ

ンプ ッ ト・データは作成 で きない とい う考 え方 を止め,原 始 デー タをその ままインプ

ッ トで きないか と,真 剣に考 え られは じめた。 各 メーカーもその よ うな強い要望か ら

各種 のイ ンプ ッ ト・マ シンを開発 し,た とえぽ マーク・センス方式,OCR,MICR等

々これ までにな く豊富 なインプ ッ ト・マ シンが登場 して きた。

それ だか らとい ってキ ー ・パンチ ャーが完全に不要になる とい うのではな く,依 然

としてその教育 問題は重要であ るが,こ こに コンピュータ普及 の地域的拡大に ともな

って,地 方 ユーザ ーのパンチ ャー教育 の問題が 出て きてい る。従来は比較 的大都市中

心に考 えて きたた め,パ ンチのインス トラクターは女子が行 な うの が普 通 で あ った

が,地 方 ユ ーザ ーの増加に伴い,女 子 インス トラクターでは 出張 も困難 であるため,

男子イ ンス トラクターの養成が必要になってきた。
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Cオ ペ レー タ ー,プ ロ グ ラ マ ー お よ び プ ラ ン ナ ー の 教 育

現在わが国ではEDP要 員は約1万 名不足 してお り,3年 後 にはそ の数倍に達す る

と言われ るが,そ の中の半数は ナペ レ一 夕ー,プ ログ ラマーお よび プラ ン ナ ー で あ

る。

この よ うな不足に対処 して,通 産 省では1968年 度 か ら次の よ うな構想 を発表 した。

1)政 府 ・民間の共同出資に よ り 「情報 処理大学院」(仮 称)を 設 け政府が補 助す

る。

2)情 報処理技術 者の資格認定試験を実施す る。

ところが,予 算 化の段 階で新年度5,500万 円要求に対 しわず かに1,000万 円 とい う

予算 しか認 め られず,新 年 度は,「上級情報技術者育成指 針」を作成 し,教 科内容 と指

導 要領を決 めて,大 学や企業 における参考資料に供す るに とどまった。そ こで10月

に 日本情報処理 開発 センター内に中央 研修所 を設置,上 級情報処理技術 者の研修を行

な うこ とにな った。

公的機 関による要員養成 とい うことが当 分の間期待で きない となれ ぽ,必 然的に,

従来通 り企業 内におけ る教育 の続 行が不可 欠 となる。

この企業 内教育は大企業 の場合には,イ ンス トラク ター不足の問題 が残 っているも

の の,か な りの効果を上げている。 しか しなが ら,こ れは極めて限 られた大企業にの

み実行可能 である。た とえ大企業 であ っても,イ ンス トラクターがないために専門の

養成機 関を設置す るこ とがで きない例が多 くあ る。

しか し大企業は まだ良い方で,中 小企業 においては,ま ずその よ うな養成機関 を社

内に もつのは例外であ り,ほ とん どは社 外の各種機関や通信構 座な どに頼 っている。

社外 の機関 としては,メ ー カー,コ ンサル タン ト,各 種 団体講習その他があげ られ る

が,そ の利用比率はほぼ(第40表)で あ る。

この調査は九 州全県,山 口県,広 島県 において,生 産性九州地方本 部,九 州イ ンダ

ス トリアル ・エンジニア リング協会,生 産 性中国地方本部が,1967年8月 に,約2,000

社に対 しアンケー ト調査を行ない,289社 よ り得 られた回答を もとに した ものであ る。
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第40表 インス トラクター社外養成機関の利用率

十 ンピー一・設齪 朱設置社

メ ー'カ ー

コンサルタント

各種団体講習会

学 校 の 先 生

他 社 の 専 門家

自 社 に て

58.9%

9.6

15.9

3.1

9.9

2.6

56.7

17.3

15.6

1.7

8.9

東京,大 阪では,メ ーカーに対す る依存率は,こ れ よ りも低下す るか も しれないが

大勢 としては,約 半数は メー カーに よる教育 に依存せ ざるをえないのが現状であ る。

メー カーに よる教育は,コ ンピュー タ製作当事 者であるこ とか ら,と か くハー ドウェ

アの知識を重要視す るあま り,ソ フ トウエア あるいは アプ リケーシ ョン とい う,実 際

の ユーザ ーの立場に立 っての教育 を十分に行ないに.くい面があ る。

また,メ ーカーにおけ るイ ン'入トラクター・は,教 育 者 とい うよ りもむ しろ技術者 で

あ るため,教 科内容あ るいは教育の進め方 があま りに も技術的にな り,コ ンピュータ

に対す る正 しい認識を与 え ることよ りも,む しろ,コ ンピュータに恐怖心を起 こさせ

る結果 もあ り うることに注意 しなけれぽな らない。

Dト ッ プ,ミ ドル ・マ ネ ジ メ ン トの 教 育

前掲の九 州 ・中国地域 における調査結果に よると,現 在はコ ンピュータを利用 して

いないが今後導入 したい と考 えている企業 において,機 械化の教育を どの階層か ら始

め るか との質問に対 して,次 の よ うな結果 が出ている。

1.

2.

2.,

4.

5.

6.、

7.

機 械 室 責 任 者

シ ス テ ム ズ ・エ・ゾ ジ ニ ヤ

フ ロ'クフ マ 一室

オペ レ一 夕 ー

パ ゾ チ ヤー

経 営 者

一 般、社 員.

192%

17.O

l4.8

8.2.

2.7

16.5

9.3
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8.不 明12.1%

この結果に見 る通 り,未 設置 の企業は,ま ず トップあ るいは ミ…ドル ・マネジメン ト

に相当す る階層か ら教育を始め よ うとしてい る。EDPSの 最終 目標がMISに あ る以

上,こ の教育 の進め方に対す る考 え方は正鵠を得 てい ると言え よ う。

しか し問題 とな るのは,総 論 の ところで触れ た通 り,ト ップあ るいは ミドル ・マネ

ジ メン トの場合,コ ンピュータに対す る姿勢が,ハ ー ドウ ェアそれ 自体のみで万能 と

考え,ソ フ トウェアが現在ではハー ドウェアよ りも重要 であ るばか りで な く開発 費用

において も比重が高 まって きた ことに対 して認識が低い上 に,メ ー カーに よる教育 に

依存 してい る関係上,コ ンピュータの カタ ログ上の性能 を基盤に した見方 が とられが

ちであ る。

また,ト ップや ミドルでは,コ ンピュータを実際に操作 した り,あ るいは1回 で も

自身で プログ ラミングをす る機会が少な く,あ った として も回避 しよ うとす る傾 向が

あるため,コ ンピュータに対す る認識が とか く皮相的にな るだけ でな く,プ ログ ラマ

ー等 の要員 との間に意志の疏通を欠 く場合 が生 じている。

この よ うに,ト ップや ミドルのマネジ メン トにおいては,教 育す る方つ ま りイ ンス

トラクターの選択 だけでな く,教 育 を受け る側 の姿勢 も,そ の教育効果 を上げ るため

には反省 しなけれ ぽな らない。

EEDP要 員以外 に対す る教育

これ まで述べ てきたEDPSに 直接たず さわ る要員 お よび ミドル,ト ップ ・マ ネジ

メン トのほかに,企 業 内におけ る他 の部門に対す る教育,あ るいは一般大衆 に対す る

教育の現状 と問題点を考 えてみ よ う。

まず企業 内におけ るEDP要 員以外 の教育 を とりあげてみ る。 クローズ ド・シ ョッ

プを とって,EDP要 員を限定 してい る場 合 と,オ ープン に して,全 社員が一応EDP

の教育を受け,各 部門に もプ ログ ラマー等が いる場合 と二つ考 え られ る。

クローズ ドの場合 にお いても,導 入の姿 勢が全社的機運 の高 ま りを重要視 してい る

ところでは,社 内全体に対す る教育,PRが 積極 的に行 なわれ,機 械化された後 も,



192

理解が深いため,問 題が発生 して もそ の解決に協力が得 られ るが,そ の逆の場合,特

に トップ,ミ ドルの認識が十分に得 られ ていない と,EDP要 員は四面楚歌 となって

しまい,問 題は解決せず,そ れ が原因でEDPSに 失敗 した例 も少な くない。

オープン ・プログ ラマー制を とってい る場合は,管 理上 に難 点はあ るが,社 内の協

調が得 られ る上 に,要 員の不足 もかな り解決で きる点で,こ のために失 敗す るとい う

こ とはあ ま りない。

次に一般大衆 に対す る教育は どうであ ろ うか。

1967年4月1日 か ら1年 間にわた ってNHK教 育 テレビにおいて,「 情報 の科学」

講座が放送 され,か な りの反響を呼んだ といわれ る。 この放送を利用 して社 内教育 を

実施 した会社 もあ る。 放送 内容は かな り広範囲にわた って,し か も最新技術 を 紹 介

しなが ら興味深 く行 なわれた。 とくに情報科学 と他 の学問 との関係において,そ の総

合性 を重要視 して,そ れを繰 り返 し強調 していた こと,で きるか ぎ りや さ し く説 明

しよ うとしていた こ とな ど,そ の方 向づけ としては十 分に役割 を果た した も の で あ

る。

とか く新聞,放 送な どジ ャーナ リズムにおいて,コ ンピ ュータを興味本位に と り上

げす ぎるき らいがあ り,そ のため,一 般には コンピ ュータが魔法の機械であ るかのご

とき誤 った イ メージを与 えているが,今 後は コンピュータの一 般生活への浸透 ととも

に コン ピュータな しでは生活できない時代にあるこ とか らも,生 活 とコンピュー タと

のつ なが りを正 しく理解 し,コ ン ピュータを身近の道具 と考 え るよ うにPRし てい

くこ とが課題であ る。

F保 守要 員(メ ンテ ナ ンス ・エ ン ジニ ヤ)教 育

コン ピュー タのほ とん どは レン タル制度 を利用 して導 入 され てい るが,こ のため,

保守は一定額以上の部品を除 き無償でサ ービスされ てい る。 また,買 取 った場合には

保守契約が結ばれ て,メ ー カーまたは代理店の保 守要員が保守,修 理を行 な うのが普

通であ る。

ユーザ ー側にて保守要員 を養成す ることもない とはいえないが,実 際はメ ーカーや
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代理店におい て保守要員を確保 してい る。 した が ってユーザ ーにおいては ・保守要員

の教育 問題はないが,メ ー カーでは コンピュータの普及に ともな って保守技術者の養

成 が大 きな問題 とな りつつあ る。

保 守要員の教育 は,ほ とんどが ・・一 ドウェア中心 であ り,EDPSの 規模 に応 じて教

育期間 も長 期化す る。大 体にお いて3ヵ 月ない し6ヵ 月を単位 として養 成 され て い

る。 コンピュータの性能 が改良され る とともに,信 頼性 向上 も著 しいが,し か し,機

械 であ る以上,故 障が皆 無 とは言えない。そ こで,無 故障時間(MTBF)の 長期性 だ

けではな く,修 理時 間(MTTR)の 短縮化 も要求 され てい る。 メー カーは高 度 な 技

術 を有す る保守技術者を十分に用意 していなけれぽ な らないのである。

コン ピュー タの機種選定 も,実 は,単 に カタ ログ性能 ではな く,こ の よ うな保守サ

ービス も含 めて,メ ー カーや代理店に よるシステ ム分析 か ら要員教育 に至 るまでのサ

ービス如何に よって決定 されてい る。そ の点か らも メー カー等の教育 負担 は並大低 の

ものではない ことが理解 され る。なお保守要員の教育は,ほ とん どす べて メーカー自

身に よって行なわれ てお り,公 的機 関に よる教育は皆 無である。

2コ ン ピ ュー タ教 育 の計 画 と方 法'

A総 論

デ ータ ・プ ロセサーに要求 され る基礎 知識は,大 き くわけ て一般には次の三つ が挙

げ られ る。

数 学

統計学

会計学

システムズ ・エンジ ニヤ(プ ランナー),プ ログ ラマー,オ ペ レーター等EDP要 員

は,そ れぞれの職能 に応 じて必要 とす る知識 が異 な って くるが,こ こで一つ だけ強調

で きるこ とは,学 歴に よる適性評価 が無意 味である とい う点 であ る。 これは さ らに文
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科系,理 工系 とい う専攻学 科に よる区別 も決定的ではない ことを意 味 す る。む し ろ

EDP要 員に要求 され る適性は,知 識 よ りも次の よ うな能力であ る。

綿密 な仕事が できるこ と。

仕事を完逐で きる忍耐 力を有す ること。

問題点を的確に把握 で きること。

協調的であ ること。

表現能 力を有す るこ と。

アイデ アに豊 んでい ること。

きち ょうめんである こと。

以上 の性格 を発見す るための適性 テス トが各種 開発 され てお り,そ の テス トを専門

に行な う民間会社 も生れ てい る。 しか しこの適性 テス トの結果のみでEDP要 員を決

定す ることは まだ危険 であ る とされ てい る。長期にわた って適性 テス トの結果 と実 際

の結果 とを比較検討 してい くことが肝要であ る。そ して最後 の決め手にな るのが,本

人 の意欲 であ り,ま た,そ の成果 を管理者 が正 しく評価 して,ま す ます意 欲を高 め る

こ とであ る。

EDP要 員教育 の方法 としては,基 本的に は次 の二つがあ る。

基礎的 な教育

現 場におけ る訓練(Onthejobtraining)

基 礎的な教育は,デ ータ ・プ ロセシングにつ いての正 しい考 え方 か ら始 ま り,ハ ー

ドウ ェア,ソ フ トウエ ア全般にわ た り専 門的な技術 教育 を行 ない,さ らにMISへ の

方 向づけを行 な う。

現場 におけ る訓練 は,基 礎教育 をベ ースに した実 践であ り,最 初は上級者の助手 と

な って,細 か い点にいた るまで注意を受けなが ら,技 術 を体得 してい く。

トップ,ミ ドルの場合には,こ の現場訓 練は,精 神的にも肉体的に も困難 を ともな

うが,若 い者 に くらべ てこの面では劣 るこ とは当然なのであ るか ら,対 抗意 識を捨 て

て,実 践的に コンピュータを理解す ることが必要であ る。
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B学 習科 目

カ リキ ュラムは,コ ンピュータの メーカーとユ ーザ ーとでは,お のずか ら異 なって

くる。 メー カーは ハー ドウェアの方 に重点が置 かれ るのに対 し,ユ ーザ ーでは アプ リ

ケーシ ョン,つ ま り適 用業務 につ いての専門知識が要求 され る。

また メーカー側では当然 に機械語か らコンパイ ラー,ア センブラー自身 も理解 し,

そ の作成 まで要求 され るが,ユ ーザ ーでは アセンブ ラー,コ ンパイ ラーの使 い方 さえ

知 っていればすむ。

これ らのEDP要 員の教育期間は,ほ とん どが6ヵ 月以内であ る。 オペ レー ターで

1ヵ 月以内,プ ログ ラマーが3ヵ 月以内,プ ランナ ーが6ヵ 月以 内であ る。 トップや

ミドルに対 しては,ほ とん どが1週 間以内 とい う短 期間の教育 で終 っている。

しか しなが ら実 際には,メ ーカー一そ の他 に よる指導,教 育 のみ で,一 人前 のEDP

要員 が養成 され るものではな く,む しろ,そ の教育 をベ ースに して少な くとも1年 間

は一つ のま とまった シス テムに取組 ませ るこ とに よって訓練 してい る。

特に プランナーにつ いては,初 めの数 ヵ月 はプ ログ ラマー と同 じ教 育を体 系的に受

け るが,そ の後に続 くプランナ ー向けの学習体系が まだ確立 されていない。 このため

徒弟制度的な現場 で先輩が教育 しているのが現状であ る。

Cプ ログ ラム方 式 に よ る学 習

プ ログ ラマー養成につい ては,プ ログ ラム方式 に よる学習が盛 んにな って来 た。す

でに米 国 メーカーGE社 におい ては,中 型 コンピュータの プ ログ ラー?・一教育 は,こ の

プ ログ ラム方式 に よる自習書のみに よって,ユ ーザ ーのプ ログ ラマーも 養 成 し て い

る。 また,同 じく1社 において も視聴覚機器 を利 用 した プ ログ ラム学習に よって プロ

グ ラマーを養成す るシス テムを開発 した。 これは インス トラクターの不 足 とい う深 刻

な問題を解決す る一 つの方法 であ る。今後わが国におい てもこの よ うな プ ログ ラム方

式 を と り入れ た教育が実現す るであ ろ う。
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米国の プ ログ ラム方式 の学 習を具体的に説明 してみ よ う。 まず中卒程度で も理解 で

き る解説か ら入 り,次 々に質問 を出し,特 に重要事項 につ いては,い ろい ろな角 度か

ら同一問題 を扱 って質問を くり返す。 回答は 同頁 の脇か次頁な どにの ってい るか ら,

自習者 は 自分が正解であ ったか直 ちにチ ェックで きる。重要な質問があ って,そ れに

正解 を与 え るこ とがで きた場 合は,後 続 のい くつ かの同類質問をジ ャンプす るよ うに

指 示 され てい る。 したが って能力の高い者は,ず ごろ くのよ うに次 々 とジ ャンプして

い くこ とがで きるため,能 力に応 じて学習期間を短縮化す ることがで きる。

Dシ ミュ レー シ ョン に よ る学 習

フランスの メーカーB社 においては,オ ペ レーターの養成において,コ ン ピュー タ

の コン ソール とセ ン トラル ・プ ロセサ ーのみを使 って,オ ペ レーシ ョンをシ ミュレー

シ ョン ・プ ログラムに よって再現 し,事 故な どに対す る処置 を現場ではな く教室 内に

おい て実習 させてい る。

わ が国に おい ては オペ レーターはCOBOL程 度 までで教 室内に おける教育 は 終 了

し,ほ とんどは実際 のオペ レーシ ョンに参 加 させ て訓練 してい る。 しか しオペ レータ

ー も,タ イム ・シ ェア リング,マ ルチ ・プログラ ミングな どを行 な うコンピ ュータに

よるMISの 時代に入れ ば,プ ログ ラマーの予期 しない事故 に対処 し,ハ ー ドウェア

の事 故について も,ソ フ トウエア との関連で対策 を考慮 しなけれぽな らない。それだ

けに今後の オペ レーターには かな り高度 な能 力,判 断力が必要 とな って きた。

3コ ン ピ ュー タ教 育 の実 例

A教 育事 例一 国鉄'

国鉄は企業内教育を本格的に実施 している典型的な実例である。すなわち1966年

度よ り中央鉄道学園に専門の課程を設置 し,専 任講師が教育の任に当たっている。そ
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の専 門課程は次 の通 り分かれ てい る。

(1)高 等課程特設事務管理科専 門分科

(2)高 等課程特設事 務管理 科

(3)普 通課程特設電子 計算機 科

(i)は養成期間2ヵ 月で,コ ンピュータの運 用管理,プ ログ ラミング,シ ス テム分析

について専門知識を与 え ることを 目的 としてお り,受 講資格は(2}または(3}の修了後6

ヵ月以上 の実務経歴 を有す る者,ま たは これ と同等以上 の能力 を有す る職員 としてい

る(生 徒数1回20名)。

(2)は養成期間1ヵ 月で,職 務内容に応 じた教育訓練 を効果的 に実施す るため シス テ

ム ・コース とプ ログ ラミング ・コースとにわ けて教育 してい る(生 徒数1回10名)。

〔3}は養成期間1ヵ 月で,プ ログ ラマーまたは オペ レー ター養成の基礎教育を 目的 と

している(生 徒数1回24～28名)。

さらに上記課程各科卒業 者の中か ら,毎 年10名 程度を選び,コ ンピュータ部にお

いて9ヵ 月の期間で プログラマ ー教育 を行 なっている。 コンピ ュータ導 入に ともな う

要員の養成は,約2週 間の臨時教育 を実施 している。 また オープン ・プ ランナ ーや1

一プソ ・プ ログ ラマーの短期 養成は,COBOLに よる講 習会で実施 してい る。

B教 育事 例－M社(製 紙)

M社(製 紙)は,1966年 に カー ド ・ベ ースの小型 コン ピュー タを導入 して以来,2

年以上にわた り,そ の コンピ ュー タの代理店におけ る教育 コースを 利 用 し て,総 計

100名 前後 のEDP教 育 を実施 してきた。 コースは,EDP入 門 コースか ら始 ま り,

専門的なプ ログ ラ ミング ・コースであ るが,受 講者の職 務に応 じて コースを選択 して

出席 した。

この社 内教育 の結果,当 初はEDPSに 批判的であ った部門 も,現 在では かえ って

機械化に積極 的な姿勢 を示 している。 これは,必 ず しも完 全な ナープ ソ ・プ ログ ラマ

ー制を 目標に したのではな くパむ しろ社内PRを 計画的に実施す ることに よ り,機

械室の浮 き上が りを防 ぎ,機 械化 の気運 を高 めるこ とに成功 した好例であ る。そ の結
◇
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果 さらに次の段階の機械化ヘスムーズに拡大移行す ることもできる態勢が,お のず

からできあが っている。

C教 育事例－T社(自 動車)

T社(自 動車)で は,大 型,中 型お よび小型の コンピュータを計9台 の コン ピュー

タを駆使 しているが,技 術計算は全社的にナープ ン化 され,事 務経営計算 につ いても

計算 センター外 のEDP要 員の養成 が行 なわれ ている。

このオープン ・プ ログ ラマーの養成 は,1966年7月 よ り組 織的に開始 され,1週

間 半 日コースを1ヵ 月に1同 ずつ開催 され て きた。 コースはEORTRAN入 門 コース

と文 法 コースに分 かれ てお り,1967年8月 までの1年 間に延べ約500名 が受講 した

1968年1月 現在 で,ナ ープン ・プ ログ ラマーは,全 受講者 中の約15%相 当の60名

程 度である と見 られ ている。

T社 は1963年 よ り新入社 員に対 して約10日 間のEDP教 育 を実施 して きている。

この よ うなEDP入 門 コースは,一 般社員に対 してもあ らゆる教育活動を利用 して行

なわれ て きた。 この結果,機 械 化業務の増大 とい う効果が上が り,ク ローズ ド ・シ ョ

ップではプ ログ ラム処理が追 いつか な くなって オープン ・プ ログ ラマー制採用の直接

の原因 となった。 オープン化 の第一段階 として,機 械化率 の高 い部門の部課長 をは じ

め として関係部門約110名 に対 し集 中的なFORTRAN教 育 が実施 された。 また受講

者 の希望 に よ り,例 題 を中心に して文法を説 明 してい くテキス トを作成 した。

自発 的な受講希望者や,単 に基礎知識の修得 を 目的 とす る技術者に対 しては,イ ン

ス トラクターの労 力を軽減す るた め,2ヵ 月にわたる社内通信教育 を採 用してい る。

D教 育事例一寛 々公社

寛 々公社は,1962年 以来機械化 を推 進 して来 てお り,中 央統計所 をは じめ として各

通信局に コンピュータを設置 してい る。1964年 までは,プ ログラマー,オ ペ レ ー タ

ー として新規に転用 した職 員に対 し,前 者は6ヵ 月,後 者 は3ヵ 月の基礎訓練 を実施
D
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して きたが,ナ ペ レーシ ョンの効率化 を図るため,オ ペ レーターに も ソフ トウエ ア技

術 者 として,プ ログ ラマーに劣 らない素養 を備 える方針を打 ち出 し,1964年 以 降 は

ナペ レー ターに対 してプ ログ ラマー と同様の訓 練を行 な うよ うにな った。

寛 々公社は,い よい よ近 く新 しい コンピュー タ利 用法 であ るデー タ通信 サー ビスを

開始 しよ うとしてお り,さ らには電話 の 自動交i換も,電 子交換 も,電 子交換方式 の導

入が予定 され てい る。 この ことか ら,ナ ペ レー タ,プ ログ ラマ ー等 のEDP要 員の養

成 は従来 の各部 門別 でな く,社 内訓練機関であ る中央電気通信学園に一元化 して,独

自の体系 的訓練 を実施す る計画が進め られてい る。

プ ログ ラム言語が改良 され,オ ペ レーテ ィング ・システムの ソフ トウ ェ アが 完 備

'
し,さ らに アプ リケーシ ョン ・パ ッケージが実 用化す るに従 って,コ ンピ ュー タの操

作,プ ログラ ミングは容 易にな って きてい る一 方,性 能が質 的に向上 し同時処理が可

能 にな って くる と,機 械 であ る以上,い つ故障が発生す るか不 明であ り,ま た思わぬ

プ ログラム ・ミスでオペ レーシ ョンの中断,再 開 とい う複 雑な問題に直面す るこ とを

考慮す ると,オ ペ レー ターは プ ログ ラマー以上に ソフ トウェアに習熟 してい ることが

要求 され るのであ る。 この意 味で寛 々公社の オペ レーター教育 は注 目に値す る。.

要す るに,教 育は,コ ミュニケーシ ョンの第2段 階であ り,教 育 され た ものが,目

覚 して,は じめ て効果があ る。理論は,経 験を省略す るメ リッ トを もつので,や は り

コン ピュータ思想 を正 しく植えつけ ることが,教 育 の中心 である。
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第3章 コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー テ ィ リ テ ィ の 諸 問 題

1コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー テ ィ リテ ィへ の ビ ジ ョ ン 問 題

寛 々公社 が1967年4月 に発表 した 「10年 後 の電信 ・電話 の ビジ ョン」 を読 まれた

人 々は多いであろ う。 これに よる と,1975年 代には電話は3世 帯の うち2世 帯に,10

人 の うち4人 に行 きわた る。 また全 国即時 ダイヤルの構想,あ るいは,携 帯電話 のサ

ー ビスな ど,斬 新 な ビジ ョンが,い ろいろ と盛 られ てい る。

だが,そ れ らの うちで も,一 番注 目すべ きなのは,新 聞報道 に乗せ られたつ ぎの一

節であ る。

「電話線 を通 して共 同利用 ので きる コンピュータを用い,各 種デ ータの計算や処理

な どを即時にお こな うことので きる情報処理 サー ビスを始める」

もし,こ の ビジ ョンが,計 画 となって実現 され るな らぽ,大 変 な革命を起 こす こと

に なる。なぜか とい うと,こ こに述べ られ てい るのは,"コ ンピュータの共同利 用(コ

ン ピュータ ・ユーテ ィリテ ィ)"と い う新 しい コン ピュータ利 用の方 向そ の もの を指

してい るか らで ある。

従来,コ ンピュー タといえぽ,そ れぞれ の企業 や組織 が独 自で専用の機械 を設置 し

てきた。 そ して,そ の組織体 の枠 のなかでだけ利用す るものだ と一般 に考 え られ て き

た。 もち ろん数年 前か ら,中 小企業 や地方 自治体を対象 にす る計算 センターもつ ぎつ

ぎに生れ てい る。い ま までに,"共 同利用"と い う考 え方が,全 然存在 していなか っ

た とい うわ けでは ない。 しか し,上 に述べた ビジ ョンを実現す ることと,計 算 センタ

ーの規模 を拡大 した こ ととは,次 元のちが う問題の よ うに思われ る。

さきの一 節のなかで も,「 電話線 を通 して」「即時に」 とい う言葉 があ る。従来のや

り方では コンピュータに よる作業 の受託 あるいは,機 械 自体 の時間賃貸 を共同利用 と
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よんで きてい る。そ して,同 じコン ピュータの共同利 用 とい っても上 にのべた ビジ ョ

ンは,も っ と高度な コンピュータ思想 まで も含ん だもの のよ うに思われ るのである。

ユーテ ィ リテ ィとい う言葉は, 、普 通Publicutilityつ ま り,公 益事業 の意 に 用 い

られ てい る。電力や電話の よ うな業態 を考 えた場合,発 電所ない しは電話交換 局には ・

じま る諸 々のサ ー ビスを,多 くの人 々が享受す る。 これ らの企業 は,受 益 者のための

共 同設備 を使 って,電 気ない しは,通 話 とい うサ ービスをおこなっているのであ る。

これ らを,受 益者 を中心に考 えれば,設 備 やサー ビスを"共 同に利用 してい る"と い

うことがで きる。

個 々の家庭や工場で,単 独に得 よ う・とすれ ぽ,高 価 につ く設備 を,共 同使用に よっ

て,安 くし同時に よいサー ビスを受け ることがで きる。 この考 え方 を,コ ン ピュータ

に採 用 し,最 もすすんだ大型 コンピュータの 「性能」を,多 数の企業や組 織が,共 同で

享受 しよ う一 とい うのが,コ ンピュータ ・ユーテ ィリテ ィの考 え方 であ る。 だか ら,

これは生活協同組合 の よ うに,"共 同で行動す る場"を つ くるとい うこ とか ら来 る利

便だけを考 えた ものでは ない。手作業や,小 型 コン ピュータでは,得 られ ない大型 コ

ンピュータの 「性 能」を"あ たか も,専 用機械 を使 ってい るかの よ うな錯覚 の下で"

享受で きるとい うところ まで考 えているこ とが重要な ポイン トなのであ る。

電話を掛 けてい るとき,わ れわれは,交 換機 がそ の間に介在 してい ることには,ほ

とん ど気 づかない。受 話器 を取 って 「10円 」 を投 げ入れ さえすれぽ,そ の対価 とし

て,通 話先 と対話 す る利便が え られ る とだけ考 え てい る。いつで も,ま た,ど んな通

話先を とっても,rlO円 」が有効な間,そ こで対話 している同志の間では,通 話 に関

す る諸設備 やサ ービスは,専 有物で あるか の如 くにみ える。

従来の計算 セン ターにおけ る処理 の仕方 は,こ れ を受託者の立場か らみ ると,機 械

の 「性能」の切 売 りであ る。 も っと正 し くい えぽ,電 子 計算処理 スケジ ュールの切売

りであ る。委託 者はいつで も,ど んな仕事で も,勝 手に持 ちこんで,自 由な処理 を行

な うとい う形に までは なっていない。電話設備 の 「性能 」を専有物 の よ うに利 用す る

ときと比べ る と,提 供で きる利便は,ま だ まだ小 さい。

計算 セン ターが,コ ンピュータ利 用の枠 を大 き く拡大 した こ とに,非 常に大 きな意

義があ るはい うまで もない。 これ を否定 しよ うとい うのでは な く,コ ン ピュータ ・ユ
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一テ ィリテ ィで考 えている"共 同利 用"は,も っと高次 なもの までを包含 してい るこ

とを よ り明確 に したいのであ る。そ れでは,一 体,大 型 コンピュータの 「性能」を,

`「あたか も専 用機械"で あるか のよ うに利 用す るとは
,ど んなや り方を指 してい るの

であろ うか。

コンピュー タ ・ユーテ ィ リテ ィにつ いては,い ろいろの考 え方 があるが,今 後,わ

が国で生れ るとすれ ぽそ の理想的 な姿 としてはつ ぎの よ うなものが考 え られ る。

{1)遠 隔地にい るた くさんの利用者に とって,"同 時に""併 行 して"利 用で きるよ

うな仕組みが必要であ る。

{2}利 用者に とっては,共 同利用の コンピュータを使 うとき,ま るで 同性能の専有

機 を操作 してい るの と同 じ感 じで,遠 隔地か ら操作 できる。

(3}し た がって,こ の機械 はた くさんの互いに無関係なプ ログ ラムを同時並行 して

流 す ことがで きなけれぽ な らない。

倒 利 用者側では,そ れぞれの 目的に合 った装置(端 末装置)を 備 える。 この装置

と,コ ン ピュー タとの間 を通信 回線 で結 んで ネ ッ トワークを作 る。

㈲ 利用者の コス トとしては,イ)コ ンピュー タの基本サ ービス料 プ ラス実使用時

間の割 り掛け,ロ)通 信回線費 用および端末装置が考 え られ る。

倒 共 同利 用組織の拡大可 能性 は無限大 である。それは,イ)共 同サ ー ビス ・エ リ

アのなかにさ らに コン ピュー タを増設す る。 ロ)大 容量記 憶装置 や演算装置の よ

うな ものを増設す る。ハ)新 しい ソフ トウェアの開発に応 じ,そ れ までの シス テ

ムのなかへ,自 由に組み込む こ とがで きる。 といった こ とが可能 だか らであ る。

このよ うな理想機械や設備が,妥 当 な コス トで手に入 るのは,ま だ まだ先のことで

あろ う。

ア メリカにおいては,1962年 当時 で,稼 動 していたものは,わ ずかに6ヵ 所。 し

か も,そ れ さえどれ も実 験段 階であ った。1965年 には実 用に たっ した ものだけで22

ヵ所。実験中の ものを加 えれ ば,現 在100カ 所 を超 え るだろ うといわれてい る。 しか

し,こ れ らのなかで もその成 り立ちは必ず しも一様ではない。 規模 か らい って も,目

的 か らい って も実 に多種多様 であ る。
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2企 業内での特殊 目的に限定 した共同利用型

そ こで,今 後わが国に成 立す ると思われ るこれ らの タイプを四つに分 けてその実際

を述べ てみ ることに しよ う。

第1の 型は,一 組織 のなかで特殊 目的 のために開発 され た ものであ る。

一組織のなかの特殊 目的 とい うと
,ユ ーテ ィリテ ィの意義 に反 す る よ うに思 わ れ

る。 しか し,航 空 ・鉄道の座席予約,金 融機 関におけ る窓 口処理 を考 え ると,初 期に

行なわれ た この種 の業務処理 の うちには この型 に属 し,ユ ー ティ リティの思想 が生か

され てい るものがあ ることがわか る。

わ が国で も,国 鉄の 「緑の窓 口」が基本的には これに入 る。"座 席予約"を 目的 と

す るコンピュータと,主 要駅 の窓 口機械 との間を回線で結 んで,業 務に役立ててい る。

名駅の窓 口を個 々の利 用者 と考 えれば,広 義の コンピュータ ・ユ ーテ ィリテ ィの1例

と認め ることがで き よ う。 この種 の型で,最 も早 くか ら手 をつ けたのは ア メ リカ航空

であ る。1952年 には,テ レ ・ジスタ社の手で,座 席予約 の シス テムが完成,ニ ュー

ヨークに置 かれた機械 本体 と,全 米100個 所 の営業所 との間を ,専 用回線で結 んで業

務を開始 した。

そ の方法は,現 在N(航 空)で 実施 してい るの とほぼ 同 じであ る。各営業所 には 各

運行 ご とに プ レー トが用意 され てお り,こ れ を端末装置 に さ しこんだ後希望 の座席数

と日付けを キイで叩 く。もし,偶 然 同 じタイ ミングでニ ヵ所 以上 か ら問合せが きて も ,

機械本体か ら答がで るのは一方だけであ る。 も う一方は,前 の問合せが終 るとは じめ

て応答がは じまる。 ア メ リカ航空では毎 日1,000便 が運 行す るとして,10目 先の予

約 まで引 き受け るよ うに なっていた。 この型の ものは,今 日わが国で も金融機 関,旅

行案 内,交 通機 関 など,適 用可能 な分野が沢山あ る。 しか し,一 部を除 いてはこの型

の ものは も うほ とんど採 用され ていないのが実情 であ る。

そ の理 由は,コ ンピュータの開発過程をみれ ぽ,す ぐにわ か る。過去に あった科学

技術計算用機械 と,ビ ジ ネス用機械 との区分が段 々薄れ てい る。 これ と同 じよ うに
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"特 殊 目的"の ために
,ハ ー ドウェアを ナーダ ・メイ ドでつ くりだす とい う考 え方は,

二昔 も前の もの とな りっっあ る。

3企 業内での多 目的の共同利用型

ア メリカ航空業界 をみ ると,ア メリカ航 空のシステムが完成 して6年 た った1958

年には,汎 用 コン ピュータをつ かって,座 席予約 をおこな う会社が現 われ ている。イ

ース タン航空がそれ であ る。 ここで は,汎 用機 を利用 したシス テムを採 り,同 一機械

で飛行計画 をは じめ とす る関係諸業務 を取扱 うことにな った。

一組織の なかで の共同利 用は この段 階か ら"特 殊 目的"の 枠 をの りこえた といえ る。

S.・M.・Fの 諸銀 行をは じめ とす る金融機 関内部 の共同利用方式 も,こ の類 と見 るこ

とがで きよ う。各 支店窓 口の端末装置が,普 通預金 を中心に窓 口業務 を処理す ること

は もちろんであ る。 しか もその上貸付,定 期性預金 あ るいは諸統計な ど,広 く金融機

関の一般業 務が,同 時 にその処理対象 とな ってい る。

Kツ ー リス トの旅行案 内,労 働 省市場 センターの職業広域紹介業務においてもいず

れ も汎 用の コンピ ュータが利用 され てい る。

今後,ピ ック ・ビジネスにおけ るこの種 の共 同利 用は,相 当増え るもの と思われ る

が,当 分 の間 この傾 向はつづ くであろ う。 この型の ユーテ ィリテ ィは,リ アル ・タイ

ムない し,オ ソ ・ライ ン方式 と混同されやすい。 しか し,事 実上の処理 は汎 用 コンピ

ュータを利用 し,リ アル ・タイ ム/オ ン ・ライ ンとナ フ ・ライン/,一 括処理 との両

方 を,,ミ ックスした形ですすめ られ ているもの も少な くない ことに注意 しよ う。

共 同利 用は,必 ず しもオソ ・ライ ンや リアル ・タイ ムと同義語 ではない。極端に い

えぽ,バ ッチ処理だけの ユーテ ィリテ ィがあ ってもよい。一 組織のなかの コンピュー

タを,多 数 の利 用者 に よって活 用させ ること方式 を,広 義の ユーテ ィリテ ィと考 えて

も,決 して間違い とはい えない。H(電 機)で は,工 場を除 くコン ピュータをすべ て,

本社事 務管理 部の管轄下にお く一 方で,そ の利 圧は 名事 業部を主体 とす る運営に切換

え てい る。 これ な どは,広 義 のユーテ ィリティを採 ってい ると解釈す るこ ともで きよ
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う。

しか し,一 般 に一組織 内のユー ティリティは,リ アル ・タイム とまでは いかず とも,

何 らかの オソ ・ラインを前提 としてい るものを指 してい る場合が多 い。 オソ ・ライン

を採 るときには,こ れ まで考 え られなか った新 しい システ ム上 の条件 がいろいろ生れ

て くる。

時間分割方式 が,こ の場合基本 的な骨組み とな るか ら,

川 割 り当て時間の"コ マ"を あ らか じめ設立 してお く必要がでて くる。

(2}業 務処理 のサイズ,優 先順位,コ ス トな ど,諸 々の側面か ら業務 の分析 をおこ

なって"コ マ"割 りをきめねぽ な らな い。

{3)利 用者 ごとに,入 出力関係 の機器につい て,妥 当な台数や型を決定す る必要 が

ある。

などが,そ の主な ものであろ う。

そ して,通 常は この よ うな ナソ ・ライン処理 と,オ フ ・ライ ン処 理 とが オソ ・ライ

ンにすべ て傾 くものでな く,処 理手順,コ ス トいずれか らも,オ フ ・ライ ン処理 を是

とす るものも,現 段 階では,数 多 く存在す るか らであ る。

同様に,リ アル ・タイ ム処 理が処理 のす べてで はない。一括処理を中心に成 り立つ

業 務の方が,か え って一般 的 とさえいえ る組織 の方が多 い。だか ら,コ ンピュータ ・

ユ ーテ ィリティを一組織内で考 え るときには,ナ ン ・ライン/オ フ ・ライン,あ るい

は,リ アル ・タイム/一 括処 理の混合 した形態が もっ とも普通 と考 え るのが妥当であ

ろ う。

わが国では,す べての問題に対 して概念規定が先に立つ習慣が強い。コンピ ュータ・

ユーテ ィリテ ィな ども,こ の よ うな習慣の上に立つ と非常に限 定 され たイ メージ しか

で てこない。今後 の発展 を考 えるに当 って,現 実に則 した ダイナ ミックな思考 が必要

であろ う。
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4多 数企業による特殊目的に限定 した共同利用型

第3の 型は,特 殊 目的のために,多 数の共同利用者に提供 され るものであ る。ag1.,

第2の 型が一 企業,一 組 織を対象 と していたのに対 し,こ れは"自 社 内"と い う垣を

取 り払い共 同化 の方 向を 目指す ものであ る。 ただ し,目 標が"特 殊"で あ るこ とに特

徴があ る。

この例 としては,ATTや ウエス タン ・ユニオンの コンビュー・・一タに よるテ レタイプ

通信交換 業務 が,世 界 で最大 のものであ ろ う。

ウエ スタン ・ユニオ ン社(ATTと アメ リカを二 分す る寛 々会社 の一つ。67年 現

在,テ レックス加入 者総数1万6,000,テ ム リクス年 間収入2,500万 ドル)で は,67

年,第1期 のサ ービス ・セン ターを完成 した。全米5ヵ 所に,大 型 コン ピュータをお

き,こ れを高速 テ レタイプ回線で集線装置 に結び,全 米 の主要な商工業地域の データ

交換機 として,こ れ を利 用 してい くとい う。

ここでい う"特 殊 目的"と は"テ レタイ プ交換"で あ る。電 話における交換機の役

割 を コンピュー タに荷負わせ る とい う構想 であ る。

コン ピュータを交換 に使えば,

〔1}多 数の相手先へ 同文 メッセージを送信 で きる。相手先100加 入 まで,テ レック

ス とコン ピュー タで,同 じメッセ ージを送信 でき る。

{2)キ ャンプ ・オソ ・サ ー ビス,Aと い う加入者が,B加 入者を呼びだそ うとした

とき,ち ょう度,BはCと 交信中で出てこない とす る。 この よ うな とき,呼 びだ

しを繰 り返 していては無駄であ る。そ こで,Aは,コ ンピュータを よびだ して,

ここへ,通 信文 を送 る。 コンピュータは,こ れ を記憶 しておいて3分 ご とにBを

呼びだ し,出 てきた らす ぐ自動的にAの 通信文 を送信す る。

な どが可能 にな る。

同社 では,こ のほかに も,同 社 のテ レックス網 をつ か って,ロ ー ・リサ ーチ ・サー

ビス社 の提供 に よる判例 サー ビスに もの りだ してい る。 テレックスを使 って,加 入者
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が,法 律上 の問 い合せを行な うものであ る。 多数 の利 用者が,判 例サ ービス とい う特

殊 目的に対 して,コ ンピュータ ・ユーテ ィリテ ィを利用 してい る好例 といえ よ う。

わが国に も,医 療や教育相談 な どで,こ の種 の研究を行 ないは じめた ところ もあ る

が,初 期の もので非常に参考に な ると思われ るものに,ト ロン ト証券取 引所 の シス テ

ムがあ る。 こ この コンピ ュータは ダイヤルー つで,200の 証券会社の どこか らで も,

株式 の現在値を知 ることがで きる。 これは,50年 代 の もので,オ ーダ ・メイ ド(D機

械 が利 用され てい るが,2,000種 類 までの株式 の株価 を提供で きる。 ダイ ヤルで求 め

る株式番号 を呼びだせば,紙 テープの上 にそ の株価 が印字 され てで て くる。 また,取

引所 の 各ポス トには,各 株式 の現在価 が表示 され るよ うに なっていたo

わが国で,こ の型に属す るもの としては,金 融機 関の動 きが 目立 ってい る。地方銀

行協会に よる為替交換が その例 である。為替交換 とい う限 られ た 目的 のために,傘 下

の全国各地方銀行が,回 線を使 って,協 会設置 の コンピュータを共 同利 用す る。

同 じよ うな試みが,都 信用金 庫協会傘下29金 庫に もあ って,定 期積金,定 期預金,

預金 ・貸付統計 な どを中心に,設 計 中 とき く。 これ らの型での問題点は,三 つ ある。

a特 殊 目的の しぼ り方

金 融機 関の よ うに,そ の処理 がほぼ一定 してい る業種 ・業態業 務は,そ れほ ど多 く

はない。無理 に一定 の型 の処理 にお しこも うとす ると,処 理内容が歪 んで くるケース

がでて こよ う。そ の意味で,処 理の標準化が難 しい一面が存在す る。 また,医 家 の健

康 保険処理 な どのよ うに,複 雑 な要件が錯綜 して,処 理方法は一定であ るに もかかわ

らず,こ れを ユーテ ィリテ ィに乗せ るのに困難 な もの もあ る。概 して, .こ の型 のもの

は,共 通の利害を鮮明にす ること と,秀 でた りーダに よる リーダ ・シップに負 うとこ

ろが非常に大 きい。

b回 線を利用する ときの コス ト

カ・ミーす る地域が広ければ広いほ ど,回 線 に よる コス ト差が大 き くな る。 この解 消

策 を どのよ うな形で打 ち出す かは,大 変むず か しい問題 である。極め手 はないが,基

本的には地域差を是認す るよ うな方 向で解決す るこ とにな ろ う。
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c"特 殊 目的"の 共通性

金融機関における共同機関に例をとれぽ,為 替業務や,定 期性預金,統 計のための

処理機関は共同化によって実現できる。だが,こ の方向で結集すれぽオソ ・ラインの

窓 口処理,お そ らく元のままで,各 金融機関に残 されるであろう。この部分をどのよ

うに位置づけるかは,相 当真剣に考えねぽならない課題である。ある場合には,自 行

内部での専有 コンピュータと共同利用とが,二 重写しになってしま う可能性も考えら

れるのである。

5多 数企業による多 目的の共同利用型

4番 目の型 は,共 同利 用,多 目的の ものである。

この型の代表的 な ものは,r7サ チ ューセ ッツ工科大(MIT)のMAC計 画 であ る。

これについては,重 複す るので多 くは述 べない。

研究者は,研 究室 内で デス クに 向いなが ら,自 分 の作 った プ ログ ラムをチ ェックし,

テス ト結果に従 って自由に訂正 しなが ら仕事をすす めてい く。本質的に"個 人的な"

問合せに応 答す るタイ ム ・シェア リング方式なのである。個 々の"全 く異 な った研究

目的"を 持 った人 々が"あ たか も専有機"の よ うに個人個人で機械 と向い合 ってい く。

MAC計 画 の第2次 段階では,150ヵ 所,500個 の遠隔 地端末装置 を使 った システ ム

だ とい うか ら,正 に共 同利用多 目的の典型 といえ るであろ う。

日本 国内に現存す る計算 センタ・-Ptも,広i義 に と らえれぽ,こ の タイプのは しりで

あ るといえ よ う。 こ こでは,多 数 の利 用者が まちまちな業務 を共 同処理 の場 として セ

ンターへ持 ち こんで くる。その処理 の方法は,ほ とん どが,ナ フ ・ライ ンの一括処理

であ る。MAC計 画に見 られ るよ うに コンピュータ ・ユーテ ィ リテ ィと時分割思想が

表裏一体 にな った高度な段階にはまだ ほ ど遠 い。 しか し,メ ッセ ージをは じめ とす る

国防情報 シス テムの よ うな もの も,こ の型の一つであ る。種 類 も情報 目的 も異な るた

くさんの端末装置 か ら,オ ソ ・ライ ンで通報 を受け,即 時に,同 時併行 処理 をす ませ,
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多 目的な情報を必要な場所 に通報す る綜合 システ ムとで もいお うか。

と くに,こ れ らの うちで も,1970年 までにその稼 動が予 定 され てい る陸軍 のCCIS

-70(コ マン ド・アン ド ・コン トロール ・イ ソフォメ■一ーーシ ョソ ・システ ム1970),は

非常に特徴 のあ る システムであ る。野戦 部隊か ら大部 隊集団に至 るまでの作戦計 画

砲撃,補 給 人事・運用管理な どの各方 面にわた る情報 が,師 団 レベ ルで,コ ンピュー

タを介 して,ネ ッ トされ る。

ヨーロ ッパの第八軍 では,す でに実験 システムが稼 動 してお り,作 戦お よび情報 の

二分野 については,と くに,非 常に大 きな効果 を発揮 してい る とい う。 この型の もの

を採 り上 げ る場合,こ れを極端に過大評価す ると,ア メ リカでは,社 会的 な情報 シス

テムが,軍 を中心に実際にで きあが って しま ったかの よ うな錯覚に陥 ることは,厳 に

戒 め る必要 があ る。 この問題を民間ベ ースに置 き直 してみ る と,ま だ,こ の種 の シス

テムは,ほ とん ど存在 していないのであ る。

(第41表)は,コ ン ピュー タ ・リサ ーチ社が調 査 した コマー シャル ・ベ ースの時分

割 システムの一覧表 である。1966年 の もので あるか ら,資 料は若干古いが,そ の なか

で,同 時併行処理可能な ユーザ ー数の項 に着 目して欲 しい。13社 合 せて,662ヵ 所,

全米の企業に対す る現状 としては,ま だ まだ局部的な段階をでていない。

この図は,コ ン ピュータ ・アン ド ・オー トメー ション誌1967年7月 発行の"コ ン

ピュータ ・ダイ レク トリ/・ ミイ ヤ ーズ ・ガイ ド1967"に 掲 載 された同趣 旨の企業一

覧表か ら,抜 きだ した数であ る。 ここでは,全 米105ヵ 所 をあげてい る。前記の表 と

はかな り数の上 でちが いがあ るが,詳 細に見 ると規模 のかな り小 さい と見 られ るもの

も混在 してい る。(第42表)に 示 された ものが,ほ ぼ大手 とみ てよいのであろ う。

これ らの うちで,も っとも大規模かつ本格的な もの といえぽ,ボ ス トン市 のキーデ

ー タ社であ ろ う。

オソ ・ライ ンで,同 時併行 的に,200ヵ 所 の遠隔装置 を処理す るコンピュータを持

ち,67年 現在,22の 企業を ユーザ としてい る。 この なかには,年 間売上高100万 ド

ルの衣料 品 メー カか ら,ニ ューイ ング ラン ド最大 の酒類 卸売業で,年 間売上高1,500

万 ドル とい う大手 まで含 まれ ている。
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第42表

州 時分割サービスの企業数 州 時分割サービスの企業数

ALABAMA

ARIZONA

CALIFORNIA

COLORADO

CONNECTICUT

COLUMBIA

FLORIDA

GEORGIA

HAWAI

ILLINOIS

INDIANA

IOWA

LOUISIANA

MARYLAND

MASSACHUSETTS

1

1

19

2

1

4

1

2

2

1

2

1

1

6

5

MICHIGAN

MINESOTA

NEBRASKA

NEWHAMPSHARE

NEWJERSEY

NEWYORK

NORTHCAROLINA

OHIO

OKLAHOMA

PENNSYLVANIA

RHODEISLAND

TEXAS

VIRGINIA

WASHINGTON

3

1

1

1

4

24

1

6

2

5

1

4

1

2

端末装置 には,テ レタイプが一般に利 用され てい るが,小 型 コンピュータを使 って

交信す ることもで きる。 これ らが,電 話線 を通 じて,コ ソピュータと直結 している。

のであ る。た とえぽ,販 売 管理業務 を と りあげてみ る。 キーデータの レディ メイ ドの

システムか らは,送 状,在 庫更新,注 文書,売 掛残高 な どの外,販 売資料をいろいろめ

形で と りだす ことがで きる。送状であれぽ,テ レタイ プで,顧 客番号,商 品番号,数

量を送 りこむ 。 これ に よって,コ ンピ ュータは,顧 客名,住 所,商 品名,単 価,送 料,

値 引率,合 計販売額 お よび正味販売額を 印字 して送状を作 る。 また 同時に,請 求書を

作成 し,在 庫更新 も完了す る。 これが終れぽ送状の内容がその加入会社 の専 用フ ァイ

ル(磁 気記憶の フ ァイル)に 格納 され る。

66年 末,こ の会社は,黒 字に転化 し,将 来は非常に 明るい といわれ る。

キーデー タは,た しかに,規 模 として も大 きい し,時 分割のセ ソター としても本格

的な作業 が軌 道に乗 ってい るとみて よいだ ろ う。 しか し,企 業 としては まだ まだ,22

ヵ所 の利用者 を持つ 中小企業 の域 を出ていない。

ア メリカで も,民 間におけ るコソピュータ ・ユ ーテ ィリテ ィは,コ マーシャル ・ベ

ースの活動がい よい よ本格化 し始めた時期なのであ る。

目を転 じて,こ の型 につ いて,わ が国では,従 来の計算セ ンター以外に,時 分割方



212

式の コンピュー タ ・ユ ーテ ィリテ ィに狙 いをつけた動 きはないだろ うか。冒頭に掲 げ

た寛 々公社の ビジ ョンは さて置 き,資 料 として存在す るものの一つに,1966年8月

万国博電算化推進 協議会の 出 した"万 国博電算化 と情報産業育成 への提案"が あ る。

これ に よると,万 国博の跡地利用 としそ,情 報 セン ターに関す る一節があ る。 ここ

でい う情報 セン ターとは,「 広義 の情報を取 り扱 う地域 をいい,コ ンピュータ ・ユー

テ ィリテ ィを含 めた官公庁,各 企業の管理機能,会 議集会施設,資 料館,図 書館等の

施設 お よび 出版,報 道等の施設 の集 団を指す」 とあ る。

そ して,構 想 として

ω 京阪神都市圏,将 来 は近畿 圏にお よぶ コンピュータ ・コ ミュニケーシ ョンの形

成

(2)そ れ をよ りどころにす る研究 開発産業,情 報産業の育成培養

を うた っている。具体的な電 算化 のや り方 としては,跡 地利用の タイ ム ・シェア リン

グ ・コン ピュー タ(本 体のみで8～10億)を 中心 に,神 戸,京 都 などに ネッ ト・ワ

ー クを もつサ ブ ・セン ターを開 く。 これ を,国 ・地方の公共団体 な どの参加に よる管

理主体 で,一 体 として運営す る 「情報 センター」に しよ うとい うものであ る。

このセ ンターの事業は,「 提案 」に よる と

(1)各 セン ター,サ ブ ・センターが独 自の活動を行 な う 「個別情報 センター」の役

割 と

(2)セ ンター,サ ブ ・セ ンターが他の関係 コンピュータとネッ トす ることに よって

広域 の情報 処理をすす め る 「広域情報 センター」の役割

とがある とし,(1)に つい ては,民 間ベースの計算 センターとの競合 をさけ,公 共的助

成的 な分野 を重 点に もってい く。そ して,{2)に つい ては,こ れが,本 来の役割であ る

と強調 して,社 会 開発的機能 を期待 している。す なわち,こ こでは,

(イ}交 通管制(ゴ 公害情報 ◎ 流 通情報

な どを,主 な 目的に あげ,気 象台 な どとタイア ップ して広域大気汚染管理機構 をつ く

る。一方,中 央 卸売市場な どの入荷状況 を中心に,情 報サ ービスをお こなって,流 通

ル ー トの円滑化や,価 格の安定をはかる とい う案なのであ る。

そ して,こ れを期 に,地 方 自治体 の広域 情報を もサ ービス し,行 政事務機械 化のパ
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イ ロッ ト・ケースを打ち出 し,同 時に,コ ンピュータ研究 ・試 験機 関を設け て,関 西

に科学振興の培養地を形成 しよ うとい う抱負に まで及んでい る。

ここには,米 国における軍 の主導下につづけ られ てきた コンピュー タ ・ユーテ ィリ

テ ィのための シス テム形成 を,日 本的な形 で何 とか作 り出そ うとす る努 力の跡がは っ

きりしてい る。

あ くまで提案で あるか ら,そ の成否 は明かでは ないが,近 畿圏 を カバ ーす る情報 ネ

ッ トワークを,公 共 目的 のため に築 いてい こ うとい う考 え方は,非 常に興味あ る課題

といえ よ う。 とくに,こ の種 の公共的 な事業 の中核 に,コ ンピュータ ・ユ ーテ ィリテ

ィの思想 を もってきたのは,米 国において も,水 資 源開発 な ど,特 定の事例 しか存在

しない。

この提案 のなかでは,公 共 目的 自体 の具体的な展開が,ま だ,若 干 稀薄 の感を もつ

が,今 後わ が国の コン ピュータ ・ユ ーテ ィリテ ィは,一 面では この よ うな公共主導型

で,多 目的,多 利用者型 の ものが生れ てくることの前兆れ として参考 になる ところが

少な くない。 そ して,他 面,従 来の計算 セン ター も着 々 と,そ の経営的な基盤 を固め

ている。 ここか ら,キ ーデ ータ型 の多 目的,多 利用者型が も う一 つの主流 となって生

れ て くる可能性 があ る。

タイ ム ・シェア リングの コン ピュータを軸に,こ れ ら二 つの可能性 が今後のわが,

国におけ る共同利 用化への方 向を形 づ くってい くのではあるまいか。

`
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第4章 コ ンピュー タ利 用 をめ ぐる企 業経 営 の諸 問題

1将 来 にお けるコンピ ュー タの高度利用の方向

コンピ ュータの利 用をめ ぐる現 在の状況につ いては,す でに他 の章 で述べ られてい

るので,本 章では コン ピュー タの利 用が今度 どの方面に拡大 され るであろ うかにっい

て論 じ,次 いで コンピュータの利 用が発展 して行 くにつれ て企業組 織の将来 の姿が ど

の よ うに変革 され て行 くべ きかを論ず ることに したい。

企業組織に対す るコンピ ュー タ利 用の高度化 の影響につ いて論ず るためには,コ ン

ピュータ利用技術 の基本的 な動向を,長 期的な観点か ら的確に把握 す るこ とか ら始め

ね ぽな らない。 この ことは,コ ンピュー タ利用の現実 の水準か ら見 ると多少飛躍 した

議論に陥 る危険を冒 して も行 なわね ぽな らず,こ のこ とな くしては企業組織の将来に

及ぼす コンピュータ利用高度化に よる影 響についての議論は不可能 である。

コンピュー タ利 用技術 の基本 的な動 向を適用分野か ら切 り離 して,ま ず コンピュー

タ利用そ の もの の傾 向として把え る時,

1)オ ンライン ・リアル タイ ムに よるコンピュータ利用

2)タ イ ム ・シ ェア リングに よるコンピュータの高度利 用

が挙げ られ よ う。 上記の動 向が現実 の問題 として進行 して行 く途上では種 々の問題が

解決 されね ぽな らなか った。即 ち入出力装置 の多様化,問 題指 向的 プ ログ ラミング言

語 の開発,お よび管理 プ ログ ラム○開発等 々が行 なわれねぽな らなか った。 しか し,

コンピュータ利 用に関す る先進国であ るアメ リカにお いては,す でに上記 の問題は部

分的に解決 され,政 府お よび軍,な らびに民間企業で実際に使 用 され る に 至 ってい

る。 この こ との詳 細につ いては他章で述べ られ ているので ここで再 度論ず ることは避

けた い。
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ここで強調 してお きたい こ とは,オ ンライン ・リアル タイムおよび タイ ム ・シェア

リングに よる コンピュータ利用の発展は,情 報を収 集 し,処 理 し,蓄 積 し,利 用す る

社 会生活の領域に従来考え られてい る以上 の深 さと広が りを もって影響す るであ ろ う

とい うこ とであ る。

ほ とんど人間に よって担われ ていた情報 処理 とい う仕事 を,プ ログ ラムさえ してや

れ ば,全 く人手を介す ことな く自動 的に一貫処理 す る機械,コ ン ピュータの出現 はま

さに革命的 な出来事であ った。

しか し,一 括処理 方式 に よるコンピュータの利 用が,オ ン ライン ・リアル タイ ム方

式に よる利 用に進み,さ らに タイ ム ・シ ェア リングに よる利 用が行なわれ るに至 ると

き,コ ン ピュータの効用は極めて大 きな ものに拡大 され る可能性があ る。 タイ ム ・シ

ェア リング方式 と呼ばれ る=オン ・ライ ン,リ アル ・タイ ム方式 の最 も進 んだ形態 の コ

ンピュータ利 用が,従 来のバ ッチ処理 方式 に よるコン ピュー タ利 用に比 して,一 般 に

どの よ うな面で優れ ているのかを次に概観 しよ う。

タイム ・シ ェア リングに よる コンピュー タ利 用が理想的な形 で適用され るな らぽ,

従来 に比 して次 のよ うな利点があ ると考 え られ る。

第1に,企 業内で行なわれた諸活動 の結果 発生す る情報,お よび企業 を とりま く環

境 の変化に よって発生す る情報 を,従 来 に比 して著 しく容 易に直接 コンピ ュータにイ

ンプッ トで きる。そ の結果,コ ンピュー タ内部に蓄積 され てい る諸情報 ファイ ルは常

に最新 の状態 を反映す るよ うに維持 され る。 した が って企業 の運 営に必要 な基本的情

報は常 に最新 の状態を反映す る動的 ファイル(dynamicfile)と して維持 され るよ う

になる。 この よ うな情 報 フ ァイル と近来急速 に発達 しつ つあ る種 々の解析手法 とを組
ノ

合わせ るこ とに よって,コ ンピュータに よって代行 させ うる,あ るいは コンピュータ

に よって支 え られ る意 思決定 の領域 を急速 に拡大す るこ とが可能 とな る。

第2に,コ ンピュータが個 々の利用者に とって容 易に,直 接に利用す ることが可能

とな り,直 接 コンピュータを利用す るこ とが で きる人数が大 巾に増大す る。それ と共

に従来 のよ うに コンピュータ担 当部門 を通 じて問題解決 のために コンピュータを使 用

す る必要がな くな るた め,問 題解決に要す る時間が極め て短縮 され る。

即 ち コンピュータを直接 自 らの道具 として使 用 し うる機会が大 巾に拡大 され,コ ン
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ピ ュ一夕専門家以外の人 々が,比 較的容 易に コンピュータを 自発的に創造的思考 の用

具 として利用 し うるよ うにな る。

第3に,上 記 の特長 をもつ タイ ム ・シェア リングに よる コンピュータ利用は,人 間

とコンピ ュータとの対話 を可能にす る。 コンピュータに よる情報検 索 と呼ばれてい る

のは この よ うな コンピュータ利 用に関す るものである。即ち,何 らかの問題を考え る

上で事 前に必要 な情報 を コン ピュータ内部か ら迅速に呼び出 して利用す るこ とがで き

る。 さらに問題解決 の方法が定 まれ ば,そ れを 自然言語 に近 い プログ ラミング言語 で

コンピュータ ・プ ログ ラムに替え,次 にそ のプ ログラムを コンピュータに与 えてやれ

ぽ,コ ンピュー タは コン ピュータ内部に蓄積 され てい る情 報(デ ー タ)を も とに して

その解決方法を とった場合 の結果を予 測 してア ウ ト・プ ッ トす ることが できる。 さら

に,望 ま しい結果 を判定す る基準を与えてやれぽ,い くつかの解決方 法の うち,結 果

'
が基準値 以上 であ るものだけを選択 して アウ ト・プ ッ トさせ ることもで きる。 また,

最終的に採択 された解決方法が実 施 された場合,予 測値 と実 績値 との差異 を常にチ ェ

ック して行 き,そ れが指定 された限界を超過すれぽ,再 検 討を促 す レポー トを コン ピ

ュータか ら出させ るこ とも可能 とな る。 このよ うな コンピュータと人間 との対話が可

能 とな ることに よって,コ ンピュータ利 用の効用は極めて大 きなもの とな ることが当

然に予想 され る。

第4に,タ イ ム ・シ ェア リングは,メ ッセージの交換,つ ま り通信あ るいは コ ミュ

ニケーシ ョンを従来 と比べ飛躍的に進歩 させ る技術 的な可能性 を招 くものであ る。即

ち最近 に至 るまで通信に は二通 りの基本型 があ るだけであ った。 即ち,放 送 と指令で

あ る。放送 は伝達 内容が送 り手の一方 的な意思に よって決定 され る通信形態であ り,

受け手 は伝達 内容に よって受信を選択 す るこ とだけを行 ない うるに過 ぎない。 したが

って受信 の必要が ない人に まで送信 され るだけでな く,受 信の必 要がある人に とって

も受信内容が行動 を起 こすために十分でな く,し たが って不十分な通信 になる可能性

があ る。指令 は前 もって定 め られた個 々の受け手に対 して,あ らか じめ相互に予解 さ

れ てい る伝達 内容 を送信す ることであ る。 この場合,通 信 は受信 の必要 のある人に対

してだけ,正 確に行 なわれ るが,き わめて不便であ り,手 数がかか る。

タイ ム ・シェア リングは 「選 択通信 」の可能性をひ らいた。 タイ ム ・シ ェア リング
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を行 な うこ とがで きる コンピュータ ・システムは,同 時に コンピュー タに直結 した通

信網 であ る。 したが って,通 信 内容か ら判断 して,送 信す る必要 のある受け手に対 し

てだけ,し か も複数の受 け手に対 して同時に メ ッセ ージを伝達す るこ とがで きる。

第5に,タ イム ・シェア リング方式 では,多 数 の,し かも多様な端 末装置 か ら,直

接 コンピュータを同時に利用す ることがで きるた め,コ ン ピュータの平均的な稼動率

を高 めるこ とがで き,コ ンピュー タの利 用 コス トを実質的に引下げ ることが可能 とな

る。

また,小 規模の会社 で も使 用に比例 した変動費を支払 うだけで コン ピュー タを利用

す るこ とが可能 となる。 もちろん端末機 械は固定 費 となろ うが,コ ンピ ュータを1セ

ッ ト導入 した場 合に比 して,そ の コス トは問題 とな る額 ではない と考 え られ る。 さ ら

に コンピュータ要員 を雇 用せずに コンピュータが利用 し うるよ うにな ることが,中 小

規模の企業 の コンピュー タ利用を急 速に進 展せ しめ る要 因 となろ う。

2タ イ ム ・シ ェ ア リン グ方 式 の 企 業 活 動へ の影響

以上,タ イ ム ・シェア リングの一般的特質につい て概説 したが,次 に タイム ・シェ

ア リングが企業活動の諸 領域 にお いてどの よ うに適 用され るであろ うかを考 えてみ よ

う。

まず企業における生産活動の領域で タイ ム ・シェア リングが どのよ うな展開を見せ

るで あろ うかを論 じよ う。

A生 産活動に与える影響と変化

生産活動の出発点は生産計画である。生産が効果的に行なわれるためには,需 要に

生産能力を経済的に適合 させることが行なわれねばな らない。生産計画は需要 とい う

外的与件,環 境からの不確実な情報に基づいてたてられねぽな らないところに固有の

困難がある。しかも,生 産準備のために相当長期の リード・タイムが必要であり,生
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産 設備は短期 的には能力の弾力性 が極めて小 さい。

需要の予測は生産計画 の出発点であ る。高 度な リアル ・タイ ム方式 であ るタイ ム ・

シェア リングに よるコン ピュー タ利 用が行 なわれ る段階では,予 測は外的環境 の変化

に関す る最新情 報を入 力 し,常 に外的環境 の現状 を反映 してい る基礎資料 に よって,

意 志決定者が要求す る種 々の方式で,十 分な精度で,し か もタイム リーに行なわれ る

に至 るであ ろ う。

予測誤差が絶えず 自動 的に計算 され,蓄 積 され ていれ ぽ,生 産計画の変更を必要 と

す る需要変化の限度をあ らか じめ設計す るこ とが可能 とな り,限 度を こえた外乱 があ

った場合には,コ ンピュータか ら必 要な決定事項 を意志決定者に通知 させ ることも可

能 となろ う。 また生産 システムに関す るシステム ・モデルが開発 され ていれぽ,方 針

の変更は どの側面で具 体的にどの程 度行 な うべ きかを,コ ンピュー タ ・シ ミュレーシ

ョンに よって解 明 し うる。

シ ミュレー ションの結果を勘案 して最終 的な意志決定 が行なわれ るに至れば,現 在

それ に対処す るには不可避的に リス クを ともな うと考 え られてい るよ うな不確定事象

に対 して も,計 算 された リスクに基 づいて対 処す る ことができるよ うになろ う。計算

され た リス クに基づい て行 なわれ る意志決定 の領域 は タイム ・シェア リング方式が コ

ンピュータ利用の一般的形態 とな る時点では トップ ・マネジ メン ト段 階での意志決定

に まで拡大 され よ う。外 部情報に関す る ダイナ ミック ・フ ァイルは各種 の情報産業 が

有料 で利 用機会 を公開す るに至 るであろ うし,現 在 まで計測不可能 と考え られていた

個 々人 の価値観 趣好,感 情等 のいわば,イ ン タンジブルな事柄 も数量化技 法の発展

に よって計 測可能 とな り,モ デルに組 入れ られ るよ うにな るであろ う。 また,モ デル

化 のための数学的手法 も,行 動科学 の展開につ いて大巾の進歩を とげ るであ ろ うと考

え られ る。

つ ぎに,生 産計 画に基づ いて行なわれ る生産管理 につ いて一言 しよ う。

生産管理 は当然 に種 々の条件の変 化を予期 した システムに よって行 なわれ なければ

な らない。生産計画の変 更,設 計仕様 の変更,機 械 設備の故障,部 品材料 の入手時期

の遅 延,要 員の病 欠等 々はすべ て生産管理 に影 響せずには いない。 タイム ・シェア リ

ングでは,生 産現場 と生産管理 の責 任者 とが,コ ンピュータを介 して密接 に結ぼれ,
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変更を必 要 とす る事項 は随時責任者に例外報告 の形 で通知 され る。 また,変 更す るに

当って現状 の把握を必要 とすれぽ,責 任者は必要 な種類 の最新の情報 を5る こ とがで

き,さ らに数種 の変更案を コンピュー タで,現 状 を反映 してい るダイナ ミック ・フ ァ

イルを用いて シ ミュレー トし,そ の中で最良の変更を行 な うことがで きる。 さ らに,

現場へ の変更連絡を個別に行 な う必要は な くな る。 タイ ム ・シェア リングの持 ってい

る,人 間 とコン ピュータ とが対話 し うる機能,選 択通信 の機能,コ ンピュータに関す

る非専門 家が コンピ ュータの能 力を駆使 し うる機能が ここですべて活 用され るよ うに

なろ う。

上記 の事柄は アメ リカですでに行 なわれ るに至 ってい る。た とえぽ,ヒ ューズ ・エ

アクラフ ト社では,作 業員が出社す る と直 ちに,現 場の端末機 に 自分の コー ド番号 が

穿孔 され てい る社員 カー ドを入れ ると,製 造命令が端末機か ら打 ち出され る。製造 命

令には従来 通 り,部 品あるいは製品の図面番号,製 造個数,使 用機械 の種類,番 号,

使用治工具 および刃具,校 具 の極数番号,そ の他必要 な指示項 目が含まれ てい る。製

造 が完了すれば 直ちに完了通知を行 な う。 この通知は再び社員 カー ドを端末機に入れ

作業完了通知 のた めに割当て られ てい る操作 ボ タンを押 し,製 造 命令ナンバーを押す

ことに よって行 なわれ る。

これ らの ことが,コ ンピュータで行 なわれ うるため には,生 産 計画および 日程計画

が常に新 しい状 況を反映す るよ うコンピュータ内部 で,必 要 情報 フ ァイルが整備 され

ていなけれぽ な らないはず であ り,し た が って生産計 画および 日程計画は コンピュー

タで変更の必要 あるつ ど常 に更新 され ている と見るべ きであ ろ う。

完 了通 知が行 なわれ ると,次 の製造 命令が再 び端末機 か ら出され る。 このよ うなこ

とがすべ ての端末で行なわれ ていれぽ,す べ ての製造命令に関す る仕事 の進行の度合

は,す べて コン ピュータ内部に登録 され ている ことに なる。 したが って,た とえぽ ト

ップ ・マネジ メン トが も し特定の製造命令 の進行 の度合を知 りたけれぽ,何%の 作業

が終了 しているか,予 定に比 してお くれ ているか,全 部完成 す るまでに現在与 え られ

ている優先順位 ではどれだけ の 日数がかかるのかを知 るこ とがで き,優 先順位を どの

程度高めれば,得 意先 の要求納期に合わせ て製 品を納入す ることがで きるかを知 るこ

とがで きる。必要 な ら,納 期を早 めるために必要な追加費用を もコンピュータに計算
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させ ることがで きる。

従来,大 型機械 を受注 して生産 している個別生産工場 で,こ の よ うな ことを もし,

トップ ・マネジ メン トが要求 した としても,相 当の時間 をかけなけれぽ現状 を認識す

ることす ら容 易にはで きなか った。問題点の具体的な認識 も容 易に可能 となろ う。

生産 に関す る ダイ ナ ミック ・ファイルが整備 され ていれぽ,こ の ファイルを要約す

るこ とに よって,工 数 ・材料標準の維持,原 価 の計算,管 理,品 質 の継続的管理 を コ

ン ピュータを通 じて効果的に行 な うことが可能 になる。生産管理 に関す るコンピュー

タ利 用の発展の方 向は 日本におい ても上記の如 きもので あろ うと考 え られ る。

B研 究 ・開発活動 に与 える影響 と変化

研究 ・開発は狭義には工学 あ るいは技術 の問題 と考 え られ てい るが,こ の分野 で タ

イ ム ・シェア リングが どのよ うな効用を もっているかを まず検討 してみ よ う。

研究 室で行 なわれ る実験結果 を解析す るために コンピュータの利用が有 効で あるこ

とはすでに知 られ ている事 柄であ る。 しか し,実 験の測定値を記録す るた めに従来 多

大 の時間が費 され ていた。 この ことを実験装置 の計測器 とコンピュータを直結 して自

動化す ることもすでに行なわれ ている。 しか し,こ の方法は特に測定に長時間 を要す

る場 合,コ ンピュータは他 の仕事 をせず待たねぽな らず,非 能率 で高価 な コンピュー

タの利 用法 とな る。

タイ ム ・シ ェア リングでは この弊害 は除かれ,他 の仕事 を も併行 して処理 し うる。

また,多 数 の実験 の測定 と解析 を同時に処理す るこ とが可能 となる。実 験が不可欠で

あ る大 多数 の工学的研究に タイ ム ・シェア リングが有効であるこ とは上記 の点で 明 ら

かであ る。

つ ぎに,逐 次計算を必要 とす るよ うな複雑で大 規模 な問題の定式 化に も,タ イ ム ・

シェア リングの効 用は極めて大 きい。 これは タイ ム ・シェア リングの もつ対話機能の

効用であ る。 この方法は従来 で も行 なわれ ていたが,研 究者は一つの解法に よる答を

得 るのに数 時間あ るいは数 日間待 たねば な らなか った。 タイム ・シェア リングでは長

くとも数 分間待つだけで部分解の答を得 ることが できるよ うにな り,研 究者は常に問
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題全体を頭脳 の中に鮮明に考 え続け てい る間に解 が得 られ るた め,そ の解か ら解 法の

適否 の判断を迅速に行 ない,次 に続 く必要な思考 を連続 して展 開してゆ くことができ

るよ うにな る。 この ように コンピュータ との対話 を行 ないなが ら,し か も思考 の中断

な しに,精 神力を問題 に集 中 し うることは,人 間の思考 力を極 めて大 き く増巾す るこ

とに役立つであろ うことは想像に難 くない。

さ らに,工 学的な問題発見,あ るいは問題解決 の方法 として考 え られ るものに,コ

ン ピュータ ・シ ミュレーシ ョンがあ る。対象 とす るシステムが厳密に数式 モデル化 し

えない よ うな場合,コ ンピ ュータ ・モデルに よって シ ミュレーションを行ない,問 題
`

の発見を行 ない,解 を求 め ることがで きる。わが 国で もT(化 学)で は コンピュータ ・

シ ミュ レーションを 用い るこ とに よって,導 入技術 を消化 し,輸 出 し うる国産技術に

まで高め る成果を挙げてい ることはす でに広 く知 られ ている。 タイ ム ・シェア リング

では,逐 次計算 の場合 と同様な効果を,シ ミュ レーシ ョンを行 な う場合に ももた らし

うる。

～

C科 学 ・技術活動に与 える影響 と変化

コンピュー タ ・メーカーの多 くは,タ イム ・シェア リングに最 も適 した応 用領域は

科学技術 計算 である と見てい る。MITに おけ るMAC計 画で実 用に まで高め られた

タイ ム ・シェア リング ・システムはまず 多数 の学者が複数の端 末機 を使 って科 学技術

計算 を対話方式 で行ない うることを 目標に して開発 された ものであ る。

従来か ら,設 計 に必要 な計算 を コンピ ュー タに行 なわせ ることは行 なわれ てきた。

しか し最近の 自動 化 された設計 システムでは,顧 客か ら注文 され た仕様 が入力 され る

と,必 要な図面お よび製造準備 のために必要なほ とんどの資料を出力す ることがで き

るよ うにな ってい る。

ブ イラデル フ ィアのITEサ ーキ ッ ト・プ レ一口カ一 社は 大型変圧器 を製造 している

が,こ この設計 シス テムでは,技 術者 は顧客 の注文 が正確 に完全 自動 化 された設計 シ

ステムの要求す る条件 を充た してい るか どうかを チェ ックす るだけ で良い。あ とは,

この仕様を コンピュータに入力す るだけで設計が完 了す る。す ると完全 な製造 用の図

'
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面と,製 造準備のために必要な資料が自動的にコンピュータから出され る。この場合

コンピュータ内部にあらか じめ貯えられているプログラムの内容は極めて複雑 ・高度

なものであることは言 うまでもない。'

従来の技術計算 プログラムとの重要な相違をいえぽ,こ のプログラムは部品の仕様

を決定する技術計算を断片的に行なうだけでなく,最 終製品の仕様が与えられれぽ,

部品仕様の技術計算か ら製作用図面の作成,さ らには生産準備に必要な資料の作成ま

での一貫 した作業手順をすべて含んでいることである。

このようなシステムは特に注文生産の場合に有効である。製品仕様が標準的でない

場合でも,部 品は可能な限 り標準品を使用するよ うにプログラムしておけぽ生産の能

率を大巾に上昇させることができ,設 計のための時間 と費用とを大いに節約すること

ができる。また,納 期の短縮が可能 とな り営業上有利な条件を獲得しうる。このよう

な自動化された設計システムはほとんどの機械装置の生産にとって非常に大きな革新

をひきおこす契機 となろう。

自動設計システムの出力を直接に数値制御工作機械に連結することが行なわれるに

至れば,生 産の自動化,あ るいは生産管理の自動化はさらに一層の発展を見せるに至

ろ う。

Dマ ー ケ ッテ ィン グ活 動 に与 え る影 響 と変化

マー ケッテ ィング活動に関 しては,従 来 コンピュータの利 用が さして活発 に行 なわ

れ てい る とは言え なか った。 しか し,最 近 になって急速に マーケッテ ィング活動へ の

コンピュー タの利 用が高 まって きてい る。売上予測や市場調査 デ ータの分析 に コンピ

ュータが有効 であ ることは今 日すでに常識 とな ってい るが,最 近 では実際 の市場を模

写 した シ ミュレーシ ョン ・モデルを作 り,そ れを コン ピュータにかけるこ とに よって

市場活動に対す る意志決定 に役立 てることが行 なわれ始め てい る。

これ らの マーケ ッテ ィングに関す るコンピュー タ ・モデルは まだ部分的 な ものが多

く,ト ー タル ・マーケ ッテ ィング ・モデルに至 るにはなお数年を必要 とす るであろ う

し,個 々のモデル の実用性 も十分 である とはいえない現状 であ る。 しか し,部 分的に
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は有 用なモデルがい くつか開発 され てい る。 物的流通 の最適化 モデルは重量物 の長距

離 輸送 を必要 とす る企業(た とえぽ,鉄 鋼,セ メン ト等)で すでに利用 され ている。

また,広 告費 の最適配分モ デル(媒 体選択 モデル)等 も実 用に供 されてい る。 マーケ

ヅテ ィソグ ・モデルの開発 とその実用化には,大 量 の外部 情報が必要であ る。 それ ゆ

え,マ ーケ ッテ ィング活動 に必要なす べての種類 の情報 に関す るデータ ・バ ンクがそ

れ らの情 報を供給す る社会経済的な体制が整備 されなけれ ぽ,マ ー ケッテ ィングに関

す るコンピュータ利 用は個 々の企業 に とっては さして進展 しないであろ うと考 え られ

る。 しか し,こ れ らの情報 を容 易に外部か ら得 られ るよ うになるのは さして遠い こと

では ない と考 え られ る。現在官庁,広 告会社,市 場調査会社等は これ らの情報を外部

企業に供給す る準備 を始 めているか らであ る。

マーケ ッテ ィング ・モデルの開発 の進 度は,こ とにイ ンタソジ プルな社会現象を数

量化す る技法 の発展に大 きく依存 してい る。 これ らの研究 も行動科 学の名 の下 に広汎

な学問領域で進め られてい る。 これ らの事情を勘案す る とマーケ ッテ ィン グにおけ る

タイ ム ・シェア リングの効用は将来極 めて大 きな ものになるこ とが予想 され る。そ の

理 由は この場合で も,タ イ ム ・シ ェア リングの もってい る人間 と機械 との相 互作 用的

な機能 が大 きく貢献す る と考え られ るか らであ る。

E小 売業に与える影響と変化

また,タ イム ・シェア リングを小売業に適用することも大いに行なわれるに至ると

考えられ る。アメリカの主要な百貨店では,す でに定版商品が予め定められた発注基

準量に達すると自動的に追加注文を行な う自動発注 プログラムを使用して仕入係の負

担を軽減 している。また,定 版でない商品について従来,仕 入係がその販売動向を常

にモニターしていなけれぽならなかったが,タ イム ・シェアリングを使えば商品の販

売動向の解析結果を必要に応 じ直ちに検索に入手することができるようになる。また

試験販売を同時に多数の売場で行ない,同 時にそれ らを自動的にモニターす ることも

可能になる。 したがって,仕 入のため必要な情報を収集 し,解 析 していた時間が節約

され,仕 入係はtより創造的効果的な活動と労力 と顧客 との直接的な接角虫のteめに時間
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を さ くことが可能 になる。

さらに,押 しボ タン式電話機 が普及 す るに至れば,タ イ ム ・シ ェア リングの効用は

小規模な商 店に とっても大 きな革新 の機 会 とな ろ う。 アメ リカでは今 日,シ カ ゴ地 区

で80%以 上,ニ ュー ヨー ク地区で15% 、以上がすでに押 しボタン式電話機 にな ってい

る。従来の ダイヤル式 電話 は,ダ イヤルが戻 る時直流 のイ ンパルスを発生 させ,イ ン

パルスの数 をpウ ソ トして交換機 を動かせ るのであ るが,押 しボタン式では0か ら9

まで のボタンが押 され るとそれ を2進 数4桁(4ビ ッ ト)の 信号音に直 して交換機 に

送 り,交 換機 側では リー ド・リレーでその音を ピヅク ・ア ップす ることに よって交換

機 を働かせ る仕組み にな ってい る。 したが って,ダ イヤル式では相手 につ なが った後

では,音 声のみが交信 しうるだけであ るが,押 しボ タン式では,相 手につなが った後

で もデータを送信す るこ とが出来,電 話機 が コンピュータに直結 した端末機にな りう

る。 クレジ ッ ト・カー ドの使用が普 及すれ ぽ,コ ン ピュータに直接顧客 の信用につい

て問い合わせ るこ とも必要 とな ろ う。 このこ とが押 し ボ タ ン 式電話機 では可能 とな

る。 また,売 掛金 の 自動記帳,顧 客の銀行 口座 か らの自動振替 等も可能にな り,さ ら

には経理事務 を全 く自動化す ることも可能 となる。

3コ ンピュー タの高度利用 の企業組織へ の影響

以上,リ アル ・タイ ムの適 用可能性 につ いて論 じたが,こ のよ うな方向に コン ピュ

ータ利用が進んで行 った場合 ,企 業組 織は どのよ うに変貌す るであ ろ うか。

ソニー社 長井深大氏は,本 年2月 の関西IBM研 究 会でrMISと 日本 の これか らの

考 え方」 と題 して行な った講演 の中で,第 一線の活動に関す るイ ンフォメーシ ョン と

トップ ・マ ネ一一ジ メソ トか らの指示 のイン フォメーシ ョン,そ のため の意志 決定に必

要 なイ ンフォメーシ ョン等 々のシステ ムが整備 され て行 くにつれ て 「い ままでの三 角

形 の組織はむ しろ じゃまにな るケースが多 く出て来 ると思 う。 コンピ ュータを思い切

り生かすためには,組 織は相 当 フ レキ シビ リテ ィーを持たねぽ な らない。場合に よっ

ては トップの1グ ル ープ と底辺だけが あ って,あ とは全部MISに よってイン フォメ
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!「シ:ゴ、ンの交流 を行 なえば,ま ん 中のホ ワイ トカラ〔はい らな くな るとまで極言 して

よいが もしれ ない」 と語 ってい る。,、.、

このよ うな将来の企業組織 の展望は;HAサ イモン等に よっても行なわれ ている6'

'将 来 の企業 にお
いては,第 一線 の作業活動 ・営業 活動 とい って も,相 当高度 な工学

上 のあ るいは マーケシテ ィシソグ上 の知識,技 能 に支え られねぽ な らないであ ろ う。 タ

イム ・・シ三ア リングの活用に よるサイバ ネーシ 三ソの展開を前提 すれぽ,物 の処理過

程 の自動化,作 業者 の複能 ・多能工化は現在 以上 に進み,'営 業活動 もマーケ ッテ ィン

グcモ デルを使bた シ ミュ レーシ ョンの結果 等を駆使 して 自らの営業活動を展 開す る

よ うにな るであろ うか らであ る。 した が って社会的威信,・身分の隔絶感 は トップ ・マ'

ネジメソ トと第一線従業員 との間で消滅 し,、給与等 も現状 よ りもむ しろ平均化す るで

あ ろ うと考え られ る。こ こでは,伝 統的 な意味 の管 理は通 用す る余地が ない と考え る

べ きで あ ろ う。自 らの 目標 を 自ら抱 くこ とがで きる本来 の組 織 とは独立 の高度の 自然

的 ・社会的 シス テムである個 々人 の特性を生かす組 織め運 営が行 なわれねぽな らない

であろ う。組織に属す る個 々人 が自己 自身を発展 させ よ うとしている方 向 と,企 業 の1

発展方 向とが調整 され合成 ベ ク トル が常に最 も大 であ るよ うな組織運営が行なわれ ね

ぽ な らないであ ろ う。今 日行 なわれてい る形式 的な 目標管理で はな く,よ り個 々人 の

側 に密接 に近 づ き,し か も企業 二」ズを現在 以上 に充足 し うる実質的な 目標管理が行

なわれざるを得ず,ま た結果的に行 なわれ るに至 ろ う。..

一方 ,技 術上 の研究 ・開発 ・経営 システムの研究 開発(MIS等 をも含む)に は現在

以上の割合 の人員が配分 され,タ ス ク ・フォース編成で,プ ロジェ ク ト・シューテ ィ.

ソグを行 な うに至 る と考 え られ る。全社 ス タッフの仕事は現状以上にます ます この方

向に進むで あ ろ うと考え られ るb"、..

企 業システ ムが,企 業 目標か ら演繹的に導 き出 された機能 目的 を充たす よ うに 目的

意識 的に編成 されねぽな らない とい う,い わゆ る企業 システムの運営 と設 計に関す る

システ ムズ ・アプ ローチの徹底は現在 以上 に必要 とされ るであ ろ うと考 え られ る。.1

)このためには トップ ・マネジ メン トは 自らが運営上 の最終責 任を負 っている企業 シ
,

ステムについてその機能仕様 を 自ら指示で きねぽな らない。イ ンフォー メーシ ョン ・.・

システムに しても,そ れが全社規模 のものであり,会 社 の発展の基盤 とな る よ うな も『
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のであれぽ,必 らず 自らシステムのもつぺ き機能の ス ペ ッ クを指示で きねば な らな

い。'企業システ ムは,タ イ ム ・シュア リングの進行 とともに従来に比 して,ま す ます

マ ソ ・マシン ・システムの様相を深め よ う。 マン ・マシン ・システ ムの設 計 と整備に

は永 い準備期 間 と多大 の費 用を要す る。 トヅプが指示すぺ きシステムの機能仕様 の適

否 はシス テムの性能 をます ます大 き く左右 す るであろ う。い まこそ,ト ップ ・マネジ

メン トは 「高貴 な身分 には責任が ともな う」 とい うフランスの格言をかみ しめ,責 任

を負 え る トップ ・マネジ メン トた らねぽな らない。

今後 の企業 システムは,工 学的技術 ・社会的技術の進展 に合わせ て機械 と人間 との

適切 な組合わせ を常 に図 って行 くことが必要 となろ う。

17世 紀 におい て,ラ イ プニ ッツは計算 は機械で行なわせ ることがで きることを発 見

し,機 械 でで きるこ とを人間が苦 しみなが ら行 な うのは馬鹿げた ことである といい,

それ を証 明す るために 自 ら四則演 算を行 な うこ とがで きる歯車式 計算機 を製作 した。

HA・ サイモンが1960年 に行な った 予言に よれぽ,人 間が 日常生活で 果 してい る機

能 は,20年 以内にはすべ て機械で行なわせ ることが可能 にな るとい う。た だ人間に よ

って行 な うこ とが相対的に有利であ る限 りにお いて,そ れ らの機能 は人間に よって担

われ ることになろ う,と い ってい る。

す なわち,環 境 の うち比較 的 ラフな部分 を弾 力的に操作 す る必要 があ るよ うな仕事

においては,人 間が将来 とも機械 に対 して相対的有利性を保有す るであろ う。即ち,

あ る種 のプ ログ ラム化 しえない問題解決,面 接的なサ ービス活動等がそれであ るとい

ってい る。

人間 は人間個有 の能力を一 層発展 させ るこ とに よって,自 らの発展,よ り充実 した

人間生活 を社会的な規模で実現 させ るた めにコンピュー タを一 層高度に利 用す ること

が必要 となろ う。その時の企業組織 の姿 が,ど のよ うな ものになるか を具体的に論ず

るこ とは困難 であ るに して も,方 向 としては上述の よ うに人 的組織 の階 層の観 点か ら

して比較的平坦で,機 能 的な組織 どな るであろ うことが予想 され る。 さらに付言すれ

ぽ今後 の組織が激 しい環境変化 に適応 し,継 続 してゆ くた めには,透 徹 した トップ ・

マネジ メン トの識見が要求 され,そ の指 示に基いて援 用す る科学 ・技術 を駆使す る徹

底 した システムズ ・アプ ローチが行なわれねぽ な らないであ ろ う。



第5部 情報産業の出現 と今後の諸問題

第1章 情報処理および情報処理産業の

位置づけ

昨年春以来通産省は,今 後わが国経済が資本 自由化を契機 として急速に高度化し,

科学 ・技術 ・経済情報の大量消費時代が到来した場合に,如 何にこれ らの諸情報を効

率的に整理,加 工,蓄 積,利 用して経営の近代化,意 志決定の合理化に対処す るかを,

学界 ・産業界の総意を結集して検討す るとともに,今 後の情報処理および情報処理産

業についての総合的施策を立案する決意を固めた。

このような観点から政策面からは産業構造審議会情報産業部会の設置を実務面か ら

は日本情報開発センターが発足して,今 後情報処理および情報処理産業が健全な発展

をして行 くための情報処理要員の養成,ド キュメンテ イション,コ 三 ドの標準化,法

制,ハ ー ドウェア及び ソフ トウェア,通 信回線網,国 際的連携,外 資対策等を具体的

に検討することになった。

以下情報産業部会における情報処理産業の位置づけは下記のようにな つている。

情報産業あるいは情報処理産業については,現 在 の と ころ明確な概念規定がな く

用法もまちまちであるが議論を進める必要上,こ れを下図のように整理することにす

る。

まず,情 報革命な どの言葉を うむ動機をつ くった情報処理をシステムすなわち,電

子計算機を開発 し,生 産する電子計算機産業を中心において眺めてみる。この電子計

算機産業を中核 としてその周辺にソフ.トウェアを開発 して販売するソフ トウェア産業

があ り,さ らにその外周に両者を手段 とし,対 価を得て,各 種情報を収集 し,整 理 し,

蓄積 し,加 工 して提供する,い わゆる情報処理サービス業が存在する。この3つ の産
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業を 「情報処理産業」の範疇 としてとらえることとする。

次に,そ の外側に,オ広 く企業,官 庁,各 種機関内における部内情報処理業務の存在

が考え られ る。 これは勿論電子計算機を用いた情報処理業務のこどであるが,単 に一

企業体,一 行政庁内にとどまることなく;企 業間,産 業間,各 行政庁間の共同情報処

理 まで包含す る概念である。

さて,以 上を含み:さ らに放送,出 版,通 信,層教育,研 究開発等を包括 して,「 知

的能力の産業化(あ るいは商品化)」 どしてとらえた産業概念を情報産業(知 識産業)

と定義す ることとする。

情報産業部会において討議の中心 となるのは,部 内情報処理及び情報処理サービス

業(場 合により,ソ フ トウェア産業を加える。)で ある。 これは,電 子計算機産業自

体の振興策の検討が電子工業審議会電子計算機政策部会の任務とするところであ り,

また放送業,或 は出版業それ自体の発展⑳動向や,将 来のあ り方を論ずるのは,本 旨

でないことによるのであるが,情 報処理及び情報処理産業の将来を論ずるには当然放

送,出 版,教 育或は運輸製造業など情報処理の需要分野か らのアプローチと,電 子計

算機,ソ フ トウェア等の分野か らのアプローチの両方が必要になってくるので場合に

より審議範囲がこれ らの分野におよぶことがある。
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第2章 情 報産業 の出現 な らびに その意義 ・目的 ・効果

1は じめに

ζ

訪米MIS使 節団 の報 告の冒頭で 『今や米 国では見えざる静か な革命が進展 してい

る』 と述べ られ てい るが,こ の革命 こそ情報革命であ る。か っての物質 文明時代にお

いては 自然的 資源の存否がその国の国力を決定 し,物 の量 が富を現 わ し,情 報 には価

値が認 め られ なか ったが,今 や情報 革命時代 においては情 報 の合成 が価値 を持…ち,こ

れに携わ る人間が権力を持 ち,社 会経済 開発 を指 向す る情 報の創造 が国力を決定す る

よ うになる。情報革命 とは物質文明革命 と異 り凡 ゆる国家 に自由に,平 等に与 え られ

るものであ り,電 子計算機や データ伝 送の出現 だけではな く,人 間 の情報が行 動に結

びつ くこのため のシステムが歴史始 まって以来確 立 した とであ る。

今か ら約15年 前,小 さな科学 ・技術がベ ースにな りス ター トした米 国の コン ピュ

ータ産業は今 日ビッグ ・サイエ ンスお よび ビッグ ・テ クノロジーをベ ースに情報産業

とい うビッグ ・イ ンダス トリーに まで発展 し,そ こにはIBMと い う売上げ53億 ド

ルの ビッグ ・カンパ ニーが生 まれ,平 均年間14億 ～15億 ドルの ビ ッグ ・インベ スF

メソ トを行ない,国 家,学 術 団体,民 間企業が社会経済開発を指 向す るビ ッグ ・イン

フォメーシ ョン ・システムを設計,開 発,実 施す る段階に まで達 した。

しか るに この コンピュータの原理 ・試作に関 して先にス ター トした英 国は依然 とし

て コンピュータ産業 の振興 ・確 立 とい う点に国家の産業政策(技 術省 と教育科学局共

同に よる大学 ・研究機関への コンピュータ導入 の促進,ナ シ ョナル ・コンピューテ ィ

ング ・センターの設 立)を お き,ま た最近行なわれ たICT,EEC,Plesseyの 企業合

同 も英国の情報産業へ の前進 という よ りは米国 資本 の侵入に対 す る防衛策 にす ぎない

と考え られ る。他方 仏国は米 国G.Eに よるマ シンブルの合併後 ドゴール大統領 に よ
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って国産 コンピュータ産業振興政策が打ちだ され ているが,決 して情報産業 を指 向す

るもので もない。 また西 ドイ ツは強 力な通信機 メーカを持 ちなが らコンピュータ産業

の発展 の立 ちお くれ は認 めざるを得 ない とともに,仏 国,英 国 と同 じく情報産業 を育

成す るとい う新 しい方 向には 向 っていない。 オランダは フ ィリップスが これか ら本格

的 に コンピ ュータを開発,工 業 化す るとい う段階であ り,こ れ とて も情報産業を指 向

す るまでにはいた っていない。

しか るにわが国の場合は,そ の技術は導 入技術 とはいえ どもコンピ ュータ産業 は振

興後10年 間を経 て生産額1,000億 円に達 し,今 やその規模においては米 国 より遥 か

に劣 るけれ どもビ ッグ ・サイエ ンス,ビ ヅグ ・テ クノロジーをベ ースに ビ ッグ ・イ ン

ダス トリーと しての萌芽 を持 ち,昨 年末 の通産郵政 共管 に よる 日本情報処理 開発 セン

ターの発足並びに産業構造 審議会におけ る情報産業部会 の設立 とあい まって情報処理

産業へ の新 しい段階に,足 がか りをつけた とみ てよいであ ろ う。ただ米 国の場合 と異

な りIBMの よ うな専業 メーカは存在 しない し,ま た,6社 をあつめて もピック ・イ

ンベス トメン トとまでは行かない まで も,国 家 ・産業 団体 ・民間企業 による ビッグ ・

イ ンフォメーシ ョン ・システ ム(例MIS及 び コンピュータ ・ユーテ リテ ィー)は ま

さに開花 しよ うと してい る。

今や世界におい て米 国 とわが国のみが,量 の生産を誇 るコンピュー タ産業時代 か ら

離脱 し,社 会経済開発を指 向す る最終審的 な(エ ン ド・ユース的)シ ステム産業であ

(注)
る情報産業又は情報処理産業 に移行 しつつ あ り,こ の点わが国の コン ピュー タ産業 の

発展の大 きな体質転換 である ことが認め られ る。 さ らに,EECお よびEFTA双 方合

せて1万 台 以上に達す る西欧諸国の コソビュータ工業 が依然量 の拡大 をペ ースに した

開発段階に止 まるか又は情報処理産業へ と試行 しつつあ るのに反 して,わ が国の コソ

ピ・一・工産が国民経 産において米国の 十,・ ンピー ・生産において も であ

(注)エ ン ド・ユースのシステム産業 とは,つ ぎのような意味の産業を指す。すなわちエンド・ユースと

は最終の使用目的という意味であ り,そ こで最終の使用目的から出発 してこれに合致する各機能を持

ったいくつかの産業の必要部分(モ デ ュール)を とり出して,有 機的に組合せて総合化した産業のこ

とである。具体的にたとえば住宅産業を例にとれば建築業,不 動産業,銀 行業(住 宅ローン)製 造業

(耐久消費財),小 売業(ス ーパー ・マーケット)な どのモデュールを住宅,シ ステムとい うエンド

・ユースという形でパッケージしたものをいう。
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りなが ら米 国の コンピュー タ産業 の発展 と同 じパ ターンを とりつつあ るとい うことは

注 目すべ きであ る。

それでは一国 の コンピュータ産業 が情報産業又 は情報処理産業に脱 皮転換 で きる条

件は同 じで あるか とい うと,必 らず しもそ うで な く,ま ずその国の社会制度や,産 業

構造,企 業構造 もさることなが ら,そ こには産業 の国有化(第43表)お よび産業 の寡

占化の度合いに大 き く影 響され るのであ る。た とえば通 信業 とか,輸 送業,エ ネルギ

ー業,金 融業 が 国有化 され ているか否かは情報産業又は情 報処理産業 の発展 に× きな

影 響を与 え るし,ま た その国の産業 の寡 占の度合,(第20図,第21図)研 究所 や大学

の組織や制 度な ども情報産業 の発展 の振幅 に大 きな影 響を与 え るものであ る。

以下米 国にお ける情報産 業 の現状な らびにその意義 ・目的 ・効果 につい て述べ る こ

とにす る。

第43表1961年 現在の西側諸国 における国有化の比率

(東洋経済1967年4月20日 号 新次元の経済体制131Pよ り)
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.第20図 各 国 の寡 占度(自.動 車)… ・

(第20図,第21図 とも前掲エコノミス ト 新産業体制を考える よ り)

イタリア

米国 西独 英国 フランス 日本
100%

ク ラ イス ラ ー

フ ォー ド

三菱

双

墨
染

日

産

ト
ヨ

タ

(注)・ ・軸は乗用陸 産台数・タテ車由は集中度(1965年)

第21図 各 国 の寡 占度(コ ン ピ ュー タ)

米 国 フランス 英国一西独 日本100%

その他 そそ
ののC

　　　　

(ユニパック).ジ ーメンズ

(ユニバツク

ヨコ軸は産業規模(1965年 末 設置台数比)(注)

タテ軸は集中度(1965年 新設台数、または同年の年間収入)

2情 報 産 業 の 歴 史 的 意 義 『

A米 国におけ る情報産業 の意義

情報産業とは従来の製造業たとえぽ鉄鋼業,輸 送機器業,電 機,電 子工業,化 学,
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またほ非製造業 た とえぽ 商業,金 融業,放 送業 等 と向列に並 ぶ産業概念で はな く,む

しろ,前 述 した よ うな最終需要 によるエ ン ド・ユース的な機能産業であ り,シ ステ ム

産業であ り,総 合 的産業概 念である。かか る意 味で今後生れ るこの種 の新 しい機能産

業 とは情報産 業,住 宅産業,都 市 開発産業,総 合輸送産業,総 合 エネルギー産 業,宇

宙 ・海洋産業 等な どが考 え られ,す なわ ちこれ らの機能産業は従来 の産 業構造 の上部

に機能的 に社会経済 開発 を指 向す るエ レメン トと して考え られ るものであ る。 したが

ってそれは総 合機能産業(第22図)で あ り,し たが って情報産業は この総合機能産業

ニマ トリックス ・オルガ ニゼ ーショソの中でみ るべ きであ る。

このよ うな総合 ・機能 的な産業 の概念 は,実 は最近の米国の研究 開発機 関た とえば,

RandCorp,GEのTEMPO,そ の他 ウエ スチング・・ウス社 さらにBusinessWeek

第22図 機能産業の建築学
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誌(こ れ は と くに・7グロー・ヒル社 の社長J・H・Allen氏 の提唱),TechnologyWeek

諸 等の中心テーマ として示 され てお り,こ れ らこそ今後米 国が開発 して行かなければ

な らぬ大 きな 目標であ る。

RandCorp

技術革新

人口の趨i勢

オー トメーション

宇宙開発

戦争防止

GETEMPO

標準 生活を向上するた
めの世'界的産業資本化

世界的情報革命

・世界的エネルギー資源

都市再開発

平和を維持するための

十分な軍備力

Westinghouse

マストランスポーテ

ン市場

都市開発計画

電子計算機ベースの
新教育

海洋淡水化

海洋開発

Technology

WeeK誌

輸 送

原子力

健康,教 育,厚 生

住宅および都市計画

海 洋

海洋淡水

Business

WeeK誌

都市再開発

Jops

住 宅

教 育

前述 の如 く情報産業 は従来 の物の生産 ・拡大が経済成長 のベ ースであ るとい う産業

概 念では な く,む しろ未来 の産業概念であ る。米 国のよ うに工業段階が高度化 した国

においては,職 業的に は明 らか に第3次 産業 の就業者 が第2次 産業 の労働 者数を しの

ぎ,し か も今後 の10カ 年 の職業別増加率をみた場合 コンピュータ関係 の如 き専 門職

お よび医者,ス ペ シャ リス ト等がは るかに製造 労働者を凌駕 し,ま た今後 の米国を支

配す るグル ープはMIT,ハ ーバー ド両大学を中心 とす る教授,お よび それ ら大学出

身の官僚 であ り,彼 等は この よ うな新 しい知識や能 力を もち,同 時に新 しい集 団研究

の組織を結成で き,新 しいスポンサ ーによる新 しい資金 をあつ め ることので きるよ う

な学者的企業 家であ る。情報産業 とは,こ の よ うな学者的企業 家の存在 を前提 として

台頭 して来た産業で あ り,か か る意味において トー タル ・インテ リジェンス ・コ ミニ

テ イーであ る。

また情報産業 を産業 史的な発展過程 でみ るな らぽ,1)1800年 頃の紡績機械 ・蒸気

機 関を中心 にす る第1次 産業 革命2)1850年 頃 の鉄道 の普及 と鉄鋼 を代表 とす る時

代3)1910年 頃か,らの電力,化 学,自 動車を代 表す る時代4)1950年 以後 の石油

化学,原 子 力,電 子等 に よって代表 され る時代の次 ぎに来 るPostIndustrialSociety

で あ り,こ れ こそ少な くとも機械工業 の大量生産 方式 が確 立 した1915年 頃か らみ て,

50年 の歴史を経 て始 めて醸成 された新産業であ る。
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B情 報産業を産みだす背景

もしも今後米国の社会経済 の発展過程の中で情報産業 とい う新 しい産業概念が台頭

して来 る とす るな らぽ,情 報産業 ・住宅産業 ・都市開発産業 とい うよ うないわゆ る,

エン ド ・ユ]ス 的なシステム産業であ る有機 的な ピ ック ・イン ダス トリーを醸成 す る

産業的基盤が この過去20年 間 の米国の経済の発展過程 の中でか もしだ され ていたの

ではないか とい うことであ る。換 言すれ ぽ少な くとも1915年 ～1950年 までの35

年間 とい う期 間 と,1950年 ～1967年 までの17年 間 とい う期間 とは本質的 に大 きな

変革があ ったのではないか とい うことであ る。 しか らぽそれは何 んであ るか。

a技 術構造 にみ られる革新

日米 フォラム ・1965年6月 号 「新世界 の中心」 ク リス トファ ・ラン ド著 の第3篇 で

述べ られ ている如 く,第2次 大戦 以後西欧の科学者 ・技術者が米国に亡命 した結果,

ここに始 めて米国 オ リエ ソテ ッ トの科学 ・技術 の芽が培養 されたのであ る。 ここに政

府を中心 として研究投資が増大 され(第23図)政 府 スポンサ ーに よる基礎 調査が増大

し(第24図),NSFが 設立(1950年)さ れ,さ らに1950年 前後 を中心 として民間研

究機 関,た とえばSRI・1946年,コ ーネル ・1946年,サ ウスウェス ト・1947年,フ

第23図 米国の産業資本投資 と研究投資
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第24図 米国政府スポンサーによる基礎研究開発費の増大
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ランク リン・1946年,ミ ッ ドウェス ト・1944年,サ ウザー ソ・1945年,ト ライ アング

ル ・1959年 など各大学 の研究所 が設立された(第25図)。 さ らに1955年 以後の コソ

yeユ ー タメー カーの進 出に?つ いて多 くの ソフ トウェア会社(第26図)が 設 立 さ れ

た。最糸冬的 には宇宙開発 または国防 とい う目的 を果す宇宙工 業 とい うビッグ'イ ソダ

ス リーを創造 す る過程 において,国 防省,NASAを 中核 としてMIT,・ ・一・ミー ド両

大 学,民 間 研 究 コソサノyタソ ト機 関,国 防省直轄 のMITRE,RAND,SDC,さ ら

にIBMのFSD,ITTの データ ・サー ビス事 業部,そ の他 コンピュー タメー カ,ソ

フ トウェア会社 等が結 集 し,こ こに ナシ ョナル ・プ ログ ラムを遂行のた め米国の知識

が動員され,結 集 した のであ った(第27図)。

すなわ ち,1910年 ～1950年 までの技術体制 と1950年 ～67年 まで の技術体制の

大 きな相違 は何 であ るか とい うと,そ れ は このナシ ョナル的なシステムズまたは プ ロ

ジ ェク トを遂 行す るためにあ らゆ る方面か.らの知識 を動員 ・結集で きた こ と,次 に こ

の よ うな システムズを如何 に々ネジ メソ トするか とい うSystemsManagement(縦

割 の組織に対 す る横 割の組織 の介入に よるマ トリックス ・コン トロールお よび システ

ム ・サイ クルの採 用)で あ った。 この シス テムズ またはプ ロジ ェク ト開発 を通 じて米

国のあ らゆ る科学 ・技 術情報 がシステマチ ックに軍の研究開発を通 じて,兵 器 の生産

に,さ らに軍事行動 まで活用 され,こ こに ナシ ョナル ・インフォメーシ ョン ・フ ロー

が部分的 にせ よ体系的に開発 された のであ った。
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"一 第25図 米国主要受託研究調査機関の設立 ・."s"J
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か つ て フ ォ ー チ ュ ソ 誌 で"Kno－

wledge:TheBiggestGrowthIn－

dustryofThemAll"の 中 で プ リ

ー ツ ●rマ ク ル ー フo氏が米国の知識産

業 は1963年 に1.950億 ドル と達す

ると評価 し,そ の内訳を下記の如 く

想定 したが,

。教

小中高

大 学

産 業

育

。研 究 開 発

。放送 ・映画

。出版 ・印刷

o
コ ン ピ ュー

タ そ の 他

。通

910億 ドル

500〃

200〃

210〃

200〃

120〃

240億 ドル

160〃

信140〃

サ ー ビ ス
o

専門的職業

。政 府

180〃

50〃

45%

10%

6%

12%

8%

7%

9%

2.5%

問題はただ これ らのエ レメン トを単

に合計しても知識産業が形成 され る

のではな く,第27図 の如 くこれ らの

各 エ レメン トが 軍 また は,コ ン ピ ュ

ー タメーカーを中核 として有機的に

ダイ ナ ミックに結集 され てい ること

が基本 的条 件であ って,こ の場合 と

くに諸機関の情報が多 目的にモデュ

ールの形 を とって多 くのエ レメン ト

第26図 米国のソフ トウェア会社の設立
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第乏7図'情 報産業の各エレメン トの相関図
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とパ ッケージされ てい なけれ ぽ な らない。

この宇宙開発 または国防 とい う,ミッシ ョンを完遂 する過程で現われた技術革新に よ

って始め て米国におい て多 くの意義 を もった エ レメン トがある 目的 のために システ マ

テ ィックに結集(合 計ではない)で きた のであ り,こ こに始め て意義 と目的を もった

情報産業 の母体が生れ たのであ った。

b産 業構造にみられる革新

この10年 間め技術革命,マ ーケッテ ィング革命,生 産革命によ'って,今 や米国の

みならずわが国においても産業構造を従来の縦割の製造業 とい う産業概念では律する
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第28図・技術革新と情報革命の台頭および国家性と国際性
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ことがで きな くなってきた。 と くに最近 の米国の経済雑誌 をみ て注 目すべ き事項 は ビ

ッグ ・イン ダス トリーとい う言葉 お よび概念が現われ,わ れわれが過去数10年 間想

定 していた もの とは全 く異 な りつつ あ るとい うことであ る。

た とえぽ ビジネス・ウ ィーク誌1967年5月6日 号"HomebuildinghappyFuture"

の中で住宅産業 とは決 して単独の産業概念 ではな く,多 くの産業 のモデュールの結合

であ り㌍す なわち 々ルチ ・イン ダス トリーであ る(多 目的産業)と 述 べ られ ている。'

した が っ「ごこの産業概念 の中には建築業,銀 行業,不 動産業,製 造業,小 売業,御 売

業等 全部が含 まれ,こ の産業 は ビッグ ・イン ダス トリーであるた め まず政府 が先導的

な役割を果 し,次 の段階で 自由に多 くの私企業が介入 して来 る と一般 にいわれ るδ

また同誌1967年6月24日 号"WillHabitat(モ ン トリオール万国博の未来住宅>

castnewmoldforhousing"の 中で,そ の設計 者のSafdieは 住宅 とい うものは輸

送,'教 育,プ レーグラン ド,商 社等の トータル ・コンセプ トの中で考 え られ るもので
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あ り,彼 は これを住宅 シス テムとい っている。

彼に よれば.・ラソスの とれた社会 と(ま住 宅シスデ ムとか,都 市 開発 システムとカ・,

情報 システムとかの総合 された システム産業 の結合 に よらなけれぽ構成 され ない とい

うことであ る。

ビジネス ・ウ ィーク誌が指摘す るよ うに,未 来産業 とい うものは原材料 オ リエ ソテ

ッ トの従来 の製造業(た とえぽ鉄鋼業,自 動車工業)で はな く,多 くのエ レメン トが

モデ ュール とな り,多 目的 に一 つの 目的 の下に結集 した ビッグ ・イ ンダス トリーであ

るとい う考 え方が示 され てい る。

またForbes誌1967年9月15日 号 の"米 国経済50年 記 念号"(第44表)に よ

れば,1917年,1929年,1945年,1967年(1967年 を除 き不況直前の年 に注 目)に

おいて産業別(た だ し全資産)ラ ン クが如何に盛衰 したがを示 され てお り,と くに過

去20年 間の経済発展で成 長 した産業は情報処理産業 とコソグPメ レー ト(Conglo

merates==日 本で は集塊産業 と訳 してい る)で あ り,鉄 鋼業 の位置は1945年 の12.4

%か ら1967年 にはい っき ょに7.6%に まで低下 してい る。

わが国で も最近集塊産業 コング ロメレー トー が問題視 され てい るが,元 来 こ

の異種産業 の企業 を合併す る とい う考 え方は前述 の最終需要産業 を傘下 に入れ よ うと

い うことであ る。た とえぽ今,こ こに種 々なる産業 か ら集 った大型 ・複雑化 した企業

に(例 三菱 グループ とか,住 友 グループの よ うな企業 集 団の事業活動を機能的 にモデ

ュールとい う形(例6×6-36,ま たは9×9=81)に 分割 し,こ の よ うにモデ ュー

ル化 した諸 エ レメン トを有機的に組合わす ことによって,い くつか のエ ン ド ・ユース

的 なシステム産業 に再編成す ることがで きる。 もしもこれ らのマ トリックスに余白の

エ レメン トがで きれば,そ の企業集 団との関係 のない他 の企業 のモデ ュール部門を買

収 することに よって別 の有機産業を形成 す ることがで きる。

ここに従来の よ うな単なる コス ト引下,設 備 の合理 化,マ ー ケッ ト・シェアの拡大

とい う目的 のための企業合 併,吸 収でない コソグ メロレー ト式 的な企業合併が産れた

所 以があ る。

以上述べた如 く米国の産業構造は まず住宅産業,情 報産業,都 市開発産業 とい うよ

うな多重 目的を もった ビッグ ・イン ダス トリーが まず先に現 われ,シ ステム産業 とし
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て成 長 し,次 にそれ を援護す る形 でまたは平行的 に総合輸送産業 とか総合エ ネルギー

産業 とい うよ うなサー ビス等が システ ム産業 として出現 して くるのではあるまいか。

すなわち情報産業 とは かか る意味において コング ロメレー ト的な産業 であ り,ビ ッ

グ ・イ ンダス トリーであ り,多 くの産業 のモデュールの結合であ る産業 であ る。

3情 報産業の指向する目標

A情 報 産 業 へ の シ ス テ ム ・ア ブP－ チ 社 会 開発 指 向 の産 業

情報産業の理念 とは一体何であるか。それは1965年 の年頭のジョンソン大統領の

一般教書において発表 された 「偉大な社会」に端的に現われてお り
,「 われわれは米

国の新 しい結合(ユ ニオン)を 追求 しつっ第3世 紀に入ろうとしている。200年 前の

1765年 に九つの植民地が集まり,専 制勢力か ら自由を要求するためにまず団結 し,最

初の一世紀は人類史上最初の民主主義的国家 の結合 のため争い,そ の後100年 後の

1865年 には米国の全州による結合の盟約が最終的に結ぼれた。

次の一世紀即ち1865年 ～1965年 までの間,わ れわれは社会 ・経済を構成する多数

のグループ間の目的および利害を一致するために争い,こ の間において米国のGNP

は7,000億 ドルに達 し,製 造工業は最高度にまで発展し,自 動車工業,石 油業,化 学

工業,電 子工業等は世界を圧 し,技 術革新はついに宇宙をも制 した。

しかし1965年 の今 日米国は新 しい結合に対 して探究を開始 した。即ちわれわれは

人類 と世界 との結合(マ ルチナショナル体制への発展),人 類 と知識 との結合(情 報産

業への発展),人 類 と都市 との結合(都 市開発産業への発展),さ らに資源と機械 との

再結合を求めつつある。最後にわれわれは人類 と社会=各 人が生活の意i義を拡大 し,

文 明の質的向上がはかれるような社会=と の調和が確立されることを求める」。以上が

「偉大な社会」の骨子および補足説明であるが,こ こに米国において情報産業 とい う

新 しい産業概念が生れて来た基盤または理念があるように考えられる。

このジ・ヨソソン大統領の 「偉大な社会」にしろ,八 一ゴン ご、カンの 「西暦2000年 」
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に しろ重要な問題は米国の今後の行きかた.「方向」であシり,ま た 「西暦20CO年 」に

到る今後の32年 間という ものが如何なる 「意義 と目的」を持つかである。
'
すなわち今後の10年 ～20年 間が如何なる経済社会であらねぽならぬかという問題

解析か ら,経 済発展および社会を 目論んだ場合,如 何なる産業構造および企業構造が

最適かとい う観点,即 ちアルタネーチブな考え方が現われてきたのである。そこで今

後の経済発展が従来の如き物の生産拡大でな く,社 会経済開発であるとするならぽ,

これに最適な産業構造は如何なるものであるか とい うシステム ・アブ・一チが最近米

国でとみに研究 ・検討されて来たのである。 したがってこのように社会開発を指向す

る場合従来の製造業,非 製造 とい う産業概念に基づ く産業政策だけで果 して妥当であ

るか,ま た社会開発を効率的に遂行できるか否か とい う問題がおきてくる。それより

も社会経済開発を遂行するためには ビッグ ・サイエンス,ビ ッグ ・テクノロジーにベ

ースをおいた ビッグ ・インダス トリーた とえぽ情報産業,都 市開発産業,住 宅産業,

総合輸送産業,総 合エネルギー産業 とい った新 しい産業概念な り産業政策が必要 とな

ってくるのではあるまいか。この場合 とくに社会開発 とい う彪大で多面的 ・立体的な

目標を達成するためには,こ れに対応 した情報産業の発展が必要であ り,こ の場合の

情報産業は物の生産にベースをおいた コンピュータ ・通信,関 係か ら出発 した もので

はなく,あ くまで も社会開発とい うエン ド・ユースか ら出発 した情報に関する総合機

能産業でなければならない。ここに情報産業の目指す究極の目標があるといえる。

B情 報産業 へのシステム ・アプ ローチ 現状解決指向の産業

以上は社会開発を遂行するために如何なる産業概念が必要かという問題アプローチ

(上か ら下へ)に 対して,今 度は現状解決か ら如何なる産業概念が生れなけれぽなら

ぬかの問題アプローチ(下 か ら上へ)が ある。即ち米国の現在の欄熟した資本主義的

な組織(就 業構造,所 得構造,人 種構造,都 市,住 宅構造……)を 修正 し,安 定した

マネージ ド・エ コノミーを遂行するためにも,ま た ソ連,、中共 とい う共産 ・社会主義

国 と対抗 し,10億 人にのぼる発展途上の諸国の経済発展を援助して行 くために も,現

在米国に とって残された途はもはや物の生産を増加,拡 大 して行 く方向ではなく,こ
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れ らを如何に社会開発のため有効 的にバ ランスをもって組み合すかの問題であ り,こ

こにもまた社会 開発 を指 向す る新 しい政府 の役割が台頭 してきたのでで あ る。

現在の よ うな社会制度,産 業 構造,企 業構造 で果 して よいのであ ろ うか,改 革 され

る とす るな らば これ らに代 る(ア ル タネーチ ブな方 法)社 会制度,産 業 構造,企 業構

造は果 して如何 にあるべ きか,こ の問題解決(プ ロブ レム ・ソル ビソグ)に 当 って,

また産業政策 の面か らも情報産業 とか都市開発産業 とか,住 宅産業 のよ うな総合,有

機的,シ ステム産業 が考 えだされ てきたのであ る。 た とえば ビジネス ・ウ ィーク誌 で

はマグ ロー ・ヒル社長 自ら今後 の米国 の向 うべ き方 向は イ)都 市開発,ロ)JOBS(v

ン ・パ ワー対策,)ハ)住 宅,二)教 育 の4大 テーマであ ると強 調 した の も,実 はその

背景 に社会開発 とい う大 きな 目的があるか らで ある。現に米 国連邦政府 内には 「Dep-

artmentofHousingandUrbanDevelopment」 とい う最終需要 を指 向 した省が

存在 してお り,こ の よ うな社会開発計画 の樹立 に対 して今や産業別 ・地域 開発別 ・学

術 団体別に ナシ ョナル ・イ ンフォメーシ ョン ・システムが設計 され,そ の実施 スケデ

ュールが検討 されてい る。

4社 会経 済開発 を指 向す る有機産業 マ トリックスにおけ る

情報産業の位置

もしも本年 中にベ トナム和平交渉が結実 した な らぽ,米 国において今後社会経済 開

発 プ ロジェ ク トは急速 に遂行 され る とともに,前 述 の5)機 能産業が新たに クロ・一ズ

アップ され て くるのではある まいか。

ジョン ソン大統領は次期大統 領に再 出馬 しな くとも彼 の偉大な る社 会の構想は今後

10年 ～20年 続 くものであ り,こ れ が単 なるペ ーパ ー ・プランでな く実現可能であ る

とい う根拠は米 国におい て現在政 府,大 学,コ ンピュータ ・メーカー,研 究 開発機関

等 に よつて偉大な る社 会開発 を指 向 した ナシ ョナル ・イ ソフ.オメーシ ョソ ・シスァム

について問題解析,シ ス テム設 計,価 値評価,パ ーフォマンス評価 等が行 なわれ てい

るか らで ある。
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A技 術 面 か らの有 機産 業 マ トリ ックスに 対す るア プ ロー チ

この50年 の産業構造 の発展を顧 りみ ると1950年 か ら従来 の機械革命,化 学革命エ

ネルギー革命の併立の中に情報 革命 が介入 して くるよ うにな り,こ こに情報革命を中

核 として宇宙開発 とい う ミッシ ョンのため他の3技 術 が結合,総 合され た(第28図)。

しか し大体1965年 を前後 として前述 した如 く従来の技術 の基本構造が過去10カ

年間 の結合,総 合,合 成 とい う発 展過程を経 て大 き く転換 し,こ こに技術の合成 の段

階において技術 が多 目的にモデ ュール化 し,あ る 目的に 向って 自由にパ ッケージする

ことがで きるよ うにな った ので ある。 それは1950年 以後MITと ・・一バ ー ド両大学

の周囲の!28号 線 に特 に宇宙 開発,都 市開発,社 会的病弊 の治療等 に関 し世界 の科学

者 と技術者が集 まり,コ スモポ リチアン的な雰 囲気 にな った結果,こ こに(第29図)

で示 され る如 く種 々なる科学が隣接 する結果境 界領域 の問題 が派生 し,こ れ がその後

の総合輸 送,総 合 エネルギー,都 市開発,住 宅,情 報 とい うよ うな複雑な社会問題を

解決す るのに大 いに役 立 った のであ る。即ちシステムズ ・エンジニヤ リング,ま た シ

ス テムズ ・マネジ メン トの過程 を経 て技術が有機 的に,多 目的に結合す るよ うになっ

た のであ る。

したが って過去20～30年 間技術は専 ら物 をつ くる経済機構を コン トロールす る

だ けにす ぎなか ったが,今 や技術 の合成 は社会機構 を コン トロールす るよ うになって

きたのであ るが,そ の背景には技 術を中心に してあ らゆ る学問が連帯 し,こ こに社会

工 学,政 治工学,パ ブ リック ・ア ドミニス トレーシ ョン工学,法 律工学,経 済工学,

会計工学,生 体工学,心 理工学等 とい う新 しいエンジニヤ リング ・グループが誕生 し

て来たか らであ る。

この事態 は当 然大学 の教課 カタログにも現われて きてお り,た とえぽMITを みて

もその大学 の教課 内容は行動科学,技 術,環 境科学,人 間性,図 書 館 科 学,科 学,

Physics,社 会科学(教 育,歴 史,国 際関係,政 治学,社 会)シ ス テム論等であ り,

多岐多様 にわた ってお り,今 日問題視 されている システムズ ・マネジ メン トの基盤が

ここにか も しだ され ている。
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しか もこの新 しい学問体系を バ ックア ップす る技術雑誌社が米 国No.1の 巨大 資本

下 にあるMcGraw-Hillを は じめAcademic,Wilkins,IEEE,AIP,ACS,US.Go-

vernmentPrintingOffice,Prinston-Holl等 であ り,マ グ ロ一社で発刊 され る雑

誌は産業,経 済一般か ら自動車,工 作機械,建 築,化 学,電 気,電 子,鉱 山,住 宅,

医療,学 校,原 子力,繊 維,科 学用装置等 にわた ってい るが,MITに しろマ グ ロ一

社に してそ の研究 の対象が今や単な る技術 でな く,技 術 の最終需要であ る有機 産業 さ

らに終局的な 目的で ある社会開発に 向ってい ることは疑わ ざるこ とであ る。

さらにこのよ うに情 報革命が中核 とな り,技 術 が合成 され コンピュータの適用が社

会経済開発 を指 向す る方 向に 向った とともに,さ らに連邦政府,大 学,学 術 団体,都
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市,民 間企業 の中で も巨大企業等が社会開発 を 目的 とす る情報 システ ムを設計,開 発

しは じめ て来たのであ る。

た とえば住宅都市開発省,ま たは教育厚生省等におい ては多 くの社 会経済 開発プ ロ

ジ ェク トた とえぽ教育医療を設定す るとともに,ハ ーバ ー ド大 学の如 きはナシ ョナル・

リソーセスの対象 として水 資源その他を調査 してお り,ま た ロッキー ド社,ヒ ューズ

社 寺は軍事 に関す る余力を もって企業MIS以 外 に都市開発,た とえぽサン フランシ

ス コ市の再 開発等 を設計 してい る現 状である。

この よ うに1960年 を前後 として従 来の軍需 を中心 に した ナシ ョナル ・イン フォ メー

シ ョン ・システム時代か ら,今 度は社会開発を指 向す るナシ ョナル ・イ ンフォメーシ

ョン・システ ム時代 が始 まった のであ る。この間の発展過程を産業 構造,コ ン ピュータ

実施 組織体,情 報 の1博性,情 報処理 システムに分け てみ る と(第45表)の 如 くであ る。

第45表1950年 代 ～1970年 代における産業技術構造

1954～1959年 1960～19651}P 1965～1970～1975年

産 業 構 造

コ ン ピ ュ ー タ

情 報 の 特 性

モ デ ュ ー ル
パ ッケ ー ジ ング

実 施 組 織 体

従来の産業構造

重イヒ学工業1時fヒ

第1段 階

情報の秘密性

ナ シ

軍需時代

SAGEシ スf
,ムに より実

際に米大陸に国防情報 ネッ

トワークが実施

BigIndustryへ の移行

有機産業に移行

特に住宅産業,情 報産業,

輸送業

第2段 階

IRシ ステムの開発,超 大

型メモ リーの開発

ソフトウェアの開発

タイムシェアリングの研究

開発

科学技術情報の公共性

モ デ ュー ル概 念,パ ヅグ ー

ジ ン グの開 発

連邦,公 共学術機関による

NISの 研究開発時代

各機関別にNIS,地 域I

Sが 確立され,シ ステムの

デザインが研究されてきた

時代

5BigIndustryの 設 立 に よ

る社 会 開 発 時 代

第3段 階

IRシ ステム完備

タイムシアェリング開始,

Utilityサ ービス開始

トポロージーおよび確率論

が最大に採用される。'

国際ISの 開 発,科 学技術
』経済凡ゆる情報の社会化

組織,情 報,シ ステム教育

についてモデュール概念が

確立,変 化に応じてパ ッケ

ージされる。

1960～1965年 の連邦公共学

術機関以外に民間のコンピ

ュータメーカー,ソ フ トウ

ェア会社等による社会経済

開発を指向する商業ベース

のサービス会社の進出する

時代
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B情 報 シ ス テ ムの 合成 か らめ有 機 産 業 マ トリ ッグスに 対す る

ア プ ロー チ

この技術 の結合,総 合,合 成 の発展過程で生れ たモデ ュール概念 とパ ッケージング

技術 が今度は産業 とか,企 業 の情報 のモデ ュール化,パ ッケージング化 と発展 し,今

日米 国においては各産業 の企業情報 はまず モデ ュール化 され,そ のモデ ュール情報 は

一方 において産業別 に縦割的 にパ ッケージされ,こ こに総合産業情報 システ ム(全 製

造業情報 システム,全 サー ビス業情報 システム,全 輸送業情報 システ ム,全 エネルギ

ー業情報 システム ,全 知識情報 システム)が 設定 され ると ともに,他 方 同 じこの企業

モデ ュール情 報をベ ースに して企業単位か らコン ツェル ンまたは財閥 レベル,地 域 開

批 ベル,ナ シ ・ナ・レ・レベ・レ,国 際地域 開発 レベ ・レ,最 終 的には国隣 報 システム

とい う横割の総 合ハイ ラキー情報 システムが設定 され つっあ る。

す なわ ち米国の よ うな産業構造,企 業構造が他国に比べて著 し く高 度化 した国にお

いては1)ま ず 単独の企業情報 システムは存在 しえな くな り,技 術革新 マーケ ッテ

ィング革新等に よ りコング ロメレー ト的 な異種 産業 企業 の合併,ま た は多種多様 の企

業を集合 した財閥におけ る企業合 同が推進 され る結果,こ こに財閥MISの 必然性が

あ り,ま た今後 の対外政策が マルチ ・ナシ ョナル体制 に移行 し,企 業が ワール ド・エ.

ソタープライズ的色彩 を多 くもつに従 って ナシ ョナル情報 システムか ら国際情報 シス

テムにまで発展す る機 会が多 くなる。 ここに一 方においては縦割 の総合産業情報 シス、

テム と他 方において横 割の総合 ハイ ラキー情 報 システムとが合成 され,総 合経済情報

システムは従来 の物 をつ くる経済機構を コン トロールす ることを超越 して,社 会開発

のエ レメン トで ある有機産業 を コン トロールする よ うになる。 この二つの縦 と横 との

総合情報 システムの合成 こそ有機産業 のマ トリックス ・オルガ ニゼーシ ョンであ り,

情報産業 の価値 とい うものは この中で新 しく認め られ て くる。

この場合 の産業概念は従来 の物をつ くる原材料 ベースの産業概念でな く,む しろ社

会開発を 目的 とする有機的な産業概 念であ る。 この場合 この五つ の有機産業 の合成 さ

れた マ トリックス,オ ルガニゼ ーシ ョソが ジ ョン ソン大統領が述べた 「偉大な社会」

であ り,偉 大 な社会 とは製造 業的な産業概 念の中に存在 する ものではな く,実 に この
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縦 と横 の総合 情報 マ トリックスの中に存在 す るものであ る。 偉大 なる社会 とは もはや

物 をつ くる社会で はな く,造 られ た物 を如 何に効果的に,人 類 の幸福,福 祉のために

利用す ることを 目的 とす る社会であ り,わ れわれが 目で見える ものではな くして,こ

れ らの五つ の社 会開発 を指 向す るエ レメン トが重合 され,新 しい機能が うちだ され る

所 の情報 の空間領域 の設定であ り,シ ス テム ・デザ インである。

5情 報産業の評価

Aト ー タ ル ・ コ ソ セ ブ.ト の 出 現

さ らに情報産業 の出現 の効果 は米国 の経済社会に トー タル ・コンセプ ト(マ トリヅ

クス ・オル ガニゼ ーシ ョソ)が 導入 され た こ とで あ り,1959年 か らの科学 ・技術情報

の結合 ・総合 ・合成 を通 して米 国の科学技術経済情報 が州 とい う建 前を超越 してネー

シ ョン ・ワイ ド,ま たはナシ ョナル化 してきた ことであ る。 これは米国建 国300年 の

歴 史上大 きな変革であ る。情報 革命 とは コン ピュータのハー ドウェアや ソフ トウェア

の技術 の革 命で な く,米 国におけ る情報処理 の空間が州を越 え米 国全体に総合的に行

きわた った ことで ある。 しか もこのナ シ ョナル ・イ ンフォメー ション ・システムの基'

本構想 はただ単な る従来いわれ ている技術情報 のナシ ョナル化ではな く,即 ち科学は

科学,技 術 は技術,生 産は生産,マ ー ケ ッテ ィングはマーケ ッテ ィング と断続 され て

い るのでな く,ま た各 々が従来の考 え方で ある科学 ・技術 →研究 開発→研究開発投 資

→設備投 資→生産 一→マー ケッテ ィングとい うよ うに相互 に連絡 され るの とは反対に社

会開発を指 向す る有機産業 に基礎 をおい て,そ こか ら逆 に技術 をマル チ ・チ ョイスす

る方 向にあ る。 この よ うな考 え方 の下に現 在米国のナ ショナル ・イ ンフ ォ メ ー シ ョ

ン ・システムは如何な る情 報が国家管理情報であるべ きか(情 報 の独 占形体 を形 づ く

る可能性が ある),.ま たは学術情 報(た とえぽ ・MedicalInformationRetrieval),民

間情報,地 域開発情報等は如荷 にあるべ きか等 々,NISに 関 してシステム研究 分

析,デ ザイ ンがな されつっ ある。
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さ らに重要な ことは,従 来 の州本位的な経済法制 も,ま た原材料 的な製造業,産 業

概念 も未来社会の設 定を前提 としてその境界領域をな くしつ つあ り,弾 力的な法制 ま

た は産業概念をつ くりつつあ る。 た とえぽ 国防省におけ る陸 ・海 ・空の3軍 を統合 し

た マ クナマラ国防長官 のPPBSは まさに従来の縦 割 りの コ々 ン ド ・コン トロール体制

を弾 力化す るた めに横割 り(SystemsManagement)に 切 った ものであ り,こ の政

策 は他 省に も及 ぼされ る もの とな つた。また米 国の国家資源 の開発に関 して システム

・アプローチの方法が 用い られ,た とえぽ水資源,輸 送体系,地 域 開発等の シュ ミレ

ー シ ョンが現在行なわれ トータル ・システム ・コンセプ・トの方 向をた ど りつ つあ る。

第31図 米国の産業構造フロー

米 国 政 府 機 関
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B情 報の双方交通

さ らに も うひ とつ の情報産業 の評価 は情報 が一方交通に代 って双方交通にな り,選

択 時代 に入 ってきた こ とであ る。 た とえぽ従来 の新聞,放 送,教 育,図 書館サ ー ビス,

医療,通 信が情報 の一方交通であ ったのに対 して,未 来の新聞,放 送,教 育等は,こ

こに双方交通 にな り,顧 客 の要求 に応 じて い つ で も要求情報 を提供で きるよ うにな

る。 この よ うな状態 にな ると情 報に関 して価値が うまれ, 、価格が設定 され て くる。

この情報の双方交通,選 択性 の出現 こそ,今 後の社会経済発展時代におけ る基本的

問題であ り,こ こに人間性 の創造 が開始 され る といわれ る。 この線 に沿 って今後産業

資本 に対す る社会資本の問題一 ソシ ャル ・ベ ニフ ィッ ト・コス ト・アナ リシスの問

題は必 らず提 起 され ることは必然であ り,今 後は投 資決定 の基準 は この観 点か らなさ

れ るであ ろ う。

6.結 論

西暦2000年 に至る今後33年 間は如何なる社会,経 済組織であらねばならないか?

それは物の生産拡大が経済成長である社会経済組織でな く,そ れをいかに使用するか

即ち量か ら質への移行,最 終 目的が社会経済発展であるとするならぽ,そ の時代の産

業形体は如何にあるべきか,こ の回答が原材料をベースにした従来の製造業(鉄 鋼業

とか,電 機工業 とか化学工業)で はな く,そ の社会経済発展を可能ならしめる総合的

な産業概念すなわち情報産業,住 宅産業,都 市開発産業,輸 送産業,エ ネルギー産業

であ らねぽならない。 しか もこれ ら有機的な最終需要的産業は決して単独産業でなく

ピック・インダス トリーであ り,か つ多合的をもった産業であ り,複 合産業であ り,

この五つの産業間の間には相互に大きな重合関係が存在する。

したがってこの ビッグ ・インダス トリーである産業概念が成立するためには,そ の

条件として国家,公 共機関,学 術団体(米 国の場合には とくに軍)大 学,研 究開発機



255

関,金 融機関,メ ーカー,サ ー ビス業(放 送,輸 送)等 が参画 している とい うことと,

他方 それが ビッグ ・サイエ ンス,ビ ヅグ ・テ ク ノ ロ ジー,ビ ッグ ・イ ンフォメー シ

ョン ・システムに立脚 していなけれ ぽな らぬ とい うことであ る。 したが って最終 目的

である社会経済 発展を遂行す るためには国家資源であ る国全体の科学 ・技術経済情報

を統合す る必要が あ り,し か もこれを従来 の縦割だけでな く,前 述 した如 く科 学→技

術 ・研究 開発 →設備投 資→生産(流 通)→ マーケ ッテ ィング→最終需要→社会開発 さら

に技術 のマル チ ・チ ョイス とい う逆回わ りの横割に も結びつけなけれ ぽな らない。 こ

の従来 の縦割だけ のMISを 確 立す るだけでな く,同 時に横 割までを組 み込 んだ マ ト

リックスの情報 システムを確立す ることが これ か ら の情報産業が担 うべ き基本 的 任

務であ る。 ここにわが国において もこの よ うな観点か ら情報産業 の育成発展について

官民,学 界が一体 とな って真剣に と り組むべ きときが きた もの と考え る。
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付属資料1

MISの 開 発 お よび利 用・に関 す る提 言

日本電子計算開発協会は日本生産性本部と共催で,1967年10月 に 「訪米MIS使 節団」(団

長奥村綱雄野村証券〈株〉会長)を アメリカに派遣 した。同使節団は帰国後,帰 朝報告会をはじ

め,団 員各位の講演,所 感発表など経営者に対 し積極的な啓蒙普及活動を行なったが,さ らに

表記の提言を作成し,1968年1月 にこれを関係方面に提出 し,そ の実現方を要望 した。

以下はその全文である。

所 見

1見 えざる静かな革命 の進展

いまアメリカでは見えざる静かな革命が進展している。いままでの産業革命ない し技術革新

は,た とえばプロペラ機がジェット機にかわるといったいわば目に見える変化であった。

しかるに,現 在アメリカで進展してい るいわゆる情報革命は,コ ンピュータによる情報の大

量処理がその基本的特徴であるから,わ れわれの目には見えにくい。しかも,こ の情 報 革 命

は,単 に産業社会の構造や形態を変革させるばか りでなく,わ れわれ人間自身の考え方や態度

の変化をも要求するものである。

そして,ア メリカにおける情報革命は,コ ンピュータと通信の結合を契機として,い ま新:し

い局面を迎えようとしている。今後,そ の進展な らびに産業社会に及ぼす波及効果の範囲と深

度を急速に高めて行 くことが予想される。

われわれとしては,こ のようなアメリカにおける情報革命進展の実体を,冷 静に把握すると

ともにその将来の動向に十分の注意と関心を払 う必要があろう。

2MISの 現状 と評価

アメリカのMIS(経 営情報システム)は いま発展過程にあり,こ れについての明確 な定義

がまだ確立されていない。その最大公約数的見解としては,「企業の各管理階層に対し,そ れぞ

れの必要性に適応するような情報を何時でも,ど こにでも'提供するシステムである」というこ

どに要約される。

ア・リカ咳 捲 はMISの 実施に当剖,あ らか・じめ騨 上のニーズを徹底的}こ横言寸L・

経営 目標を明確化 し,そ の上で達成され るべき究極的な構想を描き出しでいる。
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しかし,そ の進め方は長期計画の下に,着 実に一歩一歩日常業務の分野における基礎的な資

料の収集か らはじめ,必 要性に応 じた個別業務を処理するサブ・システムを開発している。し

かも,こ の場合つねに採算性を重視するとともに,サ ブ ・システムの周辺により高次の経営情

報を付加しながら,漸 進的に総合的なMISに 引き上げて行 くといった堅実なや り方をとって

いる。

第1表 コンビi－ 夕使用分野の向上の見通 し

現 況

70年 代前半

1原 価経∋ 生
産

50%

30%

15%

22%

販 売 流 通 研究 開 発

12%

15%

]0%

15%

8%

10%

経 営戦 略

5%

8%

(注)ス タンフォー ド研究所資料による

そして,現 在では原価や経理などの過去の実績に関するものか ら,販 売 ・生産といった現時

点での企業活動の分野に適用する方向に進んできている。

さらにこれからの4,5年 間にアメリカ企業のMISは かな りの段階に進み,1970年 代 に

は経営の有力な用具 として,ト ップ ・マネジメントの戦略的決定ならびに研究開発など将来に

つながる方向にまで利用されて行 くものとみられている。

3大 学 ・研究所 の機能 と役割

アメ リカにおける大学 ・研究所お よび コンサルタン ト会社には,1,000人 以 上の専門技術者

や科学者 を擁す る大規模 なものがある。 これ らの諸 研究機 関を現実 に歴訪 してみて,そ の規模

の大 きいのにい まさ らなが ら驚か された。 たとえば,ス タンフォー ド研究所は3,000人 の 研究

員 を擁iし,年 間750の 個 別計画 を持ち,5,000万 ドルにのぼる研究活動 を行な ってい る。 しか

も,そ の研究分野は新 しい システムや機械 ・装置の開 発などに重点 が置かれてお り,応 用や改

良な どはほ とん ど行 なってい ない。 この ような大規模な研究諸機 関の活動がアメ リカの科学技

術 の発展を促進す るとともに,コ ンピュー タ産業 の発展な らびに利 用分 野の拡大,水 準の向上

に も大 きく貢 献 をしてい る。

そ の第1は,パ イオニア的 な コンピ ュータ ・システムの開発であ り,MITのMACシ ス テ

ム,ラ ン ド・コーポ レーションのJOSSな どはその事 例であ り,こ れに よって タイム ・シェア

リング(コ ンピュー タの共同利用)や マ ン ・マ シン ・システム(人 間 とコンピュータの対話)

な ど,専 門家を介 さない で コンピ ュータが利用できるとい った画期的な技術 が開発 されたので

あ る。

第2は,大 が か りな実用 システムの開発であ り,国 防関係および民間企 業 に 対 し,SAGE

(半 自動地上警戒 システム)やSABRE(航 空 座席予約 システム)な ど,大 規模 な コンピュー

タ ・システ ムの設計,開 発 を行な って きてい る。最近では,こ れが 保健衛生や交 通 ・都市再開

発な ど行政 的分野や社 会的分野に関す るシステムの設計開発にまでその分野 を拡げ て き て い
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る。

第3は,新 しい経営科 学の研究 と導入 である。 と くに システム ・アナ リシスの手法は,目 標

を明確化 し,こ れに到達す るた めの システム設計 を行ない,そ の内部におけ る諸要因の相互関

係 を計量化 し,い くつかの代替案 を作成 し,ト ップ ・マネジメ ン トの意思決定の資料とするも

のである。そ して,こ のた めに数学者,物 理学者,経 済 学者,社 会心理学者,各 種専門技術者

など異な った分野の専門家たちを集めてプPジ ェク ト・チームを編成 して,立 体的 な角度か ら

システム分析や開発を行 な うとい った方法 を活用 してい る。 この ような システム ・アナ リシス

の手法は,企 業 のみな らず こんごにお ける社会,経 済現 象の分析の面 で有力な武器 にな るもの

とみ られ る。

4行 政 面 へ の コン ピ ュー タの活 用

アメ リカにおけ るコンピュータの行政面 と くに政策決定への適用は,国 防省 のい わゆるPP

BS(プ ラニ ング ・プ ログラ ミング ・ア ン ド・バ ジエ ッテ ィング ・システ ム)に その端 を発 し,

い まや各政 府機 関にも導入 されつ つある。

このPPBSは 国家的 目標 を明確化 し,も っとも緊急度の高い ものを選 び,こ れに対 し,い く

つか の選択 可能 な代 替案 を作成 し,費 用 ・効果対比 分析(投 入 費用 とその効果 を対比 させなが

ら比較検討 する手法)に 基づ いて,そ のなかか ら最善 の方策 を選定す るシステ ムであ り,こ れ

に よって陸 ・海 ・空,三 軍 の予算統合が可能 にな った といわれ てい る。

その後,1965年 に ジョンソン大統領 が各省 にもこのPPBSの 適 用 を命令 し,現 在各省 はこ

の具体化 に努 めてい る。 そ して,教 育 ・保健・資源開発 ・未開発国援助 などの政策決定 にPPBS

が 活 用され,各 省の重要政策の客観的 ・合理的 な選択 に寄与 してい るといわれている。

また,連 邦政府 と しての総合的 なMISを 目指 して,各 省共通の システムやプ ログラムの開

発 高度 の標準化な ど連邦デ ータ ・システムが開発 の途上にあ る。一方,州 政府 でもコンピュ

ー タの利用 による行政事 務の簡素化 をはか るため ,た とえば カ リフォルニア州 の場合 には,10

年 の長期計画の もとに,州 ・郡 ・市 ・町 など各行政機関相互間における情報 の流れ を分析 して

総合的 な行政 情報 システ ムの開発 に取組んでい る。

このほか,ニ ューヨーク市 やデ トロイ ト市な どでは,公 害 ・住宅 ・教育 ・都市 の再開 な どに

コンピ ュータ ・シス テムを導入す る計画 を進めている。今後 コンピュータの行政面へ の導入適

用 はますます拡大 して行 くものとみ られ,こ れが行政 の効率化 に大 き く寄与す るであろ う。

この ように,い まや コ ンピ ュータが行政や社会的分野 にまで活用 されは じめてい ることは,

将 来の コンピュータ ・システ ムの高度化 と社 会工学 の発展が相 まって,新 しい人間社会の可能

性 を示唆す るもの と注 目され る。

5コ ン ピ ュー タ教 育 の現 状 と方 向

コンピュータの急速 な発展 にともない,ア メ リカにおいても ,コ ンピュー タ人 口の大量養成

が焦眉の急 とな ってお り,大 統領経 済諮問委員会が これ に関す る勧告 を発表す るな ど,そ の対
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策 に本格的に取 り組 みは じめてい る。

大学においては,工 学部 系のみ な らず他 の学部 において も,コ ンピュータの専門科 目を設け

る傾向が一般 化 しているが,と くに注 目され るのは,企 業 の トップ ・マネジメ ン トに対 するコ

ンピュータに関する教育 であ り,ア メ リカの多 くの企業で幹部役職員がかな り長期にわた り新

しい経営管理技法を習得す るた め,大 学その他 のセ ミナーな どに派遣 され る事例がみ うけ られ

た。

また,次 代の経営後継者 の育成を長期計画 の下 に系統的に行 なってい ることは,情 報革命時

代 に対応す る企業経営へ の脱皮 と飛躍を 目指 すものとして注 目された。

一方
,シ ステ ム ・アナ リス トや プログラマーな ど,コ ンピュータ専門技術者の不足を反映 し

て,各 種の教育機関が出現 している。

ジ ョン ・デ イボル ドの推定 によれ ば,第2表 の ようにアメ リカにお ける コンピ ュー タ専門技

術者 は,1966年 の15万7,000名 か ら,1970年 に は47万 名 と約3倍 に増加す ることが見込

まれてお り,と くに システム ・アナ リス トの ような高級の専 門技術者が急増す るとしている。

なお,わ が国の場合は,プPグ ラマーとシステム ・アナ リス トを合計 して,1966年 現 在 で

約8,900人 と推定 され,こ れが1970年 までに25,000人 に 増加す るもの と見 られている。

第2表 コンピュータ専門技術者の見通 し

オペ ・一・-1プ ・グ・-1・ ・テ・ ・アナ…i合 計

1966年

1970年

44,000名

130,000名

78,000名

180,000名

35,000名

160,000名

157,000名

470,000名

(注)デ イボ ル ド・グル ー プ の 資料 に よ る。

6タ イ ム ・シ ェ ア リ ン グ と コ ン ピ ュ ー タの 共 同 利 用 の 問 題

アメ リカでタイム ・シェア リング(コ ンピュー タの共同利用)が すでに実験段階か ら実用化

段階に一歩踏み 出そ うとしてい ることは,使 節団の予想以上で あった。

アメ リカでは,タ イム ・シェア リングとは コ ンピュータを複数の利用者がそれ ぞれ の異な っ

た 目的 に応 じて.オ ン・ライ ンで同時に使 用す ることと広義 に解 してい るが,わ れ われ の訪問 し

た大学や研究所では,教 授や研究員たちが技術計算や経済分析 などのた めに各 自の研究室や宿

舎 で自由に利用 していた。 またG.E.や ウ ェスタン ・ユニオ ンな どでは,電 送 回線 を通 じて,

加 入者に情報サ ービスを行 な ってい る し,遠 隔地 の コンピュー タとコンピュータが相 互に連動

す るとい った実 験もすで に成功 してい る。

このよ うに,大 学,研 究所 だけでな く,一 般 の企業が共 同 して利用す るタイム ・シェア リン

グ方 式は一部企業化 され てお り,今 後 この種の情報 サービス機 関が輩 出する可能性が濃 くなっ

て きている。

これ は,と りもなおさず,コ ンピュータ と通信の結 合に よる情報産業 の台頭を意味す るもの
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であ り,こ れに関連 して最近 コンピュータの共同利用化が進んでいる。 コンピュー タが テ レビ

と同 じよ うに コンピ ュータの知識もない一般の国民が容易に利用で きる時代が近づいて きてい

るとい う事実は,今 後のアメ リカの情報革命の性格 付けをする場合 に,見 落 としてはな らない

重要 な指標 とな るであ ろ う。

7コ ン ピュ ー タ ・ギ ャ ップ と国際 競争 力 の問 題

今 回の視察を通 じて結論づけ られ るところは,日 米間に横 たわる大 きなコ ンピュータ ・ギ ャ

ヅプである。 これは コンピュー タの本体や周辺装置な どの狭 義の技術水準 格差 もさるこ となが

ら,そ の利用面で のギ ャップが大 きな問題で あ り,と くに コンピュータ ・システムに対す る ト

ップ ・マネジメ ン トの考え方 や思想 の格差 に基づ く利用水準 の開 きが 目立 ってい る。

コンピュータは,単 なる計算 や情報を処理す る機械 として平面 的 ・部分的な分野に使用す る

のではな く,も っ と立体的 ・複合的 な形で活用す ることに よって,は じめて本来の機能 を十分

に発揮 するもので ある。 しか るに,日 本 の トップ ・マネジメ ン トは このよ うな角度か らす る コ

ンピュータへの理解が不十 分である。

と ころで,い まや コンピュー タの立体的 ・複合的活用の重要性が急速に高 まって きている。

すなわち,こ れか らの新 しい先駆 的産業 は,い ずれ も コンピュータの技術 なくしては成立 し得

ない し,大 規模 な画期的 な研究開発 のス ピー ドもコ ンピュータの利用水準 と比例 して速 め られ

るであ ろう。 また,産 業環境の 目ま ぐる しい変化に即応 した企業 の適切 な経営政策 や巨大化 し

た企業の総括的 コン トロールな ど,コ ンピュータの立体的な利用に よっては じめて 可 能 に な

る。

このようにみて くる と,ト ップ ・マネジメ ン トの コンピュー タに対す る思想をいまに して根

本的に改 めないな らば,日 米間の コンピュータ ・ギ ャップはますます拡大 し,そ れ がそのまま

国際競争 力の格差 として現われ て くる ことは必然で ある。

わが国は原子 力,宇 宙産業 な どにおい て,国 際的に立遅れ,こ れが わが国の国際的地位 に直

接,間 接 の影響を与 えてい るが,コ ンピ ュータ ・ギャ ップがもた らす わが 国の国際競争 力に及

ぼす影響 は,そ の影響分野が広 いだ けに これ よ りも遙かに重大 なものがあ るといわなければ な

らない。

提 口

民間に対する提言

Arト ップ ・マネジメントはコンピュータが資本自由化に対応する企業の国際競争力強化の

有力な用具てあることを理解 し,MIS(経 営情報システム)の 確立に自ら積極的に取組むと

ともに,こ れに伴 う企業組織の変革に前向きの姿勢て対処すべきである。」
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企業環境 の激 しい変化 と企業規模 の巨大化,経 営機能 の複雑化に対応 して経営効率を高めて

行 くためには,コ ンピュー タに よる立体 的 ・複合的な情報処理が不可欠の要件 にな ってきてい

る。また,日 ・米間の コンピュー タ ・ギ ャップの推移如何が今後 の 日本の企業 の国際競争力を

決 す る重要 な要因 にな る。 よって,日 本 の企業の トップ ・マネジメ ン トは,コ ンピュータ ・シ

ステ ムの利 用に当た り,つ ぎの ような態度 で臨む必要があ る。

① コンピュータに対す る考え方 や思想を改め,そ の本質的 な諸機能を正 しく理解す るとと

もに,ト ップ ・マ ネジメ ン ト自らコンピュータを積極的 に企 業経営に活用する よう適切な

リーダー シップを発揮 す ること。

②MISが 企 業組織 を大 きく変革す ることを覚悟すべ きであ るが,こ れ を通 じてMISを 必

要 とする企業環境が醸成 され るが故 に,MISの 導 入を真剣に考慮 する こと。

③ コンピュータが今後の経営に とって有 力な用具になる ことを理解す るとともに,そ の持

つ限界 につい てもわ きまえてお くこと。

④ トップ ・マネジメン ト自ら経 営上 のニーズを明確化 し,こ れに必要な情報が正確 敏速

に得 られ るよう,明 確,適 切 な指示 を与 える こと。

⑤ コンピュータの導入にあた っては採算性 を重視 し,長 期的視野か ら判断する こと。

⑥ コンピュータの利用にあた り,人 員 の削減,コ ス トの低減 とい った消極面 のみな らず,

経 営戦略 の高度化に よる企業利潤 の増大 とい う積極面 を重視す ること。

⑦ オペ レーションズ ・リサ ーチ,シ ミュレー ション,そ の他経営科学の近代的手法 を駆使

した システム ・アナ リシスに基 づいて,合 理的な意思決 定を行 な うよ う努力す ること。

⑧ 担 当役職者 をは じめ コンピュータ要員 の適切 な人選 を行 ない,企 業 組織全般 にわた り早

期にその整備,改 善の方策を講ず ること。

Br企 業のMISは,そ れぞれの業種 ・規模などに対応 した固有のものであリ,こ れを開発

するにあたっては長期的 ・総合的計画のもとに,ま ず,日 常業務の分野からもっとも効果の

上がる個別業務を選んでサブ ・システムを開発 し,順 次総合的なMISに 発展させて行くべ

きてある。」

わが国企業の一部には,ま ずコンピュータを導入し,比 較的容易な分野から無計画にシステ

ムとしてのせて行 くといった傾向がみうけられた。

しかし,コ ンピュータが他の一般機械 と異なり,い かに優秀なコンピュータを導入 しても,

それぞれの企業の特性に合致したシステムを開発しない限 り,そ の有効性を発揮しない とい う

固有の性格がある。

よって,今 後企業がMISを 導入 しようとする場合には,つ ぎのような方法,手 順に従って

行なう必要がある。

① それぞれの業種 企業規模に対応 した経営上のニーズを徹底的に検討し,導 入 目的を明

確化した上で固有のMISの 開発を目指す こと。

② 長期的計画の下に,ま ず日常業務の分野に対する個別のサブ ・システムの開発か らはじ

め,着 実に段階的に総合的なMISに 順次拡大してい くこと。

③ サブ ・システムの開発にあたっては,企 業にとってもっとも効果が上が り,し かも将来

のMISの 発展のi基盤となるような分野から優先的に着手すること。
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crMISに 必要な基礎的資料を迅速 ・適確に収集 ・蓄積 ・加工するため,生 産 ・販売 ・会 計

などの基幹的業務の簡素化と標準化を促進 し,情 報環境の整備 ・改善を計るべきである。」

わが国の企業 においては,ア メ リカと比較 して インダス トリアル ・エ ンジニア リングを中心

とす る科学的管理技法が十分に定着 してお らず,し たが って,作 業 の標準 化や時 間研究 などが

徹底 していない。また,PCS(パ ンチ ・カー ド・システム)時 代 も含めた機械化 の歴 史が短い

ため,事 務 の標準 化もそれほ ど進んでいない。

このため,コ ンピュータに入力す る資料の収集 にい ろい ろの障害があ り,こ れが コンピュー

タの利 用分野 の拡大や水準 の向上に大 きな妨 げとな ってい る。 この際つぎのよ うな情報環境の

改善 と整備 に地道 な努力 を傾け る必要が ある。

① 生産,販 売,会 計 な ど基幹的業務について 、そ の情報 の流れを徹底的 に分析 し,MIS時

代 の コンピュータ ・システムを十分活用で きるよ う,業 務 の簡素化 と標準化 を促進 し,デ

ータ ・ソース(資 料の発生源)を 一元化す る こと
。

② 基礎的資料 については,正 確 に,し か も必要に して十分 な範 囲のもの を完全 に収集 蓄

積,加 工 し,何 時で も経営情報 として役立 ちえ るよう準備す る こと。

Dr企 業は経営の各階層に対するコンピュータ教育を計画的 ・継続的に実施 し,ト ップ ・マネ

ジメント自ら新 しい経営管理技法を理解 ・習得するとともに,次 代の後継者の育成を計 りま

た,コ ンピュータの専門技術者の養成に努めるべきてある。」

今後,企 業 におい て コンピュータが経営管理 の有力 な用具 として活用され るためには,ト ッ

プ ・マネ ジメ ン トか ら現場 の従業員 にい たるまで コンピュータに関する正 しい理解 を持ち これ

を積極的に利用す るように なる必要があ る。

そ こで,各 企業 としては,つ ぎの ような コンピュータ教育を強 力に推進すべ きで ある。

① コンピュータ教育は計画 的,継 続的に実施 し,単 な る理解 ではな く,コ ンピュー タを実

際にそれぞれ の業 務において,積 極 的に利用す るところまで徹底 させ る こと。

② トップ ・マ ネジメ ン ト自身も含め管理者は,計 画的に コンピュータを活用 した新 しい経

営管理手法の習得 に努 め,必 要があれば外 部機関におい て研修 を行な うこと。また,長 期

計画 の下 に次代の後継者 を育成す る ことを も合 わせて考慮す る こと。

③ コ ンピュータの専門技術者については,計 画的にその大量養成 に努め るとともに,特 に

システム ・アナ リス トなど上級技術者につ いては重点的 な育 成 を心がけ ること。

Er中 小企業の経営者は労働力不足時代に対処 して,コ ス トの低減と経営の近代化を促進する

ため,コ ンピュータの積極的利用を心がけ,企 業内における情報環境を整備するとともに,

とくに共同利用によるコンピュータの活用を計るべきてある。」

中小企業 におけ るコンピュー タの利 用は,超 小型 のコンピュータの出現 などによ り,こ こ数

年来 かな りの普及を とげた。今後 は労働 力不足 によ り賃金 コス トの上昇や資本 自由化の圧力な

どか ら,コ ン ピュー タの よ り一層 の活用が重要視 され てきてい る。 さ らに近い将来,タ イム ・

シェア リングの大型 コンピュー タの出現や1.C.の 著 しい価格低下 によって情報処理 コス ト
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の大 巾な低下 が予想 されてい る。 ラ ン ド・ユーボ レー'ションの資料に よれば 、第3表 の ように,

今 後10年 間 に コンビ=.一 タの情報 処理 コス トは300分 の1に 低下す る見通 しであ る。

第3表 コンピ ュータの性能 ・コス トの見通 し

1955年 1965年 1975年

大 き さ

費 用

10

300

速 度1 1/200

1 1/1,000

1 1/300

1 200

(注)ラ ン ド・コー ポ レー シ ョンの 資 料 に よ る。

よって中小企業の経営者はコンピュータの本格的な利用に備えて,い まからっぎのような準

備体制を整備すべきである。

① 中小企業の経営者は経営近代化の抜本的な方策 としてのコンピュータ導入の意義を理解

し,こ れに積極的に取組む心構えを持つこと。

② コンピュータの本格的利用に備え,い まから日常業務の標準化や基礎的資料の整備に着

手すること。

③ コンピュータの共同利用を促進す るため,業 種別 ・地域別に同質性の中小企業がグノレー

プとなって,共 通のアプリケーション(利 用方法)の 開発を目指すこと。

Fr将 来 コンピュータの共同利用が急速に発達すると目される医療,法 曹,教 育などの分野に

おいては,共 同情報処理システムに関する委員会などを設置 して,こ れに対応した諸般の準

備に早急に着手すべきである。」

アメ リカでは コンピュータと通信の結合 によるタイム ・シェア リング(コ ンピュータの共 同

利用)の 実用化を契機 として,不 特定多数の企業や個人が利用す るよ うな形での コンピュー タ

のユ ーテ ィ リテ ィとしての性格が強 くな ってきてい る。そ して,す でに法曹関係では判例の情

報 サービスが企業化 され,医 療関係で も自動診断 システムが近 く具体化 しよ うとしてい る。

わが国においては こうした コンピュータ の共同利用の段階 が到来す るには まだかな りの年月

を要す るで あろ う・。 しか し遅 くも1970年 代 に入れば,医 療 ・法曹 ・教育な どの分野において

は,コ ンピュー タによって情報 の共 同処理が行 なわれ る時代が くる ことは確かである。 そのた

めには,シ ステムの開 発や基礎資料の大 量記憶 な ど前段 の準備 に相 当の年 月と費用を投 じねば

な らない。

よって,こ れ ら公共 的な社会 サービス諸機 関は,、い まかちつ・ぎの よ・うな諸般の準備に早急に

と りかかる必要が ある。

① 医療,法 曹,教 育 などの各界において,共 同情報処理 システムに関す る委員会を設置 し

て,そ の具体的な検討を開始する こと。

② 情報処理 システムの開発と運営 に必要な コンピュー タの専門技術者の大量養成 を計画的

に実施す るとともに,必 要な資料の収集 ・蓄積 ・加工 につい ての具 体的計画を策 定 し,資

料の様 式の統一 や コー ドの標準化な どを段階的に進め ること。
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③ 将来の国際的な情報交換に備えて,国 際的な視野がらする互換性をあらかじめ考慮に入

れたシステムを開発すること。

Gr労 働組合は長期的視野に立つコンピュータ対策を確立 し,コ ンピュータをめ ぐる労使間

の諸問題については労使協議によリ民主的 ・科学的に解決することがのぞま しい。」

現在 労働組合 のコンピュータに対す る関心は全般 的にそれ ほど高 くない。それは コンピュー

タに よる企業や産業の変 革がまだ本格化 していないか らであ る。す なわち,い ままで コンピュ

ータをめ ぐって起 こった労使問題 と しては ,キ ー ・パ ンチ ャーの勤務条件な どいわば局 部的な

問題にす ぎなか った。

しか し,こ れ が らは,企 業 にお けるMISの 進 展 や生産分 野に対す る数値制御の導入 などに

'よ り'
,コ ンピュー タをめ ぐって各種の労使 問題 が発生 して くることが予想され る。 とくにMIS

の場 合 には生産労働者で はな く,事 務職員 や専 門技術者,中 間管理者な どによ り大 きな影響 を

及 ぼす とい う特性がある。

よ って労 働組合 としては,こ うした新 しい情報革 命の時代 に対処す るため,つ ぎのよ うな態

度 で臨 む ことが のぞま しい。

① コ ンピュータが産業 ・社会に及 ぼす影響 にっ いて労働組合 自身 の立場 か らこれを調査 ・

研究 し,労 働組合と しての独 自の長期 的な コンピュータ対策 を確立す ること。

② コ ンピュータをめ ぐって発生す る労使問題 は労使協議 によ り民主的 ・科学的に解決す る

よ うに努め ること。

政府に対する提言

Ar政 府および地方自治体は,行 政機能の複雑化に対処 し,行 政の効率化と高度化を促進する

ため,中 央 ・地方を通ずる総合的,有 機的な行政情報処理システムを採用すべきである。

また,そ の基礎として,行 政事務の簡素化,デ ータ ・ソース(資 料源)の 一元化など情報

環境の改善,整 備に努めるべきてある。」

アメ リカの政府機関や地方自治体でコンピュータを大巾に導入 して行政事務の簡素化や機械

化を積極的に進めてきたが,こ こ数年来 こうしたコンピュータ関係費用の累増に対処 して,そ

の効率的利用を計るため,コ ンピュータの共用 ・転用 ・レンタルから買取 りへの転換など,費

用累増傾向を低減する方策をとりはじめている。

日本の場合,政 府機関や地方自治体のコンピューダの利用は;よ うやくその緒にっいたばか

り'であ る。そ こで今後行政の徹底 した合理化を推進するためには1コ ンピュータを活用 した能

率的な行政事務の処理方式が必要である。

しかし,こ の場合,ア メリカにおける経験にかんがみ,将 来のコンピュター関係費用の累増

に備えて,政 府全体 として情報交換の必要性,共 同利用の可能性などを十分考慮 した上で,長

期的計画の下にコンピュータの効率的な導入ならびに利用を計 るべぎである。

よって,政 府機関や地方自治体は,つ ぎのような方策に基づいてコンピュータの導入,活 用

を計ることがのぞましい。 』
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① 政府および地方自治体は,行 政事務の現状を根本的に再検討 し,事 務の流れを徹底的に

分析 し,そ の簡素化を計ること。

② 長期計画の下に,一 貫 した総合的 ・有機的な行政情報処理システムの開発を目指し,ま

ずもっとも効果の上がる個別業務を選んでサブ・システムの開発を進めること。

③ 関連するサブ ・システム相互間を有機的に連繋 して,'1青報交換を行なうとともに,こ れ

と並行 して,関 係諸機関が共同で利用する情報処理センターの設置を考慮すること。

④ 政府機関および地方自治体は,こ のようなシステムの開発に必要な事務の簡素化,デ ー

タ ・ソース(資 料源)の 一元化,コ ー ドの統一化など情報環境の整備,改 善に 努 め る こ

と。

Br多 次元にわたる委員会を設置するとともに,ア メ リカ政府のPPBSを 参考と し,シ ステ

ム ・アナ リシスなどの近代的経営管理技法をよリ積極的に導入 して,よ リ合理的な政策の決

定と予算配分を行なうよう努力すぺきてある。」

政府機関におけるコンピュータの利用は,単 に行政事務の機械化に止どまらず,政 策の決定

や予算の配分など,よ り高次の利用方法を考慮すべきである。

この場合,経 済 ・社会 ・文化の各分野に多次元にわたっている諸問題,た とえば物価 ・住宅

交通 ・公害 ・教育問題などの解決にコンピュータを積極的に活用すべきである。

これに関 し,ア メリカでは国防省におけるPPBS(プ ラニング ・プログラミング・アンド・

バジエッティング・システム)の採用によって国防予算の効率的運用に多大の効果をもたらし,

いまや この手法が各省の重要政策の策定にも使用されは じめているといわれている。

わが国においても,財 政の硬直化によって,国 家財政の効率的運用が重視されてきている折

柄,こ のような手法の導入の意義は誠に大きい といわねばならない。

よって,政 府が重要政策の決定にあたり,つ ぎのような方策を英断をもって採用することを

期待する。

① 多次元にわたる委員会などを設置 して,経 済 ・社会 ・文化などの各分野にわたる複合的

な諸問題にっいて,総 合的な見地から国家 としての重要施策を確立すること。

② 政策目標の明確化,費 用 ・効果対比分析,代 替案の作成などに,シ ステム ・アナリシス

の手法を積極的に活用 して,よ り合理的な政策の決定や予算の配分を行なうこと。

③ このため,速 やかに委員会などを設置 して,ア メリカのPPBSの 実態を調査 し,日本の

条件に適応 した具体的な方策の立案を開始すること。

crコ ンピュータと通信の結合による新 しい情報革命に対応するため,経 営形態,信 頼度,速

度,料 金体系など通信回線による情報の伝達に関する諸問題を根本的に再検討 し,情 報産業

め発展という新 しい時代に備えるべきてある。」

アメ リカにおい ては,コ ンピュータ と通信 の結合に より,経 営体内部における封 鎖的 なコン

ピュー タ利 用の段階 から,多 数の経営体が コンピュータを共同利用す るとい う情報革命の新 し

い局面 を迎 えよ うとしてい る。この問題 に関連 して,FCC(連 邦通信委員会)が1966年11

月 に 関係方面の意見情報,勧 告を得 るため質問書 を送 り,こ れを参考 として 目下,国 家として
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の基本政策の確立を急いでいる。

日本においても,近 い将来 このようなコンピュータの共同利用の時代がくることは必至であ

り,こ れを契機 として情報処理産業が急速に台頭 してくることが予想され る。

しかるに,わ が国の現状は,こ れに対応する諸般の体制が必ず しも整備 していない。とくに

通信回線による情報の伝送に関する現行の諸制度は,必 ず しも情報産業時代にふさわ しい もの

とはいい難iい。

たとえば料金体系を例にとっていえば,わ れわれが視察 したアメリカン・エア・ラインでは,

全米にわたり1,360カ 所に照会用の端末機器を設置 し,こ れをニューヨークのコンピュータ・

センターとオン・ラインで結び,1日900便 に及ぶ座席予約などの業務を行なっていた。そし

てこれに要する年間の通信回線の使用料金が,わ ずか50万 ドル(1億8千 万円)で あるとの

ことで,日 米間の料金体系の著 しい相違が見 うけられた。

この際つぎのような諸措置を早急に講じて,将 来の情報産業の発展に備えるべきである。

① 一般企業 ならびに情報サービス企業が通信回線を通じてコンピュータを効率的に利用 し

うるよう,通 信関係の諸制度や技術,サ ービスについて全面的な検討を加えるとともに,

情報サービスを行なう経営主体のあり方や,情 報の秘密保護など,国 として一連の総合的

な基本政策を確立すること。

② 将来のデータ伝送の需要拡大を考慮 して,通 信回線の料金体系を根本的に再検討し,合

理的な体系を速やかに設定すること。

③ 情報処理産業の健全な発達を計るため,ソ フ ト・ウェアの標準化,ア プリケ ー シ ョ ン

(利用方法)の 流通,資 料の共用などを促進すること。

Drコ ンピュータ人口を大量に養成するため,大 学 ・高専にコンピュータに関する教育課程

を拡充するとともに,コ ンピュータ総合大学などを設立 し,社 会人に対する専門的なコンピ

ュータ教育を強化すべきである。」

わが国におけるコンピュータ利用の急速な拡大と利用の高度化にともない,コ ンピュータ人

口の大量養成が焦眉の急 となっている。各企業がそれぞれ努力するのはもちろんであるが,国

家的見地か らつぎのような施策を推進することが望ましい。

① 大学および国立高専におけるコンピュータに関する専門教育課程および関連学科の飛躍

的な充実を計ること。

② システム・アナ リス トなど,上 級技術者を養成するため,社 会人などを対象とする教育

研修機関,た とえば コンピュータ総合大学などを新設すること。

③ 高校ならびに社会人に対するコンピュータ利用に関する教育 ・啓蒙を推進すること。

Erコ ンピュータ ・テクノロジーによる国際競争力を強化するため,研 究開発や社会的分野に

関す るコンピュータ ・システムの開発に大巾な財政資金を投入するとともに,政 府が率先し

て知識の価値を正当に評価する社会的慣行の形成に努めるべきである。」

わが国とアメ リカとの間には,コ ンピュータ利用について大 きな格差があり,将 来 これが経

営技術および技術開発力の格差を拡大 し,ひ いては国際競争力を著 しく低下させる恐 れ が あ
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る。

そ こで,コ ンピュータ ・ギャップを うめるため,財 政資金を大巾に投入 して上述のような諸

方策 と合わせ,つ ぎのような抜本的な処置を講ずる必要がある。

① 将来のリーディング・インダス トリイを対象としたコンピュータを活用した画期的な研

究開発,な いし生産 自動化などに関するシステム開発を促進すること。

② 都市再開発,公 害 交通,流 通,運 輸など社会的分野についてのシステムならびに各企

業に共通 して使用でき,か つ経営近代化に著 しく貢献するようなソフト・ウェアの開発を

推進すること。

③ これらの財政資金援助にあたっては,ソ フト・ウェアやシステムの開発に対 して政府と

しては,投 入される知識の価値を正当に評価した妥当な開発費を算定するなど,政 府が率

先 して知識の価値を高める社会的慣行の形成に努めること。

Frコ ンピュータを中軸とする情報システムが,今 後の行政 ・教育 ・社会 ・経済などに及ぼす

影響の重要性に鑑み,政 府は国の最高政策としてこれに関する強力な基本政策委員会の設置

を検討 し,上 記に提言 してきた広汎な諸問題の総合的 ・有機的解決にあたリ,国 全体として

の長期的な政策の立案と推進を計るべきてある。」

コンピ ュータを中軸 とす る情報 システムが,今 後 の社会 ・経 済に及ぼす影響は非常 に大 きな

ものがあると考え られ る。そ こで各国 ともコンピュータ政策を重視 し,イ ギ リスでは コンピ ュ

ータ政策が国の最重要政策 の トップにおかれ,フ ランスでは このために大 臣級の特別補佐官を

任 命 してい る。

わが国 においても近時,コ ンピ ュー タ政策が国の重要施策の一つ として重視 されて きたが,

コ ンピュータに関連 する諸分野は行政事務 の機械化,合 理的な政策や予算の決 定,行 政 のMIS

の 開 発な ど政府機関 内部 におけ るコンピュータの効 率的利用 に関する諸 問題 をは じめ,コ ンピ

ュー タ産業 や情報処理産業 の育成,全 国的 なデ ータ伝送網 の樹立,コ ンピュータ専門技術者 の

大 量養成 など,行 政 の各分野に複雑,多 技 にわた ってい る。

よ って,こ の際 これに関す る強 力な基本政策委員会を設置 して,総 合 的 ・有機的 な政策の立

案 と推 進を計 るべ きで ある。
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付 属資料]II

電算経 営総合調査 ア ンケー トの結 果

1調 査の概要

A調 査 の 目的

この調査は,わ が国の企業におけるコンピュータの利用状況を組織 ・人事 ・採算性その他各

面から総合的に実態を把握し,今 後の電算経営の方向を明 らかにするとともに,各 種問題解決

のための参考資料 とすることを目的とするものである。

B調 査 対 象

調査の対象企業は,東 証第1部,第2部 上場会社および非上場会社のなかから,コ ンピュー

タを導入 している会社を中心に,1,300社 を選定した。

C調 査 の 時 期

調査時期は,1967年8月 に調査票を配布し,10月 末日までに回収 した。

D調 査 の方 法

課査の方法は,対 象会社に16項 にわたるアンケート調査票を配布し,

た。

細目別に記入を求め

E調 査 票 の 回 収 状 況

調査票の回収状況および集計対象数は次のごとくである。

アンケート票発送数(A)1,300通 回収数(B)475通 集計対象数(C)301通

回収率 Φ 、43・・%

集計対象率(B)63.4%



270

第4表 産業別レンタル料グループ別の調査企業数

レンタル料別

産 業 別

建

食

繊

紙 ・パ ル

化

医 薬

石

コ●

設

品

維

プ

学

品

油

ム

ガ ラ ス ・土 石 ・窒 葉

鉄

金

機

電

輸

商

金

運

電

新

そ

,67

気 機

送 機

力 ・ ガ

聞 ・放

の

計

版 白

銅

属

械

器

器

業

融

輸

ス

送

他

書

総 計

7

14

13

7

28

11

7

6

7

13

15

22

21

23

25

49

9

12

5

9

301(1CO%)

266(100%)

Aグ ループ

(llOOO万里)

0

0

1

0

1

3

0

0

1

3

1

0

3

6

5

17

2

6

1

1

51(16.9%)

34(13.2タ6)

Bグ ル ー プ

(500万 円 ～1,000万円 未 満)

0

1

1

1

4

2

4

0

3

2

2

4

3

4

1

12

1

3

0

1

49(16.4タ6)

111(41.7AO)

Cグ ループ

(男0認㌃`00)
3

9

7

3

20

3

3

5

2

8

5

11

11

12

14

15

5

3

4

7

150(49.8タ6)

72(27.1%)

Dグ ル ー プ

(100万 円未 満)

4

4

4

3

3

3

0

1

1

3

4

7

4

1

5

3

1

0

0

0

51(16.9%)

49(18.0%)

第5表 〈① コンピュータを導入 してから何年にな りますか〉

〈② コンピュータシステム全体のレンタル料は月額はい くらですか(301社)〉

(1お よび2の 質問を総合 して)

レンタル料

回答項 目

3

3

5

年 以 内

～5年

年 以 上

Aグ ル ー プBグ ル ー フecグ ル ー プ

(inooo万里)、(辮 「～1,000)(禦 ～500)

Dグ ル ー プ

(Lgo万口)

6(11.8%)

9(17.6%)

36(70.6タ6)

11(22.5%)

18(36.7%)

20(40.8%)

99(66.0タ6)

34(22.7%)

17(11.3%)

39(76.5%)

10(19.6%)

2(3.9%)

合 計

155(51.5%)

71(23.6%)

75(24.9タ6)

1967年 版

白 書

141(53%)

66(25%)

59(2290)

}51(1・ ・%)149(1・ ・%)115・(1・ ・%)1・,(1・ ・%)1・ ・1(1・ ・%)1266(1・ ・%)
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F集 計 の方法

切 者項 目を通 じて レンタル料(月 額)別 の4グ ループに分け集計 した。

{イ)パ ーセ ン トは,小 数点第2位 を4捨5入 した。 したが って,合 計 は必ず しも100%に な ら

ず,99.9%ま た は100.1%に な る場合が ある。

(ウ)集 計対象企業 数は301社 で あるが,未 回答は削 除 して集計 した。

そ の産業別,レ ンタル料(月 額賃貸料)別 の集計対 象企業 の内訳は第4表 の とお りであ る。

そ こで対象企業301社 の導入機種別構成 は,超 大型51社,]6.9%(Aグ ル ープ)大 型49社,

16.4%(Bグ ル ープ)中 型150社,49.8%(Cグ ル ープ)小 型 ・超小 型51社 一16.9%(Dグ

ル ープ)と い う割合 になってい る。

(注)① レンタル料(月 額賃貸料)か ら各機種を分類した基準は,日 本電子計算機株式会社(JECC)

の次のような機種分類基準による。

a・ 大 型:買 収価格2億5,000万 円以上(月 間 レンタル料の場合は価格 の45分 の1と す る)

したが っ℃ それ に基づ いて単純計算す ると555万 円 以上 が大 型とい うことにな る。(以 下

買収価格を レンタル料に換算す る場合は,こ れにな らった計算方式 をとる。)

b・ 中 型:4,000万 円(.2億5,000万 円未満,レ ンタル数換算=88万 円(・555万 円 以下

c・ 小 型:1,000万 円－J4,000万 円 未満,レ ンタル料換算=33万 円N88万 円以下。

d.超 小 型:1,000万 一円未満,レ ンタル料換算=22万 円以下。

このJECCの 機 種分類 に超大型 とい うものはないが,一 般 には超大型 とい う名称 が慣行的 に

使用 され てい るので,レ ンタル料が1,000万 円以上 のもの。 したが って買取 価格4億5,000万

円以上 の ものをここで便宜的にく 超大型〉 として分類 した。

したが って,Aグ ル ープは超大 型機導入 グループ,Bは 大 型 グル ープ,Cは 中型 グループ,

Dは 小型 ・超小型 グループとい うことになる。

②以下,各 項 日別の単 純集 計結果 の分析は,Aお よびBグ ル ープを大企業,Cお よびDグ ル

ープを中型企業 一とす る昨年の白書 でとった方法 を ,そ のま ま踏襲 す ることに した。

2単 純集計による調査結果の分析

1コ ン ピ ュー タの導入 状 況

中堅企業がユーザ ーの中核を形成

活発化 している小型 ・超小型の導入

わが国のコンピュータの導入歴は約10年 になる。1967年 は,わ が国のコンピュータ産業に

とって,い わゆる第2世 代か ら第3世 代への機種交替が全面的に行なわれた画期的な年であっ

た。とくに性能の優れた小型機,超 小型機の相つぐ発表で,中 堅企業方面のそれらにたいする

新規需要が急速に拡大した年である。

また大企業方面では,資 本自由化その他の諸要因による内外の経済環境の変化に対応するた

'
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第6表 くコンピュータ部門組織変更の内容はどんなものて したか〉

1・ グ・レー プ1・ グ ・レー プ1・ グル ー プ1・ グ・レー プ1合 ∋ 習67當
単なる名称の変更

所属部門の変更

部門内の改組

他部門よ りの一部吸収

他部門への一部分離

計

3(5.8)

20(38.4)

11(21.2)

12(23.0)

6(11.5)

52(100)

5(1Ll)

21(46.6)

13(28.8)

3(6.7)

3(6.7)

45(100)

16(12.8)

47(37.6)

37(29.6)

15(12.0)

10(8.0)

125(100)

3(9、1)

12(36.4)

13(39.4)

2(6.1)

3(9.1)

33(100)

27(10.6)

100(39.2)

74(29.0)

32(12.5)

22(8.6)

255(100)

34(14)

77(32)

71(29)

41(17)

20(8)

244(100)

第7豪 く コンピュータ部門はどの階層に直属 していますか〉

1・ グ ・レ一 州 ・ グ ルー プi・ グ・・一 プ1・ グ ル づ}合
計

ト ッ プ 直 属

ドル 直 属

分 離 独 立

計

34

14

2

50

22

23

1

46

49

90

1

140

16

25

0

41

121(43.7)

152(54.9)

4(1.4)

277(100)

第8豪 くコンピュ■一ータ部門組織変更の理由は何で したか〉

Aグ ル ー プBグ ルー プ ・グルヲ ・グ・レープ 已 1967年 版計
白 書

適用分野の拡大

利用水準の向上

MIS確 立のため

新らしい機種の導入

全社的な組織の変更

EDP部 門が軌道にのる

経費節減

計

24(28.9)

13(15.7)

12(14.5)

11(13.3)

15(18.1)

7(8.4)

1(1.2)

83(100)

19(30.6)

11(17.7)

4(6.5)

8(12.9)

13(21.0)

6(9.7)

1(1.6)

62(100)

41(24.8)

15(9.1)

9(5.5)

31(18.8)

43(26.0)

22(13.3)

4(2.4)

165(100)

7(19.4)

1(2.8)

1(2.8)

9(25.0)

12(33.3)

6(16.7)

0

36(100)

91(26.3)

40(11.6)

26〈7.5)

59(17.0)

83(24.0)

41(11.9)

6(1.7)

346(loo)

87(27)

47(15)

29(9)

68(21)

52(16)

31(10)

6(2)

320(〆100)

第9表 く コンピュータ部門はつぎのどの階層に対 して主たるサービスを行なって

いますか〉

・ グ ・レー プ1・ グ・レー プ1・ グル ー7e1・ グ ・レー プ1合 計1習67誓

事 務 職 員 や現 場 作 業 員

ミ ドル ・マ ネ ジメ ン ト層

トップ ・マ ネ ジ メ ン ト層

計

46(49.5)

34(36.6)

13(14.0)

93(100)

44(49.5)

35(39.3)

10(11.2)

89(100)

130(57.2)

79(34.8)

18(7.9)

227(100)

41(63.0)

22(33.8)

2(3.1)

65(100)

261(55.'1)

170(35.9)

43(9.1)

474(100)

228(55)

151(36)

39(9)

418(100)
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め,経 営 の うえか ら情報 システ ムの確 立が強 く要請 され ることにな り,MISや オ ン ・ライン,

リアル ・タイム ・システムを指向す る機運 が高ま り,コ ンピュー タ ・システムの拡充投 資が活

発化 した。

そ うした傾 向が この集計結果 にも端 的にあ らわれてい る。集計対象301社 の 各 グループ構成

は,前 記 の ごと くAグ ループ=51社(16.9%),Bグ ル ープ=49社(16.4%),Cグ ル ープ=

150社(49.8%),Dグ ル ープ=51社(16.9%)と い う割合 となってお り,ほ とん ど全 体の5

割 をCグ ルf・…プが 占めてい る。 とい うことは,中 型 機 を中心 としたべ ヅチ処理方式 による部門

事務 や管理 の機械化 を行 なってい るユーザーが中核 とな ってい るとい うことで ある。

つぎに,導 入経過年数の構成をみ ると,A,Bグ ル ー プ,す なわち大ユ ーザ ー ・グル ープが

5年 以上 の圧倒的 な比率 を占めてい る。 それはAグ ループにおいては70.6%,Bグ ル ープで

は40.8%を 占め,そ れに3年 以上 の ものを加 え ると,Aグ ル ープでは88.2%,Bグ ル ープ

77.5%と な ってお り,こ の大ユーザー ・グループでは,当 然 のことなが ら導入経過年数 の古い

層がか な り厚 くな ってい ることを物語 ってい る。

これ にたい してC,Dグ ル ープはまさにそ の逆 な型 とな ってい る。Cグ ルー プは3年 未満 が

66.0%,Dグ ル ープは76.5%を 占 め,5年 以 上は,Cグ ル ー プが11.3%,Dグ ル ープはわず

か に3.9%に す ぎない。

これは,中 堅企業 の導入歴 の若 さを端 的に示す ものであるが,そ の反面,導 入意欲は 依然 と

して旺盛で あ り,今 後 とも寸 分な導入 余力を保有 していることをあ らわ してい る。

以上の ような傾向は,わ が国における コンピュータ リゼーシ ョンが,大 企業 か ら中堅企業へ

また あらゆ る産業部門に浸透 しは じめ,経 験年数 の厚味 を加 えなが ら,し か も第 三世代 の コン

ピュータ利用を契機 として,企 業 にお ける情報処理体制が新 らた な局面へ展開され つつ ある方

向を指向 してい る(第5表 参照)。

2EDP部 門組織 の実態

① トップ直属が着 実に増加

集 中傾向強まる

コ ンピューータ部門組織 の変更で,も っとも多い ものは所属部門 の変更で,全 体の39.2%を

占めてい る。 これを各 グループ別 にみ ると,Aグ ル ープでは38.4%,Bグ ル ープ46.6%,C

グル ープ37.6%,Dグ ル ープ36.4%で,大 型 システム ・ユ ーザ ーの比 率が高 い。

さ らにその内容をみ ると,ト ップ直 属となったものが大 巾にふ えてい る。現在 の所属部門は

ど うな ってい るか,と い う項 目に回答 した277社 の構成 をみ ると,ト ップに直 属 してい ると答

えてい るものが121社 で43.7%,ミ ドル直属が152社,54.9%,分 離 独立 が4社 で1.4%と な

ってい る。

前 回の調査 では トップ直属41.4%(110社)ミ ドル直属58.6%(156社)で あ った。

また組織変更前 の所属 にっい て回答 したものは202社 で あったが,そ の割合 は,ト ップ直属

28.2%(57社),ミ ドル直属71.8%(145社)と な ってい る。 これ は,EDP部 門 の全社的運用

時代,す なわち経営組織 と情報 システムの総合化 を指向す るものがふえ,ま たEDP部 門 その

ものが漸 次ゼネラル ・スタ ッフ組織に近づ きつつあ る一つの兆候 ともみ られ る。

そのつぎに多い ものは部門 内の改組 で29.0%(74社)と な ってい る。 これ を グループ別に
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第10塞 く コンピュータが導入された結果,現 在まてに他の部門の管理職が統合

されたリ中間管理層が減った りしま したか〉

し て い る

いないし将来 も起 こらないだ

ろう
いないが近い将来は起こるだ

ろう'

計

・グルづ1・ グルづ1・ グループ1・ グ・レー.一プ1合 計

12(24.5)

16(32.6)

21(42.9)

49(100)

9(18.8)

13(27.1)

26(54.1)

48(100)

21(14.4)

36(24.6)

89(61.0)

146(100)

3(6.1)

17(34.7)

29(59.2)

49(100)

45(15.4)

82(28.1)

165(56.5)

292(100)

1967版

白 書

47(18)

80(31)

133(51)

260(100)

第11塞 く コンピュータ要員に対する人事方針はうどなっていますか〉

Aグ ・レー プ1・ グ ・レー プ}・ グ ・レー プ1・ グ・レー プ{合 計

専門技術者育成に重点をおく

他部門との人事交流を原則と
す る
両者を大体同じように考えて
い る

特別な扱いはしない

計

10(17.5)

9(15.8)

17(29.8)

21(36.8)

57(100)

12(22.2)

6(11.1)

20(37.0)

16(29.6)

54(100)

25(15.7)

13(8.2)

48(30.2)

73(45.9)

159(100)

9(16.7)

3(5.6)

13(24.0)

29(53.6)

53(100)

56(17.3)

31(9.6)

98(30.2)

139(42.9)

324(100)

1967年 版

白 書

49(17)

22(8)

96(34)

114(41)

281(100)

第12表 くコンピュータ要員の採用はどうなっておりますか〉

IAグ ・レープ1・ グ・レづ ・グループ1・ グループ1合
計

文科系に重点をおく

理工科系に重点をおく

両者を大体同じように考える

特別扱いはしない

計

3(5.8)

3(5.8)

14(26.9)

32(61.5)

52(100)

2(4.1)

7(14.3)

21(42.9)

19(38.8)

49(100)

6(3.9)

8(5.2)

58(37.4)

83(53.5)

155(100)

2(3.8)113(4.2)

4(7.7)22(7.2)

10(19.2)103(33.4)

36(69.3)170(55.2)

52(100)308(100)

1967年 版

白 書

25(9)

23(8)

96(34)

135(48)

279(100)

第15豪 く コンピュータ要員に専門職や資格制度を設けていますか〉

1・ グル ー プ1・ グ・レー プ1・ グ ・レー プ1・ グル ー プ1合

1967年 版

司 白 書
い る

いないし将来も設けないだろ

う

いないが近い将来は設けたい

計

2(4.0)

27(54.0)

21(42.0)

50(100)

7(14.3)

25(51.0)

17(34.7)

49(100)

6(4.1)

87(58.8)

55(37.2)

148(100)

0

32(64.0)

18(36.0)

50(100)

15(5.1)

171(57.6)

111(37.4)

297(100)

12(5)

170(65)

78(30)

260(100)
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み ると,Aグ ル ープ21.2%(11社),Bグ ル ープ28.8%(13社),Cグ ル ープ29.6%(37社),

Dグ ル ー プ39.4%(13社)と い う状態 で,中 堅企業,す なわち中型 ・小 型機のユーザーほ ど

その比率は高 くなっている。

こ うした傾 向は,中 堅企業 におけ る機械化の段階(事 務処理か ら管理事務処理)へ が進む にっ

れ てEDP運 用 組織 が 大 きくな り,内 部統 制確 立の要請が強 まってい ることを示 してい る。

組織 変更 の第3位 は,EDP部 門 の集中傾 向 をあ らわす他部門 よ りの一部 吸収であ る。 これ

が12.5%(32社)と な ってい る。

グループ別 にみ ると,Aグ ル ープが23.0%(12社)で も っとも高い比率 となってい る。 以

下B==6.7%(3社),C=12.0%(15社),D=6.1%(2社)と い う割合いで あるが,Cグ

ル ープが意外 に高率 なのは,大 型への新機械転 換を 目指 す ものがか な りふ えて きてい るため と

み られ る。またAグ ループの高い比率は,MISへ の アブP－ チ を目指す企業がふ え,そ れ ら

が集 中化 の効果 をね らってい るあ らわれ と解 釈 され る。

集 中にたい して分散化傾向を示 す他部門へ の一部 分離は,全 体 としては8.6%(22社)で,

低 率で ある。

グループ別にみ ると,こ れ もAグ ループが も っとも高率 で11.5%(6社)で,以 上B=6.5

%(3社),C=8.0%(10社),D=9.1%(3社)と な ってい る。

ここで もAグ ループの比率が高い のは,情 報処理 システムの拡大に ともな って,各 地 に分散

してい る事業場 や工場 のサブ ・コンピュータと中央 の コンピュー タとの間 を,デ ー タ通信方 式

で結ぶ必要性が高ま って きたためとみ られ る。 そ こにはオ ン ・ライ ン ・リア ・ル タイム ・シス

テムや タイム ・シェア リング ・システ ムへ の大 ユーザーの指 向傾 向が端的 にあ らわれてい る。

EDP部 門 の名称 は,と くに 導入の初 期には機械化業務 と直接的な関係を もつ部 門に所属 し

た ものとな るのが普 通である。す なわ ちこれ は導入 の 目的や トップない し社内の期待 の程度 に

よって もい ろんな名称 がつけ られ ることは周知のとお りである。

またEDP体 制 の進展 の度合に よって名称は変 わるもので ある。 これは組織 変更 時期 とも合

致す るもので,EDP部 門 の組織拡大 によ る独立部 門へ格上 げす るとか,そ の逆に縮小 な り機

械化業務 の方向転換 な どで名称 が変 わ る場合 もあ るが,今 回の調査では これが10.6%(27社)

と きわ めて低率であ る。なかでもB,Cグ ル ー プが比較 的高率で あるのは,利 用水準の向上 や

適用範囲 の拡大 な どと深いつなが りを もつ もの と考 え られる(第6表,第7表 参照)。

②EDP部 門 組織の変更要因

適用分野の拡大 と全社的再編成

EDP部 門 組織 の変更 にもっとも大 き く作用 してい るのは適用分野 の拡大であ る。 これ をあ

げ てい るものは全体 の26.3%(91社)と な ってい る。

これを各 グループ別 にみるとA・ ・28.9%(24社),B=30.6%(19社),C=24.8%(41社)

D=19.4%(7社)と な ってい る。そ のなか で経営情報管理 のネ ットワークの形成,そ れ にと

もな う各面のアプ リケー シ。ンの開発が進んでい る大 ユーザ ー ・グループA,Bの 比 率が相対
　

的に高いのは当然 な ことであろ う。

つ ぎに高 い比率 を占めてい るのが,全 社的 な組織 の変更で ある。 これは24.0%(83社)と な

ってい る。 これ を各 グループ別にみ るとC=26.0%(43社),D=33.3%(12社)と,A,B

に比 べて高率となってい る。すな わち,全 社的組織 の変更に よってEDP部 門 が直接大 きな影

響を受けた ものは 中堅企業で あることを示 してい る。
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第14表 〈IE,OR,QCな ど の部門 にオ ープン ・プ ログラマinが い ますか〉

lAグルづ

い る

いないし将来もおかないだろう

いないが近い将来はおきたい

計

24(47.1)

10(19.6)

17(33.3)

51(100)

Bグ ル ー プICグ ル ー プIDグ ル ー プ1合 計

20(40.8)

5(10.2)

24(49.0)

49(100)

27(18.6)

28(19.3)

90(62.0)

145(100)

3(6.4ソ

12(25.5)

32(68.1)

47(100)

74(25.3)

55(18,8)

163(55.8)

292(100)

1967年 版 白書

82(30)

60(22)

127(48)

269(100)

第15豪 く コンピュータの配置状況はどうなっていますか〉

本社に集中している

事業部や工場に分散している

本社にセンターがあり,工 場や事業所
にサブ ・センターがある

計

・ グ ルー プ1・ グル ー プ ・ グル ー プ ・ グ・レー プ1合 言+i1967年 版 白書

32(65.3)

2(4.1)

15(30.6)

49(100)

34(70.8)

5(10.4)

9(18.8)

48(100)

121(82.9)

15(10.3)

10(6.9)

146(100)

40(85.1)

7(14.9)

0

47(1CO)

227(78.3)

29(10.0)

34(11.7)

290(100)

201(69)

47(16)

45(15)

293(100)

第16表 く コンピュータの利用に当り,全 般的な経営の質的向上と直接のコス ト・ダウンの

いずれに重点をおいていますか〉

経営の質的向上

直接のコス ト・ダウン

両者を同じ程度に考えている

計

Aグ ルー プ

9(18.4)

1(2.0)

39(79.6)

49(ICO)

Bグ ル ー プCグ ル ープDグ ル ー プ 合 計ll967年 版 白書

9(18.8)

3(6.3)

36(75,0)

48(100)

37(24.2)

14(9.2)

102(66.7)

153(100)

18(35.3)

12(23.5)

21(41.2)

51(1CO)

73(24.2)

30(10.0)

198(65.8)

301(100)

56(21)

21(8)

185(71)

262(100)

第17表 く コンピュータの導入から利用拡大の方向として貴社はつぎのどの型に属 し,現 在

どの段階にありますか〉

lAグ ル ー7e・ グ ル ー プICグ ・レー プ

A型(A->B->C-・D型) 44.1 37i 134

Dグ ループ1合 計

48 263

以下A型 で,現 在A,B,C,Dの どの段階にあるかを回答 した企業のみであると次のようになる。

現 在A段 階5(18.5)

現 在B段 階12(44.4)

現 在C段 階10(37.0)

現 在D段 階0

言十.27(100)

4(19.0)46(49.5)

7(33.3)37(39.8)

10(47.6)10(10.8)

00

21(100)93(100)

23(76.7)78(45.6)

4(13.3)60(35.1)

3(10.0)33(19.3)

00

30(100)171(100)
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これ と適用分 野の拡大 とい う二 つの理 由だけで,組 織変更 の50.3%:を 占 めてい る。

その他 の理 由では,新 機種 の導入が17.0%(59社)で,EDPシ ステ ムの拡大 にと もな う組

織変更はC,Dグ ル ープに多 くみ られ る。

第4位 がEDP部 門 が軌道 に乗 って,11.9%(41社),こ れ を理 由 としてい るのは主 と して

C,Dグ ル ープであ る。

つ ぎは利用水準 の向上 で11・6%(40社)で あ るが,こ れはA,Bグ ル ープに集 中 してい る。

第6位 がMIS確 立 のためで7.5%(26社)と な ってい るがAグ ループが圧倒的に高率で14.5%

(12社)と な ってい る。

最後 の経費 の節減 を理 由とす るものは1.7%(6社)で ほとんで問題 とな らない(第8表 参

照)。

3管 理部門へ のサ ービスと中間管理層への影響

①EDP部 門のサ ービス は現場が主体

EDP部 門 はサービス ・ス タッフと専門 スタ ッフの二面的性格 をもち,最 近は漸次ゼ ネラル ・

スタ ッフ的性格 を強め つつ あ るが,現 在 わが国 のEDP部 門 は どの階層に主な るサー ビスを行

な ってい るか。

これにたい して事務 職員や現場作業員 と答 えてい る ものが もっとも多 く55.1%(261社)と

な ってい ることは注 目すべ き傾向であ る。

これを各 グループ別 にみ ると,Dク ラスが最 も多 く63.0%(41社)と な ってお り,Cが57.2

%(130社)と,C,Dグ ル ープが高 い比率 を示 してい る。 これ にた い してA=49.5%(46

社),B=49.5%(44社)と 同 率であ るが,こ れ か らみてEDP部 門 のサービス は まだ まだ現

場中心 の型か ら抜 け切 ってい ない。

つぎに ミドル ・マネジメ ン ト層 と答 えてい る ものは35.9%(170社)で あ る。 これを各 グル

ープ別 にみ ると,Bが も っとも高率で39 .3%(35社),Aニ36.6%(34社),C=348%(79

社),D=34.8%(22社)と い う順 にな ってい る。 もっとも低率 なのは トヅプ ・マネ ジメ ン

トへ のサー ビスで9.1%(43社)と1割 未 満であ る。 これはまさにEDP部 門 の企業組織内 に

お ける地位向上傾向 とは逆の現象を呈 してい る。平均 点を上 回わってい るものはA,Bグ ル ー

プで,A==14。0%(13社),B=11.2%(10社)と な ってい る。

こ うした傾 向は前 回の調査結果 とほとん ど変わ ってい ない のが特色 である(第9表 参照)。

② コンピ ュータの中間管理 層へ の衝 撃はまだ 弱い

コ ンピュー タが導入 された結果,他 の部門の管理職が統合 された り,減 った りしてい るか。

すなわち,EDPの 支 える中間管理層へ の影響は ど うか,と い う設問 にたい して,も っとも高

い比率 を示 してい るのは,現 在はそ う影響を受けていないが,近 い将来 は大 き く受 け る だ ろ

う,と みてい るもので,56.5%(165社)と 過 半数を占めてい る。

その危惧 をもっとも多 く抱い てい るグルー プはCグ ルー プで61.0%(89社)と な ってい る。

以下はD=59.2%(29社),B・ ・54.1%(26社),Aニ42.9%(21社)と,す でに影響 を受けて

い るものほ ど少 ない。

つぎは,衝 撃 を受けていない し将来 も起 こらないだろ うと楽観 してい るもので,28.1%(82

社)と な ってい る。 この点で比格 的比率 の高い のはDとAグ ルー フ.で,両 極 に集 中 してい るこ
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第18表 くコンピュータの利用パターン別にみた企業数〉

1Aグ ル ー プ ・ グ・レー プ1・ グ ・レー プIDグ ・ヒ一一プ1合
計

A型

B-1型

B-2型

C型

そ の 他

計

43(86.0)

0

0

0

7(14.0)

50(100)

36(75.0)

0

4(8.3)

0

8〔16.7)

48(100)

133(89.3)『

0

5(3.3)

0

11(7.4)

149(100)

48(94.1)

0

2(4.0)

0、

1(】.9)

51(100)

260(87.2)

0

11(3.7)

0

27(9.1)

298(100)

第19塞 くコンピュータは経営採算にのっていますか〉

1・グ ル づ ・ グ・レー プCグ ・レー プDグ ・レー プ1合 計
1967年 版 白書

の っ てい る 38(76.0) 38(77.5)[56(37.6)15(29.4)147(49.2) 139(52)
`

まだそこまでいっていない 7(14.0) 9(18.4) 73(49.0)31(60.8)120(40.2) 108(41)

現在直接経営採算にのせること
は考えてし・ない

5(10.0) 2(4.1) 20(13.4) 5(9.8)32(10.7) 18(7)

計 ,
50(100) 49(100) 149(1CO) 51(100)299(100) 265(100)

第20豪 くインプット・データはどこでパンチしていますか〉

全 部 社
一 部 社

全 部 社

計

内

外

外

Aグ ル ー プ

29(56.9)

22(43.1)

0

51(100)

Bグ ル ー プ

24(49.0)

23(46.9)

2(4.1)

49(100)

・グルーパDグ ルー・'k 計

111 (74.0) 46 (90.2) 210 (69.8)

34 (22.7) 5 (9.8) 84 (27.9)

5 (3.3) 0 7 (2.3)

150 (100) 51 (100) 301 (100)

第21豪 くコンピュータ利用の将来の方向として何を考えていますか〉

Aグ ル ー プBグ ル ー プCグ ル ー プDグ ル ー プ 合 計1967年 版 白 書

マ ネ ジメ ン ト ・イ ン フ ォ メ ー シ

ョン シス テ ム

リア ル ・タ イ ム に よ る集 中 処 理

方 式

会 計 のOR

.そ の 他

計

39(48.1)

30(37、0)

4(4.9)

8(9.9)

81(100)

41(53.2)

22(28.6)

6(7.8)

8(10.4)

77(100)

112(66.6)

42(25.0)

8(4.8)

6(3.6)

168(100)

32(53.3)

18(30.0)

5(8.3)

5(8.3)

60(100)

224(58.0)

112(29.0)

23(6.0)

27(7.0)

386(100)

219(67)

75(23)

16(5)

18(5)

328(100)
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とは,結 局意識 の間・題 であろ う。.一'

も っとも低率 なのは影響を受けてい ると答 えてい るもので,15.4%(45社)と な ってい る。

各 グループの うち,も っとも高い比率 を示 してい るのはAで24.5%(12社),つ ぎがB=18.8

%(9社)で い ずれ も平均率 をはるか に上 回わってい る。

以上の傾 向を要約 する と,経 営組織 と情報 システムの総合化,す なわち 最終的にはMIS体

制 への進展度合 によって,ミ ドル ・マネジメ ン トの定 常的業務 の大部分 はEDP化 され,合 理

化 の方向を辿 るよ うになる。そ の結果,組 織 の整理統合が 促進 され,ミ ドル ・マ ネジメ ン トは

大 巾に整理,減 少するとい うことはす でに定説 とな ってい るが,わ が 国にお けるEDPの 経 営

組織 に与 える衝撃は,現 在 まだそれ ほ ど大 きな ものではない。 しかし近い将来大 きな衝撃 を受

け る可能性 は十分 ある,と い う結論にな る(第10表 参 照)。

4EDP部 門要 員管理 の実態

カ

①EDP要 員 に対す る評価は一般職並み

最近,わ が国におけ るコンピュー タにたい す る需要 は,設 置台数が大 巾に伸び てい ることか

らもわか るように,急 速 に高 ま ってい る。 また高度利用,適 用分野 の拡大を 目指す企業 におけ

るEDP部 門 組織の拡 充傾 向 も顕著 であ る。 さらに,行 政機関,医 療,教 育 その他 社会の各域

にEDPの 急 進出がみ られ る とい うよ うな情 勢で,EDP要 員 の絶対量の 不足 とその対策

が大 きな問題 とな っている。

とくに,情 報処理 システムの開発 の必要性 か ら,シ ステム ・エ ンジニアや関連科学の高級専

門家の育成充 足が,当 面緊急 を要す る課題 とされ てい る。

こうした情勢下 に,企 業 内のEDP要 員 にたいす る管理は どのような型 とな って い るであろ

うか。

そ こでまず人事方針 をみ ると,も っとも多い のが,特 別扱いは しない とい うもので,42.9%

(139社)と な ってい る。 これを各 グルー プ別 にみ ると,Dグ ル ープがも っとも高率 で53.6%

(29社)つ ぎがCニ45.9%(73社)と,中 堅企業 グル ープが高い比 率 を示 してい る。 これ にた

い して大企業 グループのAは36.8%(21社),B=29.6%(16社)と な ってい るが,け っして

低率 とはい えない。

っ ぎに多い のが,専 門技術 者 の育成 と他部門 との人事交流を,大 体 同 じ程度 に考 えてい ると

い うもので,30.2%(98社)と な ってい るが,Bグ ル ープが もっと も多 く37.0%(20社),っ

ぎ がCで30.2%(48社),A=29.8%(17社),D=24.0%(13社)と い う順 にな ってい る。

専 門技術者 の育成 に重点 をお くものは17.3%(56社)に しかすぎない。 ここで もBグ ループ

が22.2%と も っとも多い。

最 終の他部門 との人事交 流を原則 とす るものは9.6%(31社)と 低 率 であ るが,Aグ ル ープ

は15.8%(9社)と 最 高で ある。

以 上のような傾向か らみ ると,客 観 的には高級技術 者やEDP要 員 のスペ シャ リス ト化が強

く要請 されてい る情勢に あ りなが ら,わ が国ではまだEDP要 員 にたいす る評価 は低 く,大 部

分が一般 職並みに考え,こ れ に対す る本格的 な教育訓練や特別 の待遇 な どにつ いてまだ十分考

えていない とい う態度 が一般的 である ことが よくあ らわれ てい る(第11表 参 照)。
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② 人本位の採用方針 変 らず

適性 にたい する配慮 に疑問

つぎに,要 員 の採用 にっいてどのよ うな考 え方を してい るか。 ここでも文科,理 工科系いず

れ とも特別扱い はしない,と い うのが もっとも多 く55.2%(170社)と 過 半数 を占めてい る。

これ を各 グループ別にみ るとDが 最高率で69.3%(36社),つ ぎがAで61.5%(32社)で 両

極集 中の型 とな ってい る。 これは従来 のく人〉本位の採用方針がまだ変 らず,適 性にたい する

配慮が高い か,あ るいは逆 に薄い とい うことを示 してい るので はなかろ うか。 しか しEDP要

員 を一般職並み に考 えてい るとすれば,こ うした答えがで るのは当然であろ う。

そ のつぎに多い のは,文 科系 ・理工科系を大 体同 じに考 える,と い うもので,33.4%(103

社)と な ってい る。 これは一方において経営 科学の手法 がMISの 導 入 に必要で あ る反面 経

済 や経営 の知識 を必要 とされ るとい う認識が行なわれ は じめた結果 と思われ る。

そ して理工科学 に重点 をお く,と い うのが7.2%(22社),文 科系 を重 点 と な る もの4.2%

(13社)と な ってお り,い ずれか に重点をお くものの比 率は低いが,Bグ ル ープの理工科系指

向 は14.3%(7社)と か な り高い(第12表 参照)。

③ 要員 の格付け と資格制度への関心は薄い

EDP要 員 に専門職 としての格付けや資格制度 を設 けてい るか,と い う設問にたい す る答 え

は,前 の二 つの疑問 にたいす る結果か らみて も明 らかで あろ う。

設 けてい ない し,将 来 も設 けないだ ろ う,と い うのが一番 多 く57.6%(171社)と な ってい

る。 これ はEDP要 員 を一般 職 と特 に区別 しない 方針 を と る限 りにおいては 当然な ことで あ

る。

つ ぎは,現 在 は設 けてい ないが,近 い将来はそ うした制度をと りたい,と い うもので37.4%

(11社)と な ってい る。 なかでもAグ ルー プはその平均率 を上 回わ り42.0%(21社)で あ る。

これ か らみ るとEDP要 員 は,現 在一般職並み と考 え られ てい なが ら,将 来 の高度利用段階

に進む ことを考慮すれば,早 晩専門職 としての格付 けや資格制度 の実施は避 け られ ない,と 考

えてい るものも少 な くない とい うことであ る。

さ らに,す でに設 けてい ると答 えている ものは5.1%(15社)で,な かにはBグ ループの よ

うに14.3%(7社)と い う平 均値 をはるかに抜 く高率の ものもあ ることか ら,現 在すでにED

P要 員 の格付けや資格制度 の萌芽がみ られ る ことに注 目したい(第13表 参 照)。

5コ ン ピ ュー タの利 用 体 制

① オ ープン ・プログラマ ー制 をとるものは少ない

オープ ン ・プログラマーと コン ピュー タの配 置状況 か ら利 用体制 の実態をみ ることは無理で

あ る。 と くにオ ープ ン ・プロ グラマーはIEやOR部 門 に限定 されない。早い ものは導入3年

目ごろか ら実施 してい るものもある くらいで,す くな くとも第2段 階 といわれ る管理業務の機

械 化段階 に入 り,適 用分野が拡大 し,各 部門 との協 力体制が必要になれば,当 然オープ ン ・プ

ロ グラマー制の実施 は避 け られ ない と一般に考え られてい る。

しか るに この質問 の答 えは,rな い が近い将来 おきたい』 とい うものが圧倒的で55.8%(163

社)と な ってい る。

っ ぎは,rお い てい る』 とい うのが25.3%(74社)で,そ れ は大企業 に集 中 してい る。すな
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わちAグ ループ47.1%(24社),B・40.8%(20社)で いC,Dは 比 較にな らぬほ ど低率であ

るが,こ の大企業 グループと中堅 グループの差 異は,適 用範 囲や利用段階か らもち ろん,企 業

内の情報処理 システム規模の差か らみても当然な ことであろ う。

最後 のrい ないが将来 もおかないだろ う』 とい うのは18.8%(55社)で,中 堅企業 が多い。

これ はIE,OR,QCな ど とい う部門 自体 が,中 堅企業 よ りも市場支配力の強大 な大企業 によ

り多 く必要 な組織 であるためで,現 在 の中堅企業 のEDP利 用 水準か らみて,オ ープ ン ・プロ

グラマーにたいす るニーズはまだ低い,と い うことであろ う(第14表 参 照)。

② 本社集 中型が圧倒的に多い

それでは,コ ンピュータの配置状況は ど うな ってい るか。 ブース ・ア レン報告 によると,ア

メ リカにお ける大部分の会社 のEDP組 織 は,中 央集 中型で ある。その うち3分 の2は 地方 に

分散 してい るサ ブ ・セ ンターをもってい る,と 報告 してい る。

わが国の場合 も同様 に本社集 中型が もっ と も 多 く78.3%(227社)と な り,前 回調査結果

(69%)を は るかに上回わ ってい る。 と くに中堅企 業の集中度が高 いが,こ れ はアメ リカの傾

向 とも一致 し,採 算面 で有利な ことに基 づ くもの で あ る。D=85.1%(40社),C・=82.9%

(121社)と な ってい る。

つ ぎに多い ものは,本 社にセ ンターがあ り,工 場 や事業 場な どにサブ ・セ ンターの あるもの

で,11.7%(34社)と な ってい るが,Aグ ル ープは30.6%(15社),B=18.8%(9社)で,

も っぱ ら大企業 の大型ユーザーに集 中 してい る。

もっとも低率 を示 してい るのは分散型 である。10.0%(29社)で,前 回の調査(16%)と 比

べ ても分散型は減少 してい る。 これ はい うまでもな く採算面 の不利か らきてい る結果 である。

(第15表 参照)。

6コ ン ピ ュー タ利 用 水 準 と経 営採 算

① 経営の質 的向上を狙 うものが多い

わが国の コンピュータ利用水準は どの程度 のもので あ り,ま たその経営採算は どうな ってい

るか。 これ を具体 的に押 えることはそ う容易な ことではないが,利 用 に当ってのね らい,利 用

段階,採 算,の 三つの側面か ら調査 した。

そ こでまず コンピュータ利用 に当 って,不 可視 的な効果,す なわち経営 の質的向上 とコス ト

切 下げのいずれ に重点 をお くか,と い う点にたい する答 えは,両 者 とも同 じ程度に考え るとい

うのが圧倒的 に多 く65.8%(198社)と な ってい る。

と くにそ うした考え方の強い のは大企業 グループで,A=79.6%(39社),Bニ75.0%(36

社)と 平 均率 をは るかに上 回わ ってい る。 これは,コ ンピュータの利用 目的が多面的 にな って

きてい ることを物語 ってい る。

っ ぎに多い ものは経営 の質的向上 をね らうもので,こ れは大企業 よ りも中堅企業 グループの

方が指向性が高い。平均は24.2%(73社)で あ るが,D=35.3%(18社),C=24.2%(33

社)と な ってお り,こ れ にたい してAgBグ ル ープは いずれも18%台 で 平均率 を下回わ って

い る。

案外少 ない のが コス ト切 下げを狙 うもので,平 均 はよ うや く10.0%(30社),ほ とん どDグ

ループに集 中して23,5%(12社)と な っでい るが,大 企業 グル ープは問題にな らない ほ ど低
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・率で,小 規模 システム ・ユーザーなど,コ ス ト切 下げ意 欲は旺盛 だとい うことにな る(第16表

参 表)。

② 標準的利用型が96%を 占め る

っ ぎは利用段階 と利用のパ ター ンであ るが,こ の設問にたい しては263社 中,ど の段階に も

属せ ず,ま た不 明と回答 したものが意外 に多 く35.0%(92社)と な ってい る。

質 問は 「コンピュータを導入 してか ら,利 用面 の拡大につなが る方 向が どの型に属 し,ま た

現在 どの段階 にあるか」 とい うものであ るが,そ の各段階 はつ ぎの 四つに分 けてい る。

a段 階:部 分的業務 の事後処理段階(給 支計算,経 理事務,統 計業務,各 種 受 払 い業 務な

ど)。

b段 階:総 合化に よる事後処理段階(生 産管理,在 庫管理,原 価計算,在 庫調整のための資

料 の作成)。

C段 階:定 常的判断業務 の機械化 段階(生 産計画,在 庫計画,輸 送計画 な どに対す る計画 と

実績対比,例 外的処理問題の抽 出,シ ミュ レーシ 。ンなどによる決 定)。

d段 階:非 定常的意 思決定の標準 化段階(新 規投 資の決定,危 険負担 の計算,各 種経営戦略

のモデル化)。

これ を簡単 にい うと,aが い わゆ る第1段 階で特定事務部門 の手作業 を機械化 した段階,b

はい わゆ る第2段 階 で,い くっかの部門に関連 ある業務 の総 合機械化の段階,cは 第3段 階で

ルーテ ィン化 してい る管理業務 の機械化 の段階,そ してdは 全社的 な経営管理 と経営戦略へ の

EDP利 用 の段階 と区分 す ることがで き,そ してEDPSの 発 展 の標準的 なパ ター ンはA→

B→C→Dと な るのが定説 となってい る。

そして この質問では この標準 型をA型 とし,C→D→A→BをBI型,C→Dま た はC→A

→BをB]工 型,D→C→A→DをC型 として答 を求め てい るのである。

そ こでまず どの段階 にあるか,と い うことにたいす る答 でも っとも多いのはA段 階 で,中 堅

企 業 グルー プのC,Dに 集 中してい る。平均率は45.6%(78社)に たい して,D=76.7%(23

社),C=49.5%(46社)と 大 巾に上 回わ ってい る。 これは導入歴 の浅い企 業の多い 中型,小

型 システム ・ユ ーザ ーとしては当然 な ことで ある。

B段 階 と答 えてい るものは35.1%(60社)で,A,Cグ ル ープはいずれ も平均率を上回わ っ

てい る。

っ ぎにC段 階 にあるものは,ほ とん ど導入歴の古い大型ユ ーザーに集 中してい る。すなわち

平均が19.3%で あ るのにたい して,Bグ ル ープは47.6%(10社),Aが37.0%(10社)と2

倍 以上 の高率 を示 してい る。当然の ことなが らC,Dの 中 堅グル ープはほとん ど問題にな らぬ

低率 である。 なおD段 階 と答えた ものは皆無 である。

またパ ター ンにっい て標準型 と答 えてい るものは,集 計対象の301社 か らその他(27社)を

差 引い たもので計算す ると96%(260社)で,B]工 型 としてい るものは4%(11社)。 その他

の型 はゼロ とい うこととなってい る(第17表 お よび第18表 参 照)。

③ 採算 に乗 ってい るものはA,Bグ ル ープに集 中

コンピュー タは果 して経営採算 に乗 ってい るか。経営上 の主要 な問題であるが,こ の評価は

不可視的 な効果 もかな りあ るだけにむつか しい問題であ る。

そ こで乗 ってい ると答 えてい るものはA・Bグ ル ープにま った く集 中してい る。す なわちB

.=77.5%(38社),A=76.0%(38社)で 平均 の49・2%(147社)を は るかに上 回わってい る。
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これはい うまで もな く,利 用技術水準 が中堅 グループに比 べて高い とい うことと,導 入経過年

数の古い層が厚い ことなどか らみて当然 な ことで ある。

っ ぎは まだ採算点 とは達 してい ない,と い うものは 中堅 グ ル ー プ に集 中してい る。平均が

40.2%に たい してDは60.8%,C=49.0%と な ってい る。 これ にたい してA・Bグ ル ープは

いずれ も10%台 で あ る。

そ して最後の,現 在はまだ経営採算 に乗 ることは 考 えてい ない とい うものは 平均で10.7%

(32社)で,Cグ ル ープだけが13.4%と 高 く,他 はすべて10%以 下 で ある。

以上を要約す ると,大 型 システムのユーザーは現在大体採算 がとれてい るが,中 型 ・小型 の

中堅ユーザーは,大 部 分が まだ採算 点に達 してい ない とい うことにな る。

なお インプッ ト ・デ ータのパ ンチはほとん ど大部分 は社 内で 行 ない,一 部社外 に外注 してい

るものは大企 業に集中 してい る(第19表 ・第20表 参 照)。

7コ ン ピ ュー タ利 用 の将来 の方 向

最終 的にはMIS体 制 の確 立を 目指す

わが国における コンピュータ利用は,ど の よ うな方 向を指向 してい るか,と い うことにっい

ての調査項 目であ るが,MISを 指 向する と答えてい るものが多 く,し か もそれが 中堅 グル ー

プに多い。このこ とは観念的な ものが,ま た十分その概念 と悉知 し,実 際面で それへ のア プロ

ーチを考 えているのか。今 回のア ンケ ー ト調 査の結果だけでは直ちに判 断で きな い。

MISを 指 向す るものは前 回調査 でも67%に 達 していたが,今 回は58.0%(224社)と 過 半

数を 占めてい る。 それをグループ別に高い比率順 にみ ると,C=66.6%(112社),D=53.3%

(32社),B=53.2%・(41社),A=48.1%(39社)と な ってい る。

っ ぎは リアル ・タイム方式に よる集中方 式を と りたい とい うもので,29.0%(112社)と な

ってい るが,グ ループ別にみ るとAが37.0%(30社),D・=30.0%(18社)と 両 極集中の型で,

B・・28.6%,C=25%と い う割合い となってお り,そ の他 の ものに比べ て,集 中処理方式への

指向度合 は各 グルー プを通 じて比較的高い とい うことがで きる。

会計のORを 指 向す るものはまだまだ少 な く,6.0%(23社)で,各 グループとも4%台 か

ら8%程 度 で ある。

またその他,と あるのはその内容が どうい う利用方向 を狙 ってい るのか必ず しも 明 確 で な

い。

結局,わ が国の コンピュータ利用 に関す る今後の方向は,大 勢 としては トップが リアル ・タ

イムに意思決 定ので きる全社的 な経営情報の処理体制一 す なわちMIS体 制 の確立 を目指 し

てい ると結論づけ られ る(第21表 参照)。
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付属資料 皿

MISに 関 す る ア ンケ ー ト調 査

1調 査 目的お よび方法

本調査に 「電算経営総合調査の付帯調査」として実施 したものであり,わ が国企業のコンビ
注1)

=一 タ部 門におい て,MISに ど のよ うに 対処 してい るかを 知 る ことを目的 と した。

調 査時 期,対 象 な どについて は 「電算経営総合調査」 と同様 であ る。

2単 純集計による結果の分析

AMISに 対す る関心が著 しく高 い

MISを 採 用してい るか との質問 に対 し,第72表 の ように回答が寄せ られた。

すなわちす でに採用 してい る,お よび計画 中であ ると答 えてい る企業が38.5%に 達 してい

る。 採用 していない と答 えてい る企業182社 の うち,161社(88.4%)が 将 来採用 したい と

答 えてい ることは,一 般 にMISに 対 す る関心が著 しく高い ことを示 してい る。

また大 型の機械 を導入済の と ころ ほ ど採用 してい る率が高い。MIS採 用 比率がAグ ループ

では35.4%,Bグ ル ープでは26.0%,Cグ ル ープでは11.3%,Dグ ル ープで は8.3%と い

うように,導 入機械 の規模順 に並んでい る。

BMIS採 用 ま た は 計 画 に,ど こが イ ニ シ ア テ ィ ブ を と った か

以上みられるように,MISに 対する関心は暮 しく高いが,す でに導入済の企業において,

採用または計画の際の音頭取 りは果 してどこであったか。調査の結果では,コ ンピュータ担当

(注)1.こ こでい うMISと は 「コンピュータを経営や管理のための判断や決定に活用するシステ

ム」とした。

2.第2表 以降については,第1表 で 「採用している」 「計画中である」に回答 した企業のみを

集計 した。 一一 、
3.合 計欄のカッコ内の数字はパーセントである。

4.各 表 の合計数字がマチマチであるのは,① 企業で2項 目以上に ○ 印をつけたものは合計

に加えてあること。② また ○ 印をしなかった企業は集計から除いてあるからである。
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L 第22表 〈MIS採 用,計 画中,非 採用別回答総数〉

採 し
て
い

用る

本格的に実施中

部分的に実施中

試験的に実施中

ABCD

グル グ ル グ ル グ ル
ー フ ー フ ー フ ー フ

0010

1611154

1210

合 計

1(0.3)

46(15.5)

4(1.4)

小 計 1713174 51(17.2)

計で

画あ

中る

すでに計画が完成

目下計画中の段階

まだ構想の段階

0010

74213

5'6133

1(0.3)

35(11.8)

27(9.2)

小 計 1210356 63(21.3)

採い 将来採用したい

唇 考えていない
てい 未 回 答

小 計

合 計

15268634

0192

4 、032

161(54.4)

12(4.1)

9(3.0)

19279838 182(61.5)

485015048 296(100)

第23表<MlSの 採用または計画に当ってイニ

シ アテ ィブをとったのはどこか〉

ABCD

グ ル グ ル グ ル グ ル
ー フ ー フ ー フ ー フ

合 計

ト ップ マ ネ ジメ ン ト 65122 25(18.8)

本社スタッフ部門 94134 30(22.6)

コ ン ピ ュー タ担 当'部門 2116305 72(54.1)

ラ イ ン 部 門 1230 6(4.5)

計 37275811 133(100)

第24表 〈MlS導 入の狙いは何か〉

ABCD

グ ル グ ル グ ル グル
ー フ ー フ ー フ ー フ

合 計

ト ップ の 意,志決定 146153 38(22.4)

管理 の適確化 2419408 91(53.5)

現場管理の適確化 145135 37(2r,8)

そ の 他 21 10 4(2.4)

計 54316916 170(100)
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部 門が イニシアテ ィブを とってい る場合 が最 も多い(54.1%)。 次 に本社 スタ ック部門(22.6

%)で あ るが これはMISの 場 合 にも,稟 議制度 な どによってスタ ッフ部門 の発案に より トッ

プが承認す るケースが多い ことを物語 ってい る。第3番 目と して トップ ・マネジメン トの発案

ユ6・9%)が 続 いている。回答 を個 々に当った ところでは ,一 般的に組織的 と目されている会社

では,本 社ス タッフ部 門が発案 している場合が多 く,ト ップが ワンマ ン型 または リーダーシ ッ

プ発揮型の会社では,上 か らの指示 で ミ ドルがMISの 研 究に着手 してい るケースが 目立っ。

しか しいずれに して も,MISの 採 用には トップ ・マネージメン トの理解 と スタ ッフ部門が,

車 の両輪の ごとく動 いて始 めて成功す るものであ り,こ の両方 に適切な人がい るか否かが,極

め て重要 なフ ァクターであ る。 優 れたプ ロモーターがい る 企業 では,結 果的にMISの 採 用

が進んでい ることも,客 観 的な事実 である。

CMIS採 用 の狙 いは何 か

MISと 云 っても,部 分的 あるいは試験的に接近 しよ うとす ると,い ろい ろな方 向か らのア

プ ローチの仕 方があ る。現在行 なわれつつあ るMISの 一 応の狙い を調べ るためにMIS導 入

の狙い につい て質問 した ところ第24表 の ような結果 を得た。

す なわ ち最 も多いのが管 理の適確化(53.5%)で あ って,ト ップの意思決定(22.4%),現

場 管理の適確 化(21.8%)の 順 とな ってい る。 これを グループ別に見 ると,ト ップの意志決 定

を狙 ってい るものはAグ ル ープの場合が最 も多 く,管 理 の適確化を狙 ってい るものはBグ ルー

プが最 も多い。導 入す るコンピュTタ の規模 と,導 入 の狙 いとはある程度関連があ り,ト ップ

の意思決定の レベルまでサ ービスの対象 とす るには,大 型 の コンピュー タが必要であ り,管 理

レベ ルまであれば 中型程度 で も間に合 うこととな ろ う。

しか し,MISの 最 終的 な姿は,経 営の各 レベルに対 して,決 定 または管理 のための情報 を

提供す るシステ ムであ ると思われ るので,そ のためには,ど うしても大型 のシステムが要求 さ

れ ることにな る。

DMISで カバ ー しよ うとす る経 営 の分 野 は ど こか

企業 の職能別にみて,ど の分野 を カバ ー しょうとしているので あろ うか。第25表 に よる集計

の結果で は,販 売が32.2%と 最 も多 く,次 に製造(22.8%)と な ってい る。 これは,企 業 に

おける2大 ラインをMISの 対 象 ξする ところが多い とい う常識 を裏書 き してい るが,な かで

も販 売が第一位であ ることは,現 在 の企業競争の焦点が販 売にある ことを物語 ってい ると云え

よ う。

全社 を カバ ー してい るところは,全 体では14.0%で あ るが,Aグ ル ープのみをみ ると10

社 とか な り高い割合を示 してい ることは大型機の導入企業 が上記の分野 と全社 とに集中 してい

る ことがわか る。

EMISで 扱 うデ ー ターの 内容 は どの よ うな もの か

MISの 目的 が,現 場管理,全 社的管理,ト ップ ・マネジメ ン トへ のサー ビスの い ず れ を
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第25表 〈MlSは どの分野をカバーしているか〉

全 社

販 売

ABCD

グル グ ル グ ル グ ル
ー フ ー フ ー フ ー フ

10 111 2

1515196

製 造 1012143

財 務 8711 0

人 事 66 5 2

研 究 開 発 22 2 0

そ の 他 00 20

計 51436413

合 計

24(14.0)

55(32.2)

39(22.8)

26(15.2)

19(11.1)

6(3.5)

2(1.2)

171(100)

第26表 〈MIS』 で使用 している情報はどの範囲か〉

企業内情報のみ

ABCD

グル グル グ ル グ ル
ー フ ー フ ー フ ー フ

151121 5

外部情報も含む 11 516 3

計 261637 8

合 計

52(59.8)

35(40.2)

87(IOO)

第27表<MISの ため,と くにデータファイルを

作成 ・維持 しているか〉

い る

他のためのフ7イ ルを
流用 している
将来特別なファイルを整

備 したいと思っている

計

ABCD

グ ル グル グル グ ル
ー フ ー フ ー フ ー フ

78 8 2

10 711 3

合 計

25(23.4)

31(29.0)

15 824 4 51(47.7)

322343 9 107(100)
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主 な対象 と してい るかに よ:つて,'シ ス テムが取扱 うデ ータの内容 は,著 しく変 って くるはずで

ある。す なわち前の二つは社 内的な管理 であるため,社 内デ ータのみでMISが 成 り立つのに

対 し トップ ・マネ ジメ ン トの意志定 に用い るMISは,社 外デ ータも取扱 えなけれ ば な ら な

い。 しか し調査 の結果,企 業 内情報 のみ とい うところが,59.8%で 過 半数を占め,外 部情報を

も含む ところは40.2%で あ る。

また ・トップ ・マネジメ ン トへ のサ ービスを 目的 と してい るMISと,外 部情報 との関係を

見 よ うとしたが,明 確 な結論は得 られなか った。

FMISの フ ァイル に つ い て

MIS成 立 の一つの基礎は,過 去10年 間 にわた るコンピュータ経営の,フ ァイル蓄積であ る

と考 えられ るが,第27表 に 示す よ うに,MISの た めに特別の フ ァイルを作成,維 持 している

ところは23.4%に 過 ぎない。 しか し47.7%は 将 来MISの た めに,特 別 な ファイルを作成

しようと考 えてい る ことがわか る。

GMISは どの よ うな技 法を活用 しているか

MISが ク ローズ ・ア ップされて きた背景には,各 種情報処理上あ るいは管理上 の技 法 の発

達 がある ことは,先 に も述べた ところであ るが,現 在実施中,あ るい は計画 中のMISに おい

て,ど の ような技法 が用 い られ ているか をみ ると,第28表 の 通 りであ る。

最 も多 く用い られてい るのは予測 である ことがわか る。MISの 最 も多い対象領域が販 売 関

係,次 いで生産 関係 である こともあって,予 測が需要予測,販 売予測,あ るいは在庫予測な ど

に広 く用い られてい るのであろ うが,予 測は常に古 くて新 しい問題であ る。 これについ で,シ

ュ ミレーションが 多 く用い られてい るが,日 程計画や イ ンフ ォメーシ ョン ・リトリーバ ルな ど

は技法 自体 の発達が これか らに多 くを期待 されてい ることもあ ってか,予 想外 に用い てい ると

ころが少 ない感 じである。

HMISに かけ る期待

回答企業は,MISに 対してどのような期待をかけているのであろうか。MISは いずれの目

的に役立つかとい う問いに対 し,第1位 が意思決定の適確化に役立っ,次 いで情報処理の迅速

化に役立っと答えている。そ して人員の削減,コ ス トの低減に役立っと答えているところは少

なく,MISが 単なる消極的な意味での合理化のために採用されているのではなく,よ り積 極

的な目的のために期待されているものであることがわかる。

IMIS採 用 の問願点

MIS採 用 上最 も大 きな障害 となってい るのは,必 要な情報が整備 されてい ない ことで あ っ

た。(37.2%)必 要 な情報 とは,MISの 基 本 となるマス ター ・ファイルもあるが,見 落 しては

な らないのは,せ っか く何 らかの形で存在 する情報が,有 効に活用 され ない 形で部分的にのみ
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第28豪 くMISで は現在どのような技法を用いているか〉

1 R

L P

ソ ミ ュ レー ソ ヨ ン

予 測

日 程 計 画

そ の

計

AB,CD

グル グ ル グ ル グ ル
eフ ー フ ー フ ー フ

7762

1010110

1611130

121217 1

9983

他_⊥_L・
50

5651606

合 計

22(12.7)

31(17.9)

40(23.1)

42(243)

29(16.8)

9(5.1)

173(100)

第29表 〈Mlsは 次のいずれに役立つと考えるか〉

雨 鯉 の迅速化

意志決定の適確化

症常的管理の効率化

人 員 の 削 減

コス トの て い減

そ の 他

計

ABCD

グル グ ル グ ル グ ル
eフ'フ ー フeフ

1616297

2316306

2015296

5811 2

512123

2000

716711124

合 計

68(24.9)

75(27.5)

70(25.6)

26(9.5)

32(11.7)

2(0.7)

273(100)

↑
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用い られ てい る場合が あることであ る。その最た るものは,コ ー ド体系 の未整備による損失で

あ る。 これは一企 業内で も起 こっている ことであ るとともに,社 会的に もた とえば官庁統計 が

有効 に活用で きなか った りす る原 因 とな ってい る。

次は費用がか さみす ぎることが挙 げ られてい る。現在では,MISに 使 える コンピュ ー タは

ど うして も中型以上 とな るため,価 格 も数億円か ら十数億 円とな り,そ れに各種の周辺装置を

加 えると,さ らにほぼ同額の費用が必要 となる。生産 設備 以外 で これだ けの投 資金額 は,巨 大

企業ではそれ ほ ど目立 たない に しても,通 常規模 の企業に とっては,か な り大 きな 負 担 と な

る。

第3番 目の問題 点と してあげ られ てい るものは,ソ フ トウェアが十 分開 発されていない こと

であ る。特 にMISが 必 要 とす るソフ トウェアは,単 なるバ ッチ処理だけの場合 と違いオ ン ・

ライン処理が主体 とな り,こ れへ入 出力す る装置 もグラフィ ック ・デ ィスプ レイ ,イ ンクワイ

ア リー タイプライター,な ど各種装置 を含む ことにな るので,こ れ らを効率 よくハ ン ドリン

グで きるハ ン ドラー,コ ン トロール ・プログラムが不可 欠にな る。 これがモニターの下 におい

てい ろい ろな役割 を果 し,タ イム ・シェア リング的機能 を果す ことも必要 になろ う
。

これ らの分野は,ま だ技術的に固ま ってお らず,そ の技術 を不可 欠とす るMISは む しろこ

れか ら実施段階を迎え ることにな る。 ソフ トウェアにっ いての悩み を多 く訴えてい ると ころは

Aグ ループに多 くみ られ る ことも,大 型機を導入 し,本 格的なMISに 踏 み出すに し た が っ

て,ソ フ トウ ェア而で悩みが多い ことを物語 ってい よう。 、

第4番 目と しては,関 連部門の十分な協 力が得に くい とい う悩み である(11.0%)。 これ は

コンピュータ部門その他の本社 スタッフがMISの イ ニシアティブを とろうとする場合にも
,

ま た トッフ.・マネジメ ン トか らの指示 によってMISを 採 用 しよ うとす る場合 にも起 こること

であろ うが,現 在仕 事を持 ってい るそれ ぞれの部門が一般 に極 めて保守的 であ るので ,MISの

準 備 や運営に積極的な協 力 を しない とい うことが起 こ りがちである。MISも 通 常の機 械 化 の

場合 と同 じく,PRに 始 ま り,PRに 終 ると云われ るほ ど準備 を しない と,成 功 はむつか しい

であろ う。

トップ ・マ ネジメン トの理解 が不足 してい るとい う悩みは,主 と して コンピュー タ担 当部門

がMISの イ ニシアテ ィブを とってい る企業か ら訴 え られているが ,MISは 部 分的な 機 械化

と異 な り,全 社的な拡 りを持 ってい るので,ト ップ ・マネジメ ントの理解な しにMISを 築 い

てみ ても,無 意味 と云わざ るを得 ない。

本体,端 末 装置 に適 当な ものが見 当 らない ことを問題 に してい る(7.3%)の は,た とえば

証券会社な どであ って,確 に現在,こ れ らの要求 にマ ッチ した端末 装置 が開発 され てい るとは

云い にくく,こ の辺に もMIS発 展 のための問題 点が潜んでい るとええよ う。

JMISの 現段階 と将来計画

現 在MISが 何%位 実現 してい ると考えてい るか,そ して本格 的に完成す るのは何時 ごろと

考えてい るか との設問に対 し,実 現の度合い10%t20%,30%と 考 えてい る ところが,そ れ

ぞれ29・6%,14.8%,18.5%で あ り,MISの 本 格的完成の時期は2年 後 までと考 え て い る

と ころ19.0%3年 後 まで と 考 え てい ると ころ17.6%,5年 後 までと考 えてい る と こ ろ

41.9%1で あ り,1年 後 か ら5年 後 まで と回答 したもの を合計す ると78 .5%で あ る。 これ は
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第50表 〈MIS実 施上の問題点と思われるのは何か〉

ABCD

グ ル グル グル グ ル
ー フ ー フ ー フ ー フ

合 計

費用がかさみすぎる 81115 0 34(20.7)

縣 舗 報が蜘 ‖され1151326
7 61(37.2)

本体端末装置に適当な
ものが見当らない

4 2 5 1 12(7.3)

トップ マ ネジ メ ン トの

理 解 が 不 足 して い る
1 2 5 1 9(5.5)

関連部門の十分な協力
が得られない

4 3 9 2 18(11.0)

ソフトウェアが十分開

発されていない
8 2 9 2 21(12.8)

労働組合の協力が得ら
れない

0 1 1 0 2(1.2)

そ の 他 2 2 3 0 7(4.3)

計 42367313 164(100)

第51表 〈MISが 本格的に完成するのは何時ごろと考えているか〉

ABCD

グ ル グ ル グル グル
ー フ ー フ ー フ ー フ

合 計

1年 後 0 1 0 0 1(1.4)

1～2年 後 1 0 1 0 2(2.7)

2年 後 5 1 5 0 11(14.9)

2～3タrそ 麦 0 1 0 0 1(1.4)

3年 後 2 5 2 3 12(16.2)

3～5年 後 2 2 2 0 6(8.1)

5年 後 8 5 8 4 25(33.8)

7年 後 1 1 1 0 3(4.1)

9年 後 1 0 0 0 1(1.4)

5～10年 後 1 0 1 0 2(2.7)

10年 後 3 1 3 0 7(9.5)

そ の 他 1 1 1 0 3(4.1)

計 251824 7 74(100)
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コ ンピ=一 タ技術の革新のス ピー ドとあわせ考 えるとき,MISの 発 展は今 後3～5年 後 に一

つの ピークを迎 えるのでは ないか と思われ る。

第52塞 く現在MISが 何%位 実現 していると考えているか〉

AB

グル グル
eフ ー フ

CD

グ ル グ ル
ー フ ー フ

0 % 02 0 1

合 計

3(5.6)

5 % 12 1 0 4(7.4)

10 % 54 5 2 16(29.6)

15 % 01 0 0 1(1.9)

20 % 22 3 1 8(14.8)

30 % 50 5 0 10(18.5)

40 % 01 0 0 1(1.9)

50 % 23 2 0 7(13,0)

60 % 10 1 0 2(3.7)'+'-J

70 % 01 0 0 1(1.9)

そ の 他 00 1 0 1(1.9)

計 161618 4 54(100)
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付属資料IV

米国におけるMISに 諸資料

(1)ア メ リカ商 務 省 のSPARTRANシ ス テ ム

1SPARTRANと は何か

アメ リカ商務省 では,人 事記録 システムを コンビ=一 タ化 し,こ れ をSPARTRANと 呼 ん

でい る。SPARTRANと は,SystemsforPersonnel:AutomatedRecords,Tansactions

AndNoticesの 略 で ある。

SPARTRANの シ ステムと しての基本的 な狙いは,人 事記録 システムにある。すなわち,職

員の地位 ・身分 に関す る人事情報を シングル ・レコー ドの形で常時更新 した状態 で維持 し,必

要な人事情報 を文書形式 に打 ち出す。また,多 種類 の人事報告書 をこれか ら副産物 と して作成1

す るので ある。:

そ のほかにSPARTRANは,独 特 なプロセスを持 っている。 それ を"t▲cklerecord-keep・

illg"と 呼 んでい る。tickleと い うのは・ くす ぐるとか,ム ズムズす るとかい う意味であ るが,

要 す るに職員の地位 ・身分に法令 などの定め による変化が 自動的 に発生す る場合,そ れ を人事

部門 および管理者に一定期 間前 に知 らせて,そ の注意を促が し,必 要 な措置手続 をと・らせる と

い う,い わば予報的な システ ムなので ある。

2マ イ ク ロ ・ フ ィ ル ム に よ る イ ン プ ッ ト1－

SPARTRANに お け る投 入データは,職 員の任用 および 給与面のデ ータを853キ ャ ラクタ

ーに コー ド化 してある。 ただ し,こ れ には,個 人 の教育歴,技 能歴,身 体歴な どは含まれ てい

ない。

ま ず管理 者が,職 員の異動 あるいは新規採用その他 の要求 をす る場合 には,「 人事要 求書 」

(RequestforPersonnelAction)を 起 こして,職 員局 の承認 を求め る。職 員局の承認 が得 ら

れ ると,こ の 「人事要求書」が人事情報 システムの中へ 入 り,当 該個人にっいての人事記録 の

スター トになる。

「人事要求書 」は手書 きによって,「 人事 デ ータ ・シー ト」(PersonnelDataSheet)に 転

記 される。 この 「人事デ ータ ・シー ト」は縦15イ ン チ,横17イ ンチの大 きな シー トで あって

マー ク ・セ ンシブルに設計 されている。 したが って入力 には,特 別な場合 は別 として,カ ー ド

穿孔作業 を必要 としない。

それは,FOSDIC(FilmOpticalSensingDeviceforInputtocomputersの 略)と い う

特 別な入力機器 を使用 してい るか らで あって,「 人事デ ータ ・シー ト」はそれ をマ イク ロフィ

ルムにと り,直 接FOSDICに 読 み込 ませ ることに よ り,コ ンピュー タに入 力で きる(第1図

参照)。 そ してこれ らは磁気 テープに記録 され るのである。
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3多 様 な ア ウ トプ ッ ト

コンピュー タはきわめて多 くの種類 のアウ トプッ トを,上 記の シングル ・デ ータ ・レコー ド

か ら作 り出す。 たとえば,次 のような ものがそれ であ る。

(1)「 人事 通知書 」の作成。 これ は要求元の部局,本 人,給 与課,人 事委員 会,職 員局 の記

録係など関連先 に配布 され る。

(2)離 退職 した職員 にっい ての完全 な履歴 録のプ リン ト・アウ ト。 これは定期 的に行 なわれ

保管 され る。

(3)管 理 者 に対 し,人 事上 とるべ きアクションの通告 または督促。 これ を文書 または レター

の形に して行 な う(後 述参照)。

第2図
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(4)特 定の職員にっいての最近の人事情報のプリン ト・アウ ト。 これは要求の都度行なわれ

るが,個 人別にも,集 団別にもいろいろな取 り出し方ができる。

(5)組 織別の職員名簿の作成。これは給与支払期ごとに作成 される。これは職務分類係の検

討資料として,職 位の充員状況のチェック,あ るいは監督要員比の適正度の判定などに用

いられる。また管理者も自分の組織 ・人事に関する情報 として,こ れを利用する。

㈲ 各種の報告書の作成。これには,異 動,勤 続表彰,離 退職,転 入,臨 時雇用,定 員管理

などに関するさまざまな レポ7ト 類が含まれ,主 として管理者のための人事情報 とい う目

的のために作成 ・回付されている。

・4人 事 上 の ア ク シ ョ ンの 自動 化

SPARTRANの 一 つの特徴 は,前 述 した ように,ticklerecordkeepingと い う手段に よる

人事上のア クションの自動化 にある。 これ は,コ ンピュー タが 「督促通告」(iicklenotice)を

自動的に打 ち出 し,そ れ によ って人事部門お よび管理者が,と るべ き人事上 の措置 ・手続 を洩

れ な く適時 に行 な うよ うにす るもので ある。

この 「督促通告」は,19の 問 題事項(試 用期 間の満了,退 職,異 動昇 進,昇 給,長 欠)な ど

にっいて80種 類 の通告が出 され る仕組 みにな っている。

た とえば,同 一職級 内の昇給 についてい うと,管 理者は適格職員の昇給 申請 を行なわなけれ

ば な らない ことにな っているが,SPARTRANは,昇 給 期 の近づ いた職員がい ることを6ヵ

月および3カ 月前 に,管 理者 に対 して通告する。そ して人事 評価の討議 に要す る期間的余裕 を

与え る。 さらに45日 前 に三 たび 通告を して,職 員の人事記録を検討す るよ う督 促をする。そ

して申請期 にな ると,申 請書 を管理者 あてに届 ける とい う,き わめて致れ り尽せ りの システム

になっているのである。

5シ ステムの将来 と採 算性

SPARTRANは 現 在 なお開発途 上に あるシステムで ある。 シスfム の カバ ーす る処理能力

が拡張 され るにつれ,職 員 の職歴簿 の作成,定 員管理 の計画化,予 算計 画の予測,給 与管理の

統合化,あ るいは人事委 員会への報告 の自動化 とい った課題 を次第に達成 してい くことになる

だろ う。

最後 に採算性 の問題であ るが,3,500人 の在 籍職 員の人事記録を手作 業で行なっていた時に

比 べると,SPARTRANの 採 用 によって5(」IO%程 度 の処理 コス トの節約 ができた。 とくに

人手の節約が非常に大 きく,こ の節約額 は目に見える費用のみに限 っての話 である。 このほか

に,SPARTRANに よ って可能 となった人事管理の質的 高度化が,き わめて大 きな寄与を し

ていることはい うまでもない。
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(2)セ ンサ ス局 のPROPvス テ ム

PROP(PerformanceReviewforOperatingPrograms)と は アメ リカ政府のセ ン:サス局

が開 発 した,経 営情報 システム(MIS)で あ り,EDPを 使 用 して,情 報を記 録 し,編 集 し,

要 約 するため の計画 と,報 告 に関す る手法で ある。

1PROPの 由来

セ ンサス局 の本来 の仕事 は,実 業界や政府や,一 般 の人 が必要 なデータを集収 し,加 工 し公

表す る ことであ る。

しか し調査対象の情 況は年 とともに急激に変化 してい るので,調 査範囲,人 員,コ ス トの面

で,大 変 な膨張を きた してい る。そ こで センサス局 の業 務計画 を絶えず変更 して行 く必要が あ

るが,そ の中核になるのが,経 営情報 コ ントロール ・システムで ある。そ してセ ンサス局 とし

てはっねに予算執 行を監査 して,予 算の効率的運用 を計 らなければ ならない。 この ような要請

に基づいて,PROPが 開 発されたのであ る。

2PROPの 発展

PROPは 最初,か ぎ られた狭い分野か らは じめ られ た。1955年 に,セ ンサス局 は4,5年

か かって,局 の諸活動 の広範 な分野 を対象 と して作業測定を行ない,作 業標準 を決定す る こと

に努 力 した。その結果,有 効 な褒 賞 システムを開発す る ことができた。そ してこれ によって各

人 の業績 を評価 し,公 正 な昇進や配転 を行 な うことがで きるようになった。

しか し,こ のシステ ムは個人単位 を対象 と してい るために,公 式 の原価報告を システマテ ィ

ックに作成す ることがで きなか った。 また調査計画の立案に も役立 たせ られ な かった。 そ こ

で,予 算 に関連 させ,ま たそれぞれの調査に要 した作業 量を測定す るため には,共 通の計画,

執 行,報 告のための共 通用語(Language)の 作 成 とコー ド化 が必要 になってきた。

3共 通 用 語 と コ ー ド化

第5図 はセ ンサス局で実施の業 務の一般 的階層 を示 してい るが,こ れは公 式の作業標準 のき

め られている業務だ けで な く,全 従業員の業 務活動 の96%を カバ ー してい る。 一番上 の レベ

ルが 「プロジェク ト」の階層で あ り,予 算 計画 と統制 を行な う段階で ある。第2番 目が 「サブ ・

プ ロジェク ト」の階層であ り,い くつ かのサ ブ ・プロジ ェク トが集って主要 なプログラムが構
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成 され る。 ここの例で は輸入統計が示 され てい るが,こ れは総貿 易統計を構成す るサブ ・プ ロ

ジ ェク トの一つで ある。

第3の レベ ルが 「オペ レーション」 の階層であ り,プ ロジェク トを達成 す るのに必要 な主 な

業務活動が この レベ ルで コン トロールされ る ことにな る。そ して,そ の基本 的な単位 当 りコス

トは次 の階層 の 「タスク」の価値を集合 して設定 され る。第4の レベルであ る 「タス ク」は作

業手順,要 素,動 作を技術 的に作業測定す る段階で ある。そ して各人 の作業は文書 に され た作

業手順 によって記述 され てい る。

サブ ・プロジ ェク トの段階 は,プ ロジ ェク ト相互間,あ るいは一般的活動分 野のデ ータを収

集 し,コ ス トを集計す るといった特別 の 目的 に使用す ることが可能で ある。

このよ うな分轄化 とコー ド化 をすべ ての階層 にっい て行 な うことによって,各 人 が達成 した

作業 を10桁 の きめ られた コー ドによって区分す ることで で き る。 最初の4桁 が 「プ ロジェク

ト」 の コー ドで あ り,予 算統制 に関連 を持つ最後の4桁 が 「オペ レーシ ョン」 と 「タス ク」の

コー ドに使用 され,作 業測定に関連づ け られ る。そ して中間の2桁 が 「サ ブ ・プロジェク ト」

の コー ドで,特 定 の予算 と業務管理 に必 要な情報が得 られ る。
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4 組 織の階層別 コー ド化

第4図 は組織の各階層別 の コー
(注)SPAR

TANに

ド化を示している。PROPは 自動人事管理 システ ムである

使用 してい る組織の コー ドをその まま利用 している。そ して,組 織に対 す るコ

ー ドは6桁 になっていて 「デ ィビジ
ョン」が2桁,「 ブランチ」が2桁,「 セ クション」が1桁

「ユ ニ ッ ト」 が1桁 で あ る 。

5 業務計画表の作成

第5図 は年間業務計画表であるが, この表は標準化されている業務計画表のフォームで,そ

れそれの作業が ドル価格に換算 して表示され得るようになっている。この表では現場作業計画

に関するものが全般的にとらえられるようになっている。そしてこの計画表はそれぞれのプロ

第 4 図
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ジェクトごとに各部門組織に割 り当て られるべき人員と予算の決定に使用される。そこで,統

合されたプロジェク トには,プ ロジェク トの目的を達成するために承認されたすべての現場作

業計画が全部包含されることになる。

なお,こ の計画表は当初,人 的サービスにだけ限定 していたが,現 在はコンピュータに必要

な費用も計上されるようになっている。

この現場作業計画によつて,業 務の進行過程がチェックされ,計 画変更が可能になる。すな

わち作業に影響を与えるようなどんな変化でもこれを直ちにとらえて,そ れによる変化をコン

ピュータで計算するから,変 化が現実に起こる前に計画変更を行なうことができる。またこの

ためのいくつかの代替案を作成 し,そ の結果を予測できる。

こうして,セ ンサス局ではいまや,PROPシ ステムによってコンビ=一 夕を使用 して,自

動計画変更が可能になった。そして 「プラン→結果→再プラン」の自動化システムを複雑な業

務計画と財務管理に適用し得 るようになった。

第5図
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6管 理 の プ ロ セ ス

第6図 はPROPシ ステムの経路図を概略 した ものである。

まず,あ るプロジェク トが決められると,こ れがプログラムの一つ として承認を受け,そ の

プロジェク トの内容が記述される。つぎにこれに対し,作 業記述書が作成され,こ れがセンサ

ス局の標準データの基準にてらし合わせて測定される。 つ い で これに要するコス トが推計 さ

れ,予 算が検討され,承 認を受ける。場合によってはここで修正 されることがある。

つぎに標準時間や手順を書 き込んだ計画表が管理者や作業員に提示され る。 この場合所定の

コー ドが報告の機械化のために使用される。

7入 力か ら出力までの機構

第7図 はPROPシ ステ ムが,基 木 的に五つ のイ ンプ ノ ト・デ ータで開始 され,コ ンビ=一

タで処理 され,ア ウ トプ ノ トが作 り出 され る機構 を説明 してい る。

第6図
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8各 人別の作業報告の作成

作業が進行するに従 い,従 業員は第8図(略)の よ うな特別な用紙 に進 行状態 を記録する。

その 内容は,従 業員番 号,組 織 コー ド,割 当 コー ド,時 間,終 了 した作業 である。 また特別 の

費用や量や,残 ってい る仕事の名称 が記 録 される。 この用紙をマイ クロ フィル ムに撮 り,順 次

検 査 し,コ ンピュータにイ ンプ ッ トできるよ うにテープに記 録する。

コンピュー タでは この内容 を付 き合わせた り,比 較 した りして,各 段階への管理報告書 を作

成 す る。管理 者は この報告書 を評定 し,シ ステムを通 じて行動を正 した りプログラムを修正 し

た りす る。

通常 のPROPの 報 告書 は1週 間 ごと,あ るいは隔週,毎 月,4半 期 ごとに用途に応 じて作

成 される。

第7図
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9.PROPシ ス テ ム の利 点

PROPシ ステムの実施上の利点は次の点である。

1.調 査実施期 日と集計結果を得るまでの期間をひじょうに短縮できる。

2.現 場の段階の多 くの基本的データの組合わせで,種 々の管理資料が作成できるし,別 の

システムのインプヅト・データにもなりうる。

なおPROPシ ステムで作成'しているアウト・プットは次の通 りである。

じ作業計画表

じあらゆる管理段階に必要な基本データー覧表

じ計画対進行度の比較報告書

じ入力からコンピュータによる作表までの公式のコス ト明細書

じ作業標準に対する従業員の作業達成率を示すカー ド

じ管理者の要求に応じた,特 別な目的に使用される報告

[〉作業標準の枠からはずれた作業の,例 外管理のための諸報告

[〉標準単位コス トを低下 させるのに必要な固定費および可変費の概要
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(3)海 軍 のCASDOSシ ス テ ム

は し が き

船舶 設計 と製作過程に新 しい技術 を導 入 しよ うとす る海軍の集約的 プ ロ グ ラ ムの一 環 とし

て,ア ーサー ・D・ リトル社は,海 軍造船技術研究所の後援 の もとに,海 軍用船舶のため の船

体 構造の設計 ディテー リングの,い わばEDP化 され た方 式を開発 中である。 こ こで はEDP

化 され た設計デ ィテ ー リング方式 の一般的特質を述 べ,さ らに,制 御テープのためのPART・

プ ログ ラムを自動的 に作 成 してい くプロセスについて,詳 し くのべる ことにす る。

AEDP化 され た 設計 デ ィテ ー リソ グ とマ ソ ・マ シ ン的 設計

この場 合EDP化 された設計 のデ ィテー リング と人間 と機械 の対話 を通 ずる設計 の2者 の区

別をは っき りさせ てお く必要があ る。後者 は,人 間 とコンピュー タの間で と りかわ され る同時

的な伝達 に含 まれ る意味 を伝 え(た い ていそれは,ラ イ トペ ン,陰 極線管,鍵 盤を通 して行 な

われ る)そ こにおい て,コ ンピュー タは,設 計 計算 の創 造能 力を補 足 し拡大す るよ うな役割 を

ほたす。人間が,記 号形式で設計 の考 えを述べ ると,コ ンピュータはそれを操作 し,そ の考 え

に含まれ ている ことや,そ の考えの細 かな点まで人間に答え る。設計者は ライ トペ ンと鍵盤 を

使 って,自 分 の考 えを変 えた り拡大 した りする ことがで き,こ のや りとりは,設 計が完全 なも

のになるまで続 け られ る。

一方"自 動設計"と も呼ばれ るコンピュータ化 されたデ ィテー リン グは,人 間一機械間(マ

ン ・iマシン)の 伝達はそれほ ど重視すべ きでな く,自 分で一連 の論理 的設計機能を行なってい

くコンピ ュータの能力の方が重要であ る。 コンピュー タは,許 容荷量,補 強材や増補物(レ イ

ンフォースメンツ)の 位置,構 成 要素の大 きさ,溶 接の選択 とい った ものに関す る,い わば設

計互除法 を うま く使 って,多 量のデータを貯え,そ れ を扱 うのに使 われ る。設計 者の ここでの

役 目はい ってみれば,監 督的な ものである。っ ま り,最 初 のデータを投入 し,終 りにディテー

リング手順の進み具合を調べ,必 要 と思 えば途 中でその設計 を中断 し,修 正す るとい うわけで

ある。

iEDP化 されたデ ィテー リング方式の基本的な考 え方 は,製 作 しよ うとす る船舶の船体に関

す るあ らゆ る情 報を含む,い わば 「マスター ・ファイル」とで もい うべ きものを作 り,特 別な

機能 を遂行す るのに必要な どんな形式 でで も,必 要な情報 はいかなる もので も,そ のフ ァイル

かち引出せ るとい うよ うなものであ る。明 らか にこのマス ター ・ファイルの情報は,断 片を切

断 した り,'そ れ を組 み合わせた りするのには もちろんの こと,資 材購入,在 庫管理,生 産計画
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の分野に対 しても有効に活用できる。

BCASDOSシ ス テ ム

これか らのべ るCASDOSと は,Corr}puterAidedStructuralDetailingofShipsを 略 し

た もので,こ の頭文字は少 々誤解 を招 きやすいが,基 本的には,CASDOSは,EDP化 された

デ ィテ ー リング方式 である。 この方式 はNAVSEC(TheNavalShipEngineeringCenter)

の 後 援 と指 導のもとに,海 軍の水上船 の設計デ ィテ ー リング と船体組織(ハ ル ・ス トラクチ ャ

ー ズ)の 建 造に使 われ るために開発 されつつ ある。 ここでは,マ スター ・ファイルか らデータ

を引出し,平 板の火炎切 断(フ レイム ・カ ッテ ィング)の ためのN/Cテ ー プを作 る部分 につ

い てだけに限定 するが,こ の方式 の能 力範囲,特 質に も若干ふれ る ことにす る。

CASDOS方 式 で は,船 の契約計画(コ ン トラ ック ト ・プ ラン)か らその入力すべきデータ

を とることにな る。 このデ ータは,そ の船 に関す るあらゆる幾何学 的情報か らな り,そ れ には

主 要な構成 要素(ス トラクチ ュラル ・コンポウネン ト)の 寸法(材 料 の種類,大 きさ)主

に,平 板 でおお った り,ま げた りす る部分一 と同様 に,甲 板,隔 壁等 の位置 や船体表面(ハ

ル ・サーフ ィス)が 含まれ ている。

海軍の設計 明細書 と設計媒 介変数(デ ザ イン ・パ ラメーター)を この入力デー タと一緒 に使

って,CASDOSは 次 のよ うな一連の設計 デ ィテー リング手順 を通 って行なわれ てい く。 すな

わち,そ れ は,① 外板の条列(ス トレイキング),② 固 ま らせ るものの位 置選定(ス テ ィフ

ァナー ・ロケイシ ョン),③ 寸 法検査(ス キャン トリング ・ヴ ェリフ ィケイシ ョン),溶 接 点

選択(ウ ェル ド・セ レクシ 。ン),④ 端 を結ぶ(エ ン ド・コネクシ 。ン)デ ィテー リング等で

あ る。それぞれの手順 を経 て作 り出され るものは図 とか表 に した形 のものであ り,設 計者はそ

の次の手順 に入 る前に これ で検査で きる。

CASDOS方 式 に よ って作成 され る最終の産 物は,3種 類 か らな ってい る。その一つは工作

図く形 が今 までの もの とはま った く違 うので,グ ラフ式製作補助物(グ ラフィカル ・コンス ト

ラクション ・エイズ)と 呼 ばれてい る〉であ り,こ れ は,硬 い複写(ハ ー ド・コピー)か35ミ

リフィル ムに して,CRT装 置 でつ くられ る。 そ の二つ めは材料明細書 のよ うな概略報告で,

これ も同 じくCRT装 置 によって,表 に した形で作 られ る。その三つは個 々の断片 を切断す る

指 図書 で,こ の方はAPTパ ー ト・プ ログラムの形 で作 られ る。

CN/Cテ ー プ の作成

ここで扱 う部分は,切 断 され・る断片(ピ ース)の 特質 に関す る情報を完全 なマスター ・ファ

イルか ら引 出し,こ の情報 を操作 し,さ らにその断片 のためのAPTパ ー ト・プログラムに穴

をあける(パ ンチ ・ア ウ ト)こ とについてであ る。 この方式 を図式化 して示 したものが第9図

で あ り,こ の部分 は,点 線で囲まれ ている所 である。

これ は本来,コ ンピュータの プログラムを書 くコンピュータのプログラムであ り,最 初の方

のはFORTRANIVで 書 かれ,そ の結果がAPTに 書 かれ る。FORTRANプ ロ グ ラムは,以

後N/Cプ ロ グラムと呼んでい くことにす るが,こ れ は,一 つ の短 かい主要な プログラムと11

の 主 なサ ブ ・ルーテ ィー ンズ(補 助 プログラム)か らなってい る。 プ ログ ラムの 全長 は,約
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1,500ス テ ップのFORTRANス テ ー トメン トである。・マスター ・フ ァイル を作 る設計 手順 と

これが違 うのはただ一つ,こ の過程 が線の終 りにあるため,マ ス ター ・フ ァイルには何 も新 し

いデータを返 さないで,そ の代 り,APTパ ー ト・プ ログラム'を示 してい る1組 の カー ドに穴

をあけるとい うことだけで あ る。

APTパ ー ト・プログ ラム の形 に して,こ の点でデ一一タをもちだす には,二 つの主な理由が

ある。 ① 現在海 軍は,平 板 の切 断にAPTを 使 用 してい る。だか ら,こ れはCASDOS方 式

と,現 在ある建造手順 との自然 な中間面をなす ことにな る。 ② 個々の造船所が,そ れ ぞれの

条件 にあるよ うに,平 板 に少 し変化 を加えたい場合,こ れ はAPTパ ー ト・プ ログラムの中の

カー ドを加 えた り取 り去 った り,取 り替 えた りす るだ けで簡単にで きる。

Dマ ス タ ー ・フ ァ イ ル か ら 引 出 さ れ る デ ー タ

設計デ ィテー リング手順 に先立つ結果,マ スター ・フ ァイルは,N/Cプ ロ グラムが加 わる時

には,切 断 され るそ の断片(ピ ース)に 関する完全 な情報 を含 んでい る。横の隔壁板(ト ラ ン

スヴ ァース ・バ ルクヘ ッ ド・プ レイ ト)を 組 み立 てるのに使 われ る断片のデー タを含 むであろ

うファイルのその部分が,第10図 に示 され てい る。 あ らか じめ定め られた順序 に リス ト・ポイ

ンターを操作 してい くことに よ り,N/CプPグ ラムは"PIECES"と 呼 ばれ る位置 にまで進ん

で くる。それは,1-D断 片 を引出 し,こ のプ ログラムに必要でない数個 の項 目を とば し"NCD

ATA"に ま で移動 す る。 こ うして この断片のための完全 な リス トが動い てい って,そ れは,

次 の断片 に関す るデ ータを集 めるため に"PIECES"へ 戻 ってい く。 このよ うに して,N/Cプ

ロ グラムへ の入力 として引出 され るデータを,よ り詳 しく・述べたものが次の もので ある。

a.1.D.ピ ース ・ア イデ ンテ ィフィケーシ ョン

BDRYSG-COEFFS－ 断 片境界(ピ ース ・バ ウ ンダ リー)を っ くるの に使われ る線 分(ラ イ

ン ・セグメ ンツ)の リス ト。 各部分は13の 実 数 で表 わされ,最 初 の数は線の種類を,残 りの

12の 数 は"endpoint-tangent"形 で,線 を媒介変数 によって表 わ した係 数であ る。 この形では

最初の三つの数は線 の出発点 の座標を,二 番 目の三つ の数は,そ の点におけ るタンゼ ン トのベ

ク トルを,最 後 の6つ の数は線の最終点(フ ァイナル ・ポイ ント)の 座標 とタンゼ ン ト・ベ ク

トルを,そ れぞれ示 してい る。

b.OFFSET各 部分 用(セ グメン、ト)の 唯一の実数

これ は型 どられた線(モ ウルデ ィ ド・ライ ン)か ら,そ の部分の壁段 を表 わ してい る。 この

意味を明確 にす るために,切 断 され る断片(ピ ース)が,甲 板の下側 を接合す る隔壁(バ ルク

ヘ ッド)と してみ よ う。 フ ァイルの中に含 まれてい るよ うな型 どられ た線は この場合,甲 板の

上側 にそ ってのびてい るかも しれない。バル ク ・ヘ ッドは甲板 の厚 さを考 えて この線 よ り少 し

下 の方が切 られ るべ きだ し,こ の距離が壁段 として与え られ るだろ う。

c.CUTOUT－ 平 板にあけ る穴の リス トて,種 類別 に分け られ るもの

それぞれ,ア ルフ ァベ ッ ト数(ア ル ファ ・ニ ューメ リック)の 名前 で見分 け られ る。 円には

(AAcutOut型)XYZ座 標 と半径 を表 わす 四つ の実数が用い られ る。丸 め られ た端(ラ ウン

デ ッ ド・エ ンズ)と 二つの まっす ぐな側(ス トレー ト・サイズ)を もつ穴(AB型)は 二つ の

端 の円(エ ン ド・サー クル)と その半径の位置を示 す七つ の媒介変数 によって述べ られ る。

ドアの切抜 き(AC型)は,そ の位置,寸 法,方 角決定を十分 に定 義するのに21の 数 字が必
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第11図APTに よる作動指示
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要で ある。,

d.EDGEVT－ 断 片のふち("edgeevent")に そ って作 られ る切抜 きの リス ト

プログラムには現在 のと ころ,三 種の切抜 きがある。 これ らの切抜 きはすべて,そ れ らが生

じる空間の点の座標 を表わす三つの数 字 と,そ の寸法 と配置方向 を示すに十分 な付加的 な数字

によって定義 され る。

EN/Cプ ログ ラ ム内で 行 な わ れ る操 作

N/Cプ ロ グ ラムの基本的な機能は,マ スター ・ファイルか ら不完全 な形で引出された断片

のデ ータをAPT言 語 によって要求されてい る完全 な形 で示 され るように,そ れ を変形,操 作

し,さ らに工作機 械へ の指 図が,行 なわれ る順 序に出て くるよ うに,そ のデー タを再整理す る

ことで ある。 この プログラム内で行なわれ る主 な手川頁は次の通 りで ある。

a.変 形 と移行(ト ランス フォーメイシ ョン ・トランス レイシ ョン)

最 初の作業 は,『平板 を一定のZ面 へ回転 させ る回転母体(ロ ーテー シ ョン ・マ トリックス)

を作 ることである。 これ に次いで,座 標系の原 点を平板 の中央へ移行す ることが行なわれ る。

b.境 界 線 分(パ ウ ンダ リー ・ライ ン ・セグメ ンツ)の 再整理

分類作業は,出 発に適 当な コーナーを選び,そ の点か ら反時計 回わ りの順 に部分を整理 して,

い くのに必要 であ り,場 合 によっては部分が,ま った く頭 か ら尾(ヘ ッ ド・ツー ・テイル)ま

で結ばれ るよ うに,あ る部分 をひ っく り返えすのに必要 な こともある。

C.か どでの運動指示 の選 択

平板のか どではすべ て,切 断器は運 動方 向の変化 に関す る指図を受けなけれ ばな らない。線

を定義す る媒 介変数(パ ラメーター)は 線の終 りに方 向ベク トルを含んでい るので,次 のよ う

な手順をつ くることが可能で ある。

すなわち,か どに入 って くる線の終 りで方向 ベク トルを,か どを離れ ようと してい る線 の始

ま りでベ ク トルを と り,そ れ らの角関係 を分析 し,四 つ の可能性,つ ま り"前 進"(GOFWD)

"左 へ"
,(GOLFT),"右 へ"),GORGT),"後 退"(GOBACK)の 内 か ら,適 切 なAPT作 動 指

示(モ ー シ。ン ・コマ ン ド)を,指 示 器にや らせ るとい う手順で ある(第11図 参 照)。

d."EdgeEvent"(エ ッジ ・イヴ ェンツ)の 位置 と分類

マスター ・ファイルか ら引出 され たデータで はT-bar切 抜 きの ようなエ ッジ ・イヴ ェンッ

の位置は,そ れ らが生 じる空間の点の座標に よってのみ定義 され る。だか らエ ッジ ・イヴェ ン

ツをそれ が生 じる線 と結び合わせ,そ の線 にそ って相対距離を見つけ る手順 が必要で ある。

e.1、ineOffsets(ラ イ ン ・オフセ ッ ト)の 分析

作 られ る切 口が,マ スター ・ファイルで定 義され たよ うに線か らの壁段(オ フセ ッ'ト)に な

るとい うことをデータが示 してい る場合などには,そ の状態 を分析 して これ が切断器への指図

に どんな影響 を与 えるかを調べなけれ ばな らない。

FN/Cプ ロ グ ラムか らの 中間 印刷 物

上記の手順 が行なわれ ると,そ の結 果は整列 した順序が一覧表にま とめ られ,そ れは後で使

用され る。 プログラムで使われ る主 な配列(ア レイ)は 次の通 り。(1)Linesegmentarray

'
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第13図APTパ ー ト ・ プ ロ グ ラ ム

MtACROl188,・

「。rtenp。raryweldsntpeoverabuttwelderstghtedge.

SE■MACRO/K・X,Y,R,A1,Bl,工,T

MSE(K)=MATR工X/A1,-B】L,O,X,B1,A1,0,Y,0,0,1,0

REFSYS/MSE(K).、

PSE(K)=P¢1NT/0,0

CSE(K)=CIRCLE/0,0,R

LSE(K)=LINE!PSE(K),ATANGL,90

REFSYS/NOMORE

G¢LFT/CSE(K),PAST,LSE(K)

G¢FWD!CSE(K)

TERMAC

ζ

CSE(K)

/
A

×
)

国

コ
● ●

PSE(K)

Vartables

K=Macrolndex

X=Coordinateofpointwhere

macroistobecut

RRadiusofarctobecut

Al

BEI・ment5。f・ 。t・ti・nmatriK

1Linenumber

TOffset

(XLNS)(p)Lineeventarray(XLE)内Motioncommandarray(MC)(s)Hole

dataarray(HOLS)㈱Offsetdataarray(OFSET)こ れ らの ア レ イ は,故 障 修 理 に 使

わ れ る 。 そ の 例 が 第12図 で あ る 。

GAPTパ ー ト ・プ ロ グ ラ ム の 構 造

APTパ ー ト ・プPグ ラ ム は,①IntroductoryControlStatements②ListingofMacros

③GeometricDefinitions④MotionCommapdsと い う 四 つ の 主 な 部 分 か ら な っ て い る 。

第15図 は,上 述 のAPTプ ロ グ ラ ム の 様 々 な 部 分 の 型(フ ォ ー マ ッ ト)を 示 し て い るAPTパ

ー ト ・プ ロ グ ラ ム の 一 覧 表(リ ス ト)の 一 部 で あ る
。(以 下 略)

Hマ ク ロ ス の使 用(TheUseofMacros)

数値制御プPグ ラムの重要な要素は,平 板の端にそってあらわれる切抜きに,APTマ クロ

.
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スを使 うことで ある。 これ らのマクロスは,一 連の幾何学的記述 と作動 の陳述(モ ーシ ョン ・

ステ ー トメ ンツ)の ことであ り,不 定媒介変数 に よって書 かれ,APTパ ー ト ・プ ログ ラムの

始め あた りにそ う入され る。平板 の端(プ レー ト ・エ ッジ)に 小 さな半 円図の切 口を作 るのに

使われ て,"SE"と い う名 をもつ典型的な マクロスがに示されてい る。

IAPTパ ー ト ・プ ロ グ ラ マ ー の 穴 あ け

切 断す る断片 に関す るすべてのデータを分析 し,上 述 した表の資料をきちんと組みた てると

プ ログラムは,APTパ ー ト・プ ログラムに穴 をあけ始め る用意ができてい るとい うことにな

る。 これはHollerith型 の ステ ー トメ ン トを使 ってす らす らで きる。 このよ うに してADPパ

ー ト ・プPグ ラムの四つの部分(introductorylistingofmacros .geometricdefinitions,

motioncommands)に 穴 をあけていく。(以 下各部分 の説明省略)

JCASDOS方 式 の現状

CASDOS方 式 は,目 下開発の途上にあ るが,上 述 した ような船の横の隔壁の設計,作 図の

すべて を遂行す るところまで きてい る。 ここで述 べた過程 によって作成 され る制 御テープを使

って,ワ シン トンの ブレマ トンにある,プ ゲ ッ ト・サウ ン ド海軍造船所 において,実 際 に平板

を切断す ることが実験 された。

K結 び

あ る種の製 品には,設 計のデ ィテー リングを行 なった り,製 図や材料 の リス トや,断 片の切

断 のためのN/Cパ ー ト・プ ログ ラムを 自動的に作成す る コンピュ・一タ方式 を うちたて ること

が可能 である。 ここでは,そ のよ うな方式のN/C部 分(ポ ー ション)を 述べて きた わけ であ

る。一般的 に言 って,こ の考 え方 は次の よ うな場合 に適用で きる。す なわち,製 品の基本 的な

特質や,媒 介変数がい ったん確立 され ると,デ ィテ ー リング過程 に互除法 として表わせ,コ ン

ピ ュータに プログラムできるよ うな一連の論理的作業の適応が含まれ る場合で ある。 コンピュ

ー タや変圧器は ,こ の技術が適用 されて うま くい った例 である。

この考え方 は,多 くの操作が少 しずつ 変化 しなが ら繰 り返 して行 なわれた り,ま た多 くのデ

ー タを貯えた り扱 った りす るコンピュータが フルに利用 された りす るよ うな ,船 舶 設計等 を行

な う・場 合にはと くに魅力的であ る。 、
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(4)G・E.の タ イ ム ・ シ ェ ア リ ン グ ・シ ス テ ム

1タ イ ム ・シ ェア リ ン グ と は 何 か

タ イム ・シェア リングとは,複 数台 の遠隔操 作卓,た とえば,テ レタイプライターの ような

ものを,電 話線で,中 央 の大型 コンピュータに連続 し,多 くの独立 した利用者が種 々の 目的の

ために,各 々の遠隔操作卓か ら,同 時 に演算処理作業を行なわせ る方法で ある。

2G.E.の タ イ プ ・シ ェア リ ン グ ・サ ー ビ ス の 実 状

ア メ リカでは現在上記 の機能を持 つ多 くの コンビ=・一タが,IBM,ス ペ リーラン ド,G.E・

等 で開発 され,種 々のサービスを実施 してい る。 ここではG.E.の タ イム ・シ ェア リング ・サ

ービスの実状 を紹介 してお く。

G.E.で はG.E.265と い う大型 の同時並行処理の可 能な コ ンピ ェータを使用 して,利 用者の

ところにある端末機械 と電話線で結ぶ ことに よって,タ イム ・シ ェア リング ・サービスを行な

ってい る。現在 アメ リカ各地にセ ンターが あ り,二:.一 ヨー クだ けで約6万 の加入者がいる と

い う。

G.E.が タ イム ・シェア リング用 に用意 して い るプ ロ グ ラムは200ぐ らい あ り,技 術計 算用

の ものが中心になってい る。

3BASICに よる 人 間 と コ ン ピ ュー タの会 話

ととろで コンピュータは,そ の コンピュータ個有の言 葉(ラ ンゲージ)で しか命令を伝達 す

ることがで きない。 しかもタイ ム ・シェア リングで使用す る場合 には,と くに簡単 な日常語に

近い言葉で行ない,ま た命令 を与 え る操作方法 もで きるだけ簡単 にす る こ とが絶対要件 で あ

る。 この要求のためG.E.で は タイム ・シ ェア リング ・コンピュータのためにBASICと い う

ランゲージを開発 してい る。

BASICと はBeginner'sAllPurposeSymbolicInstructionCodeの 略 語 で あ り,ダ ー ト

マス大学が と くにG.E.の タ イム ・シェア リング用 に開発 した ものである。各操作卓 には第14

図 の よ うなダイヤル とボタ ンのついたテ レタイプ ・ユニ ッ トの コン トロール ・パネルが ある。

このコ ン トロール ・パ ネルを操作 して コンピュータを呼 びだ し,命 令 を与え るのであるが,

そ れ はあたか も,電 話 で数 学の得意 な友達 を呼びだし,計 算 をして もらう場合に似 てい る。友

達 に電話で計算を頼む場合 と,タ イム ・シェア リングコンピュータを使用 して,計 算 を行 な う
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場合と対比すると下表のようになる。

第14図 テ レタイプ ・ユニ ッ ト・コン トロール ・パネル

、

KEYBOARDAREA

OOl lOO

『(逼・`・

む　ロむ こし　 ヘバヨ アヨ　 しにし 　しら

● ●OOOO
皿 田 ・P・RV・・ 』

、

電話 とタイム ・シェア リング ・コンピュータの使用法 比較

人 間

1受 話器をはずす

2受 話器を耳にあて,通 話可能かどうかを

確保する。

3友 人の電話番号を回わす。

4

5

6

7

8

9

10

友 人 の応 答 が あ る。

"今 日は"と し・う
。

"貴 方 は?"と 友 人 が た ず ね る。

貴方 の名 前 を云 う。
"同 語 で 話 し ます か"と 友 人 が き く

。
t`英語 で"と 答 え る

。
"新 しい 問 題 か

,そ れ とも前 と同 じ もの

か と友 人 が き く。

11"新 しい 問 題 だ"と 答 え る。

12"ど うい う種類 か"と 友 人 が き く。

13ttSalesSpree"と 彼 に 答 え る。

14"オ ー,ケ ー始 め よ う"と 友 人 が い う。

コ ン ピ ュ ー タ

1テ レタ イ プ ラ イ タ ー のORGINボ タ ンを

押 す 。

2ダ イ ヤル トー ンか ら声 で コ ン ビ=.一 タが空

い て い るか ど うか報 らせ て くる。

3タ イ ム ・シ ェア リング ・コ ン ビ=・ 一夕 の番

号 を回 わ す 。

4

5

6

7

8

9

10

11

12

ピー とい う応 答 音 がす る。

{tHELLO"と タ イ プす る
。

t'USERNUMBER"と タ イプ し て くる
。

貴 方 の ユ ー ザ番 号 を タ イ プす る 。
t'sySTEM"と タ イ プ して くる

。

"BASIC"と タ イ プ す る
。

WEWorOLD"と タ イプ して くる 。

WEW"と タ イ プす る。

WEWPROBLEMNAME"と タ イ プ し

て く る 。

13t'SPREE"と タ イ フ.す る 。

14ttREADY"と タ イ プ し て く る 。

さて以上で準備完了,貴 方 は友人に計 算問題 を告 げ,計 算 して貰 う。 コンピュータの場合そ

れ をBASICの ラ ンゲージで タイプす る。.これをや は.り比較 してみ よう。
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人 間 の 方 法

15ド ルを6倍 して答をかけ

10ド ルを2倍 して答をかけ

0.5ド ル を3倍 して答をかけ

一〇.2ドルを12倍 し答をかけ

上記の全ての答を合計 し答をかけ

合計の答を私に致 しえる

終 りだ,あ りがとう

コ ン ピ ュ ー タ の プ ロ グ ラ ム

100

110

120

130

140

150

999

LET×1==6*15

LET×2=2*10

LET×3=3*0.5

LET×4=12*(-0.2)

LETT=X1十X?十X3十X4

PRINTT

END

以上の プログラムを コン トロール ・パ ネルのキイボー ドか らタイプす ると,コ ンピュータは

直ちに計算し,答 をタイプしてくれる。

答えがタイプされ終 り,も はや,仕 事が済んでしまった場合の操作を

合 と比較 してみよう。

,や は り,電 話器 の場－
ttどう もあ りが と う

,サ ヨウナ ラ"と 貴 方 。

友 人 は電 話 を切 る。

{tBYE"と タイ プ す る
。

タ イ プ ラ イ タ ーは 答 え の 紙 が切 りとれ る と こ

ろ ま で進 み,自 動 的 に連 結 が切 れ る。

さて以上 の コンピ ュータとの会話 は全て タイプされ次 のよ うに なる。

HELLO
USERNUMBER--P54321
SYSTEM--BASIC
NEWOROLP--NEW
NEWPROBLEMNAME--SPREE

⊇
100

110

120

130

140

150

999

LETX1=6*15

LETX2=2*10

LETX3=3傘0.5

LETX4=12*(-0.02)

LETT=X1+X2+X3+X4

PRINTT

END

RUN

SPREE 17:20 FRI.1}Lgs,LSfi

≡
TIME: OSECS.

BYE

口*OFFATi7:21
.



315

上記 の うち,ア ンダー ・ラインの部分が コ ンピ ュータとの会話 の部分 を示す。ただ し,実 際

には これ らの下 にはア ンダー ・ラインはひかれ ない。

4タ イ ム ・シ ェア リ ン グ ・サ ー ビ ス の 料 金

次 に紹 介 す るの は,G.E.(GeneralElectric社)の1部 門 で あ るTEMPO(Technical

ManagementPlanningOrganization)に お い て,タ イム ・シ ェア リング ・サー ビス を行な

う場合の契約 条件(主 に費用)の 基本項 目で ある。

△ 契約期 間毎 にまず25ド ル支払 う。 これ に よ りコーザ番号が決 ま り,遠 隔操作卓 とコンピ

ュー タが接続 され,記 憶装置の 占有容量が確 保され る。

△毎 月の基本料金 は ユ50ド ル である。 これは,得 意先の操 作卓数 にはかかわ りな く,

① その得意先の総操作卓 が コンピ ュータと接続 している時 間が5時 間以 内

② コンピュータを実 際使用 してい る時間が3,600秒 以 内

③1単 位1,500字 か らなるプログラム40単 位 以 内

の場合である。

△ 超過 料金は次の通 りで ある。

遠隔操作卓1時 間につ き10ド ル コンピュータ使用時間1秒 につ き5セ ン ト

プログラム記憶容量1単 位につ き2.5ド ル

ム 変更料金 も し得意先が,得 意先番号 の追加等 の変更 をした り,操 作卓 の装置 を変更す る

場合 には,1変 更 項 目につ き5ド ル支払 う。



316

(5)ウ ェス タ ン ・ユ ニ オ ン社 のSICOMシ ス テ ム

1.SICOM開 発 の 目的

証券業 は,他 のいかなる産業 よ りも迅速かつ正確 な大量の情報を必要 としてお り,通 信に要

す る費用 も,運 営経費の50%以 上 を占めるほどで ある。

証 券業 にお ける通信 と情報活動 の大部分は,取 引所 に対す る株の売 買に関す る注文 と,そ の

個別取 引の確認で ある。

SICOMシ ス テム(SecurityIndustryCommunicationSystem)は,直 訳 すれ ば 「証券業

通信 システム」 となるが,証 券業界 の実情に沿 うよう,安 価で迅速かつ正確 な情報処理を行な

うために,WesternUnion社 に よ り開発 され たもので ある。

現 在,こ のシステムに よるサー ビスは,証 券仲買人委員会 のメンバ ーのみに限 って行なわれ

てい るが,そ の規模は全国にわ た ってい る。現在の ところSICOMシ ステムの最大 の利用者は

中程 度の証券 会社 とな っている。

2シ ス テ ム の構 成

SICOMシ ステ ムは,相 互間の変換可能 な コンビ=・一タ群 および処理セ ンター(NewJersey

のMahwahに あ る)さ らに国内通信 回線 網か ら構成 されている。 また,各 加 入会 社 は,専

用 のテ レプ リンターおよび低速の回線設備を備 える ことに よって,こ の システムを利 用す るこ

とがで きるよ うにな ってい る。

通信 回線網は,完 全二重 ・高速デ ータ ・チ ャンネルか らな ってお り,現 在25に 及 ぶ高速デ

ー タ ・チ ャンネルお よびDalcode(DelayLineConcentratorDeconcentrator－ 遅 延線 を用

い た集 信装置お よび分信装置一)が 設置 され てい る。 各々のDalcode装 置 は,2台1組 と な

ってお り,片 方が故障の ときは コンピ ュータの指示に よって,他 の予備装置へ 自動的に切 り換

わ るよ うになってい る。

3使 用 して い る コ ン ピ ュ ー タ

SICOMシ ステ ムの使用 コンピュータは,ユ ニパ ック418-2,4台 と なってい る。

第1の コンビ..一ータは,通 信回線 とコンピュータとのデータの受渡 しの機能 を もち,通 信回

線 の制御 などを行な う。

第2の コンピ ュータは,情 報の処理 を行 な うもので,情 報の確認,作 業処理状況 を記録す る

な どの作業 をす る。
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第3は バ ック ・ア ップ ・コンピュータで,第1・ 第2お よび第4の コンビ ・・一一タが故障 のと

きは,そ の代 わ りをつ とめ る。

第4の コンビL'一 タは,デ ータ処理 サー ビスを主 として行な う。 なお,周 辺装置 としては高

速 通信端末機,標 準通信 システム,磁 気 ドラム,磁 気 テープ,プ リン トお よびパ ンチ ・カー ド

機 器等がある。,

4SICOMシ ス テ ム の 特 徴

SICOMシ ステムは,証 券仲買会社 に対 し,次 の ような多 くの便益 を提供 す る。

(1)注 文通信 は自動的に,ニ ュー ヨーク株式取引所に伝送 され る。そ こでは注文内容 を分析

して,必 要 なサービスを行な う。

(2)注 文通信 は,二='一 方ヨー ク株式取引所で定めてい る様 式に,合 ってい るか ど うかの確認

を経た後 は じめ て処理 され る。様 式に合わ ない場合 は,処 理不能 とい うことで除去 され る

か,あ るいは相手方の伝送を中止す るなど して,誤 送対策 がと られてい る。

(3)こ の システムによって交換処理 され る通信は,相 手先 コー ド,発 送順序番号 日付 け,

計 算セ ンターでの受付時間お よび返信時間等がつけ加え られ るなど して,処 理の確実性 と

その後 における整理の便 宜が図 られ てい る。

(4)24時 間 以内に処理 された通信は,オ ン ・ライ ンによって調べ ることができる。 また,6

カ月以 内に処理 された ものも,オ フ ・ライ ンによって後 か ら検索す る ことがで きるように

なってい る。

(5)SICOMシ ス テムに用い られ てい る通信 回線は,他 の通信 回線 と適合す るよ うに設計 さ

れてお り,高 い順応性を もってい る。

(6)な お,通 信 をよ り速 く伝送す るために,従 来 か らある通信回線 に対す る概念 を改め,ま

た回線操作 の方法 も新 しく確 立 した。

⑦ 通信の伝送設備 および コンピュータを共 同利用す ることに よって,安 い料金で利用す る

ことがで きる。 また,故 障に備え通信 の確実性 と継続性 を保つために,他 の一組の コンピ

ュー タお よび通信 回線設備を併用 す ることがで きるよ うにな っている。

なお,こ れ らの通信 の伝送に 当って,通 信の 内容に よ りあらか じめ優先順位 が定め られてい

る。そ して,最 高 の優先順位を もつ もの としては,こ のシステムに よって作 られ るサー ビ・ス情

報 および機 器の故障 あるいは通信様式の不統一 に関す る情報 などとな ってい る。

5情 報の処理過程

各 ター ミナルには,WesternUnion社 のPlan117と い う加入者用 の制御装置が設置 され,

通 信の伝送は,紙 テー プをテープ ・リーダー}こ読込 ませ ることによって行なわれ る。送信速度

は10文 字/秒 とな ってい る。

ター ミナルか ら送 られ た低 速の通信 は,Dalcode装 置 の中継 によって,高 速回線を通 じて通

信セ ンターに送 られ る。セ ンターでは送 られて きた通信 が,加 入者端子か ら送 られ たもの と同

じであるか どうかのチ ェックを し,か つ,様 式の検 査 も行ない,通 信 の正確度を保 つ よ う配慮
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・が なされてい る。 これ らの'チェ.ックを通 ったもののみが,目 的局ぺ中継 され るようにな ってい

る。 目的局へ送 られた情報は,処 理 セ ンターか ら高速回線 を通 ってDalcode装 置 で 中継 され,

低 速 の目的局へ送 られ る。

なお,加 入者端子局 には完全二重通信設備 が備 わ ってい るので,異 なった情 報の同時送受 も

可能で ある。

6正 確性の保障

SICOMシ ステムでは,情 報 の受渡 しを確実 に行 ない ,シ ステムの正確性を保つ ために,ハ

ー ドウ
ェアお よび ソフ トウ ェアの分野におい て,つ ぎの よ うな保全対策が とられ ている。

aハ ー ドウ ェア面 の保障

儲)端 末局 か ら中央処理 センターに及ぶ全過程 に,信 頼度の高い固体素子か らなる電子装置

を用 いてい る。

(v)機 器 の故障 に備 えて,処 理セ ンターーー一及びDalcode側 で,複 数 の装置を設備 している。

内 処理 セ ンターとDalcode間 の高速デr-一タ ・チ ャンネルにおい て,文 字 のパ リテ ィチ ェッ

クを行な ってい る。

bソ フ トウ ェア面の保障"

(イ)申 込局お よび相手局 との情報 の受渡 しを確実に行な うため,両 局 間の応答内容を検 証す

る。

㈲ 申込情報の未処理を防 ぐため,か つ,相 手局への伝 送の未処理を防 ぐために,通 信の順

序番号を検証す る。

内 操作上のエ ラー,あ るいは機器 とか通信回線の故 障による誤処理を防 ぐため に,通 信機

式 の検証 を行な う。

⇔ 目的住所 コー ドを確 認す る。

(ホ)加 入者端子局等 か らの要求が あれば,そ の通信 内容 を検索 し,再 伝送 す る こ と もで き

る。

内 エラーの状態を確認 しやす くす るために,サ ー ビス情報 を提供す る。

(ト)申 込局 か ら送 られ た情報,お よび相手局 に送 った情報 の,各 局別 の統計報告書を作成す

る。

要す るに,SICOMは 証券通信 システ ムにおいて,迅 速 かつ正確な取 引管理情報を仲 買業者

に提供す るために設計 ・開発 された ものであ る。 この結果,教 育訓練 ・保守 ・システムの改訂

とい った問題 は,SICOMを 採 用すれば解消 し,最 新情報 の確保および継続的情報の確保 も保

証 され るのであ る。
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(6)ア メ リ カ ン ・エ ア ・ ラ イ ン 社 の オ ペ レ ー シ ョ ン ・

コ ン ト ロ ー ル ・シ ス テ ム

1ニ ュ ー ヨ ー ク の オ ペ レ ー シ ョ ン セ ン タ ー

アメ リカン ・エア ・ライン社は同社の航空事業 の全 日常的業務を円滑 に処理 するため,大 が

か りなオペ レー ション ・コン トロール ・システムを開発 している。そ してこれの中心にな って

い るのが ニュー ヨークにあ るオペ レーシ ョン ・セ ンターであ る。

ニュー ヨーク総局に設立 され たオペ レーシ ョン ・セ ンターの第一 の目的は,同 社航 空網 の諸

々の問題 をよ りよ く処理 す るために運営機能 を改善す ることにある。そ のためには,当 セ ンタ

ーの全員が24時 常 に ,同 エア ・ライ ン全体の状態にに関す る完全 な情報 を与え られ ていなけ

ればな らない。そ して,こ うした情報は五つの主要な情報網,通 信網 を通 して同セ ンターに提

供 され る。

この情報 ・通信網 とは次 の五つで ある。

a会 社所有の私設 電話 網

(イ)航 空機の発送用(フ ライ ト・デ ィスパ ッチ)

(V)修 理 ・保持用(メ インテナ ンス)

内 飛行情報 セ ンター用

←)貨 物輸送 サービス用

b

c

d

e

SABRE資 料通信用回線

私設テ レタイプライター

共有管制スイッチ(コ モン ・コントロール)

電子計算化された資料処理

2.私 設の電話網

(1)航 空機発送用電話回線が19都 市に配置 され,当 社 の三つの発送局(デ ィスパ ッチ ・オフ

ィス)お よび主要空港管制局にその発信源がおかれる。これに加えてさらに八つの空と地上

連絡用の電信局にも発信源がおかれている。 この回線は航空機の運用を統制し,運 営上の種

々の問題を解決するために使用される。 覇

また調整(デ ィネイション)は 毎日6回 予定 されている協議によっても行なわれる。この

協議においては測候所からの当社航空網全体の気象状態の概要および発送(デ ィスパ ッチ)

主任監督による発送上の問題が報告される。同センターもこの協議に加わ り,運 営に関する
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種々の提案や助言を与える。

この回線は,空 と地上連絡用無線局との連絡がとれ次第,地 上から航空機への通信を送る

ことができるrこ れによ?て 当センターに勤務中の者は誰でも米国およびメキシコ全土の上

空にある航空機全部と話をすることが可能である。また,将 来は人工衛星(サ テライト)を

利用することによって,こ の地域以外を飛行中の航空機 と連絡をとることも可能となるであ

ろう。

(2)修 理 ・保持用の電話回線は20都 市に配置され,そ の発信源は当社の すべての修理 ・保守

事務所と倉庫,発 送(デ ィスパ ッチ)セ ンター,お よび総局におかれる。本回線は主として

運行中の航空機以外の航空機に関する報告,お よび他の発信局からの技術的要請を受信する

ために使用される。資材部門にもこの回線は配置されており,急 を要する航空機の部品の調

達を円滑ならしめるために使用される。

諸々の問題の連絡,調 整 もこの回線を通しての協議によって行なわれる。センターのモニ

ターが行な う協議が毎 日4回,経 営者が行なう協議が日に2回 開かれる。

(3)飛 行情報センター回線は40都 市に配置され,飛 行情報(フ ライ ト・インフォメーション)

を伝達した り,各 ステーション間の定常的事務の調整のために使用される。同センターは例

外的な問題が起 こりそ うな場合に事前警告を直ちに発することができるようにこの回線を絶

えず監視 している。

(4)飛 行サービス用回線は37都 市に配置され、,郵便,速 達,貨 物輸送,お よび社用の荷物の

輸送を調整す るために使用される。ニューヨークのオペレーション・センターも時々この回

線を使用し,貨 物輸送主任監督と協議 した り問題を調整 したりする。

3セ ー バ ー ・デ ー タ 通 信 回 線

セーバー ・データ通信 回線 は,同 社 の航空網全体 を カバ ー してい る37都 市 をオ ン ・ライン ・

リアル ・タイム(即 時応答)の コ ンピュータ網で結びつけてお り,飛 行状態および利用乗客 に

関す る客分毎(ア ップ ・トゥー ・ミニッ ト)の データを提供す る。 同センターには主要な飛行

予定の乱れ に関するデータを自動的に受信す るSABRE-AgentSetが 設 備 され てお り,あ ら

ゆ る飛行および座席 予約 に関す るデータを提供 しうる能 力を持 ってい る。

4私 設 テ レタイプ回線

私設 テ レタイ プ回線 とは,同 社航空網内の全 ステー ションに配置 されているテ レタイプ ・シ

ステムであ る。同セ ンターには社か ら送 られ て くる情報 のみを受信す る機械 があ り,航 空機 の

故障,ス ケ ジュールの乱れ,重 要 な乗客の使用機,お よび今後 の運営 に関す る情報 など全般 に

わたるデータを終 日休 みな く受信す る。それ に加えて,2機 の 受信専用 テ レタイプが設備 され

て お り,ア メ リカ各地 の主要 ステーシ ョンか ら送 られて来 る毎 時間の気象情報 を24時 間 受信

す る。

嘔
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5共 同管制 スイ ッチ連絡

共有管制(コ モ ン ・コン トロール)ス イ ッチ連絡(CCSA)は 私 設の電話 システ ムで,当 社

航 空網 中の事務所(支 店)の 大 部分 を直通電話で結び,特 定のエア リア ・コー ド(地 域別 コー

ド)に よって,他 の会社専 用電話 とも連絡す ることに使用 され るもので ある。 これに よって同

社 に勤 務中の誰 とで も電話連絡が可能 とな り,ま た社外 の他の多 くの人 々 とも種 々の問題 につ

いての協議,あ るい はな され るべ き処置の調整を直接 かつ迅速 にとり行な うことがで きる。

6コ ン ピ ュ ー タ に よ る デ ー タ処 理

電子計算化 されたデー タ処理。同セ ンターは,当 局 に設備 されているセイバ ー ・コンピ ュー

タに連 結 され てい る通信網 による飛行お よび交 通量 に関する事実 に基づいて作成 され た統計 を

常時…所持 してい る。実績評価,お よび諸決定を可能 な らしめるデータを提供 す るため,日 毎,

過 程.月 毎 の リポー トが作成 され る。 これ ら統計 の多 くはオペ レーシ ョン ・セ ンターに掲示 さ

れ る情報図 を作成 す るために使用 され る。

以上 の諸設備が,あ らゆる場所 およびあ らゆ る航空機運用活動 を連結 させ るネ ッ トワー クを

形成 して,社 の 中核部であ るオペ レーシ ョン ・センター に提供 す るので ある。そ して このオペ

レーシ ョン ・セ ンター こそが 全運営監視の 中心部で あ り,運 営上 の諸 々の最良の決定が このセ

ンターでてきぱ き処理 され るわけであ る。
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(7) ロー ・リサ ー チ ・サ ー ビス会 社 の法 令 検 索

シ ス テ ム

1シ ス テ ムの 内 容

これは ウェスタ ン ・ユニオ ン電信会社(WU)の テ レックス通信網 を利用 したMISの 一 つ

の組織で ある。

全米各地 の企業 および個人の弁護士そ の他 の実務家の事務上参照 すべ き,法 令条文,判 例や

課税,法 律上 の諸手続 や動産 ・不動産 の登記,各 種契約,遺 言等 の公正書類等 の検 索を行 な う

システムをロー ・リサーチ ・サーヴィス会 社(LawResearchServiceInc.)が 組 織 して いる。

全米の洲法 と連邦法の各部門 にわたるあ らゆ る法令や判 例を法律事項別に分類 した引用文 と

してコンピュータ ・プログラムに組込み,需 要者の電 話による申込みに応 じて即時 に必要デ ー

タを提 供す るのであ る。

第15図 加入者が持っている会員照合カー ド,こ れを自社の端末機に差 し込む

と,ロ ウ ・リサーチ ・サービス会社のセン トラルコンピュータに電話線

を通 じて連結する。
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2コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム の 概 要

コンピ ュ_タ はユ ニパ ック418と ハ ネウ ェル200を 用 い,検 索 には8部 に分 けた コンビ=・・一

タ宝典 シソーラスに記載 した コー ドに よって引 出す ので ある。宝典記載の コー ドとテ レックス

のプ リン ト ・ア ウ トの形式を第16図 に示す。

需要者 は全米 の主要都 市 におかれ ロー ・リサ ーチ ・サ ービス社の地方 セ ンターに電話 し,こ

こより,宝 典 のコー ドに よ りテイ ックスを通 じて ニューヨーク本 社(WU社 屋 内)の セ ンター ・

ライブラ リーに保存 され る諸 データを検索 し必要事項 を引 き出 し,諸 情報 は直 ちにテ レックス

に よ り逆・送され,需 要者 に電話で回答 され るのであ る。 この間数10分 で ある。(第18図)

第16図 宝典記載のコード一覧表の事例
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3国 際 的 な ネ ッ トワ ー クへ の提 案

P-・ リサーチ ・サー ビス社 は現在 ニ ュー ヨークを中心に活動 してい るが,こ のシステムを

全米洲のみな らず,東 西両 ヨーロ ッパ の各国,.極 東 地域(台 湾,韓 国,.フ ィ リピン等 の諸国)

に も拡げ よ うとし,と くに ヨーロ ッパ の諸国 に提案 してい る。
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第17図 加入者の問合せに応答 してコンピュータから打出された一事例
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(8)ロ ッキ ー ド社 の病 院 情 報 シ ス テ ム

1.開 発 の 目 的

医療業務は,大 部 分が情報 を集 め,診 察 し,検 索 し,伝 達 す るとい うプ ロセスで あるが,情

報伝達 こそ医療事 業の成功 に最 も大 きな関係 をもってい る。

そ こで,ロ ッキー ド社で は,医 療,OR,情 報 技術 および システ ム ・エ ンジニア リング関係

のスペ シャ リス トたちを動員 し,約3年 かか って,病 院における情報処理 シ ス テ ム を研究 し

た。研究 は3病 院を対象 に行 なわれ,細 部にわたって各病 院の情報 の流れが調査 され分折 され

た。

この研究 の成果が,ロ ッキー ド社のHospitalInformationSystemで あ るが,こ の システ

ムは,病 院の管理 および患者の看護 ・治療を効率的 にす ることを目的 として開発され た。そ し

てシステ ムの概要 は,コ ンピュータを利用 した総合的 な病院の情報処理 システ ムであ り,管 理

者や医師 や患者の 日常的な業 務やサー ビスのEDP化 を 目指 している。

2シ ステムの構成お よび機能

このシステムは,二 つ の大 きな要素 か らなってお り,一 つは病 院内の必要個所 に置かれてい

る装置で あ り,他 の一つ はデータを処理 し記憶す る装置であ る。

新 旧情報の出 し入れ には,病 院職 員が 自由に操作で きる端末 装置 と,デ ィスプ レイ装置 とが

利用 され る。必要情 報は端末 装置か ら中央演算処理装置に入れ られ,分 類 ・計算 ・記憶 などの

処理が行 なわれ る。 この処理装置 は,故 障 に備えて2台 設置 され てお り,ま た,何 時で も利 用

で きるように,24時 間 の稼動体制が とられ てい る。 なお,こ れ らの装置 は,経 済的利用を考慮

して,数 ヵ所の病 院で も共有 で きるように設計 されている。

医師が この システムを利用す る場合 には,次 の ような順序 で行 なわれ る。

(1)医 師 は患者 の病状 を端末装置 を通 じて観察す る。

(2)さ らに医師は患者 を直接診察 して,診 断材料 を補完す る。

(3)医 師 は端末装置の と ころに戻 り,患 者に関す る所見デ ータを入力 し,コ ンピュータを通

じて,研 究室や医薬処方室や レン トゲ ン室,手 術室 などに指示書 や命令書 を発 行す る。

(4)コ ン ピュータは入 って きた メ ッセ ージを受取 り,内 容 を分類 し,こ れ を指示 され た部門

に伝達す るとともに,経 過 ファイルを作成 し,将 来の情報 検索のためにデ ータの蓄積 を行

な う。
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第20図 ホスピタル ・インフォーメーシ ョン ・システムの仕組を示す もので,

医師が患者を診断 し処方するまてのステ ップが図示されている。
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3.シ ス テ ム の 使 用 方 法

この システ・ムでは,必 要情報 が論理的 に体 系化 された形で幾 つかの グループに分 け られ,コ

ンピ ュータに記憶 され・るようにになってい るが,こ れ は人間が永年 の修練 を経て記憶 してお く

記憶 構造 と非常に類 似 してい る。

一例をあげる と,医 療 に関す る指 示は,あ らか じめ幾つ かの要素(た とえば,通 常看護,与

薬,諸 検 査など)に 分 けて コ ンピュータに記憶 させ ておき,医 師は これ らの 中か ら該当項 目を

ライ トペ ンで選ぶ ことに よって,処 方箋 を書 くこ とが で きるよ うに なっている。 この システム

では六 つのステ'ップを経 ない と最 終結果が得 られ ないか ら,医 師は六つの異 なったデ ィスプ レ

イを取扱 わねばな らない。

いま一例 と して,あ る患者に対する指示 を得 る過程 を追 ってみ ると,次 のよ うになる。第1

ス テ ップと して医師はデ ィスプ レイによって表示 され る患者 リス トの中か ら,必 要 な患者名 を

ライ トペ ンを用い て選択す る。第2ス テ ップと して,医 療指示 に関す る幾つ かの大見 出 し(通

常看 護,与 薬,諸 検査,レ ン トゲ ンなど)が 自動的 に表示 され,こ の中か ら,た とえば与薬 う'

の項 目を選択す る。第3ス テ ップとして与薬 に関す る こまかい 内訳が示 され る。 以下 こ の よ

に,ス テ ップごとに選択 の範 囲はせばめ られ,第6ス テ ップになってある病気に対す る薬 の名

称,用 法,用 量な どの具体的情報 を得 ることがで きるよ うになっている。

この場合,ス テ ップ ごとに枝 分かれ して,最 後の結論に達す るのであるが,一 度 に一つの指

示項 目の選択 しかで きないので,二 項 目にっいての結論を得 ない場合 には,一 項 目の結論 を出

した後,元 の場所へ戻 って残 りの項 目を選択で きるよ うになってい る。

病 院の管理者についても同様 のや り方で,病 院の職 員の勤 務状 況,患 者数,施 設の運 用状況

財政 状態 などについて,デ ィスプ レイを使って,コ ンピュータを通 じて病院の管理を行な うこ

とがで きる。

4.こ の シ ス テ ム が もた らす 利 益

このシステムを導入し活用することによって,医 師 ・看護婦 ・患者などの病院関係者は,大 ・

きな利益を受けることが可能になった。医者にとっての大きな利益は,1ヨ 常反覆される業務の

処理が短時間で行なわれ,し かも適切になったことと,そ の結果,研 究時間が増大することな

どである。したがって,医 師の指示は迅速かっ正確に処理され,記 録は正確なものとなり,情

報の入手が短時間のうちに,し かも読みやすいかたちで行なえるようになる。

看護婦にとっての利益は,日 常繰 り返し行なわれる事務作業は少なくなり,患 者の看護に専

念できることである。

病院経営者にとっての利益は,① 医療料金の計算 ② 原価計算,③ 財務管理,④ 在庫管

理 ⑤ 業績評価,⑥ 施設の保全などが効率的に行なわれることである。患者にとっての最大

の利益は,ベ ッ ト・薬 ・医者 ・看護婦などの諸資源を有効に活用できるようになる。また,誤

診が減 り,巡 回診断や急患へのサービスが迅速に行なわれ,料 金の支払いも待ち時間がなくな
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り,入 院 している 日数 も短縮 される ことであ る。
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バ ロ ー ス(Burroughs)

D
輌…iθ 米国バ ロース ・=・一ポレーション日本総代理店 高千穂 交易株式会社

本社 大 阪市北区小松原町27(大 阪富国生命 ビル)電 話(313)3381(大 代)

東京都千代 田区麹町1の27(半 蔵 門 ピル)

電 言舌(263)3211(プ(f-k)

代 表 機種

当社の代表機種はバ ロース500フ ァ ミリー ・システムで,B500,B2500,B3500,B5500,

B6500,B7500,お よ びB8500の 小 型か ら超大型 までを揃 えてい る。 この ファミリーを通 し

ての設計概念は,ハ ー ドウェア/ソ フ トウェアの同時設計開発(IntegratedHardware/soft-

ware)で あ る。以下 の特徴 は この一貫 した設計概念 の所産で ある。

多重 処理=バ ロース500フ ァ ミリーで,多 重並行処理(B5500以 上 の システ ムでは2台 以

上の プロセ ッサーによ り完全な並行処理)は 日常 のオペ レー シ 。ン形態 である。ハー ドウェア

ソフ トウェアの設計 は多重並行処理に方向づ け られてい る。

自動制御(オ ペ レーテ ィング ・システム)=パ ロー・一・スでは常にMCP(MasterControlpro--

gram)に よ りシステ ムが運 営 され るよ う設計 され ている。多重処理は もとよ りオ ン ラ イ ン処

理 まで も制 御す る幅広いオペ レーテ ィング ・システ ムMCPは500フ ァ ミ リー運 営に欠か

す ことのできない,シ ステムの要素で ある。
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モ デ ュラー概念=シ ステムの各要素(プ ロセ ッサーを含 め)は 全 く独立 して働 くよ う設計 さ

れ ている。 したが ってあるモデ ュール(た とえば メモ リー ・モデ ュール)が 故障 であ って も,

シ ステムは何 らの影響 も うけずオペ レーシ ョンを継続す る,完 全なモデ ュラー ・システム。

当社 のコンピュータの歴史

▽B205完 成(1954年)=世 界最初 の中型汎用磁気 テープ ・システム(250台 設 置)。大型汎

用B220発 表(1955年)=最 初 の コア ・メモ リー ・コ ンビ=一 タで,コ ボル,ア ル ゴルな ど共

通 プログラム用語使用(128台 設 置)。

▽B100MICRソ 一 夕ー開発(1959年)=ま た これ と連動 するB250,B270コ ン ピュータ

システム発表。バ ンク ・オ ー トメーシ ョンに貢献。

▽B200シ リーズ と新 しい概念の コンピュータ(1961年)=B250,B270に 加 え,一 般用 と

して,B260,B280を 開 発 し,B200シ リーズ として小 ・中型分野 に大 きな足跡を残す(B300

と と もに1000台 余 の設置)。同年新設計に よるB5000大 型 汎用機発表(の ち改 良 してB5500)

2っ の プロセ ッサーか らな り,MCPと い うオペ レーテ ィグ ・システ ムで完全 に コン トロール

され るシステム(100台 設置)。

▽世界最初 の磁気薄膜(1965年)=世 界 最大 のシステムB8500発 表 。プロセ ッサー,メ モ

リー,1/Oモ ジ ュールの組 合せでそれぞれ16モ デ ュールまで設置で きる。単一体 集 積 回 路

(MIC)を 使 用,磁 気薄膜 メモ リーを採用 してい る。

▽B2500/B3500(1966年)=1・ 戸型の汎用 システムでMCPに よ りコン トロール され る。 同

年B300シ ス テムを改良 しB500を 発 表。ついで発表 され たB6500/B7500(1967年)は

B5500とB8500の 中間 を うめ る磁気薄膜 メモ リー,コ ンピ ュータである。 ここにバ ロ ー ス

500フ ァ ミリーの機 種揃 う。

サ ービス体制

当社が世界 に誇 るオペ レーテ ィ ング ・システムーMCPは シ ステ ムの一部 とい う観 点か ら

力 を注いでいる。 ソフ トウ ェアは ランゲー ジ関係 はも とよ りマネジメ ン ト・インフォメーシ ョ

ン ・シ リー ズを含 め広範 なアプ リケー シ ョンは直ちに使用で きるよ う整備開発 され てい る。 メ

ンテナ ンス ・サー ビスについ ては,い かなる事 態に もす ぐ対 処できるよ う万全の体制 を整 えて

い る。その他 システム導入 に際 し,シ ステム ・エ ンジニア,要 員 の教育等,シ ステム運営 を早

期に達成 する万全 の構 えが とられてい る。 ・



332

富士通株式会社

⑤ 本社事務所 鯨 都千代駆 丸ノ内2-8(古 河総合ビル)
`

代表機種

当社 の代表 シ リーズFACOM230シ リーズ,FACOM270シ リーズは,純 国産,自 己開発

の14年 間 のFACOM電 子 計算機 の歴 史の中でっ ちか われた努力の結 晶 として生 み 出 さ れ

た,世 界的 レベルのシ リーズで,FACOM230シ リーズ,FACOM270シ リーーズを一貫 して

流れ る設計 思想は,最 良 の価格一 性能比の追求 と,互 換性 の重視の二つ である。

▽FACOM230シ リーズは 幅広い10形 の底辺か ら,超 大形 の70形 の頂点に至 る ピラ ミッ

ドを構成 し中堅企業 か ら超大形計算 センターに至 るあ らゆ る規模 のEDPに 適 合できる。

▽ またFACOM270シ リーズは 科学技術用,プ ロセス制御な どに 威 力 を発揮 し,超 小形の

10形 か ら中型の30形 までが ある。

▽FACOM230シ リーズの40/60/70形,FACOM270シ リーズの30形 は,富 士通が自

己開 発 したモ ノ リシック集積 回路が全面的に採 用 されてい る。特 にFACOM230-60は,電

子 計算機 による自動 設計(DAS-2)に よ り作 られた国産最大規模の大 型電子計算機で,コ ス

トパ フォーマンスを重視 した大規模 なバ ッチ処理 をはじめ,デ ータ通信 を含むオ ンライ ンリ

アルタイム処理,共 同利用 におけるデ マン ド処理 などの タイムシェア リングシステ ム,マ ル

チオペ レーションなど高度 な機能を誇 っている。

▽ ソフ トウェアは,各 モデルの機械語命令,情 報 の構成等,互 いに密接 な関連 を持 た せ て あ

り,能 率の よい互換性 を実現 してい る。

FACOM

230-60

FACOM

27〔卜30
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当社のコンピュータの歴史

1935年

1954年

1958年

1959年

1961年

1965年

1967年

1968年

納 入実績

個数積算装置 製作な どの基礎研究開始

FACOM100日 本最 初の 実用 リレー計 算機完成,引 続 き各種商用機各方面 に 多

数納入

FACOMパ ラメ トロ ン機種完成,納 入

FACOMト ラ こノジスターテス トモデル1号 機完成

FACOM222ト ラ ンジスター式大形機完成

FACOM230シ リーズ体系完成

FACOM270シ リーズ(科 学 ・プロセ ス用)発 表

FACOM230シ リーズに第17回 毎 日工業技術賞受賞

カナダ ・モ ン トリオ ールフ5国博へ 日本代表 と してFACOM230-20出 品

FACOM230-60完 成

FACOM総 台 数1,038台(68年3月 末現在)

サ ービス体制

「最良の価格一性能比」 と 「完全 な互換性 」を実現 するために,ハ ー ドウェアは,最 先端の

回路技術 と高信頼度回路素子 の採用,各 モデルに共通 な高性能周辺装置 の開発が され てお り,

ソ フ トウェアサー ビスでは,各 種 システ ムプPグ ラムや応用 プPグ ラムの研究 ・開発 ・保守 ・

管理,ユ ーザーに対す る広報教育,共 同研究 を行ない,こ れ らを基盤 として訓練 されたSEお

よび全国47ヵ 所 のFACOMデ ー タセンターに よるユーザーの業 務 内容の分析,機 械化への

協 力体制を確立 してい る。 またメ ンテナ ンスサービスは,全 国40カ 所 以上にCEセ ン ター

を設置 し,納 入先 な らび に納入予定先 に対 し,24時 間いつで もコールに応 じる保守 サービス

を実施 している。 このよ うに富士通では,納 入前 か ら納入後に引続 く販 売,SE,CE三 者 一体

の トータルサー ビスを行な っている。

機器開発

本体関係 では,リ アルタイム処理,多 重 プ ログ ラム処理 などに効果的 な大 容量 ランダムアク

セス磁心記憶 装置,周 辺装置では9ト ラ ック磁気 テープ装置,大 容量磁 気デ ィス ク,磁 気 ドラ

ム,デ ィスクパ ックなど併 せて,電 子 プ リンタ装 置,デ ィスプ レイ装置,ラ イ トペ ン,OCR,

磁 気 カー ド装置,漢 字 プ リンタ,光 学 マーク読取 装置 などの高性能入出力装置を開 発 し て い

る。 また並行 してデータ通信 システ ムの各種端末 装置,低 廉入 出力機 器 の開発 も進めてい る。

その他と くに……

FACOMは,唯 一の純 国産 自己開発機 として,海 外 か らもその実 力を高 く評価 され,米 国,

ソ連,フ ランス,フ ィリッピ ン,ブ ルガ リア,韓 国,英 国など世界各国へ輸出 され,わ が国の

コンピュー タの輸 出に重 きをな してい る。また 日本政府 の推薦で 日本 の代表出品物 として ニュ

ー ヨーク世界博 ,カ ナダ ・モ ン トリオ ール万 国博 へ出品され た。

自己開発の長所 を生 か し,日 本の国情にマ ッチ したオ リジナルな システムデザ インと,末 端

まで滲透 した木 目の細 かい サービス体制 の確 立 と高度化 の推進 を目標に している。
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技術の国立
thefutureiShe『e

HgTAC80◎Oシ リーズは
コ ン ピ ュー タ ・エ ー ジ に対 処 す る

目良の設備投資 です

経営の電子計算機化があら

ゆる産業分野で進められて

います。営業所や各部門単

位の合理化から、多数の支

店 と中央を結んで集中的に

管理するトータルシステム

さらには異った企業が、大

システムを共有して使 うタ

イム ・シェアリング ・シス

テムなど、電子計算機の仕

事 は実 に 多彩 で す。 この 複

雑 な要 求 に こた え るの こ そ

HITAC8000シ リー ズ で す。

Oプ ロ グラム、 入 出力機器 が

共通 の フ ァ ミリー シス テム

◎ 他機 種 の プログ ラム もその

まま実行 で きる互 換性

● 広範 な仕 事 を これ1台 で処

理 す る万能性

四丁醜(
8000〆 り－X
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舷泡⑰が⇔

濠

慈ξ隈

灘

写真 はHITAC8400シ ス テム

鰯0〈8。OO;.es。xの 特長

ノ

HITAC8000シ リー ズは,技 術 の 日立 が開 発 した第 三世 代 の コ ン ピュー タ で,HITAC8100,8210,

8200,8300,8400,8500の6つ の シ ステ ムか らな り,あ らゆ る用 途 に適 応す る 次 め特長 を備 え て い ます。

1第 三 世 代 の 回路 素 子集 積 回路 の使 用

装 置 の小 形 化。 信 頼 性 の 向上 。 演 算 の高 速 化。.1"r

2ス タ ン ダ ー ド ・イ ン タ ーフ ェ イス の採 用

装 置 の増 設 ・変 更 が容 易 にで きる。 装 置 の変 更 の際,再 プ ログ ラ ミングが不 要。

38ビ ッ ト ・コー ドの採 用

世 界 的 な標 準 コー ドが使 用 で きる。 カナ文 字 が数 字 と同 じよ うに扱 え る。8ビ ッ トで2数 字

表 わ す こ とが で き,メ モ リー,外 部 記 憶 装 置 が効 率 良 く利 用 で き る。

4豊 富 な 入 出力 装置

シー ケ ンシ ャル処 理,ラ ン ダム処 理 が容 易 。 文 字 お よび マー ク の読 取 り可 能。.

5充 実 した ソ フ トウェ ア

シス テム の経 済 的 な運 用(オ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ム)。 プ ロ グラ ム ・コス トの低 減。 プ ロ グ

ラ ム ・メ ンテナ ンス が容易 。 ソフ トウェ アの モ ジ ュー ル 化 が可能 。 プ ログ ラム の ラ ン ・ツ ウ

ラ ンが 可能 。 マ ル チ プ ログ ラ ミング が で き る。 〆

6デ ー タ通信 シス テ ムの 完備 一

企業 規 模 に合 った オ ンライ ン ・リアル タイム ・シス テ ムが 構 成 で き る。

7完 全 な る ファ ミリー ・シ ス テム ・

入lll力 装 置 が共 通。 デ ー タ ・プ ロ グ ラム が共 通。 シ ス テム拡 張 が 容易 。

t'、

株式會泣 目 並 製 彼 所
` ,

●お問い合せは=日 立製作所・:コ之ビュ一夕事業部システム営業部 東京都千代田区大手町2の8(日 本ピル}電話・東京ne-2111〈 大代〉大阪・福岡・名古屋・札幌・仙台'

富山・広島・高松の各営業所 または日立システムエンジニヤリング㈱電話栗 東279-5341(大 代〉へどうぞQ日 本電子計算機KKを 通じてレンタル制を実嬉しておOネ †
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◇
虚7竃L

三菱電機株式会社 電子計算機営業部
東 京都 千代 田区 丸 ノ内2-12
電話 東京(212)6111(大 代表)

代 表 機 種 ・

■MELCOM-3100(モ デル10,30,50)

事 務 計 算 か ら技術 計 算 まで を カバ ー で き る汎 用 シス テム でCOBOL,FORTRAN,ACE'(レ ポー ト;ジ ェ

ネ レー タ)な どの コンパ イ ラ を自由 に駆 使 で き る ソフ トウェ ア優先 主義 の設 計思 想 に よるシステムで あ る。

殊 に最 小 シス テム か ら本格 的COBOLが 実用 され て い る シス テ ム と して世 界 で も抜群 の性 能 をもっ て い る。

口MELCOM-9100(グ ル ー プ10,30,50)

本 格 的 オ ンラ イ ン ・リア ル タ イム用 シス テ ム と して世 界 の最 高水 準 の性 能 を もって い るMELCOM-9100

シ ス テム ・シ リー ズ は,ハ ー ドウ ェ ア と しては全 面 的 に モ ノ』リシッ クICを 採用,20ミ ル ・コァ を使 用 し

て い るほ か,ICに よ る高 速 ス ク ラ ッチ ・パ ッ ド ・メモ リや リー ド・オ ン リイ ・メ モ リの 採 用 に よ っ て

極 め て高速 の演 算 を行 うほ か,ペ ー ジ ング に よ るプ ロ グ ラムの ダ イナ ミ ック ・リロケー シ ョンな どの 二次

元 ア ド レス変 換,16レ ベ ル の優先 度 を もつ 割 込 み機 能,プ ラ イバ シィ ・プ ロテ ク シ ョン等 の メモ リ ・プ ロ

テ ク シ ョン な ど本格 的 マ ル チ ・プ ロ グラ ミン グ,マ ルチ ・プ.ロセ ッシ ングに必 要 な機 能 をすべ て完 備 した

最 新 鋭 の シス テム で あ る。 また,ソ フ トウ ェア と して もオ ン ライ ン ・リアル タ イム業 務 とバ ッチ処 理 業務

を完 全 にパ ラ レル に処理 す るた め,ベ ー シ ック ・オペ レー'ティ ング ・シ ステ ム,リ アル タ イム ・オペ レー

テ ィ1ング ・シ ステ ム,'タ イ ム シア リング ・オペ レー テ ィ ング ・システ ムO階 層 構造 とな っ て いて,同 じ く階

層 構 造 を とっ てい るフ ァイ ル ・シ ス テム を 自由 に駆 使 で きる よ うに なって いる。

田MELCOM-81

小 形,軽 量 で,コ ンパ ク トに ま とめ られ た本 格 的 オ フ ィスrマ シンMELCOM-81は6,000--12,000桁 の デ

ィス ク ・メ モ リを もっ た汎用 性 の あ る小 形 コ ン ピュー タ で独 創 的 な キャ リッジ ・コン トロール機 能 によ る

自由 な作 表能 力 を特 長 と した低価 格 の シス テム で あ る。 紙 テー プ ・リー ダ,紙 テー プ ・パ ンチ,タ イプ ラ

イ タ の付 加 に よ って処 理能 力 を自由 に拡 大 す る こ とが可能 で,MELCOM-3100,・9100の よ うな大形 シ ステ

ム の衛 星 シス テム として も活 用 で きる。 特 に メモ リ内の 各種 プ ログ ラ'ムを選 択 して呼 出 す セ レク タ ・ス イ

ッチ はマ ル チ ・プ ログ ラム の手法 を小形 機 に適 用 した もの として全 く斬 新 な機 能 とい え る。

当 社 の コ ン ピ ュ ー タ の 歴 史

1959年3月

1960年3月

1962年10月

1964年3月

1966年3月

1966年10月

1968年3月

1968年3月

1968年3,月

納 入 実 績

DAS(デ ィジタ ル演 算 高 速 化装 置)を 開 発ρ

科 学 技術 計 算用?ス テ ムMELCOM-110nを 発 売,納 入開 始。

プ ロセ ス制 御 用 計 算機MELCOM-330を 発 売,納 入開 始6

事 務,技 術 計算 の汎 用 シス テムMELCOM-1530を 発 売,納 入 開 始。

オ ン ライ ン ・リアル タ イ ム用 シス テムMELCOM-1600を 納 入 開始 。

事 務,技 術 計 算 の汎 用 シス テムMELCOM-3100シ ステム ・シ リー ズ を納 入 開 始。

オ ン ライ ン ・リアル タイ ム用 シス テムMELCOM-9100納 入開 始。

プ ロセ ス制 御用MELCOM-350納 入開 始。

小 形 事 務用 シス テムMELCOM-81納 入開 始。
・"、

デ ィ ジタ ル ・コ ン ピュー タ169台,ア ナ ログ ・コ ン ピュー タ251台(68年 .5月 現 在,受 注 を含 む)

サ ー ビ ス 体 制

MELCOMで は,教 育,計 算,保 守 を三 本 の柱 と したサ ー ピネ体 制 を とって い るが,特 に教 育 に つい て は,

計 算 機 を使 って の徹 底 した シス テム を採 用 して い る。

MELCOM計 算 セ ン タ ー … 』":∴::"t't』`t

区分 名 称 所 在 地 機 種 TEL

直 営 三菱電子計算機
東京 センター

東京都千代田区丸 の内2-12
MELCOM-3100/10'
MELCOM-81

(212)5825

直 営 ・

「

三菱電子計算機
市ヶ谷分室

東京都新宿 区市 ヶ谷仲 ノ町20

(富士学 院内)
MELCOM-3100/10 (353)1818

,

直 営
三 菱電子 計算機

大阪 セ ンター 大 阪市 北区堂島北町8-1
MELCOM-3100/10
MELCOM-81 (344)60.63

直 営
三 菱電子計算機
名古屋 センター

一

名古屋市中村区広井 町 β一85
(大名古屋 ピル)

MELCOM-3100/10
MELCOM-81 (561)5311
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.区 分
「「

名 称
..

所 在 地
..'

機 種 TEL

直 営 三菱電子計算機
鎌 倉セ ンター

鎌倉市上 町屋325
(鎌 倉製 作所内)

MELCOM-1530

MELCOM・-3100/30

M耳LCOM-81

(6)1111 A

.関 連 富 山計算 セ ンター 東京都世 田谷区池尻3-10 'MELCOM
.-3100/10 (422)8435,

関 連 三菱大阪商 品計算
セ ンター 大阪市北区堂島北町8-1 MELCOM-3100/10 (344)6063

関 連
⊥

・

姫路計算セ ンター 重臣路市本町68
、

MELCOM二3100/10 (24)7069

関 連 備 後計算 セ ンター 福 山市緑町1-8 MELCOM-3100/10 (21)3・211

関 連 長崎電子計算 セン
ター

長崎市銅座町20
(山一証券.ビル)

MELCOM-3100/10 (23)6663

関 連 経 研 セ ン タ ー一
大阪市東区瓦町1(井 上 ビル) MELCOM-1530 (231)4821

MELCOM保 守セ ンター

名 称 所 在 地 機 種 勤務時間 TEL
'

,

東京保守 センター
千代 田区丸 ノ内2-12
渋 谷区千 駄ケ谷5-32
(大西 ビル405号 室)

MELCOM-3100

MELCOM-3100

昼 間
'夜 間

(212)6111

内3042
(356)5646

東京保 守セ ンター

新宿区市 ヶ谷仲 ノ町20

(富士 学院内)
渋 谷区千駄 ヶ谷5-8
(竹 島マ ンション56号)

.MELCOM-1530
.

MELCOM-1530

昼 間

夜 間

(353)1818

(356)7871

大阪保守 セ ンター
大阪市北区堂島北町8-1

大阪市北区鬼我町50
(法華 クラブ内三菱CE駐 在所)

MELCOM-3100
MELCOM-1530
MELCOM-3100
MELCOM-1530

昼 間

'
夜 間

(344)6063

(313)3171

名古屋保守センター

名古 屋市中村区広井町3-88
(名古 屋営業所 内)

名古屋市中村区太閤通9-9
(横 田ピル4C室)

MELCOM-3100
MELCOM-1530

MELCOM-3100
MELCOM-1530

昼 間

夜 間

(561)5311

(481)・5770

広島保守セ ンター
広島市 中町7・-32

(三菱電機広島営業所 内)

MELCOM-3100
MELCOM二1530

昼 間 (47)5111

長崎保守 セ ンター

長崎市 銅座町20(山 一証券 ビ

ル長崎電算セ ン ター内)
長崎市南山手町20(三 菱電機
清明寮 内)

MELCOM-3100
MELCOM-1530
MELCOM-3100

MELCOM-1530

昼 間

夜 間 「

(23)6663

(22)44'94

MELCOM教 育 コース

コー ス名称 期 間 内 容

EDP概 要 コー ス 2日 コ ン ピュ ー タ ー般 に つ い て の概 要

COBOLコ ー ス 5日
－

COBOLの 詳 細説明 と演習

FORTRANコ ー .ス 4日 FORTRANの 詳細説 明 と演習

MACRO・CODERコ ー ス 8日
'MELCOM -3100ア セ ンブ ラの 詳 細 説 明 と演 習

SIASコ ー ス 8日 MELCOM-1530ア セ ンブ ラ説 明 と演 習

.ACEコ ー ス 3日 レポ ー ト ・ジ ェ ネ レー タの 説 明 と演 習

オ ペ レ ー シ ョ ン ・ コ ー ス 2・ 日 ア セ ンブ ル,コ ンパ イ ル等 の使 用 法

シス テ ム ・デ ザ イ ン ・コー ス 3日 システム分 析の手法その他 の説 明

ア プ リケ ー シ ョン ・コー ス 1日 ア プ リケ ー ジ ョ ン ・パ ッケ ー ジ の説 明

三マ ネ ー ジ メ ン ト ・ コ ー ス 1日
一般 管理職 むけEDPSの 説 明

進 出 分 野

製造 業 に於 け る生産 管 理 シス テム,生 産 ラ イ ンの オ ン ライ ン ・リアル タイ ム.・コ ン トロール を は じめ 販売 業

務,信 用業 務,1農 業 協 同組 合 業務,地 方 自治体 業 務 をは じめ 多数 の端 末装 置 を持 っ た研 究 所 用 技術 計算 シ ス

テム に及 ん で い る。 特 に国鉄 納 入の操 車 場 自動 管 制 シ ステム は世 界最 大 の規 模 と機 能 を もっ た シス テム と し

て 認め ら・れ て い る。
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NEC日 本電気株式会社

本社 東京都港区 芝五丁 目7番15号

代表機種=NEAC－ シリーズ2200,NEAC-3100,NEAC-1240

NEAC－ シ リ■一ーズ2200は,す べ てのプログラムと入 出力装置が互換 性を もった ワン ・マ シ

ンの概念を取 り入れた電子計 算機 システムです。

規模 ・処理能 力 ・価格のみが異なる6っ のモデ ル,す なわち,NEAC－ シ リー"'ズ2200モ デ

ル500モ デ ル400モ デ ル300モ デ ル200モ デ ル100モ デ ル50の 超 大型か ら,小 型まで

の電子計算機 システムで構成 されてお ります。 これ らを,業 務に応 じて経済的に,適 切な シス

テ ムを ご使用いただけます。

NEAC-3100は,全IC化 の 多目的科学用電子計算機 として科学技術計算,計 算制御 ・デ ー'

タ交換 その他広範 囲で多 目的な用途 に適 用できる電子計 算機 システムです。

NEAC-1240はIC採 用 によ り超高速 ・高信頼 ・経済性を誇 る 汎用な小型 システムです。

また,企 業 の規模 の大小にかかわ らず業務 に合 ったバ ランスの とれ たシステムを構成でき,特

に,基 本 システムか ら標準 システム さらに最大規模 システムへ と拡張性 をもたせ,事 務所 ・工

場等,ど こにで も設置 で きる電子計算機です。

わ が 国初 の タ イ ム ・シ ェア リン グ ・シ ス テ ム ・大 阪 大 学NEAC-一 シ リー ズ2200モ デ ル500

当社の電子計算機の歴史

1958年3月

1958年9月

1961年5月

わが国初 の実 用機iとしてのパ ラメ トPン 電子計算機NEAC-1101完 成 。

トランジスタ使用 のNEAC-2201完 成(1959年 パ リで開催 され たオ ー トマ

ス展 に出 品,第2世 代 の電 子計算機 として世界 で初 めて稼動 し,注 目を浴び

る。 これ を基礎 として,1959年5月 にNEAC-2203を 完 成 し,わ が国で初

めて電子計算機事業 の企業化 に成功,当 事業 の先べ んをっ けた。(ζ の後相

次いでNEAC-2205,2204,2101,2206,2230完 成 。)

超 小型電子計 算機iNEAC-1201完 成(こ の後NEAC-1201A,1210完 成 。
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1963年4月

1964年5月

1965年5月

1966年8月

1967年1月

1967年2月

1967年3月

納入実積

サービス体 制

現在に至 るまで常に国産電子計算機最高の納入 台数 を誇 る。)

中型か ら大型の シ リーズの電子計算機 として一,NEAC-2400,3400,2800完

成 。

NEAC-2200発 表 。

ワン ・マ シンの概念 にもとず く,第3世 代 のNEAC－ シ リーズ2200発 表 。

NEAC－ シ リーズ2200モ デ ル50発 表(日 本語 コボル完成)。

大 阪大 学に納入 した,商 用機 として 世界初の全IC化NEAC－ シ リーズ

2200'モ デ ル500・ 超 大型電子計算機で,わ が国初の タイム ・シェア リング ・

システ ムの本格 的サ ービスを開始。,

IC全 面 採 用のNEAC-1240発 表 。

科 学用電子計算機 として全IC化 のNEAC-3100発 表 。,

ユ,443台(1968年3月 末現在)

▽ ソフ トウェア ・サー ビス=種 々の経験 と豊富な知 識を もった専門家(セ ール スマ ン,シ ステ

ム ・エ ンジニア,教 育担 当者等)が,皆 様 の要望 する最適 の電子計算機 システムを提供 して

い る。また,下 記 のとお り各地 に電子計 算セ ンターを設置 し,さ らに,関 連計 算セ ンター と

して全国各地に置 き,各 種 のサービスを行な っている。

東京電 子計算 セ ンター(田 町)NEAC－ シ リー.ズ2200モ デ ル500モ デ ル400モ デ ル

100モ デ ル50(日 比 谷)NEACLシ リーズ2200モ デ ル200,2台(芝)NEAC-2800・

NEAC－ シ リーズ2200モ デ ル200,大 阪 電子計算 センターNEAC－ シ リーズ2200モ デ ル

200,名 古屋電子計算 セ ンターNEAC－ シ リーズ2200モ デ ル200,』 静 岡電子計算 セ ンター

NEAC－ シ リーズ2200モ デ ル200。

▽ メ ンテナ ンス ・サ ービス=下 記 のとお り北海道か ら九州 まで全国的なサー ビス ・センターを

設 け,ア フター ・サ ービスの万全 を期 してい る。

東京 中央計算機 サ ービスセ ンター,札 幌計算機 サービスセ ンター,仙 台計算機サ ービスセ

ンター,金 沢計算 機サー ビスセ ンター,大 阪 中央計算機サ ービスセ ンター,名 古屋計 算機サ

ー ビスセ ンター ,広 島計算機 サービスセ ンター,福 岡計 算機 サー ビスセ'ンター。

進出分野 とその他 と くに……・

先 に記掲 のごと く中央に設置 した電子計 算機 を共同利 用す る タイム`・'シェア リング ・シス

テムを,わ が国で初み て実現 を可能に し,新 しい分野を開拓 し,さ,ら にド信頼度の高い デー

タ通信 システムの開発 に力を入れ ている。また,東 京都下 にある当社電子計算機 の府 中工場

では,最 新鋭の電子計算機を最新 の 自動機器 によ り設計 ・・製作,す なわち,電 子計算機 によ

る電子計算機の製作を行ない,皆 様 のご要望 に こたえるべ く目下鋭意量産 中である。

さ らに,今 般同工場において,わ が国初 のメ ンテナ ンス専門の訓練 セ ンターを完成 させ,

そ こに当社の最新 の小 型か ら超大型 までの電子計算機10台 近 くを設置 し,メ ンテナ ンス ・

サー ビスの向上をはか ってい る。

この よ うに,当 社は生産 か らアフターサービスまで,万 全の体制 をしき,皆 様の ご要望に

こたえるべ く,常 に努力致 してお ります。



マ ネ ジ メ ン トの た め の フ ァ ミ リー コ ン ピュ ー タ ー

鵬 職恒到 弓U弐 麟
'rceWRy

可 能 性の 限界 に 「挑 戦 」

これ まで に な い高 い経 営 情報 管 理 の 効率 化 を

ロー コス トで実現!



NCRセ ン チ ュ リー シ リー ズ は 、 コ ン ピ ュ ー タ ー の コ ス ト

と 性 能 を 一 新 し ま し た 。

経 営 に お け る 、 問 題 提 起 か ら解 決 ま で の 、 全 情 報 の 効 率 化

を は か っ た 、 地 に つ い た"ユ ー ザ ー 受 益 効 率"の 高 い シ ス

テ ム で す 。

セ ン チ ュ リー シ リー ズ は 拡 張 性 と 融 通 性 の あ る フ ァ ミ リー

構 成 で す 。 セ ン チ ュ リ ー100か ら200に 、 さ ら に 大 型 シ ス

テ ム へ 同 一 プ ロ グ ラ ム で 成 長 。

…

…

・纏 難 治

㌶_,

i"砕 鰯 齢 ノ

～ 彗
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轟
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CPUメ モ リ ー は16KBよ り524KBに 。 同 時

併 行 操 作 は3～9。 メ モ リー8,388,608Bの 双 軸

磁 気 デ ィ ス ク の ト ラ ン ス フ ァ ・ レ ー ト は108ま た は

180KC。 プ リ ン タ ー ・ス ピ ー ド は450--3,000LPMに

そ れ ぞ れ 拡 張 。ON-LINE、MICR、OCR、CRTデ ィ ス プ レ イ

に よ る シ ス テ ム の 拡 充 も 可 能 で す 。

標 準 化 ・小 型 化 ・量 産 を 徹 底 的 に 追 求 し た 、 モ ノ リ シ ッ ク

lCを 中 央 演 算 処 理 装 置 と周 辺 装 置 に 全 面 採 用 、6種 で 全 回

路 の80%を 占 め ま し た 。 メ モ リ ー に は 、 磁 気 薄 膜 技 術 の 粋

シ ョー ト ・ロ ッ ド ・メ モ リー をNCRが 完 全 な 実 用 化 に 成 功

し ま し た 。

セ ン チ ュ リー シ リー ズ の 魅 力 の 中 心 は 、 強 力 ソ フ トウ ェ ア
ラノゲ　ノ

群 。 プ ロ グ ラ ム 言 語 、 オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム 、 ア プ リ

ケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラ ム が 最 小 の セ ン チ ュ リー100か ら完 備 。

COBOL、FORTRAN、SORTGENERATOR、NEAT/3な ど
ラノゲ　ノ

の プ ロ グ ラ ム 言 語 。 ビ ジ ネ ス ・デ ー タ 処 理 か ら科 学 技 術 、

医 療 、 教 育 に 適 用 で き ま す 。

NEAT/3は セ ン チ ュ リー シ リ ー ズ の 華 。 巾 の あ る マ ク ロ ・

イ ン ス トラ ク シ ョ ン 、 メ ジ ャ ー ・ フ ァ ン ク シ ョ ン を も ち 、

ドキ ュ メ ン ト化 が 進 ん で い る の で、 短 期 間 で 自 由 な プ ロ グ ラ

ミ ン グ を 可 能 に し ま した 。 シ ス テ ム ・デ ザ イ ン か らラ ン ま で

の 総 時 間 を 半 減 さ せ ま し た 。

}

w

還 鞭 麟

琴講

饗
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一
日本ナショナル金銭登録機株式会社

東 京 ・港 区 赤 坂1-2⑲582-6111大 代表

大 阪(営)・南 区 安 堂 寺 橋 通 ㊥252-1181大 代表

電 子計 算 機/デ ー タ ・セ ン ター/会 計 機

レジ ス ター/加 算 機/ビ ジ ネ ス ・フォ ー ム 一一 一 一 一一 一
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「リアルタイム」といったら

ニリごアル.タイ ム ニそ,科 学 す るあすの 経 営思 想 …

情 報 にあふれ て,ま す ま.す複雑 にな って い く現代。

い まや,企 業 の意志決定 は,個 人の カンや経験 だけ

では,困 難 です。 これか らは,世 界 中か ら集 る情報

'を科 学的 に
,よ り正確 に,よ り早 く処理 す る リアル

タイムのセ ンスが必要 です。ρUK9400こ そ・す ぐ

』れた リアルタイム能力 を備 えた電子計算機 。企業 の

繁 栄 を確 約 します。
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OUK9400の 特 徴 は ソ フ トウエ ア

幅広 い リアルタイム処理能 力がある ことをは じ

め●マスス トー レッジ ・オ リエンテッ ド・シス

テムの確立 ●5つ のマル ティ ・プ ログラシ ング

●言語 プロセサ ーのオペ レー テング ・システム

●高性能磁気 テープ装置 な ど,ソ フ トウエアに

抜群の実 力を もっています。OUK9000シ リーズ

には この他,OUK9200,0UK9300が あ ります。

嚢鴎⇔o一
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一番ぴった りのシステムを

TO5BACク 飢4の 中か らお選び く'ださい

事務用

響幡羅難騨艦蹴騒縄翻幽
ユ ーザの立 場に立 って、開発 され た汎 用電子計算機

です。電 子計算機 の操作 を 日動 イヒす るオペ レー テ ィン

グ ・システムが完備 してい て、たいへ ん使 いやす く

かつ複数 の仕事 を並行 ・同時処理 す ることができるなど、

事務 の大量処理 か ら、高度 の科学 ・技術計算 にい たるま

で、数 多 くの用途 に最 適の電 子計算機 システムです。

響盤騒騒騨艦醐騨 翻麗
コンパク トな ンステムで あ りなが ら、・高 速 ・高性能

な東芝 の最 新の 技術 を駆使 して開発 された事務 用電子

計算機 です。 各企 業は もちろん、官公庁 、 と くに区役

所 、市役 所 で も、行政事務 の近代 化 にTOSBAC-5100

は多 くの実績 をあ げてい ます。

縷

響盤騒騒縄艦緬騒 騒幽
TOSBAC-1500は 、中堅企業 におけ るセ ントラル ・

マ シ ンと して、デー タの分類 、集 計 、諸管理 資料 の作

成 を行 ない ます。 また大形電子 計 算 機 の ブラ ンチ ・

マ シンと して もその入力 データ を作成す る とともに、

多 くの仕事 を同時的 に処理す る能 力 をもち、一般 事務

用のほ か科 学技術計算処理.もで きる全 工C化 の小形電

子計算機 です。

響臆騒翻解鱈 端麗騒騒
デ ス・クサ イズのTOSBAC-1100は 、A,D,E,M

形 とシ リー ズをそろえ、伝票発行 か ら管理資料 まで、

レンタル料 月 当 り数万 円 で処理 で きる事務用 の超小形

電子計算機 です。 また中形電子計 算機の イ ンプ ッ ト・

マ シン として も効率 よい働 きを し、わが国 中小企業 の

近代化 に大 きな貢 献 を しています。

懇

篤

≧領
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明 日 を つ.く る 技 術 の 東 芝

電 子計算機の導 入にあたっては、必要最小限の機能 を もち、シス テムの拡 張性があ り、 さらにプ ログラ ミングを容易 にし、機械 の

性 能を十二分 に発 揮させ るソフ トウェアが完備 してい ることが重要 な条件 です。東芝で はこれ らの条件を完全に満 た し、事務用 、

科 学用、情報伝送用、工業用の全ての用途 に適 したコン ピュー タを豊富 にと りそろえたTOSBACFAMILY .を用意 しております。
あなたの企業 に一 番ピッ タリしたシステ』ムを、これ らの豊富なTOSBACFAMILYの 中からお選 び くだ さい。

科学用
聞購籔欝蝿麗㈱麗縄翻鵬
科 学技 術計算 を主 とした汎用電 子計算機 で、その荷

速性、拡 張性おな び コス トパ フォーマンスの良 さは定評

が あります 。IC化 に よって一層 の高速化 、小形化 、

軽量化 、小電力化 、信頼性 の向上 を達 成し、モデル オプ

ションも充実 しま した。 さらに国産初 のデ ィスクを開

発、 ソフ トウェ アの面 でもデ ィス ク ・オペ レーデ ィン

グ ・システムTOPS-XIを 開発 しま した。

情報伝送

騒騒マ瞬翻醗7職 麗麗
中央の電 子計算機 と遠隔地 を直 結 し、通信 回線 を利

用 して 、情 報の伝送 、処 理、 フ ィー ドバ ック を行 なう

システ ムが情報伝送処理 システムです。 た とえば、.商

社 で各地 の営業所 の販売デー タ を、本社の大 形電子計

算 機で集 中的に、即 時的に処理 するなど、PATANET-

30は 高性能 のデー タ通 信処理装 置 と して、 多 くの実 績

を示 してい ます。 この ほか当社 では、各種情報伝送 機

器 を開 発、 オンラ イン ・リア ルタイ ム、 タイム シェア

リング時代 にそ なえてい ます。

'
T口5自R=■II口 口M

工業用

響翻欝欝麗麗醗ツ購幽鵬
発電 、製鉄 、石 油精 製、化学 プラ ン トな ど、プ ロセ

ス産業 におい て、その制御用 として欠 くこ とので きな

い電子 計算機 です。'プロセ ス制 御に は非常 な高精 度 を

要 求 され ます が、TOSBAC-7000は 、周囲 の悪条件

に も耐 え られ る高速 、高性能 の制御 用電子 計算機 で、

わ が国で も トップクラス をゆ くものです。

コ ンパ ク トな構 成 と高度 の命令体系 を備 えた科学技

術計 算お よび、制御用 に設計 され た電子 計算機 です。

す でに電力、石 油事 業、研究所 、学校 な どに多数導ス

され 、と くに放送 番組の送 り出 しg≧、自動 化 に用 いられ、

操 作 の誤 りをな くし、 コマ ー シャ鑑わ切 りか えの よ う

な神経 をす りへ らす作業 か ら人間 を解放 しま した。

'引詣 産 婁
京嘉 晶 義 金馨

東京都千代 田区内幸 町1-1-6/TEL(03)501-5411.(大 代)

圏 お問 い合 せ ば,・当社 電算 機 企画 課 き.たは全 国支 社,

電 子計 算機 課,支 店電 子 機器 課 へ ど うぞ。
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USAC電 子 計 算 機 シ リー ズ

.

禁裏1文1田 …羊iラ

電子計算機事業部
東京都 中央 区京橋1

新 八重洲 ビル

03(567)247

大 阪 市 東 区 本 町1

06(262)263

の3

1

のll

l

ノ
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.、USRC・-1020Sの 構 成
ノ

USAC

1020S

CPU

タイプライタ

・紙 テ ー プ

リー ダ ー

紙チーフ
パ ンチ

コア ・メモ リー

ラインプリンタ

紙 テー プ

リー ダー

紙 テープ
パ ンチ

コ ア ・メ モ リー

紙 テープ

リーダー

紙 チー フ
パ ンチ

コ ア ・メ モ1」一

紙 テー プ
パ ンチ

コア ・メモり一 コア ・メ モ リー

演

主記憶:素 子
アクセス

容 量

算 命
速

50ミ ル.フ ェラ イ ト・コア

1.5μ8

200w～1000w

(符 号 十6桁)

令1ア ドレス方式36種 類

度 加減算420仰

りー ダー 紙 テープ2400〔 序/分 ～60000宇/分

パ ン チ:紙 テープ3000字/分 ～9000宇/分

タ イ プ.:500字/分

ライ ンプ リンタ300行/分

USAC-250Dの 構成

050c
2500
CPU

コア ・メモリー

ディスクパック
ε ・スクパ・ク(ぐ … パ・ク(

ディスクパック

⑤◎ ○○ ○㊦ ○〇
一
タイプライタ

ー
タイプライタ

カード・一㍉

タイプライタ

カー ドリー ダー

紙 テ ー プ

リー ダー

紙 テ ー プ

リー ダ ー

カ:!Ziib

.タイプライタ

紙テープ
パ ンチ

カ ー ドパ ンチ ・

紙 テープ

パ ンチ

主 記 憶:

演

素 子
アクセス

サ イクル

容 量
語長方式

.算:素

速

命

30ミ ル.リ ジ ュ ー ム ・コ ア

600Nsec.

1.5μsec.

4096/s'イ ト～32768ノ ミイ ト

可 変 語 長

子 全面集積 回路

1支 半ll匪斤15μ8

加 算 減39.Oμs(10桁 の とき)

令2ア ドレス方式.

間接 ア ドレス指 定可能

可変 命令長

テLタチャネル

割込機能

8本 の チャネル を有

し,各 チャネル共 、演

算 と入出力の同時動作'

を行 う。

プ ログラムの いかな

る個所 にお いて も自動

割込 の機能 を有 す る。
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あなたのお仕事はどれに関係がありますか?

企業動態の解析D_。
企業の投fftl卜画,生 産 ・1仮売計画等の意思決定 に最適 なシ

ミュレー ション手法 で,操 作性が高 く,数 量,情 報 ともに
とりあつかえま†.

シ ミ ュ レ ー シ ョ ンSIMSCRIPT.GPSS

政治,経 済,企 業経営 など解析的に とらえに くい現 象をモ

デル化 し現実 をシ ミュレー トします.GPSSは 待行列問
題 などに最適な一般性の ある汎用 シミュ レータです.

線 型 計 画 法ALL。GR。,。PH。LIE,。MLp

経営計画 など各種の最適計算に利用'でき・ます●ALLEGRO

は,5,500も の条件式を含むような大規模 な問題 も短時間で

解 き.計 算結果の利用 も容易です。

土木技術計 算c臨
測位の結果 を使 って土木工学に共通 な計算 を行な うシステ
ムで〉 多角形の面積,あ る線分 に平行な直線などを求め ま

す.ソ ー スロ路 を持ってお り問題の表現が容易です・

構 造 計 算STAR列.ズ
超高層 ピル,橋 梁 など土木,建 築の分野 におけ る谷樋構造

物の設計計算の ためのプ ログラムを集大成 したものです.
た とえばSTAR-1は 一般構造物解析用です.

原 子 炉 設 計CANDID.p。Q.NEARREX

多数組 エネル ギー群の拡散.断 面積.輸 送問題などを計算
します。工学,動 特性,4撤 解析,コ ス ト計算のためのプ
ロ グラムや断面積 ライブ ラリも用意 されております.

計 量経済 モデル 醐M
線型計量モデルを解 くプ ログラムです.部 分テス トでは直
接最小 自乗法,二 段階最小 自衆法,制 限情報最尤法等 が用
いられ ます。データは30,000,係 数行列 は28,000ま で可能.

時 系 列 解 析TSA,。 。サ.聡.'GEXE

セ ンサス同法 は販売高,在 庫高な どの時系列 デー タを傾向

値,季 節変動値などに分解 して予 測に使 われますe .TSA
は時系列 データか ら周波数応答な どを求め ます。

'回 帰 分 析
.。A,。M。(g.7ス 。)

あらゆ る分野の大丑 データ を分析するために.多 重相関.

偏相関,平 均値,分 散標準偏差な どを計算するプ'ログラム

です。eMOに は42の プ ログラムが含まれています。

放 射 線 遮 蔽G33.QAD-。R"

高速中性子線,γ 線減☆の状態.発 熱量,散 乱 などを種 々
の媒質中で計算 します。GSSはNDA.デ ータを使用 し,多

群 で,直 交,円 柱.球 座標のいずれで も計算 できます●

化 学 プ ロ セ ス;浩 拷 ス」USEGIFS
化学工業プロセスにおいて,複 雑なシステムを解明† る融
通性ある汎用 シ ミュレー ション・プログラムで,日 本科学

技術研修所 が開 発 しました。

X線 結 晶 解 析UNIcsシSJ.x .

生化学.薬 学,せ ん維,鉱 物 などのX線 による枯品構造探
求の ためプ ログラム ・パ ッケー'ジで..す べてのプログラム・
に共通の入出力が使 える汎用性あろ システムで†。

因 子 分 析 。M。(ク。4。)
主成分分析,主 成分の回帰,判 別分析,標 準相関分析 など
によ り,デ ー タの中から要因 を取 りだ して,そ の影響 の仕

方 を計算 します.

ク ロ ス 集 計 ク。ス締 プ鰺 ラム.

各相 の属性 をもつデータを,属 性 ごとに分類 し,集 計.プ
リン トします。同時に平均,百 分率,度 数,な ども計算し

ます◆

ネ ッ ト ワ ー ク 問 題.FA
輸送問題,割 り当て問題な ど,各 種の ネッ トワーク問題の

最 適な流丘,経 路および費用 を得るためのプ ログラムで.
最大1,500の 結合点 をもつ問題 を解 くこ とができます。

情 報 検 索.W、C,INF。 、:Z

情報 を効率 よく蓄積 し.検 索するプログラムです。tNFO」
は縫合的な情報検索用亘購KWtclli文 脈 の中の索引 をア
ル7ア ペ ット順 にプ.リン トする自動索引 システムです。

工 程 管 理pERT!TtME.pER了/C。ST;CPM

プ ロ ジェ ク トの スケ ジュ ー ル と実 施 の 時 間 的 な管 理,予 算

と費 用 の 比較,各 種 レポ ー ト作成 や再 ス ケ ジ ュー ル を行 な

い ます 。イベ ン ト数6.000,ア クテ ィ ビテ ィ数9,000ま で可 能

赤 外 線 分 子 構 造 解 析.。MAPS
赤 外線吸収 スペ ク トル を用い分子構造 を解析 します。東大.

島内研究室の協力に よリ完成 し,化 学,薬 学∴せん維化学,
農芸化学,工 業化学な どに広い用途 があります.

実験 デー タ処理
震動 波による探鉱,飛 跡による素粒子の解析.電 波による

新 星の発見など,観 測値 を解析す るためめ大量の実験デー
タ処理 をお引受 けしてお ります。

■ 以上 は当社 の ライプ ラ、リ として整備 され た ア

プ リケー ション ・プ ロ グラムの い くつ かの例

数 値 制 御APT
工作機械の自動 化に上 り,熟 練工か ら数値制御機械ヘバ ト
ンが渡され,殻 計者がプ ログラムを書 くだけで"APTシ ス

デムを通 じ,数 値制御機械への指令 テープ を作 りますb

グ ラフ ・設 計 図作 成 尭。飢 →・
百聞は一 見にしかずで,百 回説明するより一回 グラフ を見
せた方が効果的 です。線,円,だ 円,矢 印,文 字.数 字,

軸 などをか く各種のルーチ ンが用意されております.

.連立 方 程 式,そ の 他 酵 顕 昧
多項式の根,特 殊関数の展開.連 立非線型代数.積 分,微
分方程式の数{直解.補 間,曲 線のあてはめ,行 列演算.固

有値固有ベク トル等.各 種数学基礎ルーチンがあります。

です 。

■ この ような計算 や解 析 は,CDC'360eセ ンタ

で委 託計 算 をうけ た まわ ってお ります 。

●コンピュータのご利用,ソ フ トウェ ア開発の ご用命

は下 記へお願 い申 しあげ ます。

伊藤忠電子計算サービス株式会社⇔東京都中央区 日本橋本 町2-6-4ft(663)4211(代)

出張所 ・大阪市東区淡路町2-44tt(271)2251(代)

1
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